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本紙は再生紙を使用しております。

　この文書は、ものづくり基盤技術振興基本法（平成11年法律第２号）第８条の規定に基づく令
和6年度のものづくり基盤技術の振興に関して講じた施策に関する報告を行うものである。
　本報告は、閣議決定を経て国会に提出する年次報告であり、表題は元号表記となっているが、
本文に関しては、経済活動において西暦表記が用いられることが多いこと、海外データとの比較と
なる部分もあること、グラフにおいては西暦表示の方がなじみやすいと考えられることから、原則とし
て、西暦表記を用いている。
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凡凡 例例

 「ものづくり基盤技術」とは、工業製品の設計、製造又は修理に係る技術のうち汎用性
を有し、製造業の発展を支えるものとしてものづくり基盤技術振興基本法施行令で定め

るものをいう。

本文中「ものづくり基盤産業」とは、ものづくり基盤技術を主として利用して行う事

業が属する業種であって、製造業又は機械修理業、ソフトウェア業、デザイン業、機械

設計業その他の工業製品の設計、製造もしくは修理と密接に関連する事業を行う業種に

属するものとしてものづくり基盤技術振興基本法施行令で定めるものをいう。

 この報告では、主として 年 月 日時点で一般に公開されている政府、日本銀行、外

国政府、国際機関の統計資料を用いたが、さらにこれを加工分析したものや民間諸機関

等の調査も利用した。

 この報告の中で引用されている統計において、「季節調整済指数」又は「季調済指数」
とは、鉱工業生産指数、機械受注統計等の月次、四半期データについて、集計された原

数値に対して季節の影響を除去する処理がなされた後の統計データを指す。

 この報告の中の統計データには、一部速報値を含んでいる。
 「中小企業」とは、おおむね、資本の額又は出資の総額が 億円以下の会社並びに常時
使用する従業員の数が 人以下の会社を指す。

 この報告書に掲載した我が国の地図は、必ずしも、我が国の領土を包括的に示すもので
はない。

 以下に、本文中で用いる略語の定義を示す。
： の略称であり、企業がビジネス環境の激しい変化に対応

し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、

ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風

土を変革し、競争上の優位性を確立することを指す。

： の略称であり、化石エネルギー中心の産業構造・社会構造を

クリーンエネルギー中心へ転換することを指す。

： の略称であり、製品システムのライフサイクル全体を通し

ての入力、出力及び潜在的な環境影響のまとめ、並びに評価を指す。

経済産業省［ ］『デジタルガバナンス・コード ～ 経営による企業価値向上に向けて～』

経済産業省［ ］『 実現に向けた基本方針』

経済産業省・環境省［ ］『カーボンフットプリント ガイドライン』
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第1部
ものづくり基盤技術の

現状と課題



第第 章章 業業況況

第第 節節 製製造造業業のの業業績績動動向向

我が国の実質 成長率の推移（前期比）とその寄与度をみると、 年 月期は、「財

貨・サービス（純輸出）」等の減少によりマイナス ％となったが、 年 月期には、

「民間最終消費支出」等の増加により、プラス ％となった。 年 月期は、「財

貨・サービス（純輸出）」等の増加により、プラス ％となっている（図 ）。

図 ：実質 成長率の推移（前期比）とその寄与度

備考：実質 成長率は増加率（前期比）、それ以外の項目は寄与度を示す。

資料：内閣府「 年 月期四半期別 速報（ 次速報）：実質季節調整系列 前期比 、実質季節調整系列

寄与度 」（ 年 月）
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第第 章章 業業況況

第第 節節 製製造造業業のの業業績績動動向向

我が国の実質 成長率の推移（前期比）とその寄与度をみると、 年 月期は、「財

貨・サービス（純輸出）」等の減少によりマイナス ％となったが、 年 月期には、

「民間最終消費支出」等の増加により、プラス ％となった。 年 月期は、「財

貨・サービス（純輸出）」等の増加により、プラス ％となっている（図 ）。

図 ：実質 成長率の推移（前期比）とその寄与度

備考：実質 成長率は増加率（前期比）、それ以外の項目は寄与度を示す。

資料：内閣府「 年 月期四半期別 速報（ 次速報）：実質季節調整系列 前期比 、実質季節調整系列

寄与度 」（ 年 月）

   

  

  

  

  

 

 

 

 

 

                  

                                

                      

       

   

我が国の業種別 構成比を見ると、製造業は 年時点で我が国 の約 割を占め、我が

国経済を支える中心的な産業としての役割を果たしている（図 ）。

図 ：業種別 構成比（ 年 月時点）

備考： ．ここでいう「サービス業」とは、「宿泊・飲食サービス業」、「専門・科学技術、業務支援サービス業」、

「公務」、「教育」、「保健衛生・社会事業」、「その他のサービス業」とする。

．総額は経済活動別付加価値の合計であり、比率はそれを分母として計算した値。

資料：内閣府「 年度（令和 年度）国民経済計算年次推計：経済活動別の国内総生産・要素所得（名目）」

（ 年 月）から経済産業省作成
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我が国製造業の 人当たり名目労働生産性の推移をみると、 年から上昇傾向にあ

り、 年では全産業の約 倍となっている（図 ）。

図 ：製造業の 人当たり名目労働生産性の推移

備考：名目労働生産性＝経済活動別付加価値の合計 就業者数にて算出。

資料：内閣府「 年度（令和 年度）国民経済計算年次推計：経済活動別国内総生産（名目）」、総務省「労働

力調査」から経済産業省作成
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我が国製造業の 人当たり名目労働生産性の推移をみると、 年から上昇傾向にあ

り、 年では全産業の約 倍となっている（図 ）。

図 ：製造業の 人当たり名目労働生産性の推移

備考：名目労働生産性＝経済活動別付加価値の合計 就業者数にて算出。

資料：内閣府「 年度（令和 年度）国民経済計算年次推計：経済活動別国内総生産（名目）」、総務省「労働

力調査」から経済産業省作成

      
                              

          
     

                                 

 

   

   

   

   

     

     

     

                      

      

      

   

企業の全般的な業況に関する判断を示す日本銀行「全国企業短期経済観測調査」の業況判

断 の推移をみると、「大企業製造業」では、 年 月調査以降は改善傾向が続いたが、

年 月調査で悪化へと転じた。また、「中小企業製造業」では、 年 月調査で、マイナスか

ら になった後、足元では徐々に改善がみられる（図 ）。

図 ：業況判断 の推移

備考：「業況判断 」は、企業の収益を中心とした業況についての全般的な判断を示すものであり、業況が良い

と判断した企業数から業況が悪いと判断した企業数を引いて算出。

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（ 年 月）
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我が国製造業の営業利益の推移について、財務省「法人企業統計調査」をみると、 年

は前年の約 兆円から約 兆円へ増加した（図 ）。

図 ：製造業の営業利益の推移

備考： ．資本金 億円以上の事業者における四半期の営業利益の合計を集計。

．「輸送用機械器具製造業（集約）」は「自動車・同附属品製造業」、「その他の輸送用機械器具製造業」

の合計とする。

資料：財務省「法人企業統計調査」（ 年 月）から経済産業省作成
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我が国製造業の営業利益の推移について、財務省「法人企業統計調査」をみると、 年

は前年の約 兆円から約 兆円へ増加した（図 ）。

図 ：製造業の営業利益の推移

備考： ．資本金 億円以上の事業者における四半期の営業利益の合計を集計。

．「輸送用機械器具製造業（集約）」は「自動車・同附属品製造業」、「その他の輸送用機械器具製造業」

の合計とする。

資料：財務省「法人企業統計調査」（ 年 月）から経済産業省作成

                            
                

        
    

        

    

     

                
            

            

    

                
            

        
    

    

                
            

        
    

    
            

    

        
    

        
    

    

        
    

    

        
    

        

    

    

    
    

    

    
        

    

        

    

    

    

    

    

    
        

    

        

    

    

    

    
    

    

     
     

     

     
     

     

    

     
     

     

     

  

 

 

  

  

  

  

                      

                           

                                            

             

    

   

我が国の国際収支の推移について、財務省・日本銀行「国際収支統計」をみると、 年の

「経常収支」は約 兆円の黒字となった。前年からの変化をみると、「第一次所得収支」の

黒字幅が拡大したことに加え、「貿易収支」の赤字幅が縮小したこと等により、「経常収支」

は 年続けて黒字幅を拡大した（図 ）。

我が国の国際収支統計は 年 月の公表分から、 国際収支マニュアル第 版に準拠した統計に移行して

おり、主要項目の組替えや表記方法、計上基準などの変更が行われている。従来の「所得収支」は「第一次所

得収支」、「経常移転収支」は「第二次所得収支」へと項目名が変更されている。本白書では、移行後の統計の

項目名を用いる。

図 ：国際収支の推移

備考： 年は速報値をあらわす。

資料：財務省・日本銀行「国際収支統計」 年 月）
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第一次所得収支の推移をみると、 年代では海外の株式や債券など有価証券投資に対す

る収益である「証券投資収益」が中心であったが、 年代以降、海外現地法人の収益であ

る「直接投資収益」の占める割合が増加してきた。 年は、前年と比べ、「直接投資収益」

や「証券投資収益」が黒字幅を拡大したこともあり、第一次所得収支は約 兆円の黒字を

計上した（図 ）。

図 ：第一次所得収支の推移

備考：「その他」は「その他投資収益」と「その他第一次所得収支」の合計。

資料：財務省・日本銀行「国際収支統計」 年 月）から経済産業省作成
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第一次所得収支の推移をみると、 年代では海外の株式や債券など有価証券投資に対す

る収益である「証券投資収益」が中心であったが、 年代以降、海外現地法人の収益であ

る「直接投資収益」の占める割合が増加してきた。 年は、前年と比べ、「直接投資収益」

や「証券投資収益」が黒字幅を拡大したこともあり、第一次所得収支は約 兆円の黒字を

計上した（図 ）。

図 ：第一次所得収支の推移

備考：「その他」は「その他投資収益」と「その他第一次所得収支」の合計。

資料：財務省・日本銀行「国際収支統計」 年 月）から経済産業省作成

               
               

      
   

   
   

    
    

   

    

    
    

    

   
   

   
    

    

       
         

    
    

    
    

          
   

   

    
    

    

   
   

   

   

   

   
   

   
      

   
   

   

   
         

   

   

   
   

   

   
    

    

    
    

    
    

            

    
    

    

    
            

    

    

    
    
    

     

                    

     

     

          
     

     
          

     

          
     

     

     
     

          

   

   

 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

                                            

           
         
                               

       

   

貿易収支の推移をみると、 年の動向は、「輸送用機器」の黒字幅が拡大し、「鉱物性燃

料」の赤字幅が縮小したことなどにより、貿易赤字額は 年の約 兆円から約 兆円に

減少した（図 ）。

図 ：貿易収支の推移

備考： ．収支総額は輸出額から輸入額を差し引いたもの。

．品目の分類は「貿易収支」の概況品。

資料：財務省「貿易統計」 年 月）から経済産業省作成
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第第 節節 生生産産・・出出荷荷・・在在庫庫のの状状況況

生生産産・・出出荷荷・・在在庫庫のの状状況況

鉱工業生産活動の全体的な水準を示す鉱工業生産指数の推移をみると、 年の動向は、

月に工場稼働停止などの影響を受けて鉱工業全体で低下していたが、 月に上昇し、それ以

降は横ばいに推移した。業種別には、「電気機械工業」、「輸送機械工業」は上昇傾向であっ

た（図 ）。

図 ：鉱工業生産指数の推移

資料：経済産業省「鉱工業指数（ 年 月分確報）」（ 年 月）
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第第 節節 生生産産・・出出荷荷・・在在庫庫のの状状況況

生生産産・・出出荷荷・・在在庫庫のの状状況況

鉱工業生産活動の全体的な水準を示す鉱工業生産指数の推移をみると、 年の動向は、

月に工場稼働停止などの影響を受けて鉱工業全体で低下していたが、 月に上昇し、それ以

降は横ばいに推移した。業種別には、「電気機械工業」、「輸送機械工業」は上昇傾向であっ

た（図 ）。

図 ：鉱工業生産指数の推移

資料：経済産業省「鉱工業指数（ 年 月分確報）」（ 年 月）

  

  

  

  

  

   

   

   

   

   

   

                      

                              

                   

   

製造工業の設備の稼働状況を表す稼働率指数の推移をみると、 年の動向は、 月に製造

工業全体で低下した後、おおむね横ばいに推移した。業種別には、「はん用・生産用・業務用

機械工業」は低下傾向であった一方で、「電気機械工業」、「輸送機械工業」は上昇傾向であっ

た（図 ）。

図 ：稼働率指数の推移

備考：稼働率指数とは、製造工業の設備の稼働状況を表すために、生産量と生産能力の比から求めた指数。

資料：経済産業省「鉱工業指数（ 年 月分確報）」（ 年 月）

  

  

  

  

  

   

   

   

   

   

   

                      

                               

                   

   

11ものづくり白書10

生
産
・
出
荷
・
在
庫
の
状
況

第
２
節

業　況 第1章



出荷の状況について、生産活動によって産出された製品の出荷動向を総合的に表す鉱工業

出荷指数の推移をみると、 年の動向は、 月に鉱工業全体で低下していたが、 月に上

昇し、それ以降は横ばいに推移した。業種別には、「電気機械工業」、「輸送機械工業」にお

いて、上昇傾向であった（図 ）。

図 ：鉱工業出荷指数の推移

資料：経済産業省「鉱工業指数（ 年 月分確報）」（ 年 月）
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出荷の状況について、生産活動によって産出された製品の出荷動向を総合的に表す鉱工業

出荷指数の推移をみると、 年の動向は、 月に鉱工業全体で低下していたが、 月に上

昇し、それ以降は横ばいに推移した。業種別には、「電気機械工業」、「輸送機械工業」にお

いて、上昇傾向であった（図 ）。

図 ：鉱工業出荷指数の推移

資料：経済産業省「鉱工業指数（ 年 月分確報）」（ 年 月）

  

  

  

  

  

   

   

   

   

   

   

                      

                              

                   

   

在庫の状況について、生産活動によって産出された製品が出荷されずに生産者の段階に残

っている在庫の動きを示す鉱工業在庫指数の推移をみると、 年の動向は、鉱工業全体で

は横ばいに推移した。業種別には、「はん用・生産用・業務用機械工業」は横ばいに推移、「電

気機械工業」は上昇傾向、「輸送機械工業」は上昇・低下を繰り返した（図 ）。

図 ：鉱工業在庫指数の推移

資料：経済産業省「鉱工業指数（ 年 月分確報）」（ 年 月）
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我我がが国国製製造造業業をを取取りり巻巻くく社社会会情情勢勢変変化化

事業に影響を及ぼす社会情勢の変化に関する調査の結果について、 年度と 年度を

比較すると、 年度も引き続き「原材料価格（資源価格）の高騰」、「エネルギー価格の高

騰」に加え「労働力不足」を挙げる事業者が多い（図 ）。

年度に割合が上昇した項目としては、「賃上げ要請」、「物流コストの上昇・キャパシ

ティの不足」、「労働力不足」などが挙げられる。また、 年度の調査では、「為替変動」

に加え「金利変動」を選択項目に追加したところ、これらを挙げる事業者も約 割に上っ

た。

一方、「部素材不足」、「法人税・関税などの税制」、「脱炭素・脱プラスチック等の環境規

制」などについては、 年度より回答した割合が低下している。

図 ：事業に影響を及ぼす社会情勢の変化

備考： ．＊は調査年度間で設問が変更になった項目。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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我我がが国国製製造造業業をを取取りり巻巻くく社社会会情情勢勢変変化化

事業に影響を及ぼす社会情勢の変化に関する調査の結果について、 年度と 年度を

比較すると、 年度も引き続き「原材料価格（資源価格）の高騰」、「エネルギー価格の高

騰」に加え「労働力不足」を挙げる事業者が多い（図 ）。

年度に割合が上昇した項目としては、「賃上げ要請」、「物流コストの上昇・キャパシ

ティの不足」、「労働力不足」などが挙げられる。また、 年度の調査では、「為替変動」

に加え「金利変動」を選択項目に追加したところ、これらを挙げる事業者も約 割に上っ

た。

一方、「部素材不足」、「法人税・関税などの税制」、「脱炭素・脱プラスチック等の環境規

制」などについては、 年度より回答した割合が低下している。

図 ：事業に影響を及ぼす社会情勢の変化

備考： ．＊は調査年度間で設問が変更になった項目。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

   

    

    

    

   

    

    

    

   

    

    

    

    

    

    

    

    

            

   

     

                  

     

       

        

                

               

      

      

         

           

     

    

                 

     

          

              

               

   

    

    

    

   

    

    

    

   

    

    

    

    

    

    

    

            

   

     

                  

     

       

        

                

               

      

      

         

           

     

    

                 

     

          

              

               
      

また、最も影響が大きいものを業種別に比較すると、全ての業種において「原材料価格

（資源価格）の高騰」の割合が最も高い。次いで、輸送用機械、化学工業、非鉄金属では

「エネルギー価格の高騰」が高く、一般機械、電気機械、金属製品、その他の業種において

は「労働力不足」、鉄鋼業では「エネルギー価格の高騰」、「労働力不足」が挙げられる（図

）。

図 ：最も事業に影響がある社会情勢の変化（業種別）

備考： 一般機械の「金利変動」、「法改正やルール形成」、「経済安全保障」、「サイバーセキュリティ上のリスク」

及び「大規模な自然災害」、電気機械の「法改正やルール形成」、「経済安全保障」、「サイバーセキュリテ

ィ上のリスク」、「大規模な自然災害」及び「生成 の普及」、輸送用機械の「脱炭素・脱プラスチック等

の環境規制」、「金利変動」、「法改正やルール形成」、「経済安全保障」、「地政学リスク」及び「大規模な

自然災害」、鉄鋼業の「部素材不足」、「脱炭素・脱プラスチック等の環境規制」、「為替変動」、「法改正や

ルール形成」、「地政学リスク」、「物流コストの上昇・キャパシティの不足」及び「賃上げ要請」、化学工

業の「脱炭素・脱プラスチック等の環境規制」、「地政学リスク」、「生成 の普及」及び「物流コストの

上昇・キャパシティの不足」、非鉄金属の「金利変動」、「地政学リスク」、「大規模な自然災害」、「物流コ

ストの上昇・キャパシティの不足」及び「その他」、金属製品の「部素材不足」、「脱炭素・脱プラスチッ

ク等の環境規制」、「金利変動」、「法人税・関税などの税制」、「経済安全保障」及び「生成 の普及」、そ

の他の「金利変動」、「法人税・関税などの税制」及び「生成 の普及」は回答数が少ないことから秘匿

処理（図内では、右端に統合）している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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原材料価格・エネルギー価格の高騰や「金利のある世界」への移行などの事業環境変化の

中で、製造事業者が直近 年間で実施した企業行動に関する調査によれば、約 割の企業が

「価格転嫁（販売先に対する値上げ要請、消費者価格の値上げ）」、約 割の企業が「賃上げ

（従業員への還元）」、また半数以上の企業が「人材確保」、「設備投資」を挙げている（図

）。

図 ：直近 年間で実施した企業行動

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

   

   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

            

   

   

                  

            

        

      

              

                 

    

    

            

    

                        

   

         

16



原材料価格・エネルギー価格の高騰や「金利のある世界」への移行などの事業環境変化の

中で、製造事業者が直近 年間で実施した企業行動に関する調査によれば、約 割の企業が

「価格転嫁（販売先に対する値上げ要請、消費者価格の値上げ）」、約 割の企業が「賃上げ

（従業員への還元）」、また半数以上の企業が「人材確保」、「設備投資」を挙げている（図

）。

図 ：直近 年間で実施した企業行動

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

   

   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

            

   

   

                  

            

        

      

              

                 

    

    

            

    

                        

   

         

このうち、直近 年間で最も事業に影響した企業行動としては、「価格転嫁（販売先に対す

る値上げ要請、消費者価格の値上げ）」を挙げる割合が約 ％と最も高く、政府の価格転嫁

対策が少なからず影響をもたらしていると考えられる。次に「設備投資」、「賃上げ（従業員

への還元）」、「人材確保」が続く（図 ）。

図 ：直近 年間で最も事業に影響した企業行動

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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次に、製造事業者が直近 年間で実施した企業行動について「プラス・マイナス」の影響

の有無に関して行った調査では、中小企業では、「賃上げ（従業員への還元）」、「人材確

保」、「コスト削減（人員減や事業所閉鎖等）」について「マイナス」の影響があったと回答

した割合が高く、特に「賃上げ（従業員への還元）」、「人材確保」は他の項目と比較する

と、大企業においても「マイナス」の影響を挙げた事業者の割合が高い結果となった（図

）。

業績面への影響だけではなく、新規事業の発掘や顧客・販路の変化、人材確保面での変化、今後の展望の変化

など、企業活動に及ぼす総合的な影響について尋ねている。

図 ：直近 年間で事業に影響した企業行動

備考： 「その他」については、回答数が少ないことから省略している。

大企業の「 ＆ 」および「外部との連携」については、回答数が少ないことから秘匿処理（図内では、

該当箇所を削除）している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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次に、製造事業者が直近 年間で実施した企業行動について「プラス・マイナス」の影響

の有無に関して行った調査では、中小企業では、「賃上げ（従業員への還元）」、「人材確

保」、「コスト削減（人員減や事業所閉鎖等）」について「マイナス」の影響があったと回答

した割合が高く、特に「賃上げ（従業員への還元）」、「人材確保」は他の項目と比較する

と、大企業においても「マイナス」の影響を挙げた事業者の割合が高い結果となった（図

）。

業績面への影響だけではなく、新規事業の発掘や顧客・販路の変化、人材確保面での変化、今後の展望の変化

など、企業活動に及ぼす総合的な影響について尋ねている。

図 ：直近 年間で事業に影響した企業行動

備考： 「その他」については、回答数が少ないことから省略している。

大企業の「 ＆ 」および「外部との連携」については、回答数が少ないことから秘匿処理（図内では、

該当箇所を削除）している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

     

     

     

     

      

     

     

     

     

     

     

    

     

     

    

    

    

            

            

    

      

    

        

            

                 

                  

          

                  

   

              

  
 
  
  

  
 
  
  

  
 
  
 

  
 
  
  

  
 
  
 

  
 
  
 

  
 
  
 

  
 
  
  

  
 
  
 

  
 
  
 

  
 
  
 

             

   

   

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

            

            

    

      

    

        

            

                 

                  

          

                  

   

              

  
 
  
  
  

  
 
  
  
  

  
 
  
  

  
 
  
  
  

  
 
  
  

  
 
  
  

  
 
  
  

  
 
  
  
  

  
 
  
  

  
 
  
  

  
 
  
  

             

   

    

企業の収益性を示す指標である マージン ごとに、直近 年間で最も事業に影響した

企業行動を比較すると、収益性の高低にかかわらずいずれの企業も「価格転嫁（販売先に対

する値上げ要請、消費者価格の値上げ）」を挙げる割合が最も高い。また、 マージン

が高い企業ほど、「設備投資」を挙げる割合が高くなる結果となった（図 ）。多様な社

会情勢の変化が起こる中、あらゆる企業が価格転嫁を進める一方、収益性が高い企業群ほ

ど、設備投資を行い、収益力の向上を目指していることがうかがえる。

（営業利益＋減価償却費＋のれん償却費）の売上高に対する割合を指す。

図 ：直近 年間で最も事業に影響した企業行動（ マージン別）

備考：サプライチェーンの見直しの｢ ％未満｣、｢ ％以上｣、積極的な資金調達の｢ ％以上｣、研究開発投資の

｢ ％未満｣、その他の｢ ％未満｣は回答数が少ないことから秘匿処理（図内では、該当箇所を削除）して

いる。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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中小企業において価格転嫁が進んでいない要因をみると、「取引先からの理解が得にくい

／取引先との交渉が困難」を挙げる割合が最も高い（図 ）。

図 ：価格転嫁が進んでいない要因

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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中小企業において価格転嫁が進んでいない要因をみると、「取引先からの理解が得にくい

／取引先との交渉が困難」を挙げる割合が最も高い（図 ）。

図 ：価格転嫁が進んでいない要因

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

    

   

   

    

    

    

    

            

   

       

             

          

              

               

              

          

       

   

環環境境課課題題解解決決とと共共にに事事業業成成長長をを目目指指すす

未未来来をを見見据据ええたた積積極極投投資資

住住友友大大阪阪セセメメンントト（（株株））

所在地 ：東京都

従業員数 ： 人

資本金 ： 億円

業種 ：窯業・土石製品製造業

明明確確なな目目的的意意識識ののももとと積積極極的的なな設設備備投投資資をを実実施施

住友大阪セメント（株）は 年に創業した連結売上高 億円の国内セメント製造大手で

あるが、近年は主力のセメント事業だけではなく半導体製造装置用の高機能品事業の拡大を進め

ている。従来は毎年 億円程度の設備投資を行ってきたが、この数年は大型の環境投資が加わ

り、投資額は年間 億円近くとなっている。 年度には高機能品事業の製造能力倍増のた

め、同社市川事業所にて新製造棟の建設を開始した。設備投資の実施に当たっては、昨今の熱エ

ネルギー価格や諸資材の高騰、金利上昇等がその進捗に与える影響は大きいが、計画の精査や実

施時期の見直し、優先順位の見極めによりその歩みを緩めてはいない。

「「環環境境解解決決企企業業」」経経営営のの実実現現をを目目指指ししたた環環境境投投資資

年間 万 の温室効果ガスを排出する同社は、 年までのエネルギー起源 排出原単位を

年比で ％削減し、更に 年のカーボンニュートラル（以下、 ）を目指す中長期ビジョ

ン「 」を 年に掲げ、 年までに 億円の環境投資を計画している。 年では

セメント焼成用熱量の ％以上を化石エネルギー代替とすることを指標とし、廃プラスチック前

処理設備等の化石エネルギー代替利用設備設置 を押し進めるとともに、セメントキルン 排ガス

処理を電気集じん機からバグフィルター に順次更新することで、リサイクル原燃料の多様化に

よる弊害を抑制し、周辺環境の維持向上を図っている。また、原料粉砕設備の効率化や微粉炭燃

焼装置への新技術導入等、省エネルギーにも積極的に取り組んでいる。

年の の実現に向けては、セメント製造プロセスにて石灰石の熱分解により生じるプロセ

ス由来 排出量の削減が業界全体の重要課題となっている。同社では、「 」の

中で、 年「環境解決企業」を目指すとともに を新たなビジネス創出の機会と捉え、廃棄物

中のカルシウムを分離して工場排ガス中の と結合させる 再資源化人工石灰石事業の検討を

開始した。この事業は、 対策をカーボンビジネスとして将来的な成長事業の一端をなすものと

位置付ける期待の取組である。

業業界界全全体体ででのの環環境境問問題題のの解解決決にに向向けけたた課課題題とと挑挑戦戦

中長期的な目標である 年の 実現のためには、現在社会実装されていない （ 回収･

貯留）や水素供給インフラなど多様な方策の「削減ミックス」が必要と認識しており、同社で

は、熱エネルギー価格や諸資材の高騰、金利上昇等という向かい風の環境下でも、引き続き設備

投資を進めていく計画だ。取組の加速に向けては巨額のコストが必要と想定されるが、費用対効

果を見据えた上で投資目的を明確にするとともに、大学、業界内外等での情報共有や技術的な連

携の強化、更には政府と対話を重ねながら 目標の達成に向けて取り組んでいく方針である。

住友大阪セメント（株）が定めるカーボンニュートラルビジョンで、 年までにセメント製造におけるエネ

ルギー起源・プロセス由来 排出量実質ゼロを目指す。

熱エネルギーとなる廃棄物を代替利用するため、破砕等の前処理を行う設備。

高温で原料を焼成し、セメントのもととなるクリンカを製造する回転窯。

製造過程で発生する排ガス中の粉じんをろ過し、清浄な空気を排出する集じん装置。

年の在りたい姿を示す中長期ビジョン。 億円の 投資を計画。
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部部素素材材のの安安定定供供給給とといいうう使使命命をを果果たたしし、、ササププララ

イイチチェェーーンン全全体体のの付付加加価価値値をを向向上上  

  

（（株株））トトククヤヤママ  

所在地 ：山口県 

従業員数 ：5,734人 

資本金 ：100億円 

業種 ：化学工業 

 

経経営営をを取取りり巻巻くく環環境境のの不不確確実実性性がが増増すす中中ででもも安安定定ししたた調調達達体体制制をを構構築築  

（株）トクヤマは、合成ソーダ灰の製造を生業として1918年に創業し、現在では、化学を基礎

に電子先端材料やライフサイエンス、環境事業を成長事業に位置付ける、売上高約3,500億円を

誇る100年企業である。新型コロナウイルス感染症や国際紛争の発生等を背景としたコスト上昇

の影響により、複数年にわたり厳しい経営環境が続く中、事業継続計画（BCP）を含む経済安全

保障を意識し、安定的な事業継続に向けた設備投資や調達先の多元化に向けて取り組んできた。

原材料等の調達先の多元化には、数次先の顧客の品質要求基準に適合するかの確認が必要であ

り、価格・人的コストを要するが、同社は調達先を多元化することで、自社製品の安定供給と品

質確保、最終的にはサプライチェーンの安定化に貢献できると考え、継続的に取り組んできた。 

全全社社方方針針をを基基にに各各事事業業部部がが主主導導すするる調調達達先先のの多多元元化化にに向向けけたたアアククシショョンン  

調達先の多元化の検討に当たっては、本社機能を担う「サステナビリティ統括本部」や「購

買・物流部門」が一般的な市場環境変化の把握やリスク管理を行っている。また、同社は経営理

念に紐付くリスク管理に関連した行動計画を共有し、取扱製品別の事情を勘案した安定供給や品

質確保を目的に、各事業部が能動的にリスク管理・検証を行っている。さらに、国際紛争等に起

因して特定国のカントリーリスクが高まる場合等に備えて、各事業部が調達先の多元化に必要な

検討を日常的に行っている。 

取取引引先先ととのの協協議議にによよるるササププラライイチチェェーーンン全全体体のの付付加加価価値値向向上上をを意意識識ししたた価価格格転転嫁嫁のの実実現現  

同社は半導体製造に不可欠な多結晶シリコンや窒化アルミニウム、合成ソーダ灰や次亜塩素酸

の化成品等の国内シェアが大きく、安定した製品供給に強みがある。｢パートナーシップ構築宣

言｣の取組を実施し、価格協議の申入れへの対応や取引先顧客への働きかけにより、同社だけで

なく、サプライチェーン全体での付加価値向上を目指している。特に半導体領域の事業では、技

術進歩のサイクルが短く、取引先顧客からの品質面での要求水準が上昇する中、対応に必要な各

種コストをサプライチェーン全体の価値につながるものと捉えながら価格検討を行っている。 

 

 

図：「トクヤマビジョン」と各種方針等の関係性 

 

資料：(株)トクヤマホームページから経済産業省作成 
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第第 節節 製製造造業業のの投投資資動動向向

我が国の名目民間企業設備投資額の推移は、 年前半に新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の影響等により減少し、同年 月期に底を打った後、 年 月期には新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大前の水準を上回った。 年 月期には 兆円を超え、その後

も堅調に推移している（図 ）。

図 ：名目民間企業設備投資額の推移

資料：内閣府「 年 月期四半期別 速報 次速報 ：実額 名目季節調整系列 」（ 年 月）
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機械製造業者が製造事業者から受けた機械受注額の推移について、内閣府「機械受注統計

調査報告」によれば、 年は、前年と比較して「電気機械」（ 年約 兆円→2024

年約 兆円）等で増加し、全体として前年の約 兆円から約 兆円へ増加した

（図 ）。

図 ：機械受注額の推移

備考：「その他（集約）」は、製造業全体の合計額からグラフ要素の業種を引いたもの。

資料：内閣府「機械受注統計調査報告（令和 年 月実績および令和 年 ～ 月見通し：需要者別受注額（暦年））」

（ 年 月）から経済産業省作成
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機械製造業者が製造事業者から受けた機械受注額の推移について、内閣府「機械受注統計

調査報告」によれば、 年は、前年と比較して「電気機械」（ 年約 兆円→2024

年約 兆円）等で増加し、全体として前年の約 兆円から約 兆円へ増加した

（図 ）。

図 ：機械受注額の推移

備考：「その他（集約）」は、製造業全体の合計額からグラフ要素の業種を引いたもの。

資料：内閣府「機械受注統計調査報告（令和 年 月実績および令和 年 ～ 月見通し：需要者別受注額（暦年））」

（ 年 月）から経済産業省作成

                                            
                                            
                            

                
    

            
    

    
    

                    
            

    
    

    

                    
            

    
        

    
    

        
    

            
    

    
    

    
    

        
    

            

    

    
    

    
    

        

    
            

    

    
    

    
    

            
            

    

    
    

    

    
        

 

 

 

 

 

 

 

                      

                         

                               

    

   

企業の業況判断と設備投資の過不足感について、日本銀行「全国企業短期経済観測調査」

の業況判断 及び生産・営業用設備判断 の推移をみると、製造業では、 年から新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大の影響が緩和されたこと等を受け、業況判断が改善した後、

上昇・下降を繰り返したが、 年 月調査でプラス水準まで回復し、以降はおおむね改善

傾向にある。他方、設備判断は 年 月調査から過剰側に振れている（図 ）。

図 ：業況判断 ／生産・営業用設備判断 （製造業）の推移

備考： ．「業況判断 」は、企業の収益を中心とした業況についての全般的な判断を示すものであり、業況が

良いと回答した企業の割合から業況が悪いと回答した企業の割合を引いて算出。

．「生産・営業用設備判断 」は、企業の生産設備・営業用設備の過不足についての判断を示すもので

あり、過剰と回答した企業の割合から不足と回答した企業の割合を引いて算出。

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（ 年 月）
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財務省「法人企業統計調査」によれば、製造業における設備投資額は、 年 月期以降、

減価償却費を上回って推移している。 年 月期から新型コロナウイルス感染症の感染拡

大の影響が緩和されたこと等を受け、増加傾向が続いている（図 ）。

図 ：製造業の設備投資額と減価償却費の推移

備考： ．設備投資（当期末新設固定資産合計）及び減価償却費合計（当期末償却固定資産）の値を使用。

．当該期から 期前までの平均（後方四半期移動平均）を算出。

資料：財務省「法人企業統計調査」（ 年 月）から経済産業省作成
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財務省「法人企業統計調査」によれば、製造業における設備投資額は、 年 月期以降、

減価償却費を上回って推移している。 年 月期から新型コロナウイルス感染症の感染拡

大の影響が緩和されたこと等を受け、増加傾向が続いている（図 ）。

図 ：製造業の設備投資額と減価償却費の推移

備考： ．設備投資（当期末新設固定資産合計）及び減価償却費合計（当期末償却固定資産）の値を使用。

．当該期から 期前までの平均（後方四半期移動平均）を算出。

資料：財務省「法人企業統計調査」（ 年 月）から経済産業省作成

   

   

   

   

   

   

   

   

                                  

            

    

   

また、有形固定資産と無形固定資産への設備投資額の推移をみると、無形固定資産への投

資額は、有形固定資産と比べると水準としては低いものの、 年には 年比で約 割増加

しており、有形固定資産の約 割と比べても高い増加率となっている（図 ）。

図 ：製造業の設備投資額の推移と 年比の増加率

（有形固定資産・無形固定資産）

備考：有形固定資産は、設備投資（当期末新設固定資産合計）から無形固定資産（当期末新設固定資産）を引い

た値のうち、当該年の四半期額を合計して算出。無形固定資産は、無形固定資産（当期末新設固定資産）

の値のうち、当該年の四半期額を合計して算出。

資料：財務省「法人企業統計調査」（ 年 月）から経済産業省作成
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製造業の無形固定資産投資のうち、ソフトウェア投資額 の推移をみると、 年は、前年

と比較して「電気機械器具製造業」（ 年約 億円→2024年約 億円）等で増加し、

全体としては前年の約 兆 億円とほぼ横ばいの約 兆 億円へ推移した（図 ）。

法人企業統計調査の項目のうち「設備投資」から「ソフトウェアを除く設備投資」を引いた金額をいう。

図 ：ソフトウェア投資額の推移

備考：設備投資（当期末新設固定資産合計）の四半期合計額からソフトウェアを除く設備投資 当期末新設固定

資産 の四半期合計額を引いた値を使用。

資料：財務省「法人企業統計調査」（ 年 月）から経済産業省作成
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第第 章章 就就業業動動向向とと人人材材確確保保・・育育成成

第第 節節 ももののづづくくりり人人材材のの雇雇用用とと就就業業動動向向

 雇雇用用・・失失業業情情勢勢

完全失業者数（季節調整値）は、リーマンショック後の 年 月に 万人となって以降、

減少傾向に転じ、 年 月に 万人となった。 年 月からは増加し、その後、新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大の影響もあり、一時 万人を超えたものの、 年 月時点

では 万人となっている。

また、完全失業率（季節調整値）は、リーマンショック後の 年 月の ％から低下傾

向で推移し、 年 月には ％まで低下したが、 年に入って上昇に転じ、同年 月に

はおよそ 年ぶりに ％を超えた。その後、再び低下傾向で推移し、 年 月時点では ％

となっている。なお、完全失業率の年平均をみると、 年は ％であり、 年の ％か

ら低下している（図 ）。

図 ：完全失業者数（季節調整値）及び完全失業率（季節調整値）の推移

備考： 年 月から 月までは、東日本大震災の影響により、補完推計値を用いた。

資料：総務省「労働力調査」（ 年 月）
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有効求人倍率（季節調整値）は、 年以降上昇し、 年 月に 倍を記録したが、同

年後半から激化した米中貿易摩擦、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う製造業、宿

泊業・飲食サービス業等の業況悪化も影響し、 年から 年にかけて低下し、同年 月、

月には 倍となった。 月以降は社会経済活動が徐々に活発化し、長期的に続く人手不

足の状況も背景に上昇傾向に転じていた。しかし、 年 月から 年 月に 倍を記録

して以降は再び低下し、 年 月は 倍となっている（図 ）。

主要産業別の新規求人数をみると、全産業は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の

影響を受けた 年の上半期には、宿泊業・飲食サービス業を始めとする幅広い産業で落ち

込みが顕著に表れ、同年 月、 月には一時、対前年同月比でマイナス ％台となった。

年下半期以降はマイナス幅が減少傾向に転じ、おおむね全ての産業で新規求人数は増加傾向

となったが、 年中頃以降は再び減少傾向に転じている（図 ）。

年 月現在の雇用情勢は、求人が底堅く推移しており、緩やかに持ち直している。物価

上昇等が雇用に与える影響に留意する必要があると考えられる。

製造業の新規求人数を対前年同月比でみると、全産業と比べ、 年に大きく増加に転じ

たが、 年には増加幅が縮小し、 年以降はおおむねマイナスで推移している。なお、

年 月では、対前年同月比でマイナス ％となっている（図 ）。

次に、中小企業における産業別の従業員数における過不足状況（従業員数過不足 ）をみ

ると、全産業は、 年第 四半期から 年第 四半期までマイナス 台で推移していた

が、 年第 四半期からマイナス幅が縮小し、 年第 四半期にはマイナス と不足感が

弱まった。その後一転してマイナス幅が拡大に転じ、 年第 四半期ではマイナス とな

っている。一方、製造業の従業員数における過不足状況（従業員数過不足 ）をみると、

年第 四半期から 年第 四半期までマイナス 台で推移していたが、同年第 四半期から

マイナス幅が縮小し、 年第 四半期から第 四半期には一時プラスとなって過剰に転じた。

その後、 年第 四半期にはマイナス と再び不足状態となり、 年第 四半期はマイナ

ス と、新型コロナウイルス感染症の感染拡大以前の水準近くまで低下している（図

）。
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図 ：有効求人倍率（季節調整値）の推移

備考：季節調整値・パートタイムを含む。

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」（ 年 月）

図 ：主要産業別の新規求人数の対前年同月比の推移

備考：パートタイムを含む。

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」（ 年 月）

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

                                                                          

   

   

   

   

   

   

   

   

 

  

  

  

  

  

  

                                           

              

   

   

   
                                             

有効求人倍率（季節調整値）は、 年以降上昇し、 年 月に 倍を記録したが、同

年後半から激化した米中貿易摩擦、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う製造業、宿

泊業・飲食サービス業等の業況悪化も影響し、 年から 年にかけて低下し、同年 月、

月には 倍となった。 月以降は社会経済活動が徐々に活発化し、長期的に続く人手不

足の状況も背景に上昇傾向に転じていた。しかし、 年 月から 年 月に 倍を記録

して以降は再び低下し、 年 月は 倍となっている（図 ）。

主要産業別の新規求人数をみると、全産業は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の

影響を受けた 年の上半期には、宿泊業・飲食サービス業を始めとする幅広い産業で落ち

込みが顕著に表れ、同年 月、 月には一時、対前年同月比でマイナス ％台となった。

年下半期以降はマイナス幅が減少傾向に転じ、おおむね全ての産業で新規求人数は増加傾向

となったが、 年中頃以降は再び減少傾向に転じている（図 ）。

年 月現在の雇用情勢は、求人が底堅く推移しており、緩やかに持ち直している。物価

上昇等が雇用に与える影響に留意する必要があると考えられる。

製造業の新規求人数を対前年同月比でみると、全産業と比べ、 年に大きく増加に転じ

たが、 年には増加幅が縮小し、 年以降はおおむねマイナスで推移している。なお、

年 月では、対前年同月比でマイナス ％となっている（図 ）。

次に、中小企業における産業別の従業員数における過不足状況（従業員数過不足 ）をみ

ると、全産業は、 年第 四半期から 年第 四半期までマイナス 台で推移していた

が、 年第 四半期からマイナス幅が縮小し、 年第 四半期にはマイナス と不足感が

弱まった。その後一転してマイナス幅が拡大に転じ、 年第 四半期ではマイナス とな

っている。一方、製造業の従業員数における過不足状況（従業員数過不足 ）をみると、

年第 四半期から 年第 四半期までマイナス 台で推移していたが、同年第 四半期から

マイナス幅が縮小し、 年第 四半期から第 四半期には一時プラスとなって過剰に転じた。

その後、 年第 四半期にはマイナス と再び不足状態となり、 年第 四半期はマイナ

ス と、新型コロナウイルス感染症の感染拡大以前の水準近くまで低下している（図

）。
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図 ：中小企業における産業別従業員数過不足 （今期の水準）の推移

備考：従業員数過不足 は、今期の従業員数が「過剰」と答えた企業の割合（％）から、「不足」と答えた企

業の割合（％）を引いたもの。

資料：中小企業庁「中小企業景況調査」（ 年 月）
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 就就業業者者数数のの動動向向及及びび就就業業者者のの構構成成

我が国の全産業の就業者数は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響もあり、

年から 年にかけて減少したものの、直近においては、 年が 万人、 年が

万人と増加している。製造業の就業者数は、 年の 万人から 年の 万人

へと減少している。全産業に占める製造業の就業者の割合は低下傾向で推移しており、直近

においても 年が ％、 年が ％と減少した（図 ）。

製造業の若年就業者数は 年頃まで減少傾向が続き、以降はほぼ横ばいで推移しており、

年は 万人となっている。また、若年就業者の割合をみると、 年から 年は製造

業・非製造業ともに ％を超える水準であったが、 年には、製造業・非製造業ともに

％程度となっている（図 ）。

一方、製造業における高齢就業者数は、 年以降、リーマンショック等により一時的に

減少した時期を除いて、 年頃まで増加傾向で推移していたが、以降はほぼ横ばいとなっ

ており、 年は 万人と前年と同じ水準だった。製造業における高齢就業者の割合は、

年は ％であり、その後全産業と同様に増加傾向で推移したが、横ばいとなるのは全産業よ

りも早く、 年以降は緩やかに低下し、 年は ％となっている。非製造業の高齢就業

者の割合は 年は ％となっており、 ポイントまで差が広がっている（図 ）。

図 ：就業者数の推移

備考： 年は、東日本大震災の影響により、補完推計値を用いた。分類不能の産業は非製造業に含む。

資料：総務省「労働力調査」（ 年 月）

                                                      
        

                                                                              

                                                      

        

                                    
                                          

                                                      
                    

                  
                                                

                                   
                                                                                

 

 

  

  

  

  

 

     

     

     

     

     

     

     

                                              
   

       

                                  

図 ：中小企業における産業別従業員数過不足 （今期の水準）の推移

備考：従業員数過不足 は、今期の従業員数が「過剰」と答えた企業の割合（％）から、「不足」と答えた企

業の割合（％）を引いたもの。

資料：中小企業庁「中小企業景況調査」（ 年 月）
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図 ：若年就業者（ 歳以下）数の推移

備考： 年は、東日本大震災の影響により、全国集計結果が存在しない。分類不能の産業は非製造業に含む。

資料：総務省「労働力調査」（ 年 月）

図 ：高齢就業者（ 歳以上）数の推移

備考： 年は、東日本大震災の影響により、全国集計結果が存在しない。分類不能の産業は非製造業に含む。

資料：総務省「労働力調査」（ 年 月）
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製造業における新規学卒者数は、 年から 年まで増加傾向で推移していたが、

年は前年より約 万人減の約 万人となっている。また、 年の製造業における新規学

卒入職者の従業員数に基づく企業規模別の内訳をみると、前年の 年と比較し、「 ～ 人」、

「 ～ 人」及び「 人以上」の企業への入職者数が増加し、「 ～ 人」及び「 ～

人」の企業への入職者数が減少している。

また、新規学卒者の製造業への入職割合は、 年以降低下傾向にあり、 年は ％と

なっている（図 ）。

図 ：新規学卒者のうち製造業への入職者数及び製造業への入職割合の推移

資料：厚生労働省「雇用動向調査」（ 年 月）

                                                                                    

            
                            

        
        

        
                        

        

        
    

    
    

    
                

                
    

        
    

    
    

        
    

    

        

    

    
    

    

                

        
    

    
    

        

    
    

    

    
    

    
    

    
    

    

    
    

    

                

    
    

    
    

                        
    

    
    

    

     

        
         

     

     

     

     

     

                    

     

     

     

     
               

               
     

          

     

    
        

    

    

        
            

    

    
    

    

    
        

    
    

    
    

      
   

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

 

  

   

   

   

   

   

                                                
   

       

           
                
                         

図 ：若年就業者（ 歳以下）数の推移

備考： 年は、東日本大震災の影響により、全国集計結果が存在しない。分類不能の産業は非製造業に含む。

資料：総務省「労働力調査」（ 年 月）

図 ：高齢就業者（ 歳以上）数の推移

備考： 年は、東日本大震災の影響により、全国集計結果が存在しない。分類不能の産業は非製造業に含む。

資料：総務省「労働力調査」（ 年 月）
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製造業における外国人労働者数は、 年以降、増加傾向で推移しており、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大の影響もあり一時減少したものの、 年は 万人と増加して

いる。また、その内訳は、技能実習 万人、身分に基づく在留資格 万人、専門的・

技術的分野の在留資格 万人（うち特定技能 万人）、資格外活動 万人、特定活動

万人などである。製造業の雇用者数に占める外国人労働者数の割合についても、 年

は ％と、 年に比べて ポイント上昇しており、ものづくりの現場で多くの外国人

労働者が活躍するようになったことがうかがえる（図 ）。

「専門的・技術的分野の在留資格」には、在留資格「教授」、「芸術」、「宗教」、「報道」、「高度専門職 号・

号」、「経営・管理」、「法律・会計業務」、「医療」、「研究」、「教育」、「技術・人文知識・国際業務」、「企業内転

勤」、「介護」、「興行」、「技能」及び「特定技能 号・ 号」が含まれる。

在留資格「特定活動」に該当する活動には、外交官等の家事使用人、ワーキング・ホリデー、経済連携協定に

基づく外国人看護師・介護福祉士候補者などが含まれる。

図 ：製造業の外国人労働者数の推移

備考： ．雇用者数に占める外国人労働者数の割合（製造業）は、厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況ま

とめ（各年 月末時点）及び総務省「労働力調査」（各年 月）を基に「製造業の外国人労働者数」を

「製造業の雇用者数」で除した値を厚生労働省人材開発統括官付人材開発政策担当参事官室にて算

出。

．外国人労働者数（製造業）と外国人労働者数（非製造業）は、 人未満を四捨五入しているため、

計は必ずしも一致しない。分類不能の産業は非製造業に含む。

資料：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（各年 月末時点）、総務省「労働力調査」（ 年 月）

から厚生労働省作成
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 労労働働環環境境・・就就労労条条件件のの動動向向

国内の製造業の労働時間の推移をみると、製造業の事業所規模 人以上の事業所における労

働者（一般労働者）人当たりの総実労働時間は、 年の 時間から徐々に増加し、

年には 時間に上った。その後、 年 月に働き方改革関連法（働き方改革を推進する

ための関係法律の整備に関する法律（平成 年法律第 号））が施行され、全業種での年 日

の有給休暇取得の義務化や、大企業における残業時間の上限規制導入により減少に転じ、

年は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響も受け更に減少した。 年の総実労働時

間は 時間となっている（図 ）。

図 ：労働時間の推移

備考：事業所規模 人以上の事業所における一般労働者の、月間実労働時間の年平均を表している。

資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（ 年 月）

            

      

      
      

      
      

      
      

      

      

      

      

      
      

            

      
      

      

   

   

   

   

   

                              

    

   

                       
                   

製造業における外国人労働者数は、 年以降、増加傾向で推移しており、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大の影響もあり一時減少したものの、 年は 万人と増加して

いる。また、その内訳は、技能実習 万人、身分に基づく在留資格 万人、専門的・

技術的分野の在留資格 万人（うち特定技能 万人）、資格外活動 万人、特定活動

万人などである。製造業の雇用者数に占める外国人労働者数の割合についても、 年

は ％と、 年に比べて ポイント上昇しており、ものづくりの現場で多くの外国人

労働者が活躍するようになったことがうかがえる（図 ）。

「専門的・技術的分野の在留資格」には、在留資格「教授」、「芸術」、「宗教」、「報道」、「高度専門職 号・

号」、「経営・管理」、「法律・会計業務」、「医療」、「研究」、「教育」、「技術・人文知識・国際業務」、「企業内転

勤」、「介護」、「興行」、「技能」及び「特定技能 号・ 号」が含まれる。

在留資格「特定活動」に該当する活動には、外交官等の家事使用人、ワーキング・ホリデー、経済連携協定に

基づく外国人看護師・介護福祉士候補者などが含まれる。

図 ：製造業の外国人労働者数の推移

備考： ．雇用者数に占める外国人労働者数の割合（製造業）は、厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況ま

とめ（各年 月末時点）及び総務省「労働力調査」（各年 月）を基に「製造業の外国人労働者数」を

「製造業の雇用者数」で除した値を厚生労働省人材開発統括官付人材開発政策担当参事官室にて算

出。

．外国人労働者数（製造業）と外国人労働者数（非製造業）は、 人未満を四捨五入しているため、

計は必ずしも一致しない。分類不能の産業は非製造業に含む。

資料：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（各年 月末時点）、総務省「労働力調査」（ 年 月）

から厚生労働省作成
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全産業及び製造業における一般労働者の賃金（所定内給与額）の推移をみると、 年以

降は、それぞれ上昇傾向で推移し、 年には、全産業における賃金は 万 円であるのに

対し、製造業の賃金は 万 円となっている（図 ）。

全産業と製造業の賃金の差に着目すると、製造業の賃金は、全産業の賃金を一貫して下回

っている。加えて、両者の賃金の差額は 年時点で約 円であったが、 年において

は 万円を超えている。

図 ：賃金（所定内給与額）の推移

備考： ． 人以上の常用労働者を雇用する民営事業所における一般労働者の 月の所定内給与額。

． 年以前は、調査対象産業「宿泊業、飲食サービス業」のうち「バー、キャバレー、ナイトクラブ」

を除外している。

． 年以前と 年以降では推計方法が異なる。

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（ 年 月）
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第第 節節 ももののづづくくりり人人材材ののリリススキキリリンンググをを含含むむ能能力力開開発発のの現現状状

 製製造造業業ににおおけけるる能能力力開開発発のの現現状状

製造業における計画的な を実施した事業所の割合をみると、正社員については、

年度からおおむね 割を超える水準で推移し、全産業と比べてやや高い割合となっている。

年度から 年度にかけて割合が上昇していたものの、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響を受けた 年度には ％まで低下した。 年度以降は上昇し、

年度は ％となり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の 年度の水準（ ％）

を上回った。

正社員以外については、 年度から 割から 割の間での推移となっており、全産業と

比べてやや低くなっている。ただし、この「正社員以外」については、製造業の事業所で雇用

されている従業員を指すため、製造現場で働く派遣労働者は含まれていない点には留意を要

する。 年度は ％であり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の 年度の水

準（ ％）までは戻っていない（図 ）。

図 ：計画的な を実施した事業所の割合の推移

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した計画的な について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）

               
     

          
     

          
          

     

          
          

     
          

     
          

                              

                    

               
     

          
                    

          
          

     
     

     
                         

                              
                    

 

  

  

  

  

  

  

  

  

                                

   

      

                            

全産業及び製造業における一般労働者の賃金（所定内給与額）の推移をみると、 年以

降は、それぞれ上昇傾向で推移し、 年には、全産業における賃金は 万 円であるのに

対し、製造業の賃金は 万 円となっている（図 ）。

全産業と製造業の賃金の差に着目すると、製造業の賃金は、全産業の賃金を一貫して下回

っている。加えて、両者の賃金の差額は 年時点で約 円であったが、 年において

は 万円を超えている。

図 ：賃金（所定内給与額）の推移

備考： ． 人以上の常用労働者を雇用する民営事業所における一般労働者の 月の所定内給与額。

． 年以前は、調査対象産業「宿泊業、飲食サービス業」のうち「バー、キャバレー、ナイトクラブ」

を除外している。

． 年以前と 年以降では推計方法が異なる。

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（ 年 月）
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製造業における計画的な の実施を事業所規模別にみていくと、従業員数 人以上

の事業所における正社員への実施率が ％（ 年度）であるのに対して、従業員数 ～

人規模の事業所では ％（ 年度）と差が大きくなっている（図 ）。

図 ：計画的な を実施した事業所割合（製造業、事業所規模別）

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した計画的な について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）
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製造業における を実施した事業所の割合をみると、正社員については、おおむね

割を超える水準で推移しており、全産業と比べて大きな差はみられない。新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大前の 年度までは緩やかな上昇傾向にあったが、 年度に ％

まで低下した。 年度は ％と上昇しており、 年度の水準（ ％）を上回った。

正社員以外については、 割から 割超の間で推移しており、全産業と比べて低くなって

いる。 年度は ％であり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の 年度の水

準（ ％）までは戻っていない（図 ）。

図 ： を実施した事業所の割合の推移

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）

     

          

     

               

          
          

     

                    

                                   
               

          

                    

     
     

     

     

               

               
     

                    
     

                                   
               

          

          
     

     

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

                                

   

      

                            

製造業における計画的な の実施を事業所規模別にみていくと、従業員数 人以上

の事業所における正社員への実施率が ％（ 年度）であるのに対して、従業員数 ～

人規模の事業所では ％（ 年度）と差が大きくなっている（図 ）。

図 ：計画的な を実施した事業所割合（製造業、事業所規模別）

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した計画的な について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）
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製造業における の実施を事業所規模別にみていくと、従業員数 人以上の事業

所における正社員への実施率が ％（ 年度）であるのに対して、従業員数 ～ 人

規模の事業所では ％（ 年度）と差が大きくなっている（図 ）。

図 ： を実施した事業所割合（製造業、事業所規模別）

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）
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製造業における自己啓発を行った労働者の割合をみると、正社員については、 年度以

降、おおむね 割前後で推移しており、全産業と比べてやや低い水準となっている。新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大期の 年度及び 年度は、 年度よりも上昇してい

るが、 年度及び 年度は低下した。上昇と低下を繰り返しており、横ばいの推移とな

っている。

正社員以外については、おおむね 割に満たない水準で推移しており、全産業よりもやや

低い水準となっている。正社員と同様に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大期の 年

度及び 年度は、 年度よりも上昇しているが、 年度及び 年度は低下した。

上昇と低下を繰り返しており、横ばいの推移となっている（図 ）。

図 ：自己啓発を行った労働者の割合の推移

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した自己啓発について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（個人調査）」（ 年 月）

     

     

     

     
     

     

          
               

          
               

     

               
     

               
               

     

     
     

          

     

     

     

     

     

     

                                   
          

     

     

     

          
                    

               
     

     

     

          

 

  

  

  

  

  

  

  

                                

   

      
                            

製造業における の実施を事業所規模別にみていくと、従業員数 人以上の事業

所における正社員への実施率が ％（ 年度）であるのに対して、従業員数 ～ 人

規模の事業所では ％（ 年度）と差が大きくなっている（図 ）。

図 ： を実施した事業所割合（製造業、事業所規模別）

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）

          
     
     

     

     
     
     
     
     

     
     

     
     

     

     
     

     
     
     

     
     
     
     
     

     
      
     
     
     

     
     
     
     

     

     
     
     

     
     

     
     

     
     
     

     
     
     

     
     

     
     

     
     

     

     
     

     
     

     
                        

  
  
  
  
  

  
  
  
  
  

  
  
  
  
  

  
  
  
  
  

  
  
  
  
  

  
  
  
  
  

   
     

  

      

   

   

   

   

    

    

    

    

     

   

   

43ものづくり白書42

も
の
づ
く
り
人
材
の
リ
ス
キ
リ
ン
グ
を

含
む
能
力
開
発
の
現
状

第
２
節

就業動向と人材確保・育成 第2章



製造業における自己啓発を行った労働者の割合を事業所規模別にみると、従業員数

人以上の事業所における正社員は実施率が ％（ 年度）であるのに対して、従業員

数 ～ 人規模の事業所では ％（ 年度）と差が大きくなっている（図 ）。

図 ：自己啓発を行った労働者割合（製造業、事業所規模別）

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した自己啓発について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（個人調査）」（ 年 月）
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製造業において、従業員の自己啓発に対する支援を行っている事業所の割合は ％と

なっている。内容をみると、「受講料などの金銭的援助」が最も多く、支援を行っている事

業所のうち ％が行っている。次いで、「教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供」

が ％、「就業時間の配慮」が ％となっている。事業所規模別にみていくと、規模

が大きい事業所の方が支援を行っている割合が高くなっている。内容別でみると「教育訓

練機関、通信教育等に関する情報提供」、「自己啓発を通じて身に付けることが望まれるス

キルや知識の提示」などについて、事業所規模ごとの差が特に大きくなっている（表

）。

表 ：自己啓発支援の内容（製造業、正社員）

備考： （ ）内の数値は支援を行っている事業所を とした割合。その他の支援及び不明の割合は省略。

．支援の内容は複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）

製造業における自己啓発を行った労働者の割合を事業所規模別にみると、従業員数

人以上の事業所における正社員は実施率が ％（ 年度）であるのに対して、従業員

数 ～ 人規模の事業所では ％（ 年度）と差が大きくなっている（図 ）。

図 ：自己啓発を行った労働者割合（製造業、事業所規模別）

備考：各調査年度の前年度 年間に実施した自己啓発について調査したもの。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（個人調査）」（ 年 月）
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 製製造造業業ににおおけけるる能能力力開開発発のの課課題題

製造業において、能力開発や人材育成に関する問題があるとした事業所の割合は、 年

度では ％となっており、全産業よりも高い割合となっている（図 ）。

図 ：能力開発や人材育成に関する問題がある事業所の割合の推移

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）

                         
     

                    
                    

               
                    

                              
          

          
     

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

                                

   

      
      

46



問題点の内訳をみていくと、「指導する人材が不足している」が ％と最も高い割合と

なっている。次いで「人材を育成しても辞めてしまう」、「人材育成を行う時間がない」、「鍛

えがいのある人材が集まらない」の順となっている。

事業所規模別に人材育成に関する問題点の内訳をみていくと、規模が大きい事業所の方が

「人材を育成しても辞めてしまう」の割合が高くなっている。一方で、「育成を行うための

金銭的余裕がない」及び「鍛えがいのある人材が集まらない」については、規模が小さい事

業所の方が高い割合となっている（表 ）。

表 ：能力開発や人材育成に関する問題点の内訳（製造業）

備考： ．（ ）内の数値は能力開発や人材育成に関する問題がある事業所を とした割合。

．問題点の内訳は複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。不明の割合は省略。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）

 製製造造業業ににおおけけるる能能力力開開発発のの課課題題

製造業において、能力開発や人材育成に関する問題があるとした事業所の割合は、 年

度では ％となっており、全産業よりも高い割合となっている（図 ）。

図 ：能力開発や人材育成に関する問題がある事業所の割合の推移

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）
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製造業において、技能継承の取組を行っている事業所の割合は 年度では ％とな

っており、その内訳をみていくと、「退職者の中から必要な者を選抜して雇用延長、嘱託に

よる再雇用を行い、指導者として活用している」が ％と最も高い割合となっている。

次いで、「中途採用を増やしている」、「新規学卒者の採用を増やしている」の順となってい

る。

事業所規模別に技能継承の取組の内訳をみていくと、規模が大きい事業所の方が「技能継

承のための特別な教育訓練により、若年・中堅層に対する技能・ノウハウ等伝承している」

の割合が高くなっている（表 ）。

表 ：技能継承の取組の内容（製造業）

備考： ．（ ）内の数値は技能継承の取組を行っている事業所を とした割合。

．取組の内容は複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他の取り組み及び不明の割

合は省略。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）

48



 企企業業のの人人材材育育成成へへのの支支援援（（人人材材開開発発支支援援助助成成金金））

企業内における労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、雇用する労働者を対象に

職業訓練などを計画に沿って実施した事業主等に対して、訓練経費や訓練期間中の賃金の一

部等を助成している。

人への投資を加速化するため、 年度に「人への投資促進コース」及び「事業展開等リ

スキリング支援コース」を創設し、 年度まで高率助成により支援することとしている。

また、 年 月から、人への投資促進コースの長期教育訓練休暇制度について、労働者

が柔軟に休暇を取得できるよう時間単位の休暇を対象とするとともに、中小企業事業主にお

ける 人当たり賃金助成支給上限時間数、賃金助成額等を引き上げた。また、自発的職業能

力開発訓練の活用促進を図るため、訓練時間の下限を 時間から 時間に引き下げるとと

もに、職務関連の訓練に限ることとしていた要件について職務関連以外も認めることで長期

教育訓練休暇制度と組み合わせて活用しやすくするなど、引き続き、人材育成に取り組む事

業主等を支援していくこととしている。

なお、 年度の人材開発支援助成金（人材育成支援コース・教育訓練休暇等付与コース・

人への投資促進コース・事業展開等リスキリング支援コース）の支給決定件数は 件、

対象労働者数 人となっている。

製造業において、技能継承の取組を行っている事業所の割合は 年度では ％とな

っており、その内訳をみていくと、「退職者の中から必要な者を選抜して雇用延長、嘱託に

よる再雇用を行い、指導者として活用している」が ％と最も高い割合となっている。

次いで、「中途採用を増やしている」、「新規学卒者の採用を増やしている」の順となってい

る。

事業所規模別に技能継承の取組の内訳をみていくと、規模が大きい事業所の方が「技能継

承のための特別な教育訓練により、若年・中堅層に対する技能・ノウハウ等伝承している」

の割合が高くなっている（表 ）。

表 ：技能継承の取組の内容（製造業）

備考： ．（ ）内の数値は技能継承の取組を行っている事業所を とした割合。

．取組の内容は複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他の取り組み及び不明の割

合は省略。

資料：厚生労働省「能力開発基本調査（事業所調査）」（ 年 月）
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人人材材開開発発支支援援助助成成金金をを活活用用ししたた人人材材育育成成でで高高品品

質質ななももののづづくくりりのの礎礎をを築築くく

山山金金工工業業（（株株））

所在地 ：福井県福井市

従業員数 ： 名

資本金 ： 万円

業種 ：金属製品製造業

山金工業（株）は、 年 月の北陸新幹線の金沢・敦賀間開業に沸く福井県福井市に位置

し、 年の創業から培った鉄板加工技術を基に、現在は学校や病院、福祉施設の間仕切り・ド

アなどの建材商品や工場、オフィスの備品など、幅広く製造している企業である。商品企画・開

発から生産・品質管理、販売まで一貫して自社で行い、顧客のニーズに応じたものづくりを高い

技術力で実現しており、県内だけでなく全国にシェアを広げている。

常に時代の変化を捉え、高品質の製品の提供を続けるためには、専門的な知識・技術を備えた

ものづくり人材が必要である。しかし、人手不足の中、学部・学科を問わず採用していることか

ら、社内でしっかりと人材を育成していくことが重要となっている。そのため、毎月人材育成に

関する会議を開催し、キャリアパスやスキルアップなど、具体的な人材育成の方針を定めるとと

もに、それに沿って新卒社員には、入社段階から と 訓練からなる個別の育成計画を作

成し、個々の状況を踏まえた人材育成を図っている。

新卒社員が入社後、ものづくりに必要な知識・技術を継続して習得していくためには、その前

段階としてものづくりの基礎を学ぶ必要があるため、同社では以前より新卒採用後の 訓練

を重点的に実施していた。日頃よりハローワークを利用していたことから、窓口で旧キャリア形

成促進助成金（人材開発支援助成金の前身）に関する情報の提供を受け、教材費や人件費の一部

が助成されることなどもあり、最初の申請から 年以上活用し続けている。

助成金を活用した新卒採用後の 訓練は、採用職種や専攻した学部・学科により内容など

は異なるが、設計職に配属された場合は、部内講師による鉄板加工の基礎や製品知識、 など

の理論と実習を 時間以上かけて学ぶ。

このような 訓練の実施により、ものづくりの基礎が身につき、その後の配属先による

訓練の効果的な実施につながっている。また、助成金の活用をきっかけとして、最大の訓練

効果が得られるよう、内容について当事者にヒアリングし、現場の要望を反映させるなど、社内

で常に見直しを図っており、より効果的な訓練を実施するためのサイクルが形成されている。こ

のように、将来を見据えた土台づくりを進めていき、その上で、ものづくりに必要な専門的な知

識・技術を積み重ねていく。

人材育成を会社づくりの要とし、時代の変遷の中、その積み重ねにより 年企業となった同

社は、今後においても、全社員がスキルアップできる環境づくりを続け、「信用第一」、「責任と

誠意」の理念の下、充実した人材育成と高い技術力により、顧客のニーズに応じたものづくりを

通して社会への貢献を続けていく。

図 ：工場 外観 図 ：訓練風景

資料：山金工業（株）提供 資料：山金工業（株）提供
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 評評価価制制度度とと技技能能のの振振興興

（（ ））技技能能検検定定制制度度

技能検定制度は、労働者の有する技能の程度を一定の基準に基づき検定し公証する国家検

定制度であり、 年 月 日現在、 職種が実施されている。ものづくり分野の労働者

を始めとする労働者の技能習得意欲を増進させるとともに、労働者の社会的地位の向上等に

重要な役割を果たしている。

年度は、全国で約 万人の受検申請があり、約 万人が合格しており、 年

度の制度開始からの累計では、延べ約 万人が技能士となっている。

（（ ））団団体体等等検検定定制制度度

これまで、職業能力の開発及び向上並びに労働者の経済的社会的地位の向上等に資するよ

う、事業主等が、その事業に関連する職種について雇用する労働者の有する職業能力の程度

を評価するために行う検定であって、技能振興上奨励すべき一定の基準を満たすものを厚生

労働大臣が認定する社内検定認定制度を推進してきた（ 年 月 日時点で、 事業主等

職種が認定）。

これに加えて、 年 月に、当該事業主等が雇用する労働者以外の者も対象として行う

検定であって、労働市場において一定の通用力があり、企業内における処遇改善の目安にな

るものを厚生労働大臣が認定する団体等検定制度を創設した（ 年 月 日時点で、 団

体 職種が認定）。

（（ ））技技能能五五輪輪国国際際大大会会

青年技能者（原則 歳以下）を対象に、技能競技を通じ、参加国・地域の職業訓練の振興

及び技能水準の向上を図るとともに、国際交流と親善を目的として開催される大会である。

年に第 回大会が開催され、 年から原則 年に 度開催されており、我が国は

年の第 回大会から参加している。

直近では、 年 月にフランス・リヨンで「第 回技能五輪国際大会」が開催され、

か国・地域の 人が参加し 職種の競技が行われた。

日本選手団は、 職種の競技に 人が参加し、「産業機械」や「自動車板金」などの 職

種で金メダルを獲得したほか、銀メダル 個、銅メダル 個、敢闘賞 個を獲得し、金メダ

ルの国別獲得数では世界 位の成績を収めた（金メダリスト：図 ・ ・ ・

・コラム「第 回技能五輪国際大会（フランス・リヨン）出場者の声」）。

また、 年に開催予定の第 回技能五輪国際大会について、開催地として日本・愛知が

選ばれた。我が国では、 年の東京大会、 年の大阪大会、 年の静岡大会に続き、

回目の開催となる。

人人材材開開発発支支援援助助成成金金をを活活用用ししたた人人材材育育成成でで高高品品

質質ななももののづづくくりりのの礎礎をを築築くく

山山金金工工業業（（株株））

所在地 ：福井県福井市

従業員数 ： 名

資本金 ： 万円

業種 ：金属製品製造業

山金工業（株）は、 年 月の北陸新幹線の金沢・敦賀間開業に沸く福井県福井市に位置

し、 年の創業から培った鉄板加工技術を基に、現在は学校や病院、福祉施設の間仕切り・ド

アなどの建材商品や工場、オフィスの備品など、幅広く製造している企業である。商品企画・開

発から生産・品質管理、販売まで一貫して自社で行い、顧客のニーズに応じたものづくりを高い

技術力で実現しており、県内だけでなく全国にシェアを広げている。

常に時代の変化を捉え、高品質の製品の提供を続けるためには、専門的な知識・技術を備えた

ものづくり人材が必要である。しかし、人手不足の中、学部・学科を問わず採用していることか

ら、社内でしっかりと人材を育成していくことが重要となっている。そのため、毎月人材育成に

関する会議を開催し、キャリアパスやスキルアップなど、具体的な人材育成の方針を定めるとと

もに、それに沿って新卒社員には、入社段階から と 訓練からなる個別の育成計画を作

成し、個々の状況を踏まえた人材育成を図っている。

新卒社員が入社後、ものづくりに必要な知識・技術を継続して習得していくためには、その前

段階としてものづくりの基礎を学ぶ必要があるため、同社では以前より新卒採用後の 訓練

を重点的に実施していた。日頃よりハローワークを利用していたことから、窓口で旧キャリア形

成促進助成金（人材開発支援助成金の前身）に関する情報の提供を受け、教材費や人件費の一部

が助成されることなどもあり、最初の申請から 年以上活用し続けている。

助成金を活用した新卒採用後の 訓練は、採用職種や専攻した学部・学科により内容など

は異なるが、設計職に配属された場合は、部内講師による鉄板加工の基礎や製品知識、 など

の理論と実習を 時間以上かけて学ぶ。

このような 訓練の実施により、ものづくりの基礎が身につき、その後の配属先による

訓練の効果的な実施につながっている。また、助成金の活用をきっかけとして、最大の訓練

効果が得られるよう、内容について当事者にヒアリングし、現場の要望を反映させるなど、社内

で常に見直しを図っており、より効果的な訓練を実施するためのサイクルが形成されている。こ

のように、将来を見据えた土台づくりを進めていき、その上で、ものづくりに必要な専門的な知

識・技術を積み重ねていく。

人材育成を会社づくりの要とし、時代の変遷の中、その積み重ねにより 年企業となった同

社は、今後においても、全社員がスキルアップできる環境づくりを続け、「信用第一」、「責任と

誠意」の理念の下、充実した人材育成と高い技術力により、顧客のニーズに応じたものづくりを

通して社会への貢献を続けていく。

図 ：工場 外観 図 ：訓練風景

資料：山金工業（株）提供 資料：山金工業（株）提供

51ものづくり白書50

も
の
づ
く
り
人
材
の
リ
ス
キ
リ
ン
グ
を

含
む
能
力
開
発
の
現
状

第
２
節

就業動向と人材確保・育成 第2章



図 ：第 回技能五輪国際大会

車体塗装職種

金メダリスト 星野 悠音選手

図 ：第 回技能五輪国際大会

自動車板金職種

金メダリスト 小石 嵩陽選手

資料：厚生労働省提供 資料：厚生労働省提供

図 ：第 回技能五輪国際大会

再生可能エネルギー職種

金メダリスト 郡安 拓海選手

図 ：第 回技能五輪国際大会

美容 理容職種

金メダリスト 濱吉 優希選手

資料：厚生労働省提供 資料：厚生労働省提供
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第第 回回技技能能五五輪輪国国際際大大会会（（フフラランンスス・・リリヨヨンン））

出出場場者者のの声声

産業機械職種 金メダル

清水 源樹選手

（（株）デンソー）

産業機械職種では、高度にシステム化された生産工場に数多く設置されている、自動化、ロボ

ット化した産業設備や機械設備についての維持、管理、修理技能を競う。フランス・リヨンで開

催された第 回技能五輪国際大会で金メダルを獲得した清水選手にお話を伺った。

【【大大会会にに出出場場ししたたききっっかかけけ】】

ものづくりが好きで中学生の時に技能五輪を知り、洗練された技能で活躍する先輩たちの姿を

見て、自分も挑戦したいと思った。

【【大大会会にに向向けけ苦苦労労ししたたこことと】】

あらかじめ課題が公開される全国大会とは違い、国際大会は課題が競技開始の直前に公開とな

るため、その場での対応力や判断力が必要になる。競技中の様々な場面で、自分はその瞬間何を

考えたのか、その時の最善の方法は何か、技能についての反省はもちろん、自分自身の人間的な

弱点について反省し、対応力を高めていくことに時間を費やした。

【【大大会会にに出出場場ししたた感感想想】】

日目、課題を完成させることができなかったが、気持ちを切り替え、誰よりも最後の 秒まで

諦めず作業することができた。閉会式で金メダルを受け取った時は、うれしさと同時にホッとし

た。たくさんの方に支えてもらい、その方々に胸を張って感謝を伝えることができて良かった。

【【大大会会でで得得たた経経験験ををどどののよよううにに活活かかししてていいききたたいいかか】】

技能五輪を通じて技能だけではなく、人間的な部分も成長することができた。この経験を次の

世代へ継承していくとともに、自分の技能を更に磨き、新しい技能を身に付け、誰よりも頼りに

なる技能者を目指したい。

【【ここれれかからら大大会会をを目目指指すす方方々々へへののメメッッセセーージジ】】

技能はもちろん、人として成長できるとても良い機会になると思う。誰にも負けない技能と自

信を付けて、 年日本・愛知で行われる技能五輪国際大会で我が国の技術、技能を世界に見せ

つけてほしい。

図：産業機械職種の課題に取り組む清水選手

資料：厚生労働省提供

図 ：第 回技能五輪国際大会

車体塗装職種

金メダリスト 星野 悠音選手

図 ：第 回技能五輪国際大会

自動車板金職種

金メダリスト 小石 嵩陽選手

資料：厚生労働省提供 資料：厚生労働省提供

図 ：第 回技能五輪国際大会

再生可能エネルギー職種

金メダリスト 郡安 拓海選手

図 ：第 回技能五輪国際大会

美容 理容職種

金メダリスト 濱吉 優希選手

資料：厚生労働省提供 資料：厚生労働省提供
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第第 節節 ももののづづくくりり企企業業ににおおけけるる のの取取組組状状況況とと人人材材活活用用

この節では、ものづくり企業における （デジタル技術を活用した業務改善）の状況や導

入に当たっての人材面の取組等について、（独）労働政策研究・研修機構（以下、 ）の

「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」を用いて明らかにしていく。

 ももののづづくくりり企企業業ににおおけけるる のの状状況況

ものづくり企業において、デジタル技術を活用した業務改善の状況を工程別にみていく。

「製造」、「生産管理」、「事務処理」及び「受注・発注・在庫の管理」の工程において 割強

から 割強の企業が、「企画・開発・設計」及び「品質管理」の工程においては 割程度の企

業が、デジタル技術を活用した業務改善を行っている。

従業員数に基づく企業規模別にみていくと、従業員数 人以上の企業では各工程での実

施率が高くなっている。「製造」の工程では、従業員数 人以下の企業が ％であるのに

対して、従業員数 人以上の企業では ％となっている。

また、デジタル技術を活用した業務改善を行っていない企業は ％となっている（図

）。

図 ：デジタル技術を活用して業務改善を行った・行っている工程

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）
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製造の工程においては、「 」、「ロボット」、「プログラミング・ソフトウェア・情報シ

ステム」、「制御技術」及び「センサー」の導入が多くなっている。このうち、「ロボット」、

「制御技術」及び「センサー」については、従業員数 人以上の企業では導入が 割を超

えているものの、従業員数 人以下の企業では導入が 割程度にとどまっている（図

）。

図 ：製造工程において導入・活用しているデジタル技術

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）

第第 節節 ももののづづくくりり企企業業ににおおけけるる のの取取組組状状況況とと人人材材活活用用

この節では、ものづくり企業における （デジタル技術を活用した業務改善）の状況や導

入に当たっての人材面の取組等について、（独）労働政策研究・研修機構（以下、 ）の

「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」を用いて明らかにしていく。

 ももののづづくくりり企企業業ににおおけけるる のの状状況況

ものづくり企業において、デジタル技術を活用した業務改善の状況を工程別にみていく。

「製造」、「生産管理」、「事務処理」及び「受注・発注・在庫の管理」の工程において 割強

から 割強の企業が、「企画・開発・設計」及び「品質管理」の工程においては 割程度の企

業が、デジタル技術を活用した業務改善を行っている。

従業員数に基づく企業規模別にみていくと、従業員数 人以上の企業では各工程での実

施率が高くなっている。「製造」の工程では、従業員数 人以下の企業が ％であるのに

対して、従業員数 人以上の企業では ％となっている。

また、デジタル技術を活用した業務改善を行っていない企業は ％となっている（図

）。

図 ：デジタル技術を活用して業務改善を行った・行っている工程

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）
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 デデジジタタルル技技術術のの導導入入ににつついいてて

デジタル技術の導入・活用を進めたきっかけ、効果への期待、先導的な役割を果たした人

材、導入に当たって実施した事項などについて、製造工程のデジタル技術導入に焦点を当て

てみていく。また、調査データを従業員数に基づく企業規模別にみていくことで企業規模に

よる違いに着目する。

デジタル技術の導入・活用を進めたきっかけは、「経営者・役員の発案」、「社内からの要望

（経営者・役員以外）」の順に多くなっている。従業員数に基づく企業規模別にみていくと、

従業員数が少ない企業は、相対的に「経営者・役員の発案」の割合が高く、「社内からの要望

（経営者・役員以外）」の割合が小さくなっている。また、特に、従業員数 人以上の企業

では、「グループ企業・取引先からの要請」、「 ベンダー等からの推奨」など様々な導入の契

機がうかがえる（図 ）。

図 ：デジタル技術の導入・活用を進めたきっかけ

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）
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デジタル技術を導入・活用する効果として期待するものは、「作業負担の軽減や作業効率の

改善」、「品質の向上」、「生産体制の安定（設備や装置の安定稼働など）」の順に多くなってい

る（表 ）。また、デジタル技術を導入・活用した企業のうち 割程度の企業がデジタル

技術導入・活用の効果を感じている（図 ）。

表 ：デジタル技術導入・活用の効果への期待

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）

図 ：デジタル技術導入・活用の効果

備考：無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）
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デジタル技術の導入・活用を進めたきっかけは、「経営者・役員の発案」、「社内からの要望
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従業員数が少ない企業は、相対的に「経営者・役員の発案」の割合が高く、「社内からの要望

（経営者・役員以外）」の割合が小さくなっている。また、特に、従業員数 人以上の企業

では、「グループ企業・取引先からの要請」、「 ベンダー等からの推奨」など様々な導入の契

機がうかがえる（図 ）。

図 ：デジタル技術の導入・活用を進めたきっかけ

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）

    

     

    

     

    

     

    

     

     

    

    

    

    

    

     

    

     

     

    

    

     

    

    

     

    

     

     

    

    

     

    

    

     

    

     

     

    

    

     

    

    

     

    

     

     

                               

            

             

                 

            

        

               

         

                 

         

                                               

                                   

   

57ものづくり白書56

就業動向と人材確保・育成 第2章

も
の
づ
く
り
企
業
に
お
け
る
Ｄ
Ｘ
の

取
組
状
況
と
人
材
活
用

第
３
節



デジタル技術を導入・活用するに当たり先導的な役割を果たした人材としては、「工場

長・部門のリーダー」及び「経営トップ」が多くなっている。従業員数 人以下の企業で

は特に、「経営トップ」が先導的な役割を果たすケースが多くなっている。

一方で、従業員数 人以上の企業では、「デジタル技術に精通した社員」が先導する割合

が高くなっている（図 ）。

図 ：デジタル技術を導入・活用するに当たり先導的な役割を果たした人材

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）
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デジタル技術の導入・活用に当たって実施した事項としては、「費用対効果の検討」を多く

の企業が行っている。「業務の棚卸し」や「予算の確保」、「現場課題のデータによる可視化・

分析」については、全体で実施率は 割から 割程度となっており、従業員数の規模による

差も開いている。また、「ビジョン・目標の設定」及び「デジタルに関わるスキルを持つ人材

の配置・確保・育成」については、従業員数 人以上の企業が 割程度行っているのに対

して、規模の小さい企業は 割程度となっている（図 ）。

図 ：デジタル技術の導入・活用に当たって実施したこと

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）
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は特に、「経営トップ」が先導的な役割を果たすケースが多くなっている。

一方で、従業員数 人以上の企業では、「デジタル技術に精通した社員」が先導する割合

が高くなっている（図 ）。

図 ：デジタル技術を導入・活用するに当たり先導的な役割を果たした人材

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。
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 デデジジタタルル技技術術のの導導入入にに関関すするる人人材材のの活活用用

デジタル技術の導入のための人材確保の方法、人材の育成、デジタル技術定着のための方

策などについてみていく。

デジタル技術の導入に際しては、約 割の企業が「社内人材の活用・育成」により人材確

保を行っている。また、「新たに採用（新卒・中途）」を行うことや、「ベンダー等への外部委

託（外部人材の活用）」による人材確保が 割程度みられる。一方で、デジタル技術の導入に

際して「人材は確保していない」は ％となっている（図 ）。

図 ：デジタル技術の導入のための人材確保の方法

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）
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新たにデジタル技術を導入する際に、社内人材の活用・育成を行っている企業について、

その半数以上は、「技術を導入する部署による選出」による人材確保を行っている。「公募・

自己申告」については、 割程度となっている（図 ）。

図 ：社内人材の選出方法

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）

    

    

    

    

    

    

    

   

    

    

    

   

    

    

    

    

    

    

    

    

                                   

            

              

        

       

                                             
                                  

   

 デデジジタタルル技技術術のの導導入入にに関関すするる人人材材のの活活用用
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保を行っている。また、「新たに採用（新卒・中途）」を行うことや、「ベンダー等への外部委

託（外部人材の活用）」による人材確保が 割程度みられる。一方で、デジタル技術の導入に

際して「人材は確保していない」は ％となっている（図 ）。

図 ：デジタル技術の導入のための人材確保の方法

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。
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デジタル技術の導入のための人材育成については、 による育成が ％と最も高い割

合となっているが、「会社の指示による社外機関での研修・講習会への参加」（ ％）及び

「社内での研修・セミナーの実施」（ ％）も高い割合となっている。企業規模により差が

大きかったのは、「会社からのデジタル技術の情報提供」であり、従業員数 人以上の企業

では約 割が実施しているのに対して、従業員数 人以下の企業では 割程度の実施となっ

ている（図 ）。

図 ：社内人材の育成方法

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）
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についてみると、新しいデジタル技術を活用するための の時間は「 時間

未満」の企業が最も多く、 ％であった。一方で、「 時間以上」の を行っている

企業も ％となっている（図 ）。

図 ：新しいデジタル技術を活用するための の時間

備考：無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）

    

   

    

    

    

    

   

    

    

    

    

   

    

    

    

    

   

    

    

    

    

   

    

    

    

                                      

      

            

            

            

              

                                               
                                   

   

デジタル技術の導入のための人材育成については、 による育成が ％と最も高い割

合となっているが、「会社の指示による社外機関での研修・講習会への参加」（ ％）及び

「社内での研修・セミナーの実施」（ ％）も高い割合となっている。企業規模により差が

大きかったのは、「会社からのデジタル技術の情報提供」であり、従業員数 人以上の企業

では約 割が実施しているのに対して、従業員数 人以下の企業では 割程度の実施となっ

ている（図 ）。

図 ：社内人材の育成方法

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。
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デジタル技術の活用を定着させる・進めるために取り組んでいることとしては、「ビジョン・

目標の社内での共有」が最も多い実施割合で ％であった。企業規模による差が大きかっ

たのは「デジタル技術の活用に向けた社員研修」であり、従業員数 人以上の企業の ％

が実施しているのに対して、従業員数 人以下の企業は ％にとどまっている。また、デ

ジタル技術に関する人事評価への活用については、 ％にとどまっており、従業員数が

人以上の企業で特に実施率が低くなっている。また、特に何もしていない企業は ％とな

っており、企業規模が小さいほどその割合が高くなっている（図 ）。

図 ：デジタル技術の活用を定着させる・進めるために取り組んでいること

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。

資料： 「ものづくり産業における と人材育成に関する調査」（ 年 月）
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 ままととめめ

ものづくり企業において、 は着実に進んでいるところであるが、人口の減少による労働

力の不足が見込まれている我が国においては、デジタル技術を活用して業務効率を上げてい

くことの重要性がいよいよ高まっている。本節においては、デジタル技術の導入と人材活用

について、以下のことを確認した。

○ ものづくり企業の約 割がデジタル技術を活用した業務改善を行っており、「製造」、「生

産管理」、「事務処理」などの工程での実施が多くなっている。

○ 企業規模により、デジタル技術を活用した業務改善の実施状況には差があり、従業員数

の多い企業の方が実施率が高くなっている。

○ デジタル技術の導入について、従業員数が少ない企業は、「経営者・役員の発案」の割合

が最も高く、従業員数が多い企業は、「社内からの要望（経営者・役員以外）」の割合が高

い。また、従業員数 人以上の企業では、様々な導入の契機がうかがえる。

○ デジタル技術の導入を行う際の人材確保の方策は、「社内人材の活用・育成」が最も多く

割程度となっている。一方で、 割弱の企業はデジタル技術の導入に際して人材確保は行

っていなかった。

○ デジタル技術の導入を行う際の人材育成については、 のほかに、多くの企業が「会社

の指示による社外機関での研修・講習会への参加」など、 を採用していた。従業員

数が多い企業では少ない企業と比べて、会社から社員に対するデジタル技術の情報提供な

どが多く行われていた。

デジタル技術の活用を定着させる・進めるために取り組んでいることとしては、「ビジョン・

目標の社内での共有」が最も多い実施割合で ％であった。企業規模による差が大きかっ

たのは「デジタル技術の活用に向けた社員研修」であり、従業員数 人以上の企業の ％

が実施しているのに対して、従業員数 人以下の企業は ％にとどまっている。また、デ

ジタル技術に関する人事評価への活用については、 ％にとどまっており、従業員数が

人以上の企業で特に実施率が低くなっている。また、特に何もしていない企業は ％とな

っており、企業規模が小さいほどその割合が高くなっている（図 ）。

図 ：デジタル技術の活用を定着させる・進めるために取り組んでいること

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。その他及び無回答の割合は省略。
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省省人人化化ををききっっかかけけににデデジジタタルル化化をを推推進進

地地域域全全体体ののデデジジタタルル人人材材育育成成にに貢貢献献

（（株株））長長島島製製作作所所

所在地 ：岩手県一関市

従業員数 ： 名

資本金 ： 万円

業種 ：金属製品製造業

年創業の（株）長島製作所は、岩手県一関市・平泉町・奥州市に工場を構える金属加工メ

ーカーである。主に自動車用金属部品、半導体部品及び一般住設備の金属部品の製造を行う同社

は、金型の設計から製作・量産までを一貫して行うことができる体制を強みとし、製品の試作か

ら多品種・小ロット、量産まで幅広く対応している。

同社は、自動車部品産業へ参入した 年頃から、省人化に力を入れ始めることとなる。自動

車部品製造において上流に当たるプレス加工はある程度の経験があったものの、下流に当たる溶

接工程はロボットの使用が必要不可欠であった。当初は必要となるロボット等の工作機械全般を

外注していたものの、それでは採算が合わないため、システムエンジニアとしての能力が高い現

副社長が中心となり、必要となる製造ラインを社内生産できる体制を整えることとなった。ロボ

ット溶接に必要なティーチング作業（産業用ロボットにどのような動作をさせるのかを事前に記

録すること）の講習を受けた有資格者の育成などを進めることで、工程や治具（加工されるもの

を固定し加工の案内となる補助的な役割をもった装置）の設計、ロボットシミュレーションソフ

ト（ 時間当たりの生産能力から何か月で投資金額が回収できるかを計算するソフト）、ロボット

へのティーチング等、生産ライン全ての自社開発が可能となった。その生産ラインは、 年以

降他社への販売も開始している。

生産ライン開発以外にも、生産機械に社員のカードを読ませることで、 時間当たりの部品の

生産量や、不良品の発生率がカードに記録されるシステムを開発。社員の仕事効率の見える化を

行っている。また、社内の連絡事項やイベントへの参加連絡、有給休暇等の休暇申請を携帯のア

プリに集約し、社員全員が少しずつ に慣れることができるよう工夫をしている。

今後は、金属加工メーカーとしてデジタル社会の進展に合わせた半導体事業の拡大を目指すと

同時に、学習塾のエリア展開など、さらなる成長に向けて挑戦を図っていく。

図 ：部品作成の様子 図 ：ロボットアームと治具

資料：厚生労働省提供 資料：厚生労働省提供
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「設備の見える化」と人財育成で企業と労働者

の成長を推進

（株）山本工作所

所在地 ：福岡県北九州市

従業員数 ： 名

資本金 ： 億円

業種 ：金属製品製造業

年創業の（株）山本工作所は、福岡県北九州市に本社を構える鋼製ドラム缶製造を主に行

う企業である。化学品や燃料油、潤滑油、塗料、農薬などを格納して貯蔵、運搬するドラム缶に

ついて、多種多様なバリエーションを揃えていることと、顧客の厳しい品質要求に対応できる技

術力が同社の強みである。

同社は、設備更新や修繕の遅れによる設備トラブルの多発や、オペレーターが自設備以外のラ
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そのため、外部の力も活用し、生産性向上のために課題のあぶり出しを行い、解決策を模索し
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の作業工程を熟知したメンバーが 推進を担うことで、現場ニーズに合致した仕組みの導入を実
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図 ：「見える化システム」の映像 図 ：多関節ロボットの活用

資料：（株）山本工作所提供 資料：（株）山本工作所提供
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ととトトララのの巻巻でで人人材材育育成成・・技技能能伝伝承承

（（株株））旭旭ウウエエルルテテッックク

所在地 ：石川県白山市

従業員数 ： 名

資本金 ： 万円

業種 ：金属製品製造業

年創業の（株）旭ウエルテックは、白山や手取川、日本海など、山・川・海の豊かな自然

に恵まれた石川県白山市に本社を構える工作機械向けの溶接部品製造を主に行う企業である。設

計から資材調達、溶接、機械加工、検査まで、一品物を一個から社内一貫生産し顧客のニーズに

柔軟に対応できることが同社の強みである。

同社は、多くの種類の製品を一貫生産している。一品物を一個から生産するためには多くの職

人が必要不可欠であり、若手職人の採用を強化していたが、ベテラン職人が若手職人を育成する

ための時間を十分に確保できず、若手職人の人材育成に課題を抱えていた。

そのため、同社は、「職人が職人たる仕事に集中できる環境を、次世代の職人を育てる時間を

確保すべき」との考えの下、技術の蓄積を で効率化するとともに技能の共有化が図られれば、

大きなビジネスチャンスになると感じ、職人のための 化を進めることとした。同社は自社で

化を進めることとし、現場の意見を聞き試行錯誤しながら、一から社内システムを構築した。最

初はエクセルの関数からのスタートであった。受注や生産管理を効率化するため受注した製品の

全情報を網羅し社員一人一人が確認できる機能や、過去の不具合情報を蓄積し必要なときに情報

を出力する機能を開発した。さらに、ベテラン職人の製作ノウハウの蓄積を行うため、工夫、苦

労点、引き継ぎたい技術などを製品データベースに登録し、自動抽出機能によりノウハウを引き

継げる通称「トラの巻」を作成した。これにより、ベテラン職人のノウハウを社内に共有するこ

とに成功し、若手職人の育成と技能伝承を同時に進めることができた。同社はこれ以外にも、作

業開始や完了報告を行う機能や工程管理機能、見積システム、有給休暇申請機能、 推進の源泉

であり社内掲示板でもある「気づき」システム、さらには弁当発注機能などを開発。これらの開

発は全て自社独自に行っている。

同社の山田社長は、「これまで自分が中心に 化を進めてきたが、今後は若手職員も一緒に

化を進め、職人のノウハウ継承とともに人材育成に取り組み、みんなが働きやすい、やりがいの

持てる職場を作りたい。」と語る。

図 ：社内システムのメニュー画面 図 ：溶接作業の様子

資料：（株）旭ウエルテック提供 資料：厚生労働省提供
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デデジジタタルル化化でで高高品品質質・・高高付付加加価価値値ワワイインンのの安安定定

供供給給をを目目指指すす

北北海海道道ワワイインン（（株株））

所在地 ：北海道小樽市

従業員数 ： 名

資本金 ： 億 万円

業種 ：酒類製造業

北海道西部の小樽市に本社を構える北海道ワイン（株）は、原料が日本産ブドウ ％かつ

国内で醸造及び瓶詰めした「日本ワイン」を製造・販売する、 年の日本ワインの生産量日

本一の酒造メーカーである。

一般的にワインは、原料となるブドウの生産地が細分化されたものほど、より付加価値が高い

ものとなる。そのため、高品質・高付加価値ワインを生産するには、より厳密な産地の細分化が

必要とされる。

従来、ブドウの仕入れにおいては、品種や生産農家、重量等を口頭で伝達し、手書きで記帳し

た後に に入力して管理を行っていた。ただ、このようなアナログ作業では、収穫期に大量のブ

ドウを短時間で受け入れ、産地情報等をリアルタイムで詳細に把握することができず、高付加価

値ワインの増産・安定供給を実現することは難しかった。

そのため同社は、国による支援を通じ、外部の ベンダーによるデジタル化の実証試験を実施

した。ブドウの計量機と専用 の連携により入荷したブドウの重量データのデジタル送信を可能

とし、生産農家や品種をコード管理して生産地等とリンクできるようにする「ブドウ受入演算シ

ステム」の構築を進めた。それにより、ブドウの重量・品種・産地・生産者の集約管理がリアルタ

イムで可能となり、特定産地や特定農家のブドウを特定のタンクに貯蔵する産地の細分化が可能

となった。この実証試験から、デジタル化の恩恵を製造現場のスタッフ一人一人が実感できたこ

とをきっかけに、デジタル化を進める気運が醸成されるようになった。

その後同社は、専門家チームを招き入れ、最重要課題を在庫管理システムと製造に関わるデー

タベース作成に絞り込み、現在それらの実現に向けて取り組んでいるところである。

同社は今後も、デジタルマーケティングや サイトの活用等、様々な 化に取り組んでいく。

新しい技術を取り入れながら、同社は 年先、 年先も愛されるワインを造り続けることを目指

している。

図 ：入荷したブドウの情報入力 図 ：ワインの瓶詰工程

資料：厚生労働省提供 資料：厚生労働省提供
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継げる通称「トラの巻」を作成した。これにより、ベテラン職人のノウハウを社内に共有するこ

とに成功し、若手職人の育成と技能伝承を同時に進めることができた。同社はこれ以外にも、作
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資料：（株）旭ウエルテック提供 資料：厚生労働省提供
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ももののづづくくりり現現場場のの即即戦戦力力ととななるる

「「ももののづづくくりり基基盤盤技技術術×× 」」人人材材のの育育成成

学校法人ものつくり大学

学校法人ものつくり大学は、 年に国、地方公共団体、産業界の協力を得て、次世代のもの

づくり人材を育成することを目的に設立された 年制の工科系私立大学である。ものづくりの本

質に立ち返り、技能と技術を兼ね備えたスペシャリスト（テクノロジスト）の育成を重視した教

育を行っている。製造業においては、専門性の高い生産技術が、開発部門と製造部門をつなぐ重

要な役割を果たすことから、この技術を持つ人材は、ものづくりの現場に不可欠な存在である。

本学の卒業生は、その即戦力として期待されている。

近年、製造業では、人手不足対策や生産性向上のため、ものづくりの 推進が急務となってい

る。本学では、 年に総合機械学科を情報メカトロニクス学科に改編し、現場で活用できるも

のづくり のスキルを習得するための教育プログラムを展開している。教育設備には、製造現場

で使用される最新の人協働ロボットや 軸マシニングセンタを導入し、学生に実践的なデジタル

ものづくり教育を提供している。

また、 年からは（一社）日本ロボットシステムインテグレータ協会と包括連携協定を締結

し、製造現場を理解しつつ、ロボットシステムを構築できる人材の育成に力を入れている。社会

人向けの「 講座」では、 （モノのインターネット）を基礎から学び、英国放送協会（ ）

が開発した教育用マイコンボード「 」を使って、実際に システムを操作しながら理

解を深めている。参加者はチームの例題に取り組み、自社の現場にどう適用できるかを検討し、

ハードウェアやソフトウェアを設計・検証することができる。さらに、ロボット導入を検討して

いる中小製造業向けには、経営者や工場長、幹部社員を対象とした「産業用ロボット導入早わか

り講座」も開講している。

学校法人ものつくり大学は、ものづくりの基盤技術を重視しつつ、先端技術を取り入れるアプ

ローチを採用しており、ものづくり 推進の重要な指針としている。今後も現場とデジタル技術

の融合を支える人材を育成し、我が国の製造業への貢献を目指す。

図 ：人協働ロボットの講義 図 ：「 講座」の実施状況

資料：学校法人ものつくり大学提供 資料：学校法人ものつくり大学提供
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生生産産性性向向上上人人材材育育成成支支援援セセンンタターー利利用用企企業業のの声声 （株）スギヨ（石川県七尾市）

➢ 概概要要
・利用サービス：生産性向上支援訓練

・利用時期 ： 年～（うち 対応コースは 年）

・受講者 ：製造部門及びバックオフィス従業員

➢ 訓訓練練をを利利用用ししたたききっっかかけけ
（株）スギヨは、 年に 推進部が発足して以降、「 認定」の取得や社内プロジェクトの立

ち上げ、研修の実施等の取組を進めてきたが、社内では「 推進は 推進部の仕事」というイメ

ージが強く、従業員が自分事として 推進に取り組んでおらず、 に対する意識が浸透していな

い状態だった。

年 月 日の令和 年能登半島地震により、本社及び工場が甚大な被害を受け、一時的に 推

進部の業務も止まっている状況であった。幸い、社内データのデータセンターへの移行や工場内

の通信環境の無線化が震災前に完了していたことで、震災直後はリモートワークを余儀なくされ

た中でも、業務を停滞させることなく影響を最小限に抑えられた。改めてゼロベースから業務を

見直し、これまで以上に 推進を図ることで、災害にも強い組織づくりの重要性を再認識した。

そのような中で、 年 月に石川県内の に関する講演会に登壇したことを契機に、後日ポリテ

クセンター石川から生産性向上支援訓練の 対応コースについて案内を受け、従来、生産性向上

支援訓練のオーダーコースを継続して利用していたため、 対応コースを活用することとした。

➢ 生生産産性性向向上上人人材材育育成成支支援援セセンンタターーかかららのの提提案案内内容容
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ので良かった。」「製造部門の従業員が集まり、お互いに業務が分かっている状態で、グループワ

ークなどの演習ができたため、より実践的で充実したものになった。」「演習を通して学んだ内容

は、潜在的な問題点を整理して導き出す手法として、今後も活用できると思った。」「 というと
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学校法人ものつくり大学
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で使用される最新の人協働ロボットや 軸マシニングセンタを導入し、学生に実践的なデジタル

ものづくり教育を提供している。

また、 年からは（一社）日本ロボットシステムインテグレータ協会と包括連携協定を締結

し、製造現場を理解しつつ、ロボットシステムを構築できる人材の育成に力を入れている。社会

人向けの「 講座」では、 （モノのインターネット）を基礎から学び、英国放送協会（ ）

が開発した教育用マイコンボード「 」を使って、実際に システムを操作しながら理

解を深めている。参加者はチームの例題に取り組み、自社の現場にどう適用できるかを検討し、

ハードウェアやソフトウェアを設計・検証することができる。さらに、ロボット導入を検討して

いる中小製造業向けには、経営者や工場長、幹部社員を対象とした「産業用ロボット導入早わか

り講座」も開講している。

学校法人ものつくり大学は、ものづくりの基盤技術を重視しつつ、先端技術を取り入れるアプ

ローチを採用しており、ものづくり 推進の重要な指針としている。今後も現場とデジタル技術

の融合を支える人材を育成し、我が国の製造業への貢献を目指す。

図 ：人協働ロボットの講義 図 ：「 講座」の実施状況

資料：学校法人ものつくり大学提供 資料：学校法人ものつくり大学提供
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➢ 今今後後のの抱抱負負
令和 年能登半島地震による被災からの復旧・復興と同時に、 の推進を進めていく必要性を改

めて認識するため について学び、基礎知識を得られたことで、会社全体として一歩前進するこ

とができた。

また、訓練活用後、データや情報の収集・利活用に関する認識が一層深まっていると感じてい

る。

経営者側では、データドリブンの意識が芽生え、データに基づく意思決定を重視する姿勢が浸

透しつつある一方、従業員はデータを見やすく整理し、活用しやすい形にする行動を積極的に取

るようになり、これを機に、会社全体として業務の効率化や 推進・ の構築を目的としたデー

タ活用の基盤を整備することを検討している。

このように、データや情報の収集・利活用に対する目的意識が向上し、業務や課題解決に向け

た具体的な手段としてデータを積極的に活用する動きが加速している。

今後も訓練を活用して、 に対する知識や意識を社内に広げ、 人材を増やしていきたい。

データをもとに、意思決定する手法。

原材料を調達し、製品を製造し、消費者に届けるまでの一連のプロセスを管理する手法。

図：「 の推進」を受講する様子

資料：（株）スギヨ提供
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認認定定職職業業訓訓練練ににおおけけるるププララススチチッックク技技能能士士のの

育育成成

中部日本プラスチック職業訓練校

（愛知県名古屋市）

年に設立した中部日本プラスチック職業訓練校は、愛知県知事の認定を受けてプラスチッ

ク製品成形科の訓練を実施している。これまでに 名以上が修了して、県内外の企業で活躍

している。

同科では、中小企業の若い在職者を対象に週 日の訓練を 年間行っており、訓練内容は主に、

プラスチック技能士（国家検定）の 級に対応している。実習では成形機を使用し、金型段取

り、成形、パージまでの作業を行っている。座学は、成形法、材料、金型の構造等 科目の知識

習得を目指したカリキュラム構成となっている。講師陣は官公立研究所元研究員、学識経験者及

び訓練科目に造詣が深い経験豊富な業界の関係者である。

愛知県は自動車産業の企業が多く、成形機を始め各種付属機器類の高性能化はもとより、原料

樹脂の高機能化等にみられるように、生産現場における技術革新は目覚ましいものがあることか

ら、生産活動に従事する技術者、技能者においても、より高度な専門知識が求められており、そ

の要請に応え、養成訓練（普通課程：通学制）、向上訓練（短期課程：通信制 ・ 級）を実施し

ている。

訓練生は、「授業の一環で、他業種の施設見学等に行き、それぞれの強みや独自の取組など参

考になる内容が多く、視野が広がりとても勉強になった。」「同業種の仲間と出会えたことをうれ

しく思う。」「訓練で学んだ知識や技術は会社の業務では学ぶことができない大変有意義なもので

ある。」と話しており、時代の変化に対応できる優れた技術者、技能者となるよう、日々技能を

磨いている。

図 ：車の再生プラスチックについての説明 図 ：授業風景

資料：中部日本プラスチック職業訓練校提供 資料：中部日本プラスチック職業訓練校提供
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とができた。

また、訓練活用後、データや情報の収集・利活用に関する認識が一層深まっていると感じてい

る。

経営者側では、データドリブンの意識が芽生え、データに基づく意思決定を重視する姿勢が浸

透しつつある一方、従業員はデータを見やすく整理し、活用しやすい形にする行動を積極的に取

るようになり、これを機に、会社全体として業務の効率化や 推進・ の構築を目的としたデー

タ活用の基盤を整備することを検討している。

このように、データや情報の収集・利活用に対する目的意識が向上し、業務や課題解決に向け

た具体的な手段としてデータを積極的に活用する動きが加速している。

今後も訓練を活用して、 に対する知識や意識を社内に広げ、 人材を増やしていきたい。

データをもとに、意思決定する手法。

原材料を調達し、製品を製造し、消費者に届けるまでの一連のプロセスを管理する手法。

図：「 の推進」を受講する様子

資料：（株）スギヨ提供
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第第 章章 教教育育・・研研究究開開発発

緊迫度を増す国際情勢の不安定化や生成 が人々の暮らしや社会にもたらし得る大きな影

響など、将来の予測が困難な時代において、今後、国民一人一人の豊かで幸せな人生と社会

の持続的な発展を実現するためには、世界の変化に適切に対応し、新たな価値を生み出すこ

とができる人材が我が国において求められている。ものづくり分野においても、デジタルト

ランスフォーメーションの力を活用して生産性や創造性に大きな変革をもたらすことを通じ、

社会課題の解決に貢献し、我が国の国際競争力を強化する基盤となるような人材の確保が急

務である。文部科学省はこのような人材を育成するため、デジタル等成長分野を中心に、人

材の量・質ともに充実させる取組を積極的に進めていく必要がある。同時に、ものづくりへ

の関心、素養を高める小学校、中学校、高等学校における特色ある取組の一層の充実や、大

学の工学関連学科、高等専門学校、専門高校、専修学校などの各学校段階における実践的な

職業教育等の推進が必要であるほか、人生 年時代の到来に向け、リカレント教育・リスキ

リングの取組を充実させ、イノベーション人材を始めとする高度専門人材を確保するという

観点も重要である。また、伝統的な技法や最新技術等の活用による、文化財を活かした新た

な社会的・経済的価値の創出や、文化や伝統技術を後世に継承する取組等も重要となってい

る。さらに、イノベーションの源泉としての学術研究や基礎研究の重要性も鑑みつつ、もの

づくりに関する基盤技術の開発や研究開発基盤の整備も不可欠である。

第第 節節 デデジジタタルル等等のの成成長長分分野野をを中中心心ととししたた人人材材育育成成のの推推進進

数数理理・・デデーータタササイイエエンンスス・・ 教教育育のの推推進進

（（ ））数数理理・・デデーータタササイイエエンンスス・・ 教教育育体体制制のの強強化化

の実現に向けては、 、ビッグデータ、 などの革新的な技術を社会実装に

つなげるとともに、産業構造改革を促す人材を育成する必要性が高まっており、このような

中、「 戦略 」（ 年 月、統合イノベーション戦略推進会議決定）が策定された。

高等教育段階においては、全ての大学生及び高専生（ 学年当たり約 万人）が数理・デ

ータサイエンス・ への関心を高め、適切に理解し活用できるリテラシーレベルの能力を身

に付けること、また、その約半数（ 学年当たり約 万人）においては応用基礎レベルとし

て、数理・データサイエンス・ を活用して課題を解決するための実践的な能力を身に付け

ることが「 戦略 」の目標として掲げられており、文部科学省においては、必要な教育

体制の強化を図っている。

教育体制の強化に当たっては、全国 ブロックによるコンソーシアムを形成し、モデルカ

リキュラムの策定や教材等の開発を行い、それを全国の大学等へ展開する活動を行ってい

る。また、大学等の数理・データサイエンス・ 教育に関する正規課程教育のうち、一定の

要件を満たした優れた教育プログラムを政府が認定する制度を 年度に創設しており、こ
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材の量・質ともに充実させる取組を積極的に進めていく必要がある。同時に、ものづくりへ

の関心、素養を高める小学校、中学校、高等学校における特色ある取組の一層の充実や、大

学の工学関連学科、高等専門学校、専門高校、専修学校などの各学校段階における実践的な

職業教育等の推進が必要であるほか、人生 年時代の到来に向け、リカレント教育・リスキ

リングの取組を充実させ、イノベーション人材を始めとする高度専門人材を確保するという

観点も重要である。また、伝統的な技法や最新技術等の活用による、文化財を活かした新た

な社会的・経済的価値の創出や、文化や伝統技術を後世に継承する取組等も重要となってい

る。さらに、イノベーションの源泉としての学術研究や基礎研究の重要性も鑑みつつ、もの

づくりに関する基盤技術の開発や研究開発基盤の整備も不可欠である。

第第 節節 デデジジタタルル等等のの成成長長分分野野をを中中心心ととししたた人人材材育育成成のの推推進進

数数理理・・デデーータタササイイエエンンスス・・ 教教育育のの推推進進

（（ ））数数理理・・デデーータタササイイエエンンスス・・ 教教育育体体制制のの強強化化

の実現に向けては、 、ビッグデータ、 などの革新的な技術を社会実装に

つなげるとともに、産業構造改革を促す人材を育成する必要性が高まっており、このような

中、「 戦略 」（ 年 月、統合イノベーション戦略推進会議決定）が策定された。

高等教育段階においては、全ての大学生及び高専生（ 学年当たり約 万人）が数理・デ

ータサイエンス・ への関心を高め、適切に理解し活用できるリテラシーレベルの能力を身

に付けること、また、その約半数（ 学年当たり約 万人）においては応用基礎レベルとし

て、数理・データサイエンス・ を活用して課題を解決するための実践的な能力を身に付け

ることが「 戦略 」の目標として掲げられており、文部科学省においては、必要な教育

体制の強化を図っている。

教育体制の強化に当たっては、全国 ブロックによるコンソーシアムを形成し、モデルカ

リキュラムの策定や教材等の開発を行い、それを全国の大学等へ展開する活動を行ってい

る。また、大学等の数理・データサイエンス・ 教育に関する正規課程教育のうち、一定の

要件を満たした優れた教育プログラムを政府が認定する制度を 年度に創設しており、こ

の制度を通じて多くの大学等が同分野の教育に取り組むことを国が後押しするとともに、社

会全体でその教育の重要性を認識する環境を醸成していく。

さらに、数理・データサイエンス・ 分野においては、同分野をけん引するエキスパート

層の人材育成も急務となっている。産業界と連携した実社会における先端課題解決型演習や

国際競争力のある博士課程教育プログラムの強化等に取り組む大学院への支援を通じ、我が

国の数理・データサイエンス・ 分野をけん引する人材育成をより一層強力に推進する。

また、高等学校段階においてもデジタル等成長分野を支える人材育成の抜本的強化を図る

ため、 年度補正予算において「高等学校等デジタル人材育成支援事業費補助金（高等学

校 加速化推進事業）」を実施し、情報、数学等の教育を重視するカリキュラムを実施する

とともに、専門的な外部人材の活用や大学等との連携などを通じて、 を活用した探究

的・文理横断的・実践的な学びを強化する高等学校等や産業界等と連携した最先端の職業人

材育成の取組等を実施する専門高校等の支援を行う。

（（ ））文文系系・・理理系系のの枠枠をを超超ええたた人人材材育育成成

が進展する社会においては、データサイエンス・コンピュータサイエンスの素養に対す

る需要が、自然科学分野だけでなく、経営学や公共政策学、教育学といった人文・社会科学

系分野においても高まっている。文系・理系の枠を超えたイノベーション人材を育成するた

めの取組として、人文・社会科学系などの研究科において、自らの専門分野だけでなく、専

門分野に応じた数理・データサイエンス・ に関する知識・技術を習得し、人文・社会科学

系等と情報系の複数分野を掛け合わせた学位プログラムを構築する大学を支援する。

半半導導体体人人材材のの育育成成等等

（（ ））全全国国ににおおけけるる半半導導体体人人材材育育成成のの取取組組

近年、熊本県の台湾積体電路製造（ ）や北海道の （株）など各地で半導体関

連企業の拠点が相次いで整備される一方、業界全体では人手不足が深刻化している。例え

ば、電子情報技術産業協会（ ）の試算では、今後 年で必要な半導体人材が九州で

万 人、北海道・東北で 人、全国では 万 人の見通しとなっている。

このような中、半導体産業の将来を担う人材の育成・確保に向けて、全国の各地域におい

て産官学連携によるコンソーシアムが立ち上がっている。北海道から九州まで現在 つのコ

ンソーシアムがあり、学生等を対象とした工場見学や半導体企業の社員による出前授業など

の取組を行っている。

また、文部科学省においても、デジタル・グリーン等の成長分野をけん引する高度専門人

材の育成に向けて、意欲ある大学・高等専門学校が成長分野への学部転換等の改革に予見可

能性をもって踏み切れるよう「大学・高専機能強化支援事業」として 年度第二次補正

予算において基金を創設しており、これを活用して自大学等の半導体教育の強化を図る大学

等もある。
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（（ ））半半導導体体人人材材育育成成拠拠点点形形成成事事業業

我が国の大学等においては、過去の半導体産業の停滞等に伴い、最先端の半導体技術や動

向に通じ、実践的な教育ができる教員の不足や、体系的な半導体教育の実施が難しいなどの

課題がある。また、設計・製造等に係る技術が高度化し、 や自動運転など新たな利用が

広がる中で、各々の専門分野を持ちながら、半導体製造の一連のプロセスやユースケース等

の俯瞰力を備えた高度な人材の育成も重要となっている。

このような背景から、文部科学省においては、次世代の高度人材や基盤人材の持続的な育

成に向け、各大学等の特色や地域性等を踏まえつつ、ネットワークを活かした教育プログラ

ムの展開など、産学協働の実践的な教育体制を構築することを目的とした「半導体人材育成

拠点形成事業」を 年度予算として 億円を計上した。また、このネットワークでの

教育に必要な設備整備のため 年度補正予算で 億円を計上している。

ママイイススタターー・・ハハイイススククーールル（（次次世世代代地地域域産産業業人人材材育育成成刷刷新新事事業業））

（（ ））事事業業のの背背景景

職業系の専門高校は、これまで我が国の産業振興を担う多くの人材を育成し、近年我が国

の高度成長・工業化に大きく貢献してきた。

少子化が加速し、第 次産業革命の進展、 、 次産業化等、産業構造や仕事内容が急速に

変化している中で、専門高校の意義や役割が変わるものではないが、時代の変化に対応する

ことが求められるとともに、地方創生という観点から、その役割は益々、重要なものとなっ

ている。

（（ ））事事業業のの内内容容

マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）は、地域産業の持続的な

成長をけん引する最先端の職業人材を育成するための取組を行う専門高校を「マイスター・

ハイスクール」に指定し、専門高校とその設置者、産業界、地方公共団体が一体となって教

育課程等の刷新を目指すもので、 年度より実施してきた。

（（ ）） 年年度度ににおおけけるる取取組組

年度より「先進的取組型」「連携体制強化型」として、その成果モデルを全国に普及

させる取組を実施している（図 ）。また、マイスター・ハイスクール事業として 事

業（委託期間は 年間）が取組を進めており、「先進的取組型」として 事業、「連携体制強

化型」として 事業を採択（委託期間は 年間）した。工業科、農業科、水産科、福祉科な

ど、実施学科は多岐にわたるが、それぞれ産業界等と連携し、 時代における最先端の職

業人材の育成に向け、取組を進めているところである。
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（（ ））半半導導体体人人材材育育成成拠拠点点形形成成事事業業

我が国の大学等においては、過去の半導体産業の停滞等に伴い、最先端の半導体技術や動

向に通じ、実践的な教育ができる教員の不足や、体系的な半導体教育の実施が難しいなどの

課題がある。また、設計・製造等に係る技術が高度化し、 や自動運転など新たな利用が

広がる中で、各々の専門分野を持ちながら、半導体製造の一連のプロセスやユースケース等

の俯瞰力を備えた高度な人材の育成も重要となっている。

このような背景から、文部科学省においては、次世代の高度人材や基盤人材の持続的な育

成に向け、各大学等の特色や地域性等を踏まえつつ、ネットワークを活かした教育プログラ

ムの展開など、産学協働の実践的な教育体制を構築することを目的とした「半導体人材育成

拠点形成事業」を 年度予算として 億円を計上した。また、このネットワークでの

教育に必要な設備整備のため 年度補正予算で 億円を計上している。

ママイイススタターー・・ハハイイススククーールル（（次次世世代代地地域域産産業業人人材材育育成成刷刷新新事事業業））

（（ ））事事業業のの背背景景

職業系の専門高校は、これまで我が国の産業振興を担う多くの人材を育成し、近年我が国

の高度成長・工業化に大きく貢献してきた。

少子化が加速し、第 次産業革命の進展、 、 次産業化等、産業構造や仕事内容が急速に

変化している中で、専門高校の意義や役割が変わるものではないが、時代の変化に対応する

ことが求められるとともに、地方創生という観点から、その役割は益々、重要なものとなっ

ている。

（（ ））事事業業のの内内容容

マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）は、地域産業の持続的な

成長をけん引する最先端の職業人材を育成するための取組を行う専門高校を「マイスター・

ハイスクール」に指定し、専門高校とその設置者、産業界、地方公共団体が一体となって教

育課程等の刷新を目指すもので、 年度より実施してきた。

（（ ）） 年年度度ににおおけけるる取取組組

年度より「先進的取組型」「連携体制強化型」として、その成果モデルを全国に普及

させる取組を実施している（図 ）。また、マイスター・ハイスクール事業として 事

業（委託期間は 年間）が取組を進めており、「先進的取組型」として 事業、「連携体制強

化型」として 事業を採択（委託期間は 年間）した。工業科、農業科、水産科、福祉科な

ど、実施学科は多岐にわたるが、それぞれ産業界等と連携し、 時代における最先端の職

業人材の育成に向け、取組を進めているところである。

図 ：事業イメージ

資料：文部科学省ホームページ

リカレント教育によるエコシステムの構築に向けた取組

（ ）リカレント教育エコシステム構築支援事業の背景・概要

社会におけるグローバル化や の進展に伴い、「分野横断的知識・能力」や「理

論と実践を融合させた分析的思考力」を持ち、イノベーション創出等を通じた社会課題の解

決をけん引できる高度人材育成の必要性が高まっている。

このような状況等を踏まえ、文部科学省では、 年度補正予算事業「リカレント教育に

よる新時代の産学協働体制構築に向けた調査研究事業」において、企業成長に直結する、高

等教育機関にしかできないリカレント教育モデルの確立に向け、産業界の人材育成に関する

課題やニーズについて業界ごとにヒアリング・アンケート調査等を実施し、産業界で求めら

れ、かつ、高等教育機関で提供する必要のあるリカレント領域を精査するとともに、大学の

教育資源についても調査を行い、調査結果等を踏まえた教育プログラム案を設計した。ま

た、 年度補正予算事業「地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラッ

トフォーム構築支援事業」においては、 機関の大学や大学コンソーシアム、自治体等を採

択し、大学と産業界、自治体等が連携した産学官連携プラットフォームを構築することで、

リカレント教育に関するニーズ把握やマッチング等を実施し、地域ニーズに応えるリカレン

ト教育プログラムを開発・実施した。さらに、「経済財政運営と改革の基本方針 」や

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 年改訂版」等において、産学官連携

を通じた地域のリ・スキリングプラットフォームの構築や産学協働体制によるリ・スキリン

グプログラムの開発の必要性について提言されたことを受け、 年度補正予算事業「リカ

レント教育エコシステム構築支援事業」を 年度に実施予定。大学等が地域や産業界と連

携・協働し、経営者を含む地域や産業界の人材育成ニーズを踏まえたリカレント教育プログ

ラムの開発・提供及び、持続的にプログラムを提供するための産学官連携プラットフォーム

や産学協働体制の構築を支援することにより、日本社会の持続的発展に向けた産業界・個
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人・教育機関の成長を好循環させるリカレント教育によるエコシステムの創出を図る基盤を

築く（図 ）。

（（ ））事事業業のの実実施施内内容容

本事業では以下①、②のメニューに基づき、各大学等で実施する。

①①産産学学官官連連携携をを通通じじたたリリカカレレンントト教教育育ププララッットトフフォォーームム構構築築支支援援

地域の複数の大学と産業界、自治体等が連携して、地域の産業構造を踏まえたリカレント

教育に関するニーズ把握、大学等の教育コンテンツとのマッチング等を効果的・効率的に行

うとともに、企業側における評価や環境整備の促進を図るプラットフォームを構築し、地域

ニーズに応えるリカレント教育プログラムを開発・提供する。

②②リリカカレレンントト教教育育にによよるる新新時時代代のの産産学学協協働働体体制制構構築築事事業業

大学と企業等が協働して、産業成長や業界の構造転換に伴う企業の人材ニーズ等を踏ま

え、企業成長に直結する、高等教育機関にしかできないリカレント教育プログラムを開発・

提供するとともに、企業においては学修者の意欲向上や企業成長につなげていく工夫を検討

するなど、持続的にリカレント教育プログラムを提供できる産学協働体制を構築する。

図 ：事業イメージ

資料：文部科学省作成
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人・教育機関の成長を好循環させるリカレント教育によるエコシステムの創出を図る基盤を

築く（図 ）。

（（ ））事事業業のの実実施施内内容容

本事業では以下①、②のメニューに基づき、各大学等で実施する。

①①産産学学官官連連携携をを通通じじたたリリカカレレンントト教教育育ププララッットトフフォォーームム構構築築支支援援

地域の複数の大学と産業界、自治体等が連携して、地域の産業構造を踏まえたリカレント

教育に関するニーズ把握、大学等の教育コンテンツとのマッチング等を効果的・効率的に行

うとともに、企業側における評価や環境整備の促進を図るプラットフォームを構築し、地域

ニーズに応えるリカレント教育プログラムを開発・提供する。

②②リリカカレレンントト教教育育にによよるる新新時時代代のの産産学学協協働働体体制制構構築築事事業業

大学と企業等が協働して、産業成長や業界の構造転換に伴う企業の人材ニーズ等を踏ま

え、企業成長に直結する、高等教育機関にしかできないリカレント教育プログラムを開発・

提供するとともに、企業においては学修者の意欲向上や企業成長につなげていく工夫を検討

するなど、持続的にリカレント教育プログラムを提供できる産学協働体制を構築する。

図 ：事業イメージ

資料：文部科学省作成

第第 節節 ももののづづくくりり人人材材をを育育むむ教教育育・・文文化化芸芸術術基基盤盤のの充充実実

各各学学校校段段階階ににおおけけるる特特色色ああるる取取組組

（（ ））小小・・中中・・高高等等学学校校のの各各教教科科ににおおけけるる特特色色ああるる取取組組

我が国の競争力を支えているものづくりの次代を担う人材を育成するためには、ものづく

りに関する教育を充実させることが重要である。学習指導要領においては、小学校の「理

科」「図画工作」「家庭」、中学校の「理科」「美術」「技術・家庭」、高等学校の「芸術」の工

芸や「家庭」など関係する教科を中心に、それぞれの教科の特質を踏まえ、ものづくりに関

する教育を行うこととしている。例えば、小学校の「図画工作」では、造形遊びをする活動

や絵や立体、工作に表す活動、鑑賞の活動を通して、生活や社会の中の形や色等と豊かに関

わる資質・能力を育成することとしている。その際、技能の習得に当たっては、手や体全体

の感覚などを働かせ、材料や用具を使い、表し方等を工夫して、創造的につくったり表した

りすることができるようにすることとしている。

中学校の「理科」では、原理や法則の理解を深めるためのものづくりなど、科学的な体験

を重視している。中学校の「技術・家庭（技術分野）」では、技術が生活の向上や産業の継

承と発展等に貢献していること、緻密なものづくりの技等が我が国の伝統や文化を支えてき

たことに気付かせること等を明記するとともに、ものづくりなどの技術に関する実践的・体

験的な活動を通して、技術によってより良い生活や持続可能な社会を構築する資質・能力を

育成することとしている。

また、高等学校の専門教科「工業」では、安全・安心な社会の構築、職業人としての倫理

観、環境保全やエネルギーの有効な活用、産業のグローバル競争の激化、情報技術の技術革

新の開発が加速化すること等を踏まえ、ものづくりを通して、地域や社会の健全で持続的な

発展を担う職業人を育成するため、教科目標に「ものづくり」を明記するとともに、実践

的・体験的な学習活動を通じた資質・能力の育成を一層重視するなどの教育内容の充実を図

っている。
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ももののづづくくりりをを通通ししててふふるるささととにに愛愛着着とと誇誇りりををもも

つつ児児童童をを育育ててるる

岐阜県岐阜市立加納小学校

岐阜市立加納小学校は、豊かな自然と文化に恵まれた歴史ある学校で、創立 年を数える。

図画工作の時間では、各学年で材料や用具を工夫した活動が行われている。

第 学年では、国の伝統的工芸品として指定された「岐阜和傘」を教材に、社会科、図画工作

科、総合的な学習の時間を関連付けて学習し、その中で、ミニ和傘づくりを行った。

児童は、はじめに、地域の商店の協力で本物の和傘に触れたり、傘骨師前田健吾氏から傘骨の

作り方や特徴などを学んだりした。次に、岐阜の真竹を使用した傘骨の端材、美濃和紙を使っ

て、半径 のミニ和傘をつくった。ミニ和傘の中にはライトを入れ、生活の中で灯りとして使

えるようにしている。和傘の模様は、一人一人の児童が形や色を工夫し、版で表現した。児童

は、立体にしたり光を透過させたりすることで模様の形や色が変化することも考え、自分のイメ

ージをもちながら、表し方を工夫して表していった。その際、製作の過程を 端末に記録し、

見通しをもって活動を進められるようにした。出来上がったミニ和傘は、地域の文化祭で公民館

に展示したり、体育館で「あかりアート展」を開催したりして、地域や保護者に公開した。児童

が地域の伝統工芸を大切に思い、創意工夫して製作した作品に、鑑賞した方々から称賛の声が寄

せられた。

本活動を通して、子供たちは、楽しみながら用具を適切に扱い、創造的に表す技能を身に付

け、つくりだす喜びを味わい、「ものづくり」の楽しさを実感することができた。また、ものづ

くりを通して、ふるさと岐阜への愛着と誇りをもち、地域や社会をよくするために行動したいと

いう思いをもつことができた。

図 ：ミニ和傘に絵付けをする児童 図 ：出来上がったミニ和傘に灯りをともす

資料：文部科学省提供 資料：文部科学省提供
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が地域の伝統工芸を大切に思い、創意工夫して製作した作品に、鑑賞した方々から称賛の声が寄

せられた。

本活動を通して、子供たちは、楽しみながら用具を適切に扱い、創造的に表す技能を身に付

け、つくりだす喜びを味わい、「ものづくり」の楽しさを実感することができた。また、ものづ

くりを通して、ふるさと岐阜への愛着と誇りをもち、地域や社会をよくするために行動したいと
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図 ：ミニ和傘に絵付けをする児童 図 ：出来上がったミニ和傘に灯りをともす

資料：文部科学省提供 資料：文部科学省提供

地地域域防防災災・・安安全全にに関関すするる問問題題解解決決にに挑挑戦戦すするるもものの

づづくくりりのの授授業業

沖縄県沖縄市立美東中学校

沖縄市立美東中学校の 年生は、技術・家庭科（技術分野）の授業で、地域防災・安全に関わ

る問題を解決する技術システムのモデル開発に取り組んだ。

生徒たちは、 〜 人のグループを作り、地域防災・安全に関わる問題を見いだし、 の技術

を活用することで解決できる課題を設定した。そして、システムの試作を行い、その試作に対す

る評価を受けた。授業では、評価を基に、センサの取り付け位置を変えるため再度はんだ付けを

し、動作のプログラムを改良の上、検証した。

生徒たちが開発したシステムの例は、以下の通り。

【自動人命救助システム】

災害後、危険な現場の人命救助のため、遠隔地からのラジコン操作によってモータを動作さ

せ、温度センサで人の体温を感知し探し出す。また、要救助者を発見したら救急に通知し、暗い

場合には 照明を点灯するシステムを開発した。

【災害時に物資を運ぶシステム】

災害後、危険な場所を通過し安全に確実に必要物資を補給するため、遠隔地からのラジコン操

作によってモータを動作させ、超音波センサで障害物を見つけた時には自動で後退するシステム

を開発した。このほかにも、様々な地域防災・安全の問題を解決するシステムを開発した。授業

を通して、生徒たちは自分のためだけではなく、他者や社会のために技術で問題を解決する姿勢

を育んだ。

図 ：自動人命救助システム 図 ：災害時に物資を運ぶシステム

資料：沖縄県沖縄市立美東中学校提供 資料：沖縄県沖縄市立美東中学校提供
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ややららままいいかか精精神神をを取取りり入入れれたた浜浜松松型型デデジジタタルル

人人材材のの育育成成ププロロジジェェククトトににつついいてて

静岡県立浜松城北工業高等学校

【【市市・・地地域域企企業業・・学学校校のの方方向向性性のの一一致致】】

静岡県立浜松城北工業高等学校では、事業の管理機関であるヤマハ発動機（株）、浜松市、静岡

県教育委員会を始めとして、地元浜松地域の産業界から支援を受け、ロボティクス・デジタル人

材育成を目標に、地域産業人材育成のエコシステム構築を研究開発してきた。ヤマハ発動機（株）

から と産業実務家教員が派遣され、同校はロボティクスを学べる学校として新しい歩みを始め

た。同校ではロボティクス人材を「ロボットがつくれる、使える、ロボットで課題解決できる人

材」と定義し、本事業の様々な取組の目的をロボティクス人材育成につながるように設定した。

【【地地域域ととのの連連携携にによよるる取取組組】】

①学校設定科目「ロボティクス概論」

年生の希望者を対象に開講しロボット学習の基礎を学んだ。ふじのくにロボット技術アドバイ

ザー、地元ロボティクス関連企業の協力により夏休み 日間の集中履修で実施した。生徒は「ロボ

ット学習のススメ」でロボットについて知り、学ぶ意欲を醸成した。さらに作業支援ロボットの

操作体験、自動化の提案などに挑戦しロボットへの理解を深めるとともに、地元企業の技術力の

高さを知った。

②学校設定科目「ロボティクス実習」

年生の希望者を対象に開講し、ヤマハ発動機（株）ロボティクス事業部を会場に夏休み 日間

の集中履修で実施した。様々な部署をまわることで、安全教育、ロボットによる最新生産設備見

学、製造実務体験、ロボットユニットの分解組立、ティーチングによる操作、動作精度の向上、

エンジニアとして必要な情報の伝え方、グループワークとプレゼンテーションなど幅広いカリキ

ュラムを実践した。生徒は最先端ロボットに触れて大きな刺激を受けただけでなく、ロールモデ

ルであるエンジニアからのアドバイスや対話で将来の自分像を描く貴重な機会を得た。

③各科連携によるロボットテーマ課題研究

年生の課題研究においてヤマハ発動機（株）から寄贈された最新ロボット（スカラロボット・

直交型ロボット）を活用したテーマに挑んだ。研究班 グループのうち グループは機械科・電気

科、機械科・電子科の 科が連携し、それぞれが学んできた強みを活かし協働で取り組んだ。令和

年度のテーマは「時々失敗するピタゴラマシン～マーブルマシンのリカバー～」「 を用いた植

物の育成～水やりロボット～」「点字くん～自動点字打点ロボット～」、令和 年度は「クッキング

ロボット」「わたがしロボット」「ドリンクバーロボット」。これらは高校生ならではの視点や遊び

心が詰まった研究テーマだが、ユニバーサルデザインや人間とロボットの協働によるスマートフ

ァクトリーの視点が生きている。また技術面では湿度センサーやスマートフォンアプリと通信機

能の活用、難しい機械システム製作に挑戦した。

④その他の幅広い取組

ヤマハ発動機（株）フィリピン工場で実施した海外インターンシップでは、生徒は世界に広が

る日本式ものづくりやフィリピンの文化、国の勢いなど現地で体験し、大きな刺激を受け工業を

学ぶ意欲を向上させた。また、地元企業を知る活動として タイムスと銘打ち 、 年生対象に
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ュラムを実践した。生徒は最先端ロボットに触れて大きな刺激を受けただけでなく、ロールモデ

ルであるエンジニアからのアドバイスや対話で将来の自分像を描く貴重な機会を得た。

③各科連携によるロボットテーマ課題研究

年生の課題研究においてヤマハ発動機（株）から寄贈された最新ロボット（スカラロボット・

直交型ロボット）を活用したテーマに挑んだ。研究班 グループのうち グループは機械科・電気

科、機械科・電子科の 科が連携し、それぞれが学んできた強みを活かし協働で取り組んだ。令和

年度のテーマは「時々失敗するピタゴラマシン～マーブルマシンのリカバー～」「 を用いた植

物の育成～水やりロボット～」「点字くん～自動点字打点ロボット～」、令和 年度は「クッキング

ロボット」「わたがしロボット」「ドリンクバーロボット」。これらは高校生ならではの視点や遊び

心が詰まった研究テーマだが、ユニバーサルデザインや人間とロボットの協働によるスマートフ

ァクトリーの視点が生きている。また技術面では湿度センサーやスマートフォンアプリと通信機

能の活用、難しい機械システム製作に挑戦した。

④その他の幅広い取組

ヤマハ発動機（株）フィリピン工場で実施した海外インターンシップでは、生徒は世界に広が

る日本式ものづくりやフィリピンの文化、国の勢いなど現地で体験し、大きな刺激を受け工業を

学ぶ意欲を向上させた。また、地元企業を知る活動として タイムスと銘打ち 、 年生対象に

や を活用し、地元企業の製品や技術について理解を深めた。

【【 推推進進室室】】

本事業を推進する組織として、校内に 推進室を設置した。 推進室は事業計画の実践だけで

なく入学広報等にも活動範囲を広げた。学校紹介冊子の刷新に加え、高卒就職のすすめと題した

チラシ配布と動画配信、出前授業で中学生に同校の魅力をアピールした。また、中学生 日体験入

学に工業高校の学びが詰まったミニ四駆体験を取り入れ好評を得た。学校祭では幼児や小学生を

対象に ランタンイベントを実施、クリスマスイルミネーション点灯式には近隣住民を招いた。

推進室は本事業を学校魅力化にとどまらず学校改善の取組に発展させた。

【【取取組組のの自自走走化化にに向向けけてて】】

令和 年度からは県、市や地元企業との連携体制、経費、校内組織等を考慮して持続可能な取組

を検討していく。また、学校設定科目などは希望者による実施にとどまったことを踏まえ、今後

は生徒全員がロボット学習に取り組む環境整備を検討していく。

図 ：学校設定科目「ロボティクス実習」 図 ： 科連携による課題研究（機械・電子）

資料：静岡県立浜松城北工業高等学校提供 資料：静岡県立浜松城北工業高等学校提供

図 ：成果発表会「やらまいか賞」表彰式

資料：静岡県立浜松城北工業高等学校提供
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（ ）大学の人材育成の現状及び特色ある取組

ものづくりと関連が深い「工学関係学科」では、 年度現在、 万 人（国立 万

人、公立 万 人、私立 万 人）の学生が在籍している。 年度の卒業生

万 人のうち ％が就職し、 ％が大学院などに進学している。職業別では、ものづく

りと関連が深い機械・電気分野を始めとする専門的・技術的職業従事者となる者が ％を占

めており、産業別では、製造業に就職する者が ％を占めている（表 ）。また、工学系

の大学院においては、職業別では、専門的・技術的職業従事者となる者が、修士課程（博士

課程前期を含む）修了者で就職する者では ％（表 ）、博士課程修了者で就職する者で

も ％を占めている（表 ）。産業別では、修士課程修了後に就職する者のうち、製造業

に就職する者では ％、博士課程修了後に製造業に就職する者では ％を占めている。

表 ：大学院修士課程（工学関係専攻）の人材育成の状況

資料：文部科学省「学校基本調査」

表 ：大学（工学関係学科）の人材育成の状況

資料：文部科学省「学校基本調査」

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
卒業者数
就職者数
就職者の割合
製造業就職者数
製造業就職者の割合
専門的・技術的職業従事者数
専門的・技術的職業従事者の割合
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表 ：大学（工学関係学科）の人材育成の状況
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表 ：大学院博士課程（工学関係専攻）の人材育成の状況

資料：文部科学省「学校基本調査」

大学では、その自主性・主体性の下で多様な教育を展開しており、我が国のものづくりを

支える高度な技術者等を多数輩出してきたところである。

工学分野については、専門の深い知識と同時に幅広い知識・俯瞰的視野を持つ人材育成を

推進するため、 年 月に学科ごとの縦割り構造の見直し等を促進するために大学設置基準

等を改正したところである。引き続き社会や産業ニーズの変化を捉えながら、工学系教育改

革の実施等を通じて、工学系人材の育成を戦略的に推進していくところである（図 ）。
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図 ：工学系大学卒業後就職者における産業別の比較（学士課程）

年度産業別就職者数（ ）

年度産業別就職者数（ ）

資料：文部科学省「学校基本調査」（ 年 月）から作成
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図 ：工学系大学卒業後就職者における産業別の比較（学士課程）
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例えば、実際の現場での体験授業やグループ作業での演習、発表やディベート、問題解決

型学習など教育内容や方法の改善に関する取組が進められているほか、教員の指導力を向上

させるための取組等が進められている。また、工学英語プログラムの実施、海外大学との連

携による交流プログラムなど、グローバル化に対応した工学系人材の育成に向けた取組が行

われている。

さらに、デジタル・グリーン等の成長分野をけん引する高度専門人材の育成に向けて、意

欲ある大学・高等専門学校が成長分野への学部転換等の改革に予見可能性をもって踏み切れ

るよう、 年度第二次補正予算において 億円が措置されたことにより創設された基

金による事業（大学・高専機能強化支援事業）を活用し、機動的かつ継続的に支援している。

加えて、大学、短期大学、高等専門学校（ 、 年生）及び専門学校の学生等が経済的な理由で

修学を断念することがないよう、低所得者世帯の学生等を対象に授業料等減免と給付型奨学

金の支給を行う「高等教育の修学支援新制度」の対象を、 年度から私立理工農系等の学

生等の中間所得世帯に拡充した。

（ ）高等専門学校の人材育成の現状及び特色ある取組

高等専門学校は、中学校卒業後の早い年齢から、 年一貫の専門的・実践的な技術者教育

を特徴とする高等教育機関として、 年度現在、 校（国立 校、公立 校、私立 校）が

設置されており、 万 人（国立 万 人、公立 人、私立 人、専攻科生を除

く）の学生が在籍している。

年度の卒業生 人のうち約 割が就職しており、近年は 、ロボティクス、データ

サイエンスなどにも精通した人材を輩出している。産業別では、製造業に就職する者が約

割となっており、職業別では、ものづくりと関連が深い機械・電気分野を始めとする専門

的・技術的職業従事者となる者が約 割を占めている（表 ）。

表 ：高等専門学校の人材育成の状況

資料：文部科学省「学校基本調査」

高等専門学校は、実験・実習を中心とする体験重視型の教育に特徴がある。具体的な取組

としては、産業界や地域との連携による教育プログラムの開発や、長期インターンシップ等

の実施、学生の創意工夫の成果を発揮するための課外活動を実施している。社会ニーズを踏
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まえた実践的技術者育成を行う高等専門学校は、社会から高く評価されるものづくり人材の

育成を推進している。

文部科学省としても、産業構造の変化に対応した、デジタル、 、半導体といった社会的

要請が高い分野の人材やイノベーション創出によって社会課題の解決に貢献する人材の育成

を進めている。また、従来の取組に加えて、 年度第二次補正予算において 億円が

措置されたことにより創設された基金による事業（大学・高専機能強化支援事業）を活用し、

高度情報専門人材の確保に向けた機能強化を機動的かつ継続的に支援している。

さらに、近年は高専生が高専教育で培った「高い技術力」、「社会貢献へのモチベーション」、

「自由な発想力」を活かして起業する事例が出てきている。このような高専生の高い技術力

や自由な発想力等を活かし、高専生が集中して起業等に向けた活動にチャレンジできるよう、

高専におけるアントレプレナーシップ教育を支援している。

また、工業化による経済発展を進める開発途上国を中心に、 歳の早期からの専門人材育

成を行う高専教育システムが高く評価されている。（独）国立高等専門学校機構においては、

高専教育システムの導入を希望する国に対して、高等専門学校の設置・運営ノウハウをもと

に教育カリキュラムの提供やアドバイスを行っている。
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高度情報専門人材の確保に向けた機能強化を機動的かつ継続的に支援している。

さらに、近年は高専生が高専教育で培った「高い技術力」、「社会貢献へのモチベーション」、

「自由な発想力」を活かして起業する事例が出てきている。このような高専生の高い技術力

や自由な発想力等を活かし、高専生が集中して起業等に向けた活動にチャレンジできるよう、

高専におけるアントレプレナーシップ教育を支援している。

また、工業化による経済発展を進める開発途上国を中心に、 歳の早期からの専門人材育

成を行う高専教育システムが高く評価されている。（独）国立高等専門学校機構においては、

高専教育システムの導入を希望する国に対して、高等専門学校の設置・運営ノウハウをもと

に教育カリキュラムの提供やアドバイスを行っている。

高高等等専専門門学学校校ににおおけけるる取取組組

－－アアイイデデアア対対決決・・全全国国高高等等専専門門学学校校ロロボボッットトココンンテテスストト－－

高等専門学校を対象に、ものづくりを土台とした、様々なコンテストが開催されている。その

中で、「アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト」（通称・高専ロボコン）は、高等専

門学校の学生がチームを結成し、毎年異なるルールの下、自らの頭で考え、自らの手でロボット

を作ることを通じて独創的な発想を具現化し、「ものづくり」を実践する課外活動である。

年度の第 回大会は、「ロボたちの帰還」という競技課題の下、制限時間内に、離れたエリ

アに正確に着地するロボットを飛ばし、回収するボール、ボックスに応じた得点とそのスピード

を競った。

年 月 日（日）に、地区予選で選抜された チームによる全国大会が行われ、ロボット

の着地を正確に決めた瞬間など、約 人の観客から歓声が送られた。競技の結果、 年度の

第 回大会に引き続き、大阪公立大学工業高等専門学校が 大会連続での優勝を決め、内閣総理大

臣賞が授与された。また、審査を経て、香川高等専門学校にロボコン大賞が授与された。

図 ：大阪公立高専の大会 連覇が決定した瞬間

資料：大阪公立大学工業高等専門学校提供

図 ：決勝戦でミッションコンプリートを決め、歓喜する大阪公立高専のチームリーダー

資料：大阪公立大学工業高等専門学校提供
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（ ）専門高校の人材育成の現状及び特色ある取組

高等学校における産業教育に関する専門学科（農業、工業、商業、水産、家庭、看護、情

報及び福祉の各学科）を設置する学校（専門高校）は、 年度現在、 校あり、

万 人の生徒が在籍しており、 年度の卒業生 万 人のうち、 ％が就職して

いる。そのうち、ものづくりと関連が深い工業に関する学科は 校に設置され、 万

人の生徒が在籍している。 年度の工業科の卒業生、 万 人のうち ％が就

職しており、 年 月末現在の就職率（就職を希望する生徒の就職決定率）は ％と

なっている。職業別では、生産工程に従事する者が ％を占めており、産業別では、製造

業に就職する者が ％を占めている（表 ）。

表 ：専門高校（工業に関する学科）の人材育成の状況

備考：就職率は「高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況調査」。就職を希望する生徒の就職決定率を表し

ている。

資料：文部科学省「学校基本調査」

経済のグローバル化や国際競争の激化、産業構造の変化、 や を始めとする技術革新や

情報化の進展等から、職業人として必要とされる専門的な知識や技術及び技能はより一層高

度化している。また、少子高齢化により熟練技能者の高齢化や若手人材の不足などが深刻化

する中で、ものづくりの将来を担う人材の育成が喫緊の課題となっている。

このような中で、専門高校は、ものづくりに携わる有為な職業人の育成を図るため、地元

企業との連携を強化し、産業現場のニーズを踏まえたカリキュラム開発や地元企業等での就

業体験活動、専門家による技術指導などの実践的な学習活動を行っている。

工業科を設置する高等学校では、企業技術者や高度熟練技能者の指導による高度な技術・

技能の習得や、難関資格取得への挑戦などの取組を行っている。また、先端的な技術を取り

入れた自動車やロボットのみならず半導体などの高度なものづくりに向けた指導体制や施

設・設備の整備、地域の伝統産業を支える技術者・技能者の育成、温暖化防止など環境保全

に関する技術の研究など、特色ある様々な取組を産業界や関係諸機関等との連携を深めなが
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（ ）専門高校の人材育成の現状及び特色ある取組
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人の生徒が在籍している。 年度の工業科の卒業生、 万 人のうち ％が就

職しており、 年 月末現在の就職率（就職を希望する生徒の就職決定率）は ％と

なっている。職業別では、生産工程に従事する者が ％を占めており、産業別では、製造

業に就職する者が ％を占めている（表 ）。

表 ：専門高校（工業に関する学科）の人材育成の状況

備考：就職率は「高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況調査」。就職を希望する生徒の就職決定率を表し
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資料：文部科学省「学校基本調査」

経済のグローバル化や国際競争の激化、産業構造の変化、 や を始めとする技術革新や

情報化の進展等から、職業人として必要とされる専門的な知識や技術及び技能はより一層高

度化している。また、少子高齢化により熟練技能者の高齢化や若手人材の不足などが深刻化

する中で、ものづくりの将来を担う人材の育成が喫緊の課題となっている。

このような中で、専門高校は、ものづくりに携わる有為な職業人の育成を図るため、地元

企業との連携を強化し、産業現場のニーズを踏まえたカリキュラム開発や地元企業等での就

業体験活動、専門家による技術指導などの実践的な学習活動を行っている。

工業科を設置する高等学校では、企業技術者や高度熟練技能者の指導による高度な技術・

技能の習得や、難関資格取得への挑戦などの取組を行っている。また、先端的な技術を取り

入れた自動車やロボットのみならず半導体などの高度なものづくりに向けた指導体制や施

設・設備の整備、地域の伝統産業を支える技術者・技能者の育成、温暖化防止など環境保全

に関する技術の研究など、特色ある様々な取組を産業界や関係諸機関等との連携を深めなが

ら実施している。さらに、各地域で開催されるものづくりイベントにおいては、生徒がもの

づくり体験学習の講師を務めたり、地元企業の技術者等と交流したりすることを通じて、地

域のものづくり産業が培ってきた技術力の高さや職業人としての誇りを理解させる等、もの

づくりへの興味・関心を高めている。

商業などの学科では、将来、起業や会社経営を目指す生徒はもちろんのこと、その他の生

徒においても社会の変化に対応したビジネスアイデアを提案して製品化することができるよ

うな、アントレプレナーシップの涵養を図るため、地元企業と連携し、生徒の日頃の学習成

果や高校生ならではの視点を活かして製品の開発から販売までを体験させる実践的な学習活

動が行われている。

農業、水産、家庭などの学科においても、地域産業を活かしたものづくりのスペシャリス

ト育成に関する教育が展開されている。例えば、農業科においては、規格外農産物などの未

利用資源を有効活用した商品開発に向けた研究や、地域の女性起業家と連携したブランド品

の共同開発が行われている。水産科においては、未利用資源を貴重な水産資源として有効活

用する方法を研究し、地域の特産品を開発する取組や、水産教育と環境教育、起業家教育を

融合させた学習活動が行われている。家庭科においては、地場産業の織物技術を活用して、

新たな織物やアパレル商品を企画・提案したり、製作したりして地域活性化につながるもの

づくり教育を進めている。

（ ）専修学校の人材育成の現状及び特色ある取組

高等学校卒業者を対象とする専修学校の専門課程（専門学校）では、 年度時点で、工

業分野の学科を設置する学校は 校（公立 校、私立 校）となっており、 万 人（公

立 人、私立 万 人）の生徒が在籍している。 年度の卒業生 万 人のうち ％

が就職しており、そのうち関連する職業分野への就職が ％を占めている（表 ）。

表 ：専修学校の工業分野における人材育成の状況

工業分野の学科を設置する専門学校数、在籍する生徒数

工業分野の学科を設置する専門学校の卒業生の状況

資料：文部科学省「学校基本調査」（ 年 月）

91ものづくり白書90

教育・研究開発 第3章

も
の
づ
く
り
人
材
を
育
む
教
育
・

文
化
芸
術
基
盤
の
充
実

第
２
節



人口減少、少子高齢化社会を迎える我が国にとって、経済成長を支える専門人材の確保は

重要な課題である。専修学校は、職業や実生活に必要な能力の育成や、教養の向上を図るこ

とを目的としており、柔軟で弾力的な制度の特色を活かして、社会の変化に即応した実践的

な職業教育を行う中核的機関として、我が国の産業を支える専門的な職業人材を養成する機

関として大きな役割を果たしてきた。ものづくり分野においても、地域の産業界等と連携し

た実践的な取組を行っており、ものづくり人材の養成はもとより、地域産業の振興にも大き

な役割を担っていくことが期待されている。

文部科学省では、専修学校を始めとした教育機関が産業界等と協働して、中長期的な人材

育成に向けた協議体制の構築等を進めるとともに、各地域の課題解決等に資する能力を身に

付けた人材の養成に向けたモデルカリキュラムの開発等の取組を推進している。

また、企業等との密接な連携により、最新の実務の知識などを身に付けられるよう教育課

程を編成し、より実践的な職業教育の質の確保に組織的に取り組む課程を「職業実践専門課

程」として文部科学大臣が認定しており、 年 月時点で学校数 校、学科数 学科

に上っている（表 ）。

表 ：職業実践専門課程 認定学校数・学科数

備考：（）内の数字は全専門学校数（ 校）、修業年限 年以上の全学科数（ 学科）に占める割合（修業

年限 年未満の学科のみを設置している専門学校数は不明のため全専門学校数に占める認定学科を有す

る学校数の割合を記載）。 年 月 日現在。

資料：文部科学省ホームページ、文部科学省「学校基本調査」（ 年 月）から作成
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人口減少、少子高齢化社会を迎える我が国にとって、経済成長を支える専門人材の確保は

重要な課題である。専修学校は、職業や実生活に必要な能力の育成や、教養の向上を図るこ

とを目的としており、柔軟で弾力的な制度の特色を活かして、社会の変化に即応した実践的

な職業教育を行う中核的機関として、我が国の産業を支える専門的な職業人材を養成する機

関として大きな役割を果たしてきた。ものづくり分野においても、地域の産業界等と連携し

た実践的な取組を行っており、ものづくり人材の養成はもとより、地域産業の振興にも大き

な役割を担っていくことが期待されている。

文部科学省では、専修学校を始めとした教育機関が産業界等と協働して、中長期的な人材

育成に向けた協議体制の構築等を進めるとともに、各地域の課題解決等に資する能力を身に

付けた人材の養成に向けたモデルカリキュラムの開発等の取組を推進している。

また、企業等との密接な連携により、最新の実務の知識などを身に付けられるよう教育課

程を編成し、より実践的な職業教育の質の確保に組織的に取り組む課程を「職業実践専門課

程」として文部科学大臣が認定しており、 年 月時点で学校数 校、学科数 学科

に上っている（表 ）。

表 ：職業実践専門課程 認定学校数・学科数

備考：（）内の数字は全専門学校数（ 校）、修業年限 年以上の全学科数（ 学科）に占める割合（修業

年限 年未満の学科のみを設置している専門学校数は不明のため全専門学校数に占める認定学科を有す

る学校数の割合を記載）。 年 月 日現在。

資料：文部科学省ホームページ、文部科学省「学校基本調査」（ 年 月）から作成

専専修修学学校校ににおおけけるる取取組組 日本航空大学校北海道

学校法人日本航空学園日本航空大学校北海道では、文部科学省から「専修学校による地域産業

中核的人材養成事業（専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）」の委託を受

けて、高等学校と専門学校共通の教育目標と一貫したカリキュラムを構築することで、中核的人

材育成の課題とされる「航空業界の人材不足」と、「専門学校での中途退学」の解決に取り組ん

でいる。本事業では、高校生や高校教職員の航空業界に対する理解・関心を促進することを目的

に、道内の つの高校を対象に出前授業を発展させた職業教育や就業体験、専門施設を使った体

験型の授業やキャリアパス教育を実施した。また、企業協力の下、空港で実際の航空機（ ）

を撮影して独自の 教材を開発。この 教材により、距離や場所などの制限を払拭すると同時

に、システムによる仕組み化で教員個人に依存することなく航空知識の教育を行える環境を整備

することで、教育現場から企業現場まで幅広い人材不足に寄与することが期待される。

図：実証授業の様子

資料：文部科学省提供（令和 年度 委託事業「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」成果物）
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人人生生 年年時時代代のの到到来来にに向向けけたた社社会会人人のの学学びび直直ししのの推推進進

などの技術の進展に伴う産業構造の変化や、人生 年時代ともいわれる長寿命化社会

の到来など、これからの我が国は大きな変化に直面することとなる。このような時代に対応

するためには、学校を卒業した後も、キャリアチェンジやキャリアアップのために大学や専

門学校等で、新たな知識や技能、教養を身に付けることができるよう社会人の学び直しの抜

本的拡充や、社会教育施設等における生涯学習の推進等により、生涯現役社会の実現に取り

組む必要がある。

（（ ））社社会会人人のの学学びび直直ししののたためめのの実実践践的的なな教教育育ププロロググララムムのの充充実実・・学学習習環環境境のの整整備備

①①実実践践的的ななリリカカレレンントトププロロググララムムのの充充実実

社会人が大学等で学び直しを行うに当たっては、休日や夜間などの開講時間の配慮や、学

費の負担に対する経済的な支援の問題等があること、社会人のニーズに合った実践的なリカ

レントプログラムが少ないこと及び企業等の評価や支援環境が十分でないことなどが課題と

して挙げられており、大学等における社会人の学びを一層推進する必要がある。

このことを踏まえ、文部科学省では、多様なニーズに対応する教育機会の拡充を図り、社

会人の学びを推進するために、大学・専修学校等における実践的なプログラムの開発・拡充

に取り組んでいる。

具体的には、大学において、 技術者を主な対象とした短期の実践的な学び直しプログラ

ムの開発・実施に取り組んでいる。

放送大学においては、社会的に関心の高いテーマの番組放送や、キャリアアップに資する

実践的な公開講座のインターネット配信・認証を行い、リカレント教育の拠点として、一層

高度で効果的な学びの機会を全国へ提供できるよう取組を進めており、数理・データサイエ

ンス・ 関連分野の講座の体系化及び個別最適な学びの推進のための仕組みを構築した。

また、高等教育機関ならではのリカレント教育モデルの確立に向け、産業界の人材育成課

題やニーズ、大学等の教育資源を整理した上で、具体のプログラム開発のための分析・ヒア

リング等を行う「リカレント教育による新時代の産学協働体制構築に向けた調査研究事業」

を 年度に実施した。

さらに、機械や では代替できない、創造性、感性、デザイン性、企画力など、社会人が

新たな価値を創造する力を育成することが求められている社会背景を踏まえ、大学等と企業

が連携してプログラム開発、実施を行う「大学等における価値創造人材育成拠点の形成事

業」を 年度より実施している。

加えて、専修学校におけるリカレント教育機能の強化に向けて、 年度から 年度に

かけては、非正規雇用者などのキャリアアップを目的とした産学連携によるプログラムの開

発・実証を行ってきた。 年度からは新たに「専門職業人材の最新技能アップデートのた

めの専修学校リカレント教育推進事業」を開始し、専修学校と企業・業界団体等との連携に

より、専門的職業人材が最新の知識・技能を習得することができるリカレント教育の実践モ

デルの形成等に引き続き取り組んでいる。
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人人生生 年年時時代代のの到到来来にに向向けけたた社社会会人人のの学学びび直直ししのの推推進進

などの技術の進展に伴う産業構造の変化や、人生 年時代ともいわれる長寿命化社会

の到来など、これからの我が国は大きな変化に直面することとなる。このような時代に対応

するためには、学校を卒業した後も、キャリアチェンジやキャリアアップのために大学や専

門学校等で、新たな知識や技能、教養を身に付けることができるよう社会人の学び直しの抜

本的拡充や、社会教育施設等における生涯学習の推進等により、生涯現役社会の実現に取り

組む必要がある。

（（ ））社社会会人人のの学学びび直直ししののたためめのの実実践践的的なな教教育育ププロロググララムムのの充充実実・・学学習習環環境境のの整整備備

①①実実践践的的ななリリカカレレンントトププロロググララムムのの充充実実

社会人が大学等で学び直しを行うに当たっては、休日や夜間などの開講時間の配慮や、学

費の負担に対する経済的な支援の問題等があること、社会人のニーズに合った実践的なリカ

レントプログラムが少ないこと及び企業等の評価や支援環境が十分でないことなどが課題と

して挙げられており、大学等における社会人の学びを一層推進する必要がある。

このことを踏まえ、文部科学省では、多様なニーズに対応する教育機会の拡充を図り、社

会人の学びを推進するために、大学・専修学校等における実践的なプログラムの開発・拡充

に取り組んでいる。

具体的には、大学において、 技術者を主な対象とした短期の実践的な学び直しプログラ

ムの開発・実施に取り組んでいる。

放送大学においては、社会的に関心の高いテーマの番組放送や、キャリアアップに資する

実践的な公開講座のインターネット配信・認証を行い、リカレント教育の拠点として、一層

高度で効果的な学びの機会を全国へ提供できるよう取組を進めており、数理・データサイエ

ンス・ 関連分野の講座の体系化及び個別最適な学びの推進のための仕組みを構築した。

また、高等教育機関ならではのリカレント教育モデルの確立に向け、産業界の人材育成課

題やニーズ、大学等の教育資源を整理した上で、具体のプログラム開発のための分析・ヒア

リング等を行う「リカレント教育による新時代の産学協働体制構築に向けた調査研究事業」

を 年度に実施した。

さらに、機械や では代替できない、創造性、感性、デザイン性、企画力など、社会人が

新たな価値を創造する力を育成することが求められている社会背景を踏まえ、大学等と企業

が連携してプログラム開発、実施を行う「大学等における価値創造人材育成拠点の形成事

業」を 年度より実施している。

加えて、専修学校におけるリカレント教育機能の強化に向けて、 年度から 年度に

かけては、非正規雇用者などのキャリアアップを目的とした産学連携によるプログラムの開

発・実証を行ってきた。 年度からは新たに「専門職業人材の最新技能アップデートのた

めの専修学校リカレント教育推進事業」を開始し、専修学校と企業・業界団体等との連携に

より、専門的職業人材が最新の知識・技能を習得することができるリカレント教育の実践モ

デルの形成等に引き続き取り組んでいる。

このほか、多様なニーズに対応する教育機会の拡充を進めるため、大学等における社会人

や企業のニーズに応じた実践的かつ専門的なプログラムを「職業実践力育成プログラム

（ ）」として文部科学大臣が認定している（ 年 月現在で 課程を認定）。同様に、専

修学校においても社会人が受講しやすい工夫や企業等との連携がなされた実践的・専門的な

プログラムを「キャリア形成促進プログラム」として文部科学大臣が認定している（ 年

月現在で 校、 課程を認定）。さらに、これらの認定を受けたプログラムのうち一定の

要件を満たすものは、厚生労働省の教育訓練給付金の支給対象となっている。これらを通じ

て、更なる社会人向け短期プログラムの開発を促進している。
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企企業業内内リリカカレレンントト教教育育をを促促進進すするるたためめのの

ププララッットトフフォォーームム「「円円陣陣」」

信州大学

大大学学内内のの推推進進体体制制構構築築

信州大学では、 年 月に「リカレント学習プログラム推進本部（以下、 本部）」を設置

し、生涯の成長･ウェルビーイングを達成する学びのプログラムと伴走体制の構築を開始した

（図 ）。

本部は、大学としての窓口（ポータル）機能に始まり、従来、各学部や大学本部が個別に

提供してきた様々なプログラムを体系化し、ポートフォリオとして個人や組織（団体や企業）、

入門レベルから専門･実践レベルなど、各主体の状況に適した学びの提供を目指している。また

社会の変革に適応するため、学内教員や業界と連携し、 （デジタル･トランスフォーメーショ

ン）や （グリーン･トランスフォーメーション）学習プログラムの開発･提供も行っている。

産産学学官官にによよるるププララッットトフフォォーームム構構築築とと経経営営者者変変革革ププロロググララムムのの開開発発･･実実施施

社会人の学びを推進するためには、企業側の変革が必要であり、経営者を中心に学びの必要性

に対する「気づき」と「動機付け」が不可欠である。そこで、信州大学では、「地域ニーズに応

える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業」の採択を受け、「地域

人材育成共創プラットフォーム円陣（以下、円陣 ）」を組織し、産業界（経営者団体等）とと

もに半年間にわたる経営者の変革プログラムを開発･実施した（図 ）。

プログラムでは、ビジョンメイキングやシナリオプランニングに始まり、理想に対する現状の

分析、それを踏まえて会社･社員が必要な知識･スキル等を整理し、社員が意欲を持って学びに参

加するための事業変革プランの構築･実践を行っている。さらに、これを加速させるために文部

科学省の補助事業「大学による地方創生人材教育プログラム構築事業（ ）」で実施する

プログラムと連携し、学生との交流を通じて社会変化を実感するとともに、学生がロール

モデルを通じて在学中から生涯にわたる学びの必要性を理解する仕組みも導入した。

持持続続的的なな成成長長･･発発展展をを続続けけるるププララッットトフフォォーームム経経営営へへ

事業終了後の円陣 をマネジメントする組織として「一般社団法人 円陣」を設立

した（ 年 月）。同法人は産学官の関係者で組織され、大学と地域企業（会員）の対話、リカ

レントカルテ（会員企業の社員学習履歴･成長記録のデータベース）によるメンタリング、大学

が提供する学習プログラムのエージェント機能等を主な事業とする。円陣 は、学びを通じて魅

力･強みのある企業の育成を行い、地域の成長や人材定着を促進する地方創生事業のけん引役に

なることを目指している。
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企企業業内内リリカカレレンントト教教育育をを促促進進すするるたためめのの

ププララッットトフフォォーームム「「円円陣陣」」

信州大学

大大学学内内のの推推進進体体制制構構築築

信州大学では、 年 月に「リカレント学習プログラム推進本部（以下、 本部）」を設置

し、生涯の成長･ウェルビーイングを達成する学びのプログラムと伴走体制の構築を開始した

（図 ）。

本部は、大学としての窓口（ポータル）機能に始まり、従来、各学部や大学本部が個別に

提供してきた様々なプログラムを体系化し、ポートフォリオとして個人や組織（団体や企業）、

入門レベルから専門･実践レベルなど、各主体の状況に適した学びの提供を目指している。また

社会の変革に適応するため、学内教員や業界と連携し、 （デジタル･トランスフォーメーショ

ン）や （グリーン･トランスフォーメーション）学習プログラムの開発･提供も行っている。

産産学学官官にによよるるププララッットトフフォォーームム構構築築とと経経営営者者変変革革ププロロググララムムのの開開発発･･実実施施

社会人の学びを推進するためには、企業側の変革が必要であり、経営者を中心に学びの必要性

に対する「気づき」と「動機付け」が不可欠である。そこで、信州大学では、「地域ニーズに応

える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業」の採択を受け、「地域

人材育成共創プラットフォーム円陣（以下、円陣 ）」を組織し、産業界（経営者団体等）とと

もに半年間にわたる経営者の変革プログラムを開発･実施した（図 ）。

プログラムでは、ビジョンメイキングやシナリオプランニングに始まり、理想に対する現状の

分析、それを踏まえて会社･社員が必要な知識･スキル等を整理し、社員が意欲を持って学びに参

加するための事業変革プランの構築･実践を行っている。さらに、これを加速させるために文部

科学省の補助事業「大学による地方創生人材教育プログラム構築事業（ ）」で実施する

プログラムと連携し、学生との交流を通じて社会変化を実感するとともに、学生がロール

モデルを通じて在学中から生涯にわたる学びの必要性を理解する仕組みも導入した。

持持続続的的なな成成長長･･発発展展をを続続けけるるププララッットトフフォォーームム経経営営へへ

事業終了後の円陣 をマネジメントする組織として「一般社団法人 円陣」を設立

した（ 年 月）。同法人は産学官の関係者で組織され、大学と地域企業（会員）の対話、リカ

レントカルテ（会員企業の社員学習履歴･成長記録のデータベース）によるメンタリング、大学

が提供する学習プログラムのエージェント機能等を主な事業とする。円陣 は、学びを通じて魅

力･強みのある企業の育成を行い、地域の成長や人材定着を促進する地方創生事業のけん引役に

なることを目指している。

図 ：信州大学リカレント学習プログラム推進本部

資料：信州大学作成

図 ：円陣プラットフォームのコンセプト

資料：信州大学作成

図 ：リカレントサミットにおける経営者クロストーク（ 年 月 日開催）の様子

資料：信州大学提供
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②②社社会会人人のの学学びび直直ししののたためめのの学学習習環環境境のの整整備備

社会人が学び直しを行うに当たっては、開講時間の配慮や学習に関する情報を得る機会の

拡充が大きな課題として挙げられており、誰もが必要な情報を得て、時間や場所を選ばずに

リカレント教育（学び直し）を受けられる機会を整備することが重要である。

文部科学省においては、開講時間の配慮等を職業実践力育成プログラムの認定やプログラ

ム開発の委託等をする際の要件の一つとしている。また、社会人が各大学・専修学校等にお

ける社会人向けプログラムの開設状況や、学びを支援する各種制度に関する情報に効果的・

効率的にアクセスできるよう、情報発信ポータルサイト「マナパス（学びのパスポート）」

の整備に取り組んでいる。

このほか、例えば女性が指導的立場に就くに際して必要となる体系的な学習の提供など、

女性の多様なチャレンジを総合的に支援するモデルを、女性教育関係団体、大学及び研究

者、企業等が連携して構築する取組も行っている。
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②②社社会会人人のの学学びび直直ししののたためめのの学学習習環環境境のの整整備備

社会人が学び直しを行うに当たっては、開講時間の配慮や学習に関する情報を得る機会の

拡充が大きな課題として挙げられており、誰もが必要な情報を得て、時間や場所を選ばずに

リカレント教育（学び直し）を受けられる機会を整備することが重要である。

文部科学省においては、開講時間の配慮等を職業実践力育成プログラムの認定やプログラ

ム開発の委託等をする際の要件の一つとしている。また、社会人が各大学・専修学校等にお

ける社会人向けプログラムの開設状況や、学びを支援する各種制度に関する情報に効果的・

効率的にアクセスできるよう、情報発信ポータルサイト「マナパス（学びのパスポート）」

の整備に取り組んでいる。

このほか、例えば女性が指導的立場に就くに際して必要となる体系的な学習の提供など、

女性の多様なチャレンジを総合的に支援するモデルを、女性教育関係団体、大学及び研究

者、企業等が連携して構築する取組も行っている。

「「ママナナパパスス」」－－社社会会人人のの大大学学等等ででのの学学びびをを応応援援すするるササイイトト－－

文部科学省では、社会人や企業等の学び直しニーズを整理し、各大学・専修学校等が開設する

社会人向けのプログラムや社会人の学びを応援する各種制度の情報に効果的・効率的にアクセス

することができる機会を充実させるため、 年度から「マナパス－社会人の大学等での学びを

応援するサイト－」を本格的に運用開始している。

年度においては、個人の興味・関心に応じた情報収集を行いやすいよう、ユーザー視点に

立ったサイト設計について検討を行い、 年 月末にサイトリニューアルを実施した。また、

リニューアルに伴い、社会人向けプログラム情報、経済的支援情報、特集ページ等の社会人の学

びに役立つ情報コンテンツの改修も併せて実施した。

リニューアル後のマナパスでは、好きなことや興味のあることから探す「ジャンル別」、取得

したい資格から探す「取得資格別」、受講料から探す「金額別」など、様々な視点で自分に合っ

た学びを探すことが可能なことに加え、学ぶ分野や課程区分、学ぶ場所、方法、費用、教育訓練

給付制度の指定有無などの条件で絞り込んだ上で検索することも可能。そのほかにも、実際に学

び直しを行った社会人をロールモデルとして紹介する「修了生インタビュー」や社会的にホット

なテーマと学びを掛け合わせた「特集ページ」、経済的支援に関する情報やリカレント教育につ

いて知ることができるコラム等を掲載するとともに、マイページ上のデジタルバッジ貼付機能に

よる学習歴の可視化等を行っている。

今後も社会人の学びに活用できるプログラム情報や特集ページ、マイページ機能等の充実を図

るとともに、社会人の学びに関する情報を蓄積・分析し、ユーザーの属性や関心に応じたコンテ

ンツの作成・改良、情報発信の取組を進めていく。

図：マナパス－社会人の大学等での学びを応援するサイト－（イメージ）

資料：マナパスホームページ
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（（ ））ももののづづくくりりのの理理解解をを深深めめるるたためめのの生生涯涯学学習習

①①ももののづづくくりりにに関関すするる科科学学技技術術のの理理解解のの促促進進

（国研）科学技術振興機構が運営する「日本科学未来館」（略称：未来館）では、先端の

科学技術を分かりやすく紹介する展示を始め、これからの科学技術と社会の関係を考えるイ

ベントなどを通して、研究者を含む多様なステークホルダーと国民の交流を図っている。常

設展「未来をつくる」ゾーンでは、多様なロボットとの触れ合いや、最新ロボット研究の紹

介を通じて、先端テクノロジーとともに生きる未来を自分事として捉えてもらえるような展

示を行っている（図 ）。

また、実験教室やワークショップを通して、研究者や科学コミュニケーター、ボランティ

アと参加者が対話し、未来社会を一緒に創造する活動に取り組んでいる。例えばワークショ

ップ「ロボットを動かそう～ロボットを改造して障害物を乗り越えよう～」では、障害物を

クリアするロボット作りに挑戦し、子供にものづくりの面白さを伝えるなどの取組を実施し

ている（図 ）。加えて、併設する「研究エリア」では、誰もが気軽に を使ってつくる

ことのできる遊びを考えるワークショップなどを研究者と協働して開催している。

図 ：常設展「ハロー！ロボット」（常設展示ゾーン 未来をつくる）

資料：（国研）科学技術振興機構日本科学未来館提供
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（（ ））ももののづづくくりりのの理理解解をを深深めめるるたためめのの生生涯涯学学習習

①①ももののづづくくりりにに関関すするる科科学学技技術術のの理理解解のの促促進進

（国研）科学技術振興機構が運営する「日本科学未来館」（略称：未来館）では、先端の

科学技術を分かりやすく紹介する展示を始め、これからの科学技術と社会の関係を考えるイ

ベントなどを通して、研究者を含む多様なステークホルダーと国民の交流を図っている。常

設展「未来をつくる」ゾーンでは、多様なロボットとの触れ合いや、最新ロボット研究の紹

介を通じて、先端テクノロジーとともに生きる未来を自分事として捉えてもらえるような展

示を行っている（図 ）。

また、実験教室やワークショップを通して、研究者や科学コミュニケーター、ボランティ

アと参加者が対話し、未来社会を一緒に創造する活動に取り組んでいる。例えばワークショ

ップ「ロボットを動かそう～ロボットを改造して障害物を乗り越えよう～」では、障害物を

クリアするロボット作りに挑戦し、子供にものづくりの面白さを伝えるなどの取組を実施し

ている（図 ）。加えて、併設する「研究エリア」では、誰もが気軽に を使ってつくる

ことのできる遊びを考えるワークショップなどを研究者と協働して開催している。

図 ：常設展「ハロー！ロボット」（常設展示ゾーン 未来をつくる）

資料：（国研）科学技術振興機構日本科学未来館提供

図 ：ワークショップの様子

資料：（国研）科学技術振興機構日本科学未来館提供

②②公公民民館館・・図図書書館館・・博博物物館館ななどどににおおけけるる取取組組

地域の人々にとって最も身近な学習や交流の場である公民館や博物館などの社会教育施設

では、ものづくりに関する取組を一層充実することが期待されている。

公民館では、地域の自然素材等を活用した親子参加型の工作教室や、高齢者と子供が一緒

にものづくりを行うなどの講座が開催されている。このような機会を通じて子供たちがもの

を作る楽しさの過程を学ぶことにより、ものづくりへの意欲を高めるとともに、地域の住民

同士の交流を深めるなど、地域の活性化にも資する取組となっている。

図書館では、技術や企業情報、伝統工芸、地域産業に関する資料など、ものづくりに関す

る情報を含む様々な資料の収集や保存、貸出し、利用者の求めに応じた資料提供や紹介、情

報の提示等を行うレファレンスサービス等の充実を図っており、「地域の知の拠点」として

住民にとって利用しやすく、身近な施設となるための環境整備やサービスの充実に努めてい

る。

博物館では、歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等に関する資料を収集し、保管し、展示

する中で、我が国の伝統的なものづくりを後世に伝える役割も担っている。また、ものづく

りを支える人材の育成に資するため、子供たちに対して、博物館の資料に関係した工作教室

などの「ものづくり教室」の開催など、その楽しさを体験し、身近に感じることができるよ

うな取組も積極的に行われている。
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日日本本刀刀のの聖聖地地・・長長船船でで作作刀刀技技術術をを間間近近にに見見るる 備備前前おおささふふねね刀刀剣剣のの里里（（備備前前長長船船刀刀剣剣博博物物館館））

日本の伝統工芸技術の粋を集めて作られる日本刀は、日本の総合芸術品とも称される。また、

日本刀は、日本の歴史や文化、日本人の精神性を知ることができる芸術品でもあり、海外からも

注目され、外国人が日本の歴史や文化に触れ、日本に対する理解と尊敬を深めることにつながっ

ている。 

岡山県の東南部に位置する瀬戸内市長船町長船を中心とした地域は、気候が安定して穏やかで、

中国山地と瀬戸内海を結ぶ吉井川の水運と都と大宰府を結ぶ最重要の街道・山陽道が交わる交通・

流通の要衝であり、中国山地で採れる良質な鉄などの材料を入手しやすく、製品を最大消費地の

都があった京都周辺地域に供給しやすかったため、日本刀の中心的な生産地として発展した。国

宝や重要文化財の刀剣類の約 4 割が長船地域を中心に作られた刀剣であり、質・量ともに日本一

の産地であり、現在は、日本刀の聖地として国内外から多くの刀剣ファンが訪れている。 

そのような長船の地に建つ拠点施設である備前おさふね刀剣の里は、日本刀を専門的に展示す

る備前長船刀剣博物館や鍛刀場、工房などがあり、日本刀の展示だけではなく、日本刀の製作技

術を見ることができる。 

日本刀は、刀身を作る刀鍛冶だけが作っていると思われがちであるが、所持できるまでには、

刀身を研磨する研師、刀身を納める鞘を作る鞘師、刀身と鞘をつなぐ鎺（はばき）を作る白銀師

が最低でも必要になる。飾られた外装である拵（こしらえ）も含めると、鞘に漆を塗る塗師、鐔

（つば）などの金具を作る金工師、持ち手の柄に組紐や皮を巻く柄巻師が関わり、そのほかに武

運などを祈念して刀身に梵字や龍などを彫る彫金師が関わることもある。日本刀は、分業制で、

数多くの職人が関わって作られるのである。 

本施設の鍛刀場や工房では、刀鍛冶、塗師、白銀師、彫金・金工師、研師、鞘師、柄巻師の作業

道具等の展示だけではなく、職人の作業を間近に見て、直接話を聞くことができる（常駐の職人

や定期公開の職人がいるため、公開日等については館 HP で要確認）。特に月 1 回公開される刀鍛

冶が約 1,200 度に熱した鋼を大鎚で鍛える古式鍛錬は、飛び散る火花と響く鎚の音など迫力満点

で、観覧予約が常に満員になるほど人気がある。 

本施設の強みは、日本刀製作に関わる職人がいて作業を見ることができる点であるが、近年は

新たな職人の確保が課題となっている。全国的にも後継者不足になってきており、職人を支える

ために、現在の職人が作った日本刀の販売促進や海外への販路拡大、後継者育成支援を進めてい

る。 

「長船」は日本刀における名の通ったブランド名であり、日本刀は市民のシビックプライドで
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日日本本刀刀のの聖聖地地・・長長船船でで作作刀刀技技術術をを間間近近にに見見るる 備備前前おおささふふねね刀刀剣剣のの里里（（備備前前長長船船刀刀剣剣博博物物館館））
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が最低でも必要になる。飾られた外装である拵（こしらえ）も含めると、鞘に漆を塗る塗師、鐔

（つば）などの金具を作る金工師、持ち手の柄に組紐や皮を巻く柄巻師が関わり、そのほかに武

運などを祈念して刀身に梵字や龍などを彫る彫金師が関わることもある。日本刀は、分業制で、

数多くの職人が関わって作られるのである。 

本施設の鍛刀場や工房では、刀鍛冶、塗師、白銀師、彫金・金工師、研師、鞘師、柄巻師の作業

道具等の展示だけではなく、職人の作業を間近に見て、直接話を聞くことができる（常駐の職人

や定期公開の職人がいるため、公開日等については館 HP で要確認）。特に月 1 回公開される刀鍛

冶が約 1,200 度に熱した鋼を大鎚で鍛える古式鍛錬は、飛び散る火花と響く鎚の音など迫力満点

で、観覧予約が常に満員になるほど人気がある。 

本施設の強みは、日本刀製作に関わる職人がいて作業を見ることができる点であるが、近年は

新たな職人の確保が課題となっている。全国的にも後継者不足になってきており、職人を支える

ために、現在の職人が作った日本刀の販売促進や海外への販路拡大、後継者育成支援を進めてい

る。 

「長船」は日本刀における名の通ったブランド名であり、日本刀は市民のシビックプライドで

ある。昭和 58年に長船の地域住民が日本刀の産地としての誇りを残したいと発起して開館した本

施設は、これからも日本刀の魅力を普及・啓発することはもちろん、その製作技術の伝承に寄与

していきたい。 

工房での日本刀の各製作作業（見学ができます）

図 1 ：鋼を鍛える古式鍛錬 （見学は要予約） 図 2：研いで刀の美しさを出す研師

資料：備前長船刀剣博物館提供 資料：備前長船刀剣博物館提供

図 3：柄に紐を巻く柄巻師 図 4：朴木を削り鞘を作る鞘師

資料：備前長船刀剣博物館提供 資料：備前長船刀剣博物館提供
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ものづくりにおける女性の活躍促進

（ ）女性研究者への支援

女性研究者がその能力を発揮し、活躍できる環境を整えることは、我が国の科学技術・イ

ノベーションの活性化や男女共同参画社会の推進に寄与するものである。しかし、我が国の

女性研究者の割合は年々増加傾向にあるものの、 年 月時点で ％であり、先進諸国

と比較すると依然として低い水準にある（図 ・ ）。

「第 次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ～」（ 年 月 日閣

議決定）及び「第 期科学技術・イノベーション基本計画」（ 年 月 日閣議決定）にお

いては、大学の研究者の採用に占める女性の割合について、 年までに理学系 ％、工学

系 ％、農学系 ％、医学・歯学・薬学系合わせて ％、人文科学系 ％、社会科学系 ％

という成果目標が掲げられている。

図 ：我が国の女性研究者数及び全研究者数に占める割合の推移

資料：総務省「科学技術研究調査」から文部科学省作成
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資料：総務省「 年（令和 年）科学技術研究調査報告」（日本： 年時点）、 「

」（ 年 月時点）、（韓国： 年時点、フランス、ドイツ： 年時点、英国： 年時

点）、 「 」（米国： 年時点）から文部科学省作成

文部科学省では、「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ」により、研究者の研究

と出産・育児等との両立や女性研究者の研究力向上を通じたリーダー育成を一体的に推進す

るなど、女性研究者の活躍促進を通じた研究環境のダイバーシティ実現に関する取組を実施

する大学等を重点支援するとともに、（独）日本学術振興会において「特別研究員（ ）事

業」として出産・育児による研究活動の中断後の復帰を支援する取組を行う等、女性研究者

への支援の更なる強化に取り組んでいく。

（（ ））理理系系女女子子支支援援のの取取組組

内閣府は、ウェブサイト「理工チャレンジ（リコチャレ）～女子中高校生・女子学生の理

工系分野への選択～」において、理工系分野での女性の活躍を推進している大学や企業など

「リコチャレ応援団体」の取組やイベント、理工系分野で活躍する女性からのメッセージ等

を情報提供している。また、 年 月にオンラインシンポジウムとして動画公開セミナー

「進路で人生どう変わる？理系で広がる私の未来 」を同ウェブサイト上に掲載し、全国

の女子中高校生とその保護者・教員へ向けて、理工系分野で活躍する多様なロールモデルか

らのメッセージを配信した。

また、（国研）科学技術振興機構では、「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」を実

施している。これは、科学技術分野で活躍する女性研究者・技術者、女子学生などと女子中

高校生の交流機会の提供や実験教室、出前授業の実施等を通して女子中高校生の理工系分野

に対する興味・関心を喚起し、理系進路選択の支援を行うプログラムである。
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理理系系のの「「おおももししろろいい！！」」にに出出会会うう機機会会をを提提供供

－－理理系系にに親親ししみみをを感感じじらられれるる取取組組のの実実践践－－

岐阜大学

岐阜大学は、岐阜県内の女子中高生や中学校・高等学校の教員を主な対象に、理系分野や職業

に親しみを感じ、理系進路選択を応援する企画を実施している。 年度は、出前授業、大学見

学会、企業見学交流会、研究施設見学会などの取組を行った。理系分野に進学・就職する女性が

身近にいないことで、女子生徒が理系分野に親しみを感じる機会が少ないといった課題を克服す

るため、工学分野の女性研究者が中学・高等学校に出向き研究やキャリアパスについて語る出前

授業や、生徒が大学の研究施設を見学することでものづくりへの関心を喚起する大学見学会を開

催した。研究施設見学会では、スーパーカミオカンデ、核融合科学研究所、岐阜かかみがはら航

空宇宙博物館を訪問した。研究者から研究内容や展示物について説明を受け、女性研究者と交流

するバスツアーを実施した。企業見学交流会では、 パッケージ基板などを製造するイビデン

（株）や健康補助食品・医薬品メーカーであるアピ（株）の工場や研究所などを見学したほか、

生徒が進路選択や仕事についてエンジニアや研究員と語り合う交流会を行った。スーパーカミオ

カンデの見学ツアーに参加した女子生徒からは「理系や科学への興味が高まった」「職業選択の

参考になった」などの声が寄せられた。

図：スーパーカミオカンデ見学ツアーの様子

資料：岐阜大学提供
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文文化化芸芸術術資資源源かからら生生みみ出出さされれるる新新たたなな価価値値とと継継承承

（（ ））文文化化財財のの保保存存・・活活用用

修理技術者の高齢化や後継者不足により、文化財保存技術が断絶の危機にあるほか、天然

素材から作られる用具や原材料が入手困難となっている状況等を踏まえ、 年度より、文

化財の持続可能な保存・継承体制の構築を図るための か年計画である、「文化財の匠プロジ

ェクト」を推進している。本プロジェクトでは、文化財の保存・継承に欠かせない用具・原

材料の確保、文化財保存技術に係る人材育成と修理等の拠点整備、文化財を適正な修理周期

で修理するための事業規模の確保等の取組を推進している。 年 月には、本プロジェク

トについて、文化審議会からの答申を受け、文化財修理に不可欠な原材料のリスト化や支援

の充実、中堅・若手技術者等の意欲を高めるような表彰制度の創設、国指定文化財の長期的

な修理需要予測調査の推進等を新たに位置付ける改正を行った。

（（ ））重重要要無無形形文文化化財財のの伝伝承承者者養養成成

文化財保護法に基づき、工芸技術などの優れた「わざ」を重要無形文化財として指定し、

その「わざ」を高度に体得している個人や団体を「保持者」「保持団体」として認定してい

る。

文化庁では、重要無形文化財の記録の作成や、重要無形文化財の公開事業を行うととも

に、保持者や保持団体などが行う研修会、講習会や実技指導に対して補助を行うなど、優れ

た「わざ」を後世に伝えるための取組を実施している。

（（ ））選選定定保保存存技技術術のの保保護護

文化財保護法に基づき、文化財の保存のために欠くことのできない伝統的な技術又は技能

で保存の措置を講ずる必要のあるものを選定保存技術として選定し、その技術又は技能を正

しく体得している個人や団体を「保持者」「保存団体」として認定している。 年度には

新たに「屋根瓦製作（琉球瓦）」、「玉鋼製造（たたら吹き）」、「研炭製造」を選定し保持者を

認定するとともに、新たに「屋根瓦葺（琉球瓦葺）」を選定しその保存団体として「琉球瓦

葺技術保存会」を認定するなどした（表 ）。

文化庁では、選定保存技術の保護のため、保持者や保存団体が行う技術の錬磨、伝承者養

成等の事業に対し必要な補助を行うなど、人材育成に資する取組を進めている。また、選定

保存技術の広報事業として、 年度は仙台市において「文化庁日本の技フェア」を開催し

た。 の保存団体が活動紹介の展示や「わざ」の実演、体験等を行い、 日間で 人が来

場した。
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表 ：選定保存技術

備考： 保存団体には重複認定があるため、（）内は実団体数を示す。

同一の選定保存技術について保持者と保存団体を認定しているものがあるため、保持者と保存団体の

計は選定保存技術の件数とは一致しない。

資料：文化庁ホームページ（ 年 月）

（ ）地域における伝統工芸の体験活動

文化庁では、「伝統文化親子教室事業」において、次代を担う子供たちが、伝統文化など

を計画的・継続的に体験・修得する機会を提供する取組に対して支援し、我が国の歴史と伝

統の中から生まれ、大切に守り伝えられてきた伝統文化等を将来にわたって確実に継承し、

発展させることとしている。

年度においては の伝統工芸に関する教室を採択し、人材育成に取り組んでいる。
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表 ：選定保存技術

備考： 保存団体には重複認定があるため、（）内は実団体数を示す。

同一の選定保存技術について保持者と保存団体を認定しているものがあるため、保持者と保存団体の

計は選定保存技術の件数とは一致しない。

資料：文化庁ホームページ（ 年 月）

（ ）地域における伝統工芸の体験活動

文化庁では、「伝統文化親子教室事業」において、次代を担う子供たちが、伝統文化など

を計画的・継続的に体験・修得する機会を提供する取組に対して支援し、我が国の歴史と伝

統の中から生まれ、大切に守り伝えられてきた伝統文化等を将来にわたって確実に継承し、

発展させることとしている。

年度においては の伝統工芸に関する教室を採択し、人材育成に取り組んでいる。

選選定定保保存存技技術術広広報報事事業業「「文文化化庁庁日日本本のの技技フフェェアア」」

文化庁では選定保存技術の普及・啓発を目的とした公開事業を毎年実施している。 年度の

「文化庁日本の技フェア」では、 の選定保存技術保存団体が、伝統的な技術や団体の活動につ

いてパネル展示や実物の展示、その解説を行った。また、うち 団体が実演及び体験を行い、三

味線の皮張や和本の虫食い穴に補修紙を繕う装潢
そ う こ う

修理技術などの実演のほか、ベニバナ染めや

檜皮葺
ひ わ だ ぶ き

の体験等を実施し、それぞれの持つ熟練の技を参加者の目の前で披露した。

会場には子供から大人まで幅広い年齢層が訪れ、「たくさんの技術によって日本文化が守られ

ている事を知りました。」、「職人さんの技術や心構えに感動して涙が溢れました。」、「技術を守り

抜いている人はとても格好良いと思いました。」といった声が聞かれる等好評を得ることがで

き、来場者の選定保存技術への理解と関心を深める機会となった。 また、 年度は後継者確

保を目的として、選定保存技術に関する就職相談を受けるとともに、選定保存技術を仕事として

認知してもらうため、各団体の就職及び後継者育成支援に関する取り組みをチラシやパンフレッ

トで紹介した。

図 ：古文書補修の実演 図 ：ベニバナ染めの体験の様子

資料：文化庁提供 資料：文化庁提供
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伝伝統統文文化化親親子子教教室室事事業業

－－つつななぐぐひひししざざしし教教室室事事業業－－

青森県南部では、伝統工芸である南部菱刺しを地域の子供たちに知ってもらう体験教室が行わ

れている。

回の教室を通して、南部菱刺しの歴史や特徴を学び、実際に道具を使い、刺し子の体験をす

ることができる。また、子供たちでデザインを決め、麻布に模様を刺すことで地域に伝わる伝統

文化を身近に感じてもらい、教室の参加後も伝統工芸への親しみを深められる内容となってい

る。

図：南部菱刺しに取り組む様子

資料：南部菱刺研究会提供
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伝伝統統文文化化親親子子教教室室事事業業

－－つつななぐぐひひししざざしし教教室室事事業業－－

青森県南部では、伝統工芸である南部菱刺しを地域の子供たちに知ってもらう体験教室が行わ

れている。

回の教室を通して、南部菱刺しの歴史や特徴を学び、実際に道具を使い、刺し子の体験をす

ることができる。また、子供たちでデザインを決め、麻布に模様を刺すことで地域に伝わる伝統

文化を身近に感じてもらい、教室の参加後も伝統工芸への親しみを深められる内容となってい

る。

図：南部菱刺しに取り組む様子

資料：南部菱刺研究会提供

（（ ））文文化化遺遺産産のの保保護護／／継継承承

世界文化遺産に登録されている「富岡製糸場と絹産業遺産群」は、ものづくりに関する文

化遺産といえる。生糸の生産工程を表し、養蚕・製糸の分野における技術交流と技術革新の

場として世界的な意義を有する遺産である。また、「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製

鋼、造船、石炭産業」は、我が国が 世紀半ば以降に急速な産業化を成し遂げたことの証左

であり、西洋から非西洋国家に初めて産業化の伝播が成功したことを物語る遺産である。

また、ユネスコ無形文化遺産には 年に「和紙：日本の手漉和紙技術」が登録された。

年には、「伝統建築工匠
こうしょう

の技：木造建造物を受け継ぐための伝統技術」として社寺や城

郭など、我が国の伝統的な木造建造物の保存のために欠くことのできない伝統的な木工、屋

根葺
ぶ

き、左官、畳製作などの 件の選定保存技術が一括して登録された。

（（ ））文文化化芸芸術術資資源源をを活活かかししたた社社会会的的・・経経済済的的価価値値のの創創出出

文化芸術資源の持つ潜在的な力を一層引き出し、地域住民の理解を深めつつ、地域で協力

して総合的にその保存・活用に取り組む等、多くの人の参画を得ながら社会全体で支えてい

くためにも、文化芸術資源を活かした社会的・経済的価値の創出が必要である。

このため、例えば、美術工芸品は、経年劣化などにより適切な保存や取扱い及び移動が困

難である場合に、実物に代わり公開・活用を図るため、実物と同じ工程により、現状を忠実

に再現した模写模造品が製作されている。また、調査研究の成果に基づき、製作当初の姿を

復元的に模写模造することも行われている。これらの事業はいずれも、指定文化財の保存と

ともに、伝統技術の継承や文化財への理解を深めることを目的として実施されている。

加えて、バーチャルリアリティー等は、保存状況が良好でなく鑑賞機会の設定が困難な場

合や、永続的な保存のため元あった場所からの移動が必要な場合、既に建造物が失われてし

まった遺跡などかつての姿を想像しにくい場合等に活用することで、文化財の理解を深め、

脆弱な文化財の活用を補完するものである。

これらの取組は、文化財の保存や普及啓発等にも効果があるほか、文化芸術資源を活かし

た社会的・経済的な価値の創出につながるものである。文化庁では、本物の文化財の保存・

活用と並行して、伝統的な技法・描法・材料や先端技術等を活かした文化財のデジタルアー

カイブ、模写模造、バーチャルリアリティーなどの取組を進めている（図 ）。
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図 ：デジタルコンテンツによる解説

資料：埼玉県蓮田市教育委員会提供
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図 ：デジタルコンテンツによる解説

資料：埼玉県蓮田市教育委員会提供

第第 節節 をを実実現現すするるたためめのの研研究究開開発発のの推推進進

科学技術・イノベーション政策については、グローバル課題への対応と国内の社会構造の

改革の両立への貢献が求められている。これまでの科学技術・イノベーション政策を振り返

ると、 の前提となるデジタル化が十分進まず、 の力を活かしきれていないこ

とや、論文に関する国際的な地位の低下傾向、厳しい研究環境の継続等が課題として挙げら

れる。

年の第 回国会において科学技術基本法が改正され、法律名を「科学技術・イノベ

ーション基本法」に改め、法の対象に「人文科学のみに係る科学技術」「イノベーションの

創出」を追加した。これは、複雑化する現代の諸課題に対じするためには、人間の社会の在

り方に対する深い洞察に基づいた総合的な科学技術・イノベーションの振興を図る必要があ

るためである。

また、上記改正を受け、 年 月に閣議決定された「第 期科学技術・イノベーション基

本計画」に基づき、人文・社会科学の「知」と自然科学の「知」の融合による「総合知」や

エビデンスを活用しつつ、バックキャストにより政策を立案し、イノベーションの創出によ

り社会変革を進めることで、 の実現を目指していく必要がある。

ももののづづくくりりにに関関すするる基基盤盤技技術術のの研研究究開開発発

（（ ））新新たたなな計計測測分分析析技技術術・・機機器器のの研研究究開開発発

先端計測分析技術・機器は、世界最先端の独創的な研究開発成果の創出を支える共通的な

基盤であり、科学技術の進展に不可欠なキーテクノロジーである。このため、（国研）科学

技術振興機構（ ）が実施する「未来社会創造事業（共通基盤領域）」（ 年度から）に

おいて、革新的な知や製品を創出する共通基盤システム・装置を実現するための研究開発を

推進している。

さらに、 が実施する戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出）では、文部科学省

において定めた 年度戦略目標の一つである「社会課題解決を志向した計測・解析プロセ

スの革新」の下、 や 、さきがけプログラムにおいて革新的な計測・解析システム

の創出を目指した戦略的な基礎研究を推進している。

（（ ））最最先先端端のの大大型型研研究究施施設設のの整整備備・・活活用用のの推推進進

①①大大型型放放射射光光施施設設（（ ））／／ 線線自自由由電電子子レレーーザザーー施施設設（（ ））のの整整備備・・共共用用

大型放射光施設（ ）は光速近くまで加速した電子の進行方向を曲げたときに発生

する極めて明るい光である「放射光」を用いて、物質の原子・分子レベルの構造や機能の解

析が可能な施設である（図 ）。本施設は 年から共用が開始されており、アカデミア

の革新的な研究開発だけでなく、燃料電池等の自動車関連製品やコンタクトレンズ、ヘアケ

ア製品、食品、家電など国民に身近な製品の実用化のほか、科学捜査における活用など、我

が国の経済成長をけん引する様々な分野で革新的な研究開発に貢献している。 で実
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施された産業利用に関する課題数は全課題数の 割を超えているほか、 年度には生み出

された累計論文数が 報を超えるなど、産学官の広範な分野の研究者などによる利用及

び成果の創出が着実に進んでいる。

線自由電子レーザー施設（ ）は、レーザーと放射光の特長を併せ持った究極の光を

発振し、原子レベルの超微細構造や化学反応の超高速動態・変化を瞬時に計測・分析する世

界最先端の研究基盤施設であり、結晶化が困難な膜タンパク質の解析、触媒反応の即時の観

察、新機能材料の創成など広範な科学技術分野において、新しい研究領域の開拓や先導的・

革新的成果の創出が期待されている（図 ）。 年度には における施設利用者の

発表論文数が約 報を超えるなど、画期的な成果が着実に生まれてきている。

図 ： 及び 全景

資料：（国研）理化学研究所提供

②② のの高高度度化化（（ ⅡⅡ））にに関関すするる取取組組

は 年の共用開始から 年以上が経過し、諸外国と比較して、老朽化や輝度の

低さなどで後れを取っている。次世代半導体や 社会の実現など、産業・社会の大きな転機

を見据え、 年に向けて、現行の約 倍となる最高輝度を持つ世界最高峰の放射光施設

を目指し、 の高度化（ Ⅱ）が必須である。文部科学省では、技術革新の

進展等に対応した施設の高度化等を推進するため、省内タスクフォースで検討し、 年

月に報告書を取りまとめた。また、 年 月には、科学技術・学術審議会量子ビーム利用

推進小委員会において Ⅱに関する報告書が取りまとめられ、その開発期間等につ

いて方向性が示された。その後、 年 月からプロトタイプの製作が開始され、 年

月に Ⅱに向けた整備が開始された。

③③ 高高輝輝度度放放射射光光施施設設（（ ））のの整整備備・・共共用用

我が国初の第 世代の放射光施設である 高輝度放射光施設（ ）は、高輝度

な「軟 線」領域の放射光を用いて、物質表面における元素や分子の様々な働きを分析する

ことができるため、学術研究だけでなく触媒化学や生命科学、磁性・スピントロニクス材

料、高分子材料等の産業利用も含めた広範な分野での利用が期待されている（図 ）。

は、官民地域パートナーシップという我が国初めての枠組みで整備されており、

国の主体は（国研）量子科学技術研究開発機構（ ）が担い、地域パートナーは（一財）
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線自由電子レーザー施設（ ）は、レーザーと放射光の特長を併せ持った究極の光を

発振し、原子レベルの超微細構造や化学反応の超高速動態・変化を瞬時に計測・分析する世

界最先端の研究基盤施設であり、結晶化が困難な膜タンパク質の解析、触媒反応の即時の観

察、新機能材料の創成など広範な科学技術分野において、新しい研究領域の開拓や先導的・

革新的成果の創出が期待されている（図 ）。 年度には における施設利用者の

発表論文数が約 報を超えるなど、画期的な成果が着実に生まれてきている。

図 ： 及び 全景

資料：（国研）理化学研究所提供

②② のの高高度度化化（（ ⅡⅡ））にに関関すするる取取組組

は 年の共用開始から 年以上が経過し、諸外国と比較して、老朽化や輝度の

低さなどで後れを取っている。次世代半導体や 社会の実現など、産業・社会の大きな転機

を見据え、 年に向けて、現行の約 倍となる最高輝度を持つ世界最高峰の放射光施設

を目指し、 の高度化（ Ⅱ）が必須である。文部科学省では、技術革新の

進展等に対応した施設の高度化等を推進するため、省内タスクフォースで検討し、 年

月に報告書を取りまとめた。また、 年 月には、科学技術・学術審議会量子ビーム利用

推進小委員会において Ⅱに関する報告書が取りまとめられ、その開発期間等につ

いて方向性が示された。その後、 年 月からプロトタイプの製作が開始され、 年

月に Ⅱに向けた整備が開始された。

③③ 高高輝輝度度放放射射光光施施設設（（ ））のの整整備備・・共共用用

我が国初の第 世代の放射光施設である 高輝度放射光施設（ ）は、高輝度

な「軟 線」領域の放射光を用いて、物質表面における元素や分子の様々な働きを分析する

ことができるため、学術研究だけでなく触媒化学や生命科学、磁性・スピントロニクス材

料、高分子材料等の産業利用も含めた広範な分野での利用が期待されている（図 ）。

は、官民地域パートナーシップという我が国初めての枠組みで整備されており、

国の主体は（国研）量子科学技術研究開発機構（ ）が担い、地域パートナーは（一財）

光科学イノベーションセンターを代表とする、宮城県、仙台市、国立大学法人東北大学及び

（一社）東北経済連合会の 者が担うことで 年 月より施設の運用が開始された。

地域パートナーが整備したコアリションビームラインでは企業ユーザーの活用が始まり、

タイヤやリチウム硫黄電池の原材料について、極めて高い解像度で観察することに成功する

など、既に多くの優れた成果が創出されている。また、 年 月からは「特定先端大型研

究施設の共用の促進に関する法律（平成 年法律第 号）」に基づく共用が開始され、更なる

成果創出が期待されている。さらに、 年 月からユーザーニーズに沿った共用ビームラ

インの増設を推進するなど、 から生み出される成果を最大化するための施設高度

化に着手している。

図 ： 高輝度放射光施設（ ）の全景

資料：（国研）量子科学技術研究開発機構（ ）提供

④④ススーーパパーーココンンピピュューータタ「「富富岳岳」」のの整整備備・・共共用用／／新新たたななフフララッッググシシッッププシシスステテムムのの開開発発・・整整

備備

最先端のスーパーコンピュータは、科学技術や産業の発展などで国の競争力を左右するも

のであり、各国が開発に力を入れている。文部科学省では、我が国が直面する社会的・科学

的課題の解決に貢献するため、 年度より「京」の後継機である「富岳（ふがく）」の開

発プロジェクトを開始し、 年 月に共用を開始した（図 ）。

共用開始以降、「富岳」の産業利用は着実に増加しており、航空機設計における実機フラ

イト試験のスパコン上のシミュレーションでの代替や、医薬品開発に資する創薬 プラット

フォームの構築など、「富岳」を用いた産業競争力の強化に資する成果が生まれている。

近年は、生成 を始めとする技術革新が急速に進み研究開発に必要な計算資源の需要が急

拡大し、多様化している。開発主体である（国研）理化学研究所では、そうした需要を満た

していけるよう、 年 月から、「富岳」の次世代となる新たなフラッグシップシステムの

開発を開始した。
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図 ：スーパーコンピュータ「富岳」

資料：（国研）理化学研究所計算科学研究センター提供

⑤大強度陽子加速器施設（ ）の整備・共用

大強度陽子加速器施設（ ）は、世界最高レベルのビーム強度を持つ陽子加速器から

生成される中性子、ミュオン、ニュートリノなどの多彩な二次粒子を利用して、素粒子物理

から革新的な新材料や新薬の開発につながる研究など、幅広い分野における基礎研究から産

業応用まで様々な研究開発に貢献する施設である（図 ）。特に中性子は、放射光と比較

して軽元素をよく観測できること、ミクロな磁場が観測できること、物質への透過力が大き

いことなどの特徴を有するため、他の量子ビームとの相補的な利用が期待されている。物

質・生命科学実験施設では、革新的な材料や新しい薬の開発につながる構造解析などが進め

られている。例えば、車載用燃料電池の性能に深く関わる水の分布や移動を稼働状態で中性

子イメージングで観察することや、国内で開発されたマグネシウム合金について、高温押出

加工による強度向上のメカニズムをその場中性子回折実験により明らかにするなど、産業利

用から基礎物理に関わる幅広い分野で研究開発が行われている。また、 を超える条件

下での惑星内部の水や氷の状態の推定にも大きく役立つ研究のほか、ミュオンを用いた歴史

的遺物の非破壊分析、小惑星の試料を大気に暴露せずに分析するなどの文理融合・地球惑星

科学への展開も行われている。原子核・素粒子実験施設（ハドロン実験施設）やニュートリ

ノ実験施設では、国内外の大学等の研究者の共同利用が進められている。特に、ニュートリ

ノ実験施設では、 年にノーベル物理学賞を受賞したニュートリノ振動の研究に続き、そ

の更なる詳細解明を目指して、 （ ）実験が行われている。
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図 ：スーパーコンピュータ「富岳」

資料：（国研）理化学研究所計算科学研究センター提供

⑤大強度陽子加速器施設（ ）の整備・共用

大強度陽子加速器施設（ ）は、世界最高レベルのビーム強度を持つ陽子加速器から

生成される中性子、ミュオン、ニュートリノなどの多彩な二次粒子を利用して、素粒子物理

から革新的な新材料や新薬の開発につながる研究など、幅広い分野における基礎研究から産

業応用まで様々な研究開発に貢献する施設である（図 ）。特に中性子は、放射光と比較

して軽元素をよく観測できること、ミクロな磁場が観測できること、物質への透過力が大き

いことなどの特徴を有するため、他の量子ビームとの相補的な利用が期待されている。物

質・生命科学実験施設では、革新的な材料や新しい薬の開発につながる構造解析などが進め

られている。例えば、車載用燃料電池の性能に深く関わる水の分布や移動を稼働状態で中性

子イメージングで観察することや、国内で開発されたマグネシウム合金について、高温押出

加工による強度向上のメカニズムをその場中性子回折実験により明らかにするなど、産業利

用から基礎物理に関わる幅広い分野で研究開発が行われている。また、 を超える条件

下での惑星内部の水や氷の状態の推定にも大きく役立つ研究のほか、ミュオンを用いた歴史

的遺物の非破壊分析、小惑星の試料を大気に暴露せずに分析するなどの文理融合・地球惑星

科学への展開も行われている。原子核・素粒子実験施設（ハドロン実験施設）やニュートリ

ノ実験施設では、国内外の大学等の研究者の共同利用が進められている。特に、ニュートリ

ノ実験施設では、 年にノーベル物理学賞を受賞したニュートリノ振動の研究に続き、そ

の更なる詳細解明を目指して、 （ ）実験が行われている。

図 ：大強度陽子加速器施設（ ）の全景

資料：（国研）日本原子力研究開発機構 センター提供

⑥革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ（ ）の運営

（ ）は、スーパーコンピュータ「富

岳」と、高速ネットワークでつながれた国内の大学及び研究機関のスーパーコンピュータや

ストレージから構成されており、多様な利用者のニーズに対応した計算環境を提供するもの

である（図 ）。文部科学省は、 の効果的かつ効率的な運営に努めつつ、その利用を

促進することで、ものづくりを含む様々な分野における我が国の産業競争力の強化に貢献し

ている。

図 ：革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ（ ）

資料：文部科学省作成
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（（ ））未未来来社社会会のの実実現現にに向向けけたた先先端端研研究究のの抜抜本本的的強強化化

①①次次世世代代のの人人工工知知能能（（ にに関関すするる研研究究開開発発

政府は、 の様々な課題に対応するため 年 月に「 戦略会議」を新たに設置し、

「 に関する暫定的な論点整理」を取りまとめるとともに、 年 月に閣議決定した

「統合イノベーション戦略 」では、 の技術変化や国際動向を踏まえて、 分野の競

争力強化と安全・安心の確保、国際的な連携・協調の推進を目的とした 戦略を打ち出し

ている。

具体的には、競争力強化に向けた の計算資源整備・拡充や、 年 月に設置した

「 セーフティ・インスティテュート」を中心とした の安全性を評価する手法の検討、

行政事務における生成 の活用など様々な取組が進められている。

また、 年 月に 戦略会議の下に「 制度研究会」を設置し、 制度の在り方に

ついて「中間とりまとめ」を 年 月 日に取りまとめており、中間とりまとめを踏ま

えて、 の適正性を確保し開発・活用を推進するための 法案を同月 日に閣議決定

し、通常国会へ提出している。

各省における取組として、まず、総務省は、（国研）情報通信研究機構（ ）と連携し

ながら、自然言語処理やビッグデータ処理に基づく 技術や、脳科学の知見に学ぶ 技術

の研究開発に取り組んでおり、 ユニバーサルコミュニケーション研究所において大規

模言語モデルの開発力強化に向けたデータの整備・拡充や多言語音声翻訳技術、ビッグデー

タ解析技術などの研究開発を、また、未来 研究所脳情報通信融合研究センター

（ ）では最先端の脳機能計測技術により脳の仕組みを解明しその仕組みを活用した

技術などの研究開発を行っている。

次に、文部科学省は、「 （ ）：人

工知能／ビッグデータ／ ／サイバーセキュリティ統合プロジェクト」として、（国研）理

化学研究所革新知能統合研究センター（ センター）において、①深層学習の原理解明や

汎用的な機械学習の基盤技術の構築、②我が国が強みを持つ分野の科学研究の加速や我が国

の社会的課題の解決のための 基盤技術等の研究開発、③ 技術の普及に伴って生じる倫

理的・法的・社会的問題（ ）に関する研究などを実施するとともに、（国研）科学技術

振興機構（ ）を通じて、 等の分野における若手研究者の独創的な発想や、新たなイノ

ベーションを切り拓く挑戦的な研究課題に対する支援を一体的に推進することで、 基盤

技術に関する政府全体での総合的な取組に貢献している。また、国立情報学研究所に設置し

た大規模言語モデル研究開発センターにおいて、アカデミアを中心として、産学官の多様な

プレイヤーが参画する生成 モデルの研究開発に関するオープンなコミュニティを形成

し、生成 モデルに関する研究力・開発力の醸成及び生成 モデルの学習・生成機構の解

明等による透明性・信頼性の確保に資する研究開発に取り組んでいる。

経済産業省は、生成 などの最先端 技術の研究開発を推進するために、 学習用と

しては国内最大規模（一般提供開始時点）の計算能力を持つ 橋渡しクラウド「

」を（国研）産業技術総合研究所（ ）に整備し、 年 月から一般提供を開始し

た。（国研）産業技術総合研究所（ ）では、 技術を実世界に溶け込ませ、生産性向上

に寄与する目的で、画像・音響・言語・ 次元点群等のモダリティやその組み合わせによる
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「統合イノベーション戦略 」では、 の技術変化や国際動向を踏まえて、 分野の競

争力強化と安全・安心の確保、国際的な連携・協調の推進を目的とした 戦略を打ち出し

ている。

具体的には、競争力強化に向けた の計算資源整備・拡充や、 年 月に設置した
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えて、 の適正性を確保し開発・活用を推進するための 法案を同月 日に閣議決定

し、通常国会へ提出している。

各省における取組として、まず、総務省は、（国研）情報通信研究機構（ ）と連携し

ながら、自然言語処理やビッグデータ処理に基づく 技術や、脳科学の知見に学ぶ 技術

の研究開発に取り組んでおり、 ユニバーサルコミュニケーション研究所において大規
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次に、文部科学省は、「 （ ）：人

工知能／ビッグデータ／ ／サイバーセキュリティ統合プロジェクト」として、（国研）理

化学研究所革新知能統合研究センター（ センター）において、①深層学習の原理解明や

汎用的な機械学習の基盤技術の構築、②我が国が強みを持つ分野の科学研究の加速や我が国

の社会的課題の解決のための 基盤技術等の研究開発、③ 技術の普及に伴って生じる倫

理的・法的・社会的問題（ ）に関する研究などを実施するとともに、（国研）科学技術

振興機構（ ）を通じて、 等の分野における若手研究者の独創的な発想や、新たなイノ

ベーションを切り拓く挑戦的な研究課題に対する支援を一体的に推進することで、 基盤

技術に関する政府全体での総合的な取組に貢献している。また、国立情報学研究所に設置し

た大規模言語モデル研究開発センターにおいて、アカデミアを中心として、産学官の多様な

プレイヤーが参画する生成 モデルの研究開発に関するオープンなコミュニティを形成

し、生成 モデルに関する研究力・開発力の醸成及び生成 モデルの学習・生成機構の解

明等による透明性・信頼性の確保に資する研究開発に取り組んでいる。

経済産業省は、生成 などの最先端 技術の研究開発を推進するために、 学習用と

しては国内最大規模（一般提供開始時点）の計算能力を持つ 橋渡しクラウド「

」を（国研）産業技術総合研究所（ ）に整備し、 年 月から一般提供を開始し

た。（国研）産業技術総合研究所（ ）では、 技術を実世界に溶け込ませ、生産性向上

に寄与する目的で、画像・音響・言語・ 次元点群等のモダリティやその組み合わせによる

フィジカル領域の 基盤モデルの研究開発を進めている。また、 製品・サービスの安全

性の評価・向上を目指し、「機械学習品質マネジメントガイドライン」の策定や の安全の

標準化に取り組んでいる。さらに、産総研コンソーシアム「 品質マネジメントイニシア

ティブ」を創設し、民間企業の間でのベストプラクティスの共有やエコシステムの構築など

の社会実装を進めている。

②②ママテテリリアアルル革革新新力力強強化化にに向向けけたた研研究究開開発発のの推推進進

マテリアル分野は我が国が産学で高い競争力を有するとともに、広範で多様な研究領域・

応用分野を支え、その横串的な性格から広範な社会的課題の解決に資する、未来社会におけ

る新たな価値創出のコアとなる基盤技術である。

同分野の重要性に鑑み、政府は 年 月、 年の社会像・産業像を見据え、

の実現、 の達成、資源・環境制約の克服、強靭な社会・産業の構築等に重

要な役割を果たす「マテリアル・イノベーションを創出する力」、すなわち「マテリアル革

新力」を強化するための戦略（「マテリアル革新力強化戦略」）を統合イノベーション戦略推

進会議で決定した。

同戦略では、産学官関係者の共通ビジョンの下、①革新的マテリアルの開発と迅速な社会

実装、②マテリアルデータと製造技術を活用したデータ駆動型研究開発の促進、③国際競争

力の持続的強化等を強力に推進することとしている。

文部科学省では、同分野に係る基礎的・先導的な研究から実用化を展望した技術開発まで

を戦略的に推進している。具体的には、プロセス技術の確立が必要となる革新的材料を社会

実装につなげるため、プロセス上の課題を解決するための学理・サイエンス基盤の構築及び

プロセス上の課題に対する「産学官からの相談先」の構築を目指した「材料の社会実装に向

けたプロセスサイエンス構築事業（ ）」を実施している。

また、「マテリアル革新力強化戦略」において、データを基軸とした研究開発プラットフ

ォームの整備とマテリアルデータの利活用促進の重要性が掲げられていることも踏まえ、文

部科学省では、 年度から、高品質なデータを創出することが可能な最先端設備の共用

体制基盤を全国的に整備する「マテリアル先端リサーチインフラ（ ）」を実施してお

り、 年度よりデータ利活用の本格運用を開始する（図 ）。

あわせて、（国研）物質・材料研究機構（ ）が設置するデータ中核拠点を介し、産学

のマテリアルデータを戦略的に収集・蓄積・構造化し、全国のマテリアルデータを利活用す

るためのプラットフォームの構築を進めている。加えて、データ活用による超高速で革新的

な材料開発手法の開拓と、その全国への展開を目指す「データ創出・活用型マテリアル研究

開発プロジェクト（ ）」について、 年度から本格研究を進めている。これらの取組

により、研究データの創出、統合、利活用までを一貫した研究開発を推進している。さら

に、最先端の製造プロセス装置と評価・分析装置が連動して一気通貫のプロセスデータを収

集する施設である「マテリアル・プロセスイノベーション（ ）プラットフォーム」を

（国研）産業技術総合研究所（ ）に整備し、データ駆動型研究開発を推進している。

年度は、中小企業を含む全国企業との連携を推進するとともに、各拠点（つくば・中

部・中国）で生み出されたデータを基に、無機・有機材料の製造プロセス最適化に関する複
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数の （プロセス・インフォマティクス）モデルを構築した。また、内閣府では、 年

度から実施している「戦略的イノベーション創造プログラム（ ）第 期」の課題の一つ

に「マテリアル事業化イノベーション・育成エコシステムの構築」を設定し、文部科学省や

経済産業省において構築されているプラットフォームの活用によって、マテリアル分野にお

いてユニコーンが次々に生まれるエコシステムの形成を目指している。

においては、新物質・新材料の創製に向けたブレークスルーを目指し、物質・材料

科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行っている。また、環境・エネルギー・資

源問題の解決や安心・安全な社会基盤の構築という人類共通の課題に対応した研究開発とし

て、超耐熱合金や 照明用蛍光材料、次世代蓄電池材料、さらに、地震から建物を守る制

振ダンパーに用いる構造材料などの研究開発等を実施している。さらに、マテリアル分野の

イノベーション創出を推進するため、基礎研究と産業界のニーズの融合による革新的材料創

出の場や、世界中の研究者が集うグローバル拠点を構築し、これらの活動を最大化するため

の研究基盤の整備を行う事業として「革新的材料開発力強化プログラム～ プログラ

ム～」を実施しており、 年度のデータ中核拠点の本格運用に向けて全国の産学の良質

なマテリアルデータの戦略的な収集・蓄積・ 解析までを含む利活用を可能とするシステ

ム整備を進めている（図 ）。

図 ：マテリアル先端リサーチインフラの推進体制（ 年度から）

資料：文部科学省作成
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図 ：マテリアル先端リサーチインフラの推進体制（ 年度から）

資料：文部科学省作成

図 ：革新的材料開発力強化プログラム～ プログラム～

資料：（国研）物質・材料研究機構作成

③量子技術イノベーションの戦略的な推進

量子技術は、ビッグデータの超高速処理を可能とするなど、新たな価値創出の中核となる

強みを有する基盤技術であり、海外では、社会に変革をもたらし得るものとして「第 次量

子革命」とうたわれるなど、米欧中を中心として、政府主導で研究開発戦略を策定し、研究

開発投資額を増加させるとともに、大手 企業の積極的な投資や、ベンチャー企業の設

立・資金調達が進められている。

このような動向を鑑み、政府は 年 月に統合イノベーション戦略推進会議で決定し

た「量子技術イノベーション戦略」において、①生産性革命の実現、②健康・長寿社会の実

現、③国及び国民の安全・安心の確保を将来の社会像として掲げ、その実現に向けて、「量

子技術イノベーション」を明確に位置付け、我が国の強みを活かし、①重点的な研究開発、

②国際協力、③研究開発拠点の形成、④知的財産・国際標準化戦略、⑤優れた人材の育成・

確保を進めている。その後、 年 月に「量子未来社会ビジョン」を打ち出し、量子技

術の国内利用者 万人などの 年に目指すべき状況を示し、 年 月には「量子

未来産業創出戦略」で、ユースケース創出支援、利用環境整備、スタートアップ等創出、産

業人材育成等の基本的対応方針を踏まえ、重点的・優先的な取組をまとめ、実用化・産業化

を推進している。これら既存 戦略の下、昨今の量子技術の進展、各国の戦略、国内外の実

用化・産業化の状況変化にいち早く対応するため、早急に強化・追加すべき内容を 年

月に「量子産業の創出・発展に向けた推進方策」としてまとめ、国際連携に関する取組を

更に強化している（図 ）。

内閣府では、 年度開始の「戦略的イノベーション創造プログラム（ ）第 期」課

題「先進的量子技術基盤の社会課題への応用促進」において、量子コンピュータ、量子セキ

ュリティ・ネットワーク、量子センシングの各技術分野のテストベッドの整備や、社会実装

に向けたユースケースの開拓を行うとともに、量子産業の活性化のために人材育成プログラ

ムの開発・実践、新産業・スタートアップ企業創出のためのエコシステムの構築等を推進し
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ている（図 ）。また、「研究開発と との橋渡しプログラム（ ）」によ

り、量子技術として採択された 課題について、 と連携しながら、各省庁の研究開発等

の施策の橋渡しを推進している。ムーンショット型研究開発制度においては、 年度に

ムーンショット目標 「 年までに、経済・産業・安全保障を飛躍的に発展させる誤り耐

性型汎用量子コンピュータを実現」が決定された。量子的な誤りを直しながら正確な計算を

実行する誤り耐性型汎用量子コンピュータの実現に向けて、ハードウェア、ソフトウェア、

ネットワークに関連する 個の課題に対して挑戦的な研究開発を推進している。

総務省では、量子コンピュータ時代においても国内重要機関間の機密情報のやり取りを安

全に行うことができる量子暗号通信網の実現に向けて、これまでも量子暗号技術の研究開発

に取り組んでおり、 年度からは、量子暗号通信網の早期社会実装に向けて、量子鍵の

生成速度の高速化技術等の研究開発を推進している。さらに、地上系で開発が進められてい

る量子暗号技術を衛星通信に導入するため、宇宙空間という制約の多い環境下でも動作可能

なシステムの構築、高速移動している人工衛星からの光を地上局で正確に受信できる技術及

び超小型衛星にも搭載できる技術の研究開発に取り組んでいる。また、 年度からは、

量子インターネットの実現に向けて、量子状態を維持したまま伝送可能な量子中継技術等の

基礎研究を推進している。

文部科学省では、 年度より実施している「光・量子飛躍フラッグシッププログラム

（ ）」において、①量子情報処理（主に量子シミュレータ・量子コンピュータ）、②量

子計測・センシング、③次世代レーザーを対象とし、プログラムディレクターによるきめ細

かな進捗管理によりプロトタイプによる実証を目指す研究開発を行う プロジェク

トや基礎基盤研究を推進している。

経済産業省では、 年度より開始した「高効率・高速処理を可能とする次世代コンピ

ューティングの技術開発事業」において、社会に広範に存在している「組合せ最適化問題」

に特化した量子コンピュータ（量子アニーリングマシン）の同技術の開発領域を拡大し、量

子アニーリングマシンのハードウェアからソフトウェア、アプリケーションに至るまで、一

体的な開発を進めており、 年度からは新たに、共通ソフトウェアとハードウェアをつ

なぐインターフェイス集積回路の開発を開始した。また、 年度からはこれらの量子ア

ニーリング テーマ（ハードウェア、ソフトウェア、インターフェイス）を「量子計算及び

イジング計算システムの総合型研究開発」として統合し、より一体的に実用化を見据えた研

究開発を実施している（図 ）。

また、 年度より「量子・古典ハイブリッド技術のサイバー・フィジカル開発事業」

を開始し、量子･古典ハイブリッド技術の事業化の促進に向けて、①「素材開発」「製造」

「物流・交通」「ネットワーク」といった重点分野における生産性ユースケース開発と、②

量子・古典ハイブリッド計算を可能とするアルゴリズム基盤（ライブラリ）の開発・整備を

実施している。ほかにも「新産業・革新技術創出に向けた先導研究プログラム」にて、量子

計測・センシング等の高度化のための基盤技術、「 懸賞金活用型プログラム／量子コン

ピュータを用いた社会問題ソリューション開発」では将来利用可能になる量子コンピュータ

を念頭においた社会課題解決に関する研究開発を実施している。「ポスト 情報通信システ

ム基盤強化研究開発事業」では、その テーマとして量子コンピュータとスーパーコンピュ
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また、 年度より「量子・古典ハイブリッド技術のサイバー・フィジカル開発事業」

を開始し、量子･古典ハイブリッド技術の事業化の促進に向けて、①「素材開発」「製造」

「物流・交通」「ネットワーク」といった重点分野における生産性ユースケース開発と、②

量子・古典ハイブリッド計算を可能とするアルゴリズム基盤（ライブラリ）の開発・整備を

実施している。ほかにも「新産業・革新技術創出に向けた先導研究プログラム」にて、量子

計測・センシング等の高度化のための基盤技術、「 懸賞金活用型プログラム／量子コン

ピュータを用いた社会問題ソリューション開発」では将来利用可能になる量子コンピュータ

を念頭においた社会課題解決に関する研究開発を実施している。「ポスト 情報通信システ

ム基盤強化研究開発事業」では、その テーマとして量子コンピュータとスーパーコンピュ

ータとの連携利用のためのソフトウェアやプラットフォーム、アプリケーションの開発・構

築を進めるとともに、 年度補正予算において量子コンピュータの産業化に向けた開発

を加速するために複数方式の量子コンピュータハードウェアや関連の部素材、ミドルウェ

ア、人材育成に関する事業を開始している。

年 月には、 年度第二次補正予算を活用して、量子技術の産業利用を目的とし

たグローバル拠点として、（国研）産業技術総合研究所（ ）に「量子・ 融合技術ビジ

ネス開発グローバル研究センター（ ）」を設立した。さらに、量子未来産業創出戦略

を踏まえて、 の機能を強化すべく、 年度や 年度補正予算を措置して、ユー

スケース創出のための量子・古典ハイブリッド利用計算環境や量子コンピュータの大規模化

に向けたシステム・部素材の開発・評価環境の整備と高度化に取り組み、世界最高水準のグ

ローバルハブとすることを目指していく。

図 ：量子産業の創出・発展に向けた推進方策（概要）

資料：内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局「量子産業の創出・発展に向けた推進方策（概要）」
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図 ：先進的量子技術基盤の社会課題への応用促進

資料：内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局 「戦略的イノベーション創造プログラム（ ）先進的

量子技術基盤の社会課題への応用促進 社会実装に向けた戦略及び研究開発計画」

図 ：経済産業省におけるアニーリングマシン開発

資料：経済産業省作成

④④環環境境・・エエネネルルギギーー分分野野ににおおけけるる研研究究開開発発のの推推進進

我が国は、 年 月に、 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするカ

ーボンニュートラルの実現を目指すことを宣言した。温室効果ガスの大幅な削減と経済成長

を両立させるためには、非連続なイノベーションにより、社会実装可能なコストを可能な限

り早期に実現することが重要である。 （グリーントランスフォーメーション）を通じて脱

炭素、エネルギー安定供給、経済成長の つを同時に実現するため、 年 月に「 実

現に向けた基本方針」が閣議決定されるとともに、 年 月に「脱炭素成長型経済構造

への円滑な移行の推進に関する法律（令和 年法律第 号）」が施行された。
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図 ：先進的量子技術基盤の社会課題への応用促進

資料：内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局 「戦略的イノベーション創造プログラム（ ）先進的

量子技術基盤の社会課題への応用促進 社会実装に向けた戦略及び研究開発計画」

図 ：経済産業省におけるアニーリングマシン開発

資料：経済産業省作成

④④環環境境・・エエネネルルギギーー分分野野ににおおけけるる研研究究開開発発のの推推進進

我が国は、 年 月に、 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするカ

ーボンニュートラルの実現を目指すことを宣言した。温室効果ガスの大幅な削減と経済成長

を両立させるためには、非連続なイノベーションにより、社会実装可能なコストを可能な限

り早期に実現することが重要である。 （グリーントランスフォーメーション）を通じて脱

炭素、エネルギー安定供給、経済成長の つを同時に実現するため、 年 月に「 実

現に向けた基本方針」が閣議決定されるとともに、 年 月に「脱炭素成長型経済構造

への円滑な移行の推進に関する法律（令和 年法律第 号）」が施行された。

カーボンニュートラルを達成するためには、デジタル化や電化を進めていくことが必要不

可欠であり、半導体・情報通信産業は、グリーンとデジタルを両立させるための鍵であるた

め、文部科学省においては、超省エネ・高性能なパワーエレクトロニクス機器等の実用化に

向けたパワーデバイス、受動素子、回路システムのトータルシステムとしての一体的な研究

開発を推進するとともに、次世代の半導体集積回路創生に向けた新たな切り口による研究開

発と将来の半導体産業をけん引する人材育成の中核となるアカデミア拠点の形成を進めてい

る。また、（国研）科学技術振興機構（ ）は、 年カーボンニュートラル実現等への

貢献を目指し、従来の延長線上にない非連続なイノベーションをもたらす革新的技術を創出

するため、 年度から開始した「革新的 技術創出事業（ ）」及び「戦略的創造研

究推進事業 先端的カーボンニュートラル技術開発（ ）」を推進している。 で

は、我が国のアカデミアが強みを持つ「蓄電池」「水素」「バイオものづくり」の つの重点

領域を設定し、技術成熟度を高める研究開発スキームの導入等を行いながら、材料等の開発

やエンジニアリング、評価・解析等を統合的に行うオールジャパンのチーム型研究開発を展

開している。さらに、 では、重要となる技術領域を複数設定した上で、幅広いチ

ャレンジングな提案を募り、大学等における基礎研究の推進により様々な技術シーズを育成

する探索型の研究開発に取り組んでいる。

（（ ））科科学学技技術術・・イイノノベベーーシショョンンをを担担うう人人材材力力のの強強化化

①①若若手手研研究究者者のの安安定定かかつつ自自立立ししたた研研究究のの実実現現

科学技術・イノベーションは我が国の成長戦略の重要な柱の一つであり、我が国が成長を

続け、新たな価値を生み出していくためには、博士後期課程学生を含む若手研究者の育成・

確保が重要である。しかし、我が国においては、博士後期課程への入学者数が直近 年は増

加しているものの 年以降減少傾向にあり、また、大学本務教員に占める 歳未満の割

合が低下していることから、若手研究者の安定した雇用と流動性の両立を図りながら、自ら

の自由な発想に基づいた研究に挑戦することができるよう、研究環境を整備していくことが

求められている（図 ・ ）。
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図 ：博士後期課程入学者数の推移

資料：文部科学省「学校基本調査」

図 ：大学における 歳未満の本務教員の割合

資料：文部科学省「学校教員統計調査」

文部科学省では、 年 月に取りまとめ公表した「博士人材活躍プラン～博士をとろ

う～」等を踏まえて、優秀な学生が安心して博士後期課程へ進学し、研究に専念できる環境

を整備するため、博士後期課程学生を含む若手研究者の処遇向上や研究環境確保に取り組ん

でいる。具体的には、（国研）科学技術振興機構において、博士後期課程学生の経済的支援

とキャリアパス整備を一体的に実施する大学に対して「次世代研究者挑戦的研究プログラム

（ ）」で支援を行っている。また、「国家戦略分野の若手研究者及び博士後期課程学生

の育成（ ）」では、緊急性の高い国家戦略分野として次世代 分野（ 分野及び

分野における新興・融合領域）を設定し、次代を担う若手研究者や博士後期課程学生に対す

る研究費等の支援を 年度より行っている。
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図 ：大学における 歳未満の本務教員の割合
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でいる。具体的には、（国研）科学技術振興機構において、博士後期課程学生の経済的支援

とキャリアパス整備を一体的に実施する大学に対して「次世代研究者挑戦的研究プログラム

（ ）」で支援を行っている。また、「国家戦略分野の若手研究者及び博士後期課程学生

の育成（ ）」では、緊急性の高い国家戦略分野として次世代 分野（ 分野及び

分野における新興・融合領域）を設定し、次代を担う若手研究者や博士後期課程学生に対す
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また、（独）日本学術振興会においても、我が国の学術研究の将来を担う優秀な若手研究者

に対して、経済的に不安を感じることなく研究に専念し、研究者としての能力を向上できる

よう研究奨励金を支給する「特別研究員事業」などの取組を実施しており、 年度は、博

士後期課程学生のうち、優れた研究成果を上げ更なる進展が期待される最終年度在籍者に対

する既存の支援に加えた特別手当の付与や、若手研究者の海外渡航に係る家族の往復航空賃

の支援を実施している。

②②キキャャリリアアパパススのの多多様様化化

科学技術・イノベーションの推進に向けては、博士人材を含む若手研究者の活躍を促して

いくことが重要であり、多様な職種のキャリアパスの確立を進めることが求められる。

文部科学省では、各分野の博士人材などについて、データサイエンスなどを活用しアカデ

ミア・産業界を問わず活躍できるトップクラスのエキスパート人材を育成する研修プログラ

ムの開発を目指す「データ関連人材育成プログラム」を 年度から実施している。

また、世界トップレベルの研究者育成プログラムを開発し、組織的・戦略的な研究者育成

を推進する研究機関に対して支援を行う「世界で活躍できる研究者戦略育成事業」を

年度より実施している。

これに加えて、文部科学省と経済産業省では、「博士人材の民間企業における活躍促進に

向けた検討会」を開催し、企業や大学向けの「博士人材の民間企業における活躍促進に向け

たガイドブック」を取りまとめた。あわせて、「企業で活躍する博士人材ロールモデル事例

集」を策定した。

なお、（国研）科学技術振興機構においては、産学官で連携し、研究者や研究支援人材を

対象とした求人・求職情報など、同人材のキャリア開発に資する情報の提供及び活用支援を

行うため、「研究人材キャリア情報活用支援事業」を実施しており、「研究人材のキャリア支

援ポータルサイト（ ）」を運営している。

③③科科学学技技術術・・イイノノベベーーシショョンンをを担担うう多多様様なな人人材材のの育育成成・・活活躍躍促促進進

科学技術・イノベーションの推進のためには、研究者のみならず、その活動を支える多様

な人材の育成・活躍促進が重要である。文部科学省では、研究者の研究活動活性化のための

環境整備、大学などの研究開発マネジメント強化及び科学技術人材の研究職以外への多様な

キャリアパスの確立を図る観点も含め、大学などにおけるリサーチ・アドミニストレーター

（ ）等の研究開発マネジメント人材の活躍促進に向けた取組を実施している。 年度

には を始めとした研究開発マネジメント人材の育成、一層の定着を図るための方策につ

いて検討を行う有識者会議を設置し、議論を進めている。この議論を踏まえ、研究開発マネ

ジメント人材の育成と支援体制を一層強化するため、「研究開発マネジメント人材に関する

体制整備事業」により、適切な処遇及びキャリアパスの確立を推進し、研究開発マネジメン

ト人材を育成・定着させる全国的なシステムを整備するための支援を行うこととしている。

そのほか、（国研）科学技術振興機構では、我が国の優秀な人材層に、プログラム・マネ

ージャー（ ）という新たなイノベーション創出人材モデルと資金配分機関などで活躍する

キャリアパスを提示・構築するために、 に必要な知識・スキル・経験を実践的に習得す
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る「プログラム・マネージャーの育成・活躍促進プログラム」を実施している。このことに

加え、 年度からは、 等の研究開発マネジメント人材に必要とされる知識の体系的な

専門研修を実施している。

また、科学技術に関する高等の専門的応用能力を持って計画や設計などの業務を行う者に

対し、「技術士」の資格を付与する「技術士制度」を設けている。技術士試験は、理工系大

学卒業程度の専門的学識などを確認する第一次試験（ 年度合格者数 名）と技術

士になるのにふさわしい高等の専門的応用能力を確認する第二次試験（同 名）から成

る（表 ）。

図 ：技術士第二次試験の部門別合格者（ 年度）

資料：日本技術士会「令和 年度技術士第二次試験統計」（ 年 月）

④次代の科学技術イノベーションを担う人材の育成

次代を担う科学技術人材を育成するため、初等中等教育（小学校高学年～高校生）段階か

ら理数系科目への関心を高め、理数好きの子供たちの裾野を拡大するとともに、その才能を

伸ばすため、次のような取組を総合的に推進し、理数系教育の充実を図っている。

文部科学省では、先進的な理数系教育を実施する高等学校等を「スーパーサイエンスハイ

スクール（ ）」に指定し、（国研）科学技術振興機構を通じて支援を行うことで、生徒の科

学的な探究能力等を培い、将来の国際的な科学技術人材等の育成を図っている。具体的には、

大学や研究機関等と連携しながら課題研究の推進、理数系に重点を置いたカリキュラムの開

発・実施等を行い、創造性豊かな人材の育成に取り組んでいる。 年度は 校の高等学

校等が特色ある取組を進めている。（国研）科学技術振興機構は、初等中等教育（小学校高学

年～高校生）段階において理数系に優れた意欲・能力を持つ児童生徒を対象に、その能力の

更なる伸長を図る育成プログラムの開発・実施に取り組む大学等を「次世代科学技術チャレ

ンジプログラム（ ）」に選定し支援している。

また、数学、物理、化学、生物学、情報、地理、地学の国際科学オリンピックや国際学生

科学技術フェア（ ： ）などの国際科学技

術コンテストの国内大会の開催や、国際大会への日本代表選手の派遣、国際大会の日本開催

に対する支援等を行っている（図 ）。
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る「プログラム・マネージャーの育成・活躍促進プログラム」を実施している。このことに

加え、 年度からは、 等の研究開発マネジメント人材に必要とされる知識の体系的な

専門研修を実施している。

また、科学技術に関する高等の専門的応用能力を持って計画や設計などの業務を行う者に

対し、「技術士」の資格を付与する「技術士制度」を設けている。技術士試験は、理工系大

学卒業程度の専門的学識などを確認する第一次試験（ 年度合格者数 名）と技術

士になるのにふさわしい高等の専門的応用能力を確認する第二次試験（同 名）から成

る（表 ）。

図 ：技術士第二次試験の部門別合格者（ 年度）

資料：日本技術士会「令和 年度技術士第二次試験統計」（ 年 月）

④次代の科学技術イノベーションを担う人材の育成

次代を担う科学技術人材を育成するため、初等中等教育（小学校高学年～高校生）段階か

ら理数系科目への関心を高め、理数好きの子供たちの裾野を拡大するとともに、その才能を

伸ばすため、次のような取組を総合的に推進し、理数系教育の充実を図っている。

文部科学省では、先進的な理数系教育を実施する高等学校等を「スーパーサイエンスハイ

スクール（ ）」に指定し、（国研）科学技術振興機構を通じて支援を行うことで、生徒の科

学的な探究能力等を培い、将来の国際的な科学技術人材等の育成を図っている。具体的には、

大学や研究機関等と連携しながら課題研究の推進、理数系に重点を置いたカリキュラムの開

発・実施等を行い、創造性豊かな人材の育成に取り組んでいる。 年度は 校の高等学

校等が特色ある取組を進めている。（国研）科学技術振興機構は、初等中等教育（小学校高学

年～高校生）段階において理数系に優れた意欲・能力を持つ児童生徒を対象に、その能力の

更なる伸長を図る育成プログラムの開発・実施に取り組む大学等を「次世代科学技術チャレ

ンジプログラム（ ）」に選定し支援している。

また、数学、物理、化学、生物学、情報、地理、地学の国際科学オリンピックや国際学生

科学技術フェア（ ： ）などの国際科学技

術コンテストの国内大会の開催や、国際大会への日本代表選手の派遣、国際大会の日本開催

に対する支援等を行っている（図 ）。

年度は、全国の中学生が都道府県代表のチームで科学の思考力・技能を競う「第

回科学の甲子園ジュニア全国大会」を 年 月 日（金）～ 月 日（日）に開催

し、茨城県代表チーム（茨城県立日立第一高等学校附属中学校、茨城県立並木中等教育学

校）が優勝した（図 ）。同じく全国の高校生等が、学校対抗・チーム制で理科・数学

などにおける筆記・実技の総合力を競う「第 回科学の甲子園全国大会」を 年 月

日（金）～ 月 日（月）に開催し、東京都代表の東京都立小石川中等教育学校が優勝

した（図 ）。

図 ：国際科学オリンピック国内大会への参加者数の推移

備考：「数学」は （高校生以下対象）と （中学生以下対象）の つの国内大会の合計値。参加者数は次年

度の国際大会に向けた、主に高校生を対象とした国内大会の受験者数を指す。

資料：（国研）科学技術振興機構作成
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図 ：第 回科学の甲子園ジュニア全国大会優勝チーム

備考： 茨城県代表チーム（茨城県立日立第一高等学校附属中学校、茨城県立並木中等教育学校）

後列左から、桑原 侑史（くわばら ゆうし）さん（ 年）、村井 秀次郎（むらい しゅうじろ

う）さん（ 年）、則包 陽光（のりかね はるみ）さん（ 年）、前列左から、内藤 美希（ないと

う みき）さん（ 年）、古川 美心（ふるかわ みみ）さん（ 年）、西端 奏子（にしばた かな

こ）さん（ 年） ※所属・学年は全て受賞当時

資料：（国研）科学技術振興機構提供
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図 ：第 回科学の甲子園ジュニア全国大会優勝チーム

備考： 茨城県代表チーム（茨城県立日立第一高等学校附属中学校、茨城県立並木中等教育学校）

後列左から、桑原 侑史（くわばら ゆうし）さん（ 年）、村井 秀次郎（むらい しゅうじろ

う）さん（ 年）、則包 陽光（のりかね はるみ）さん（ 年）、前列左から、内藤 美希（ないと

う みき）さん（ 年）、古川 美心（ふるかわ みみ）さん（ 年）、西端 奏子（にしばた かな

こ）さん（ 年） ※所属・学年は全て受賞当時

資料：（国研）科学技術振興機構提供

図 ：第 回科学の甲子園全国大会優勝チーム

備考： 東京都代表（東京都立小石川中等教育学校）

後列左から、髙井良 紘斗（たかいら ひろと）さん（ 年）、中島 瑞貴（なかじま みずき）さん（

年）、長井 琉晟（ながい りゅうせい）さん（ 年）、冀 思暢（き しのぶ）さん（ 年）、前列左か

ら、日吉 雪乃（ひよし ゆきの）さん（ 年）、赤澤 佑月（あかざわ ゆづき）さん（ 年）、亀田 蒼

太（かめだ そうた）さん（ 年） ※所属・学年は全て受賞当時

資料：（国研）科学技術振興機構提供

（（ ））科科学学技技術術イイノノベベーーシショョンンのの戦戦略略的的国国際際展展開開

①①戦戦略略的的国国際際共共同同研研究究ププロロググララムム（（ ））

我が国の研究力向上等のために研究開発における国際ネットワークを強化するため、大学

等における国際共同研究を強力に支援することが求められている。これに応えるべく、「戦

略的国際共同研究プログラム（ ）」では、対等な協力関係の下で、戦略的に重要なも

のとして国が設定した協力対象国・地域及び研究分野における国際共同研究を支援してい

る。国際協力によるイノベーション創出のため、多様な研究内容・体制に対応するタイプを

設け、相手国との合意に基づく国際共同研究を強力に推進し、相手国との相互裨益
ひ え き

を原則と

しつつも、我が国の課題解決型イノベーションの実現に貢献することを目指している。

②②地地球球規規模模課課題題対対応応国国際際科科学学技技術術協協力力ププロロググララムム（（ ））

我が国の科学技術イノベーションを国際展開し、世界の「 」活動をけん引す

るため、我が国の優れた科学技術と政府開発援助（ ）との連携により、開発途上国のニ

ーズに基づき、環境・エネルギー分野、防災分野、生物資源分野、感染症分野における地球

規模課題の解決と将来的な社会実装につながる国際共同研究を推進している。出口ステーク

ホルダーとの連携・共同を促すスキームを活用し、 達成に向け研究成果の社会実装を

加速させる。 年 月時点で、これまでに世界 か国で 課題のプロジェクトが実施

されており、両国の科学技術の発展や人材育成にも大きく貢献し、社会実装につながる成果

を生み出している。
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世界のパーム油の約 割を生産するマレーシアでは、寿命を迎えたオイルパーム古木

（ ）が農園に大量に廃棄・放置されており、土壌病害のまん延や分解に由来する温室効

果ガスの発生、新たな農園開墾に伴う熱帯林伐採等の原因となっていることから、 の高

度資源化による新たな産業創出を目指し、マレーシアとの国際共同研究を推進。共同参画企

業のパナソニック（株）では ペレットを使った再生木質ボード化技術を開発し、中密度

繊維板（ ）を使った家具の商品化を目指す（ 「オイルパーム農園の持続的土地利

用と再生を目指したオイルパーム古木への高付加価値化技術の開発」）（図 ）。

図 ：持続的な資源・経済開発のための廃棄オイルパーム古木を活用した技術開発

（マレーシア）

資料：パナソニック ハウジングソリューションズ（株）提供

（（ ））そそのの他他ののももののづづくくりり基基盤盤技技術術開開発発

①①ロロボボッットト研研究究にに関関すするる取取組組

ロボット新戦略の つの柱のうち［日本を世界のロボットイノベーション拠点とする「ロ

ボット創出力の抜本的強化」］の柱における、「次世代に向けた技術開発」に基づき、人とロ

ボットの協働を実現するため、産業や社会に実装され、大きなインパクトを与えるような要

素技術となる 、センシング・認識技術、機構・駆動（アクチュエーター）・制御技術、長

寿命の小型軽量蓄電池技術等の開発を推進することとしている。

産産学学官官連連携携をを活活用用ししたた研研究究開開発発のの推推進進

（（ ））省省庁庁横横断断的的ププロロジジェェククトト「「戦戦略略的的イイノノベベーーシショョンン創創造造ププロロググララムム（（ ））」」

は、総合科学技術・イノベーション会議（ ）が司令塔機能を発揮して、省庁の枠

や旧来の分野を超えたマネジメントにより、科学技術イノベーションを実現するため

年度に創設したプログラムであり、各課題を強力にリードするプログラムディレクター

（ ）を中心に、府省や産学官の垣根を越えて基礎研究から社会実装までを見据えて一気通

貫で研究開発を推進するプログラムである。

第 期は 年度から 年度までの 年間で 課題に取り組んだ。 年度に

追跡評価を行ったところ、アンモニア燃焼やダイナミックマップなど大きな経済・社会的効

果につながるものも出てきている。
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繊維板（ ）を使った家具の商品化を目指す（ 「オイルパーム農園の持続的土地利

用と再生を目指したオイルパーム古木への高付加価値化技術の開発」）（図 ）。

図 ：持続的な資源・経済開発のための廃棄オイルパーム古木を活用した技術開発

（マレーシア）

資料：パナソニック ハウジングソリューションズ（株）提供

（（ ））そそのの他他ののももののづづくくりり基基盤盤技技術術開開発発

①①ロロボボッットト研研究究にに関関すするる取取組組

ロボット新戦略の つの柱のうち［日本を世界のロボットイノベーション拠点とする「ロ

ボット創出力の抜本的強化」］の柱における、「次世代に向けた技術開発」に基づき、人とロ

ボットの協働を実現するため、産業や社会に実装され、大きなインパクトを与えるような要

素技術となる 、センシング・認識技術、機構・駆動（アクチュエーター）・制御技術、長

寿命の小型軽量蓄電池技術等の開発を推進することとしている。

産産学学官官連連携携をを活活用用ししたた研研究究開開発発のの推推進進

（（ ））省省庁庁横横断断的的ププロロジジェェククトト「「戦戦略略的的イイノノベベーーシショョンン創創造造ププロロググララムム（（ ））」」

は、総合科学技術・イノベーション会議（ ）が司令塔機能を発揮して、省庁の枠

や旧来の分野を超えたマネジメントにより、科学技術イノベーションを実現するため

年度に創設したプログラムであり、各課題を強力にリードするプログラムディレクター

（ ）を中心に、府省や産学官の垣根を越えて基礎研究から社会実装までを見据えて一気通

貫で研究開発を推進するプログラムである。

第 期は 年度から 年度までの 年間で 課題に取り組んだ。 年度に

追跡評価を行ったところ、アンモニア燃焼やダイナミックマップなど大きな経済・社会的効

果につながるものも出てきている。

第 期は 年度から 年度までの 年間で の課題に取り組んだ。成果の一

例として、大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、非常に激しい雨が同じ

場所で降り続いている線状降水帯の検出条件を定め、自動的に検出する技術を開発し気象庁

の「顕著な大雨に関する気象情報」に実装された（ 年 月 日運用開始）。また、予

測技術の開発も進め、社会実装に向けて自治体との実証実験を実施している（図 ）。

さらに、様々な交通環境下におけるセンサーの弱点現象の検証を可能とするため、実現象と

一致性が高く世界最高性能であるシミュレーションモデル ®（

）の実用化に向けた体制整備の進捗が進んでいる（図 ）。

第 期は、 年度から 年度の 年間で「第 期科学技術・イノベーション基

本計画」（ 年 月 日閣議決定）に基づき、我が国が目指す将来像（ ）の

実現に向けた の課題に取り組んでいる（図 ）。

第 期では 実現のため、技術開発のみならず、それに係る社会システム

改革も含め社会実装につなげる計画や体制を整備することとしている。このため、「科学技

術イノベーション創造推進費に関する基本方針」における「研究開発計画」を「社会実装に

向けた戦略及び研究開発計画」に変更し、 の下、府省・産学官連携に加えて、 つの視点

（技術、制度、事業、社会的受容性、人材）から必要な取組を推進している。 つの視点の

取組度合いを測るため、以前からある （技術成熟度レベル）に加え、新たに （事業

成熟度レベル）、 （制度成熟度レベル）、 （社会的受容性成熟度レベル）、 （人材成

熟度レベル）といった指標を導入している。
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図 ：線状降水帯に関する技術開発

資料：内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局「戦略的イノベーション創造プログラム（ ）概要」

図 ：

資料：内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局「戦略的イノベーション創造プログラム（ ）概要」

134



図 ：線状降水帯に関する技術開発

資料：内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局「戦略的イノベーション創造プログラム（ ）概要」

図 ：

資料：内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局「戦略的イノベーション創造プログラム（ ）概要」

図 ： 第 期の実施体制

資料：内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局「戦略的イノベーション創造プログラム（ ）マネジメ

ントガイドライン」

（（ ））研研究究開開発発とと ととのの橋橋渡渡ししププロロググララムム（（ ））にによよるる社社会会実実装装のの促促進進

は、 成果や各省庁の研究成果を社会課題解決等に橋渡しする「イノベーション

化」のための重点課題を設定し、各省庁の取組を推進するプログラムである。（図 ・

）。

年 月 日には、 ガバニングボードで、 成果の社会実装やスタートアップ

の事業創出など 年度の つの重点課題を設定し、各省庁からの施策提案の募集を行

い、各省庁から重点課題を踏まえた施策として提案された 課題（ 年度から継続して

実施している課題含む。）を実施した。
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図 ： の制度

資料：内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局「 の対象施策の決定について」

図 ： の実施体制

資料：内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局「 の対象施策の決定について」
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図 ： の制度

資料：内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局「 の対象施策の決定について」

図 ： の実施体制

資料：内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局「 の対象施策の決定について」

（ ）産学共同研究等、技術移転のための研究開発、成果の活用促進

多様な先端的・独創的研究成果を生み出す「知」の拠点である大学等と企業の効果的な協

力関係の構築は、我が国のものづくり基盤技術の高度化や効率化、高付加価値化のほか、新

事業・新製品の開拓に資するものとなる。

また、科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」による

と、 社当たりの主要業種における社内研究開発費の平均値は 億円（うち受入研究費

が 億円）、総外部支出研究開発費の平均値は 億円であった（表 ）。

表 ：資本金階級別 主要業種における 社当たりの研究開発費（ 年度会計）

備考：ここでいう主要業種とは、回答企業において最大の売上高を占める事業のことである。

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

また、 年から 年の研究開発費の平均値の推移をみると、横ばいに推移している

（図 ）。

図 ： 年から 年の 社当たりの主要業種における研究開発費の平均値の推移

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）、「民間企業の研

究活動に関する調査報告 」（ 年 月）、「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）、

「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）、「民間企業の研究活動に関する調査報告 」

（ 年 月）、「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

資本金 億円以上、かつ、社内で研究開発を行っている 社を対象とし、 社から回答が得られた。
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研究開発において他組織と連携した理由としては、「技術変化に対応するため」、「顧客ニ

ーズに対応するため」、「研究開発における目標達成のための時間を短縮するため」など、主

に急速な環境変化への迅速な対応を目的として行われている（図 ）。

図 ：他組織との連携理由

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

研究開発の促進を目的とした他組織との連携について、連携先の組織別の割合をみると、

「国内の大学等」が最も大きく、続いて「大企業」となっている（図 ）。

図 ：研究開発の促進を目的とした他組織との連携の実施割合：他組織の種類別

備考： 既存事業向けの研究開発であるか新規事業向けの研究開発であるかを問わず、それぞれの連携先組織

と「連携した」と回答した企業の割合を示した。

． 「大企業」、「中小企業」は「外部コンサルタントや民間研究所」、「ベンチャー企業・新興企業」を含

まない。

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

一方、最も規模の大きい連携をした他組織については、「大企業」の割合が最も大きく、

「国内の大学等」が続いている（図 ）。
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研究開発において他組織と連携した理由としては、「技術変化に対応するため」、「顧客ニ

ーズに対応するため」、「研究開発における目標達成のための時間を短縮するため」など、主

に急速な環境変化への迅速な対応を目的として行われている（図 ）。

図 ：他組織との連携理由

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

研究開発の促進を目的とした他組織との連携について、連携先の組織別の割合をみると、

「国内の大学等」が最も大きく、続いて「大企業」となっている（図 ）。

図 ：研究開発の促進を目的とした他組織との連携の実施割合：他組織の種類別

備考： 既存事業向けの研究開発であるか新規事業向けの研究開発であるかを問わず、それぞれの連携先組織

と「連携した」と回答した企業の割合を示した。

． 「大企業」、「中小企業」は「外部コンサルタントや民間研究所」、「ベンチャー企業・新興企業」を含

まない。

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

一方、最も規模の大きい連携をした他組織については、「大企業」の割合が最も大きく、

「国内の大学等」が続いている（図 ）。

    

    

    

    

    

    

   

               

           

            

                         

             

              

               

   

   

     

     

     

     

     

     

     

                 

      

   

    

         

               

            

             

   

図 ：最も大きい規模の連携をした他組織

備考： 他組織の種類（「その他」を含む 種類）のいずれかに「連携した」と回答した企業を対象に、「最も

規模の大きい連携」を行った他組織の種類の回答（単一）を求め、その回答割合を示した。

．「最も規模の大きい連携」とは、連携先の組織の規模ではなく、連携に要した資金額や関与した従業

員の人数などが最も大きい連携を指す。

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

国内企業や国立大学・公的研究機関との連携で効果があった点については、「自社技術競

争力の向上」や「新たな特許出願」、「連携先の施設や設備の利用」など、自社単独では相応

のコストを要する課題が、外部リソースを活用することにより解決されている（図

・ ）。
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図 ：国内企業との連携で効果があった点

備考：効果があったと回答した企業を対象に、それぞれの効果の項目の回答割合を示した。

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

図 ：国内大学・公的研究機関との連携で効果があった点

備考：効果があったと回答した企業を対象に、それぞれの効果の項目の回答割合を示した。

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

他組織との連携によるメリットは様々あるものの、現状はいまだに約 分の の事業社が

他組織と研究開発の連携をしたことがない（図 ）。
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図 ：国内企業との連携で効果があった点

備考：効果があったと回答した企業を対象に、それぞれの効果の項目の回答割合を示した。

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

図 ：国内大学・公的研究機関との連携で効果があった点

備考：効果があったと回答した企業を対象に、それぞれの効果の項目の回答割合を示した。

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

他組織との連携によるメリットは様々あるものの、現状はいまだに約 分の の事業社が

他組織と研究開発の連携をしたことがない（図 ）。

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

   

   

         

               

          

           

      

       

            

           

            

                 

                

         

   

   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

   

   

               

           

      

          

            

               

       

            

                 

           

                

         

   

   

：研究開発における他組織との連携の有無

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）、「民間企業の研究

活動に関する調査報告 」（ 年 月）、「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）、

「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）、「民間企業の研究活動に関する調査報告 」

（ 年 月）、「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

資本金階級別にみると、資本金階級が大きくなるほど、他組織と連携したことがある企業

の割合は高く、また、新規事業・既存事業の「両方」で連携を実施したとする企業の割合も

高い（表 ）。

表 ：資本金階級別他組織との研究開発連携の有無

備考：「他組織との連携を実施した」または「他組織との連携を実施していない」のどちらかを回答した企業を

対象とした。

資料：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 」（ 年 月）

また、「日本再興戦略 」（ 年 月 日閣議決定）においては、従来研究者個人と

企業の一組織（開発本部）との連携にとどまってきた産学官連携を、組織のトップが関与す
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る「組織」対「組織」の本格的な産学官連携へと発展させ、産学官連携の体制を強化し、企

業から大学・国立研究開発法人等への投資を 年までに 倍に増やすこととされてい

る。

文部科学省及び経済産業省は、大学・国立研究開発法人が産学官連携機能を強化する上で

の課題とそれに対する処方箋を取りまとめた「産学官連携による共同研究強化のためのガイ

ドライン」を 年に策定し、その普及に努めてきた。さらに、ガイドラインに基づく産

学連携体制構築に向けてボトルネックとなっている課題の解消に向けた処方箋と、産業界に

おける課題とそれに対する処方箋についてまとめた「産学官連携による共同研究強化のため

のガイドライン【追補版】」を 年に公表するとともに、 年 月には具体的な取組

手法を整理した「ガイドラインを理解するための 」を、 年 月には「知」の価値を

評価・算出する方法を実務的な水準まで整理した「産学協創の充実に向けた大学等の「知」

の評価・算出のためのハンドブック」をそれぞれ公表し、その普及に努めている。

年度においては、民間企業との共同研究による大学等の研究費受入額は約 億

円、このうち 件当たりの受入額が 万円以上の共同研究に係る研究費受入額は約

億円と、着実に進展している（図 ）。
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る「組織」対「組織」の本格的な産学官連携へと発展させ、産学官連携の体制を強化し、企

業から大学・国立研究開発法人等への投資を 年までに 倍に増やすこととされてい

る。

文部科学省及び経済産業省は、大学・国立研究開発法人が産学官連携機能を強化する上で

の課題とそれに対する処方箋を取りまとめた「産学官連携による共同研究強化のためのガイ

ドライン」を 年に策定し、その普及に努めてきた。さらに、ガイドラインに基づく産

学連携体制構築に向けてボトルネックとなっている課題の解消に向けた処方箋と、産業界に

おける課題とそれに対する処方箋についてまとめた「産学官連携による共同研究強化のため

のガイドライン【追補版】」を 年に公表するとともに、 年 月には具体的な取組

手法を整理した「ガイドラインを理解するための 」を、 年 月には「知」の価値を

評価・算出する方法を実務的な水準まで整理した「産学協創の充実に向けた大学等の「知」

の評価・算出のためのハンドブック」をそれぞれ公表し、その普及に努めている。

年度においては、民間企業との共同研究による大学等の研究費受入額は約 億

円、このうち 件当たりの受入額が 万円以上の共同研究に係る研究費受入額は約

億円と、着実に進展している（図 ）。

図 ：大学等における産学連携活動

備考：国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関が対象。

資料：文部科学省「令和 年度大学等における産学連携等実施状況について」（ 年 月）

さらに、 年度からは「共創の場形成支援プログラム（ ）」を開始した。本プ

ログラムでは、社会変革や社会課題解決につながる産学官連携によるオープンイノベーショ

ンを促進するため、バックキャストによるイノベーションに資する研究開発と、自立的・持

続的な拠点形成が可能な産学官連携マネジメントシステムの構築を支援しており、国の政策

方針に基づき文部科学省が設定する「政策重点分野」（ 年度から）、国レベルやグロー

バルレベルの社会課題の解決を目指す「共創分野」（ 年度から）、地域が自立的に地域

課題解決・地域経済発展を進めることができる持続的な地域産学官共創システムの形成を行

う「地域共創分野」（ 年度から）を設け、支援を行っている（図 ）。
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図 ：共創の場形成支援実施中拠点一覧

資料：文部科学省作成

大学等発ベンチャーの新規創設数は、一時期減少傾向にあったが、近年は回復基調にあ

り、 年度の実績は 件となった（図 ）。今後も、グローバルに成長すること

のできる質の高い大学等発ベンチャーの創出に向けた環境を整備していく必要がある。
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図 ：共創の場形成支援実施中拠点一覧

資料：文部科学省作成

大学等発ベンチャーの新規創設数は、一時期減少傾向にあったが、近年は回復基調にあ

り、 年度の実績は 件となった（図 ）。今後も、グローバルに成長すること

のできる質の高い大学等発ベンチャーの創出に向けた環境を整備していく必要がある。

図 ：大学等発ベンチャーの設立数の推移

備考：本調査における大学等発ベンチャーとは、大学等の教職員・学生等を発明者とする特許を基に起業した

場合、関係する教職員等が設立者となった場合等における企業を指す。

資料：文部科学省「令和 年度大学等における産学連携等実施状況について」（ 年 月）

このため、（国研）科学技術振興機構では、起業前の段階から、公的資金と民間の事業化

ノウハウなどを組み合わせることにより、成長性のある大学等発スタートアップの創出を目

指した支援や、スタートアップ・エコシステム拠点都市において、大学・自治体・産業界の

リソースを結集し、社会的インパクトの大きいスタートアップが持続的に創出される体制構

築を目指した支援を行う「大学発新産業創出プログラム（ ）」を実施している。また、

政府が決定した「スタートアップ育成 か年計画」において、スタートアップを強力に育成

するとともに、国際市場を取り込んで急成長するスタートアップの創出を目指していること

を踏まえ、大学等の研究成果に対する国際化の支援とセットになったギャップファンドプロ

グラムや地域の中核大学等を中心にスタートアップ創出体制の整備を支援するための大学発

新産業創出基金を実施している。さらに、「出資型新事業創出支援プログラム（ ）」

を実施し、（国研）科学技術振興機構が支援した研究開発成果を活用するスタートアップ企

業へ出資等を行うことにより、同企業の事業活動を通じて研究開発成果の実用化を促進して

いる。

また、文部科学省においては、我が国全体のアントレプレナーシップ醸成を促進するた

め、「全国アントレプレナーシップ醸成促進事業」を 年度から実施している。さらに、

スタートアップ・エコシステム拠点都市を中心に小中高校生等へのアントレプレナーシップ

教育の受講機会を拡大するための支援「 」を実施している。文部科

学省は、この機運を高めるための推進役として「アントレプレナーシップ推進大使」を文部

科学大臣から任命し全国の小中高等に大使派遣等を行った。
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その他の取組として、（国研）科学技術振興機構においては、産学連携により大学等の研

究成果の実用化を促進するため、大学等の個々の研究者が創出した成果を産学が共同で実用

化に向けた研究開発を行うとともに、学から産への技術移転を行う「研究成果最適展開支援

プログラム（ ）」、大学等における研究成果の戦略的な海外特許取得の支援や、大学等

に散在している特許権等の集約・パッケージ化による活用促進等を通じて、大学等の知的財

産活動の総合的活用を支援する「知財活用支援事業」を実施している。

また、研究開発税制について、共同研究等を通じた試験研究を促進するため、民間企業が

大学等と行う共同試験研究のために支出した試験研究費について、一般の試験研究費よりも

高い税額控除率を適用できる措置を設けている。
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その他の取組として、（国研）科学技術振興機構においては、産学連携により大学等の研

究成果の実用化を促進するため、大学等の個々の研究者が創出した成果を産学が共同で実用

化に向けた研究開発を行うとともに、学から産への技術移転を行う「研究成果最適展開支援

プログラム（ ）」、大学等における研究成果の戦略的な海外特許取得の支援や、大学等

に散在している特許権等の集約・パッケージ化による活用促進等を通じて、大学等の知的財

産活動の総合的活用を支援する「知財活用支援事業」を実施している。

また、研究開発税制について、共同研究等を通じた試験研究を促進するため、民間企業が

大学等と行う共同試験研究のために支出した試験研究費について、一般の試験研究費よりも

高い税額控除率を適用できる措置を設けている。

アアンントトレレププレレナナーーシシッッププ教教育育のの機機運運醸醸成成をを目目的的ととししたた

のの立立ちち上上げげ

技術革新やグローバル化の進展等により社会環境が急速に変化している。このような状況下に

おいて、「様々な困難や変化に対し、与えられた環境のみならず、自ら枠を超えて行動を起こ

し、新たな価値を生み出していく精神」（アントレプレナーシップ）を備えた人材の育成・創出

が必要である。アントレプレナーシップは、起業に限らず、企業や行政、また、老若男女問わ

ず、多様性に富み、あらゆる組織・年代・性別等においても備えるべき知識・能力・態度である

と考えられる。

そこで、文部科学省では、これまでの大学生や大学院生への支援の枠を超えて、早期からアン

トレプレナーシップに触れる機会を提供するなど児童生徒にもアントレプレナーシップ教育の展

開を進め、アントレプレナーシップを備えた人材が全国で創出されるような環境構築に取り組ん

でいる。

アントレプレナーシップの考え方や理解は少しずつ広がってきているが、更にアントレプレナ

ーシップ教育の機運を全国的に高めていくため、 年 月、文部科学省は経済産業省ととも

に「 （ ）」を立ち上げた。今後、 の活動を通

じて、全国の自治体や産業界など多様な官民の主体と協働しながら、オールジャパンでアントレ

プレナーシップ教育を全国へと普及させ、児童生徒や学生等がアントレプレナーシップ教育を受

講しやすい環境を構築する。

図： キックオフイベント

資料：文部科学省提供
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（（ ））大大学学等等ににおおけけるる研研究究成成果果のの戦戦略略的的なな創創出出・・管管理理・・活活用用ののたためめのの体体制制整整備備

大学等の優れた研究成果を活かすためには、成果を統合発展させ、国際競争力のある製

品・サービスとするための産業界との協力の推進が不可欠であり、これはものづくり産業の

活性化にも資するものである。そのため、大学等において、研究成果の民間企業への移転を

促進し、それらを効果的にイノベーションに結び付ける観点から、戦略的な産学官連携機能

の強化を図っている。

年に制定された「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促

進に関する法律（平成 年法律第 号）」は、上記のような研究成果移転の促進により、

我が国の産業の技術の向上と大学等における研究活動の活性化を図ることを目的とした法律

である。本法に基づき実施計画を承認された （ ）

は、 年度末で 機関となっている。

大学等の研究成果に基づく特許権等について企業に実施許諾を与え、その対価として企業から実施料収入を受

け取り、大学等や研究者（発明者）に研究資金として還元することなどを事業内容とする機関。
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第第 章章 我我がが国国製製造造業業のの競競争争力力強強化化にに向向けけたた要要素素

第第 節節 産産業業競競争争力力、、脱脱炭炭素素、、経経済済安安全全保保障障のの複複合合的的追追求求

ググロローーババルルにに加加速速すするる産産業業政政策策のの展展開開とと多多目目的的化化

近年、世界各国で産業政策の展開が加速し、その目的も多様化してきている。 年には

超の産業政策が世界全体で確認されたとの国際通貨基金（ ）の分析 がある。同分

析によれば、 年に確認された貿易歪曲的な産業政策のうち ％が中国、 、米国によ

り、また、世界的な政策動機をみると、 ％が戦略的競争力、 ％が気候関連の懸念、 ％

がサプライチェーンの強靱性、 ％が地政学的懸念・国家安全保障に関するものである。大

別すれば、世界的な産業政策の目的は、自国産業・企業の競争力の確保、気候変動対応、経

済活動に係る安全保障の確保（経済安全保障）の関連で 等分されているといえる。

産業競争力、脱炭素、経済安全保障という つの要素を多角的に考慮した政策展開の重要

性は、各国・地域の報告書や声明等で指摘されている。 年 月に元欧州中央銀行総裁の

マリオ・ドラギ氏が取りまとめた報告書“ ”（通

称ドラギレポート）は、「欧州に待ち受ける つの変革」として、①イノベーションの加速と

新たな経済成長エンジンの発見、②脱炭素化を継続しながらのエネルギー価格の低減とサー

キュラーエコノミーへの移行、③不安定さが増す地政学への対応と他国への依存度の低減に

言及する （図 ）。 年 月、欧州委員会は、ドラギレポートの提言内容を具現化する

形で、域内経済の立て直しを図り、競争力強化を実現するための 年間の政策「競争力コン

パス」を公表した。また、アジア各国が脱炭素化を進めるとの理念を共有し、エネルギート

ランジションを進めるために協力することを目的として日本が提唱したアジア・ゼロエミッ

ション共同体（ ）では、「脱炭素、経済成長、エネルギー安全保障の同時実現」及び

「多様な道筋によるネット・ゼロ実現」との 原則の下、 年 月に首脳間で「今後

年のためのアクションプラン」が採択された。今後、本アクションプランに沿って、各パー

トナー国と連携し、個別プロジェクト推進とルール形成を車の両輪として実施していく。

米国では、気候変動対策が揺れ動いている。 年 月 日に米国大統領に就任したド

ナルド・トランプ氏は、パリ協定から脱退する方針や、化石燃料の増産等を通じてエネルギ

ー価格の低下を目指す方針を示しており、これらの方針の下、様々な大統領令に署名を行っ

た。米国は、第 期トランプ政権時の 年のパリ協定脱退後、バイデン政権の下で同協

定に復帰していたが、 年 月に国連へ離脱通告をしており、 年 月に同協定から

再度離脱する見通しである 。

［ ］『 』

［ ］『 』

『 』（ 年 月 日公表、 年 月 日参

照）
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他方、製造業の国内回帰や経済安全保障は、トランプ政権・バイデン政権のいずれもが重

視するテーマである。バイデン政権下では、インフラ投資雇用法（ ）、 プラス法、

インフレ削減法（ ）等が成立し、クリーンエネルギー促進、半導体産業育成、インフラ

整備を軸とした包括的な産業政策パッケージによる製造業の国内回帰、国内産業基盤の強化

が進められてきた 。第 次トランプ政権でも発足直後から、製造拠点としての米国の や製

造業の国内回帰を目的に含む関税措置 に取り組み始めている。

貿易管理措置を始めとした経済安全保障の取組は、直近 年間、党派を超えて米国で強化

されてきている（図 ）。直近では、第 次政権発足直後のトランプ大統領が、「米国第一

の貿易政策」と題する大統領覚書で、「経済安全保障に関する追加事項」として、安全保障

を脅かす輸入拡大に対する調査、輸出管理強化、対外投資規制の見直し等を指示した 。

（独）日本貿易振興機構『第 次トランプ政権誕生、政策の転換と継続は（米国）』（ 年 月 日公表、

年 月 日参照）

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、ダボス会議特別演説で製造拠点としての米国 』（ 年 月

日公表、 年 月 日参照）

『

』

（ 年 月 日公表、 年 月 日参照）

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、米国第一の通商政策発表、安全保障脅かす輸入の調査など指

示』（ 年 月 日公表、 年 月 日参照）

図 ：ドラギレポートの概要

資料：経済産業省「総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第 回会合） 資料 事務局提出資料（電力

システム改革とエネルギーに関する最近の国際動向）」（ 年 月）
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また、トランプ大統領は、「米国第一の投資政策」と題する国家安全保障大統領覚書にお

いて、同盟国からの投資促進、「外国の敵対者」との対内・対外投資の規制に取り組む方針

を示している 。

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、中国など外国の敵対者との投資制限する「米国第一の投資政

策」発表』（ 年 月 日公表、 年 月 日参照）

図 ：米国と中国による直近 年間の貿易管理措置の概要

資料：経済産業省作成

                  

                            

                            

                 
                 

               

                              

                         
  

                  
              

                          
               

                
                

               
                      
               
                       

                   
            

                      

                           
  

            
                       

            

                   

               

          
                   
                     

               
                   
                

                             
          

          
                        
          
                          
     
                      
     

     

     
   

     

     

  
  

   

     

      
   

     
  
   

   

     
   

   

  

                      

                        

     
                        
                       
                 

                       

                        

                    

他方、製造業の国内回帰や経済安全保障は、トランプ政権・バイデン政権のいずれもが重

視するテーマである。バイデン政権下では、インフラ投資雇用法（ ）、 プラス法、

インフレ削減法（ ）等が成立し、クリーンエネルギー促進、半導体産業育成、インフラ

整備を軸とした包括的な産業政策パッケージによる製造業の国内回帰、国内産業基盤の強化

が進められてきた 。第 次トランプ政権でも発足直後から、製造拠点としての米国の や製

造業の国内回帰を目的に含む関税措置 に取り組み始めている。

貿易管理措置を始めとした経済安全保障の取組は、直近 年間、党派を超えて米国で強化

されてきている（図 ）。直近では、第 次政権発足直後のトランプ大統領が、「米国第一

の貿易政策」と題する大統領覚書で、「経済安全保障に関する追加事項」として、安全保障

を脅かす輸入拡大に対する調査、輸出管理強化、対外投資規制の見直し等を指示した 。

（独）日本貿易振興機構『第 次トランプ政権誕生、政策の転換と継続は（米国）』（ 年 月 日公表、

年 月 日参照）

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、ダボス会議特別演説で製造拠点としての米国 』（ 年 月

日公表、 年 月 日参照）

『

』

（ 年 月 日公表、 年 月 日参照）

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、米国第一の通商政策発表、安全保障脅かす輸入の調査など指

示』（ 年 月 日公表、 年 月 日参照）

図 ：ドラギレポートの概要

資料：経済産業省「総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第 回会合） 資料 事務局提出資料（電力

システム改革とエネルギーに関する最近の国際動向）」（ 年 月）
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我我がが国国製製造造業業のの競競争争力力強強化化にに向向けけてて考考慮慮すすべべきき要要素素

世界各国が多様な産業政策を展開し、事業環境の見通しに対する不確実性が高まる中、我

が国製造業の競争力強化、製造事業者の稼ぐ力向上に当たり、脱炭素、経済安全保障等を複

合的に考慮し、経済社会情勢の変化へ柔軟に対応しながらも中長期的に成長投資を進める重

要性が高まっている。本白書の後段では、これらの視点も踏まえながら、 に関する製造事

業者・政府の取組状況や、経済安全保障に関する製造事業者の取組状況、課題等を整理して

いく。

オバマ政権、第 次トランプ政権、バイデン政権、第 次トランプ政権と米国のパリ協定へ

の加盟と脱退が繰り返されているが、パリ協定は 超の国と地域により締結された国際条

約であり、世界全体が脱炭素に取り組んでいく流れは継続する可能性が高い。他方で、欧米

各国を中心に、世界各国では、気候変動対策と産業政策を連動させ、カーボンニュートラル

実現に向けた国内外のエネルギー転換を自国の産業競争力強化につなげるための政策を強化

している。ドラギレポートでも、脱炭素に向けた目標は維持しつつも、その野心的な目標が

産業界に短期的な追加コストをもたらし、欧州産業界にとって大きな負担となっている点を

踏まえ、脱炭素の野心に比較して産業政策が不足していたとするなど、産業政策の必要性を

強調している 。加えて、 や の進展による電力需要増加が見込まれる中、それに見合っ

た脱炭素電源を国際的に遜色ない価格で確保できるかが産業競争力に直結する状況である。

こうした状況を踏まえて、我が国においては、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の

同時実現に向けて、 年 月、「第 次エネルギー基本計画」と「 ビジョン」を一体的

に策定した。

第 次エネルギー基本計画では、足下の国際的なエネルギー情勢の変化も踏まえて、エネル

ギー安定供給の確保に重点を置いた政策を再構築した。化石エネルギーへの過度な依存から

脱却し、エネルギー危機にも耐え得るエネルギー需給構造への転換を進めていくため、徹底

した省エネルギー、製造業の燃料転換などを進めるとともに、再生可能エネルギー、原子力

などエネルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源を最大限活用する。特に、 や

の進展による電力需要増加が見込まれる中、再生可能エネルギーと原子力を共に最大限活用

していく。

ビジョン は、国内外の経済社会情勢の変化により将来見通しに対する不確実性が高

まる中、できる限り事業環境の予見性を高め、我が国の成長に不可欠な付加価値の高い新た

な産業の創出や産業競争力を支える基幹産業のサプライチェーンの高度化につながる国内投

資を後押しすべく、 に係る長期的な政策の方向性を示している。 年 月にはビジョンを

踏まえた具体策の一つとして、脱炭素成長型の経済構造への円滑な移行を推進するため、成

長志向型カーボンプライシング構想を具体化するためのカーボンプライシングと、 を推進

経済産業省［ ］『総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第 回会合） 資料 事務局提出資料（電

力システム改革とエネルギーに関する最近の国際動向）』

経済産業省［ ］『 ビジョン 脱炭素成長型経済構造移行推進戦略 改訂』
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する柱の一つとなるサーキュラーエコノミーの実現に向けた制度の基盤を整備する法案が閣

議決定され、第 回国会に提出された。

こうした中、製造業は、我が国 の約 割を占める基幹産業だが、国内部門別 排出量の

％を占めており、そのうち 割以上は、 ビジョンも指摘するように排出削減が困難な

産業（ 産業、以下 産業）である等、特に脱炭素と産業競争力強化を同時達

成すべき分野である 。例えば、 年 月には、「 推進のためのグリーン鉄研究会とりまと

め」において、鉄鋼業における の必要性や 価値の見える化の必要性、国際的議論との整

合性確保の必要性等を整理したところである（図 ）。このように、国においても 産業

を始めとする我が国製造業の 推進に向けた検討・政策展開を進めているところであり、ま

た、後述のコラムのように、我が国製造事業者も に向けた取組を進めつつある。

引き続き、 ビジョンや第 次エネルギー基本計画の方針も踏まえ、エネルギー安定供

給、経済成長、脱炭素の同時実現を目指しながら、製造業の競争力強化に努めていく必要が

ある。

また、米国と中国が直近 年間で貿易管理措置を講じ合い（図 ）、第 次トランプ

政権下でも関税措置等が検討、展開される等、グローバルサプライチェーンにおける地政学

リスクは高い状況にある。加えて、生成 の急速な産業化や新興企業の台頭を始め、破壊

的技術革新や市場競争が多様な分野で進んでいる。現下の地政学的な変化、破壊的な技術革

新の中で、各国は国力増大のため、「経済安全保障」の切り口で施策を展開している。技術

力をてこに、資源制約を乗り越え、経常収支バランスを確保してきた我が国において、経済

経済産業省［ ］『第 回 産業構造審議会 製造産業分科会 資料 製造業を巡る現状の課題と今後の政策

の方向性』

図 ： 推進のためのグリーン鉄研究会とりまとめ（ 年 月）概要（図表）

資料：経済産業省「 推進のためのグリーン鉄研究会 とりまとめ（概要）」（ 年 月）

我我がが国国製製造造業業のの競競争争力力強強化化にに向向けけてて考考慮慮すすべべきき要要素素

世界各国が多様な産業政策を展開し、事業環境の見通しに対する不確実性が高まる中、我

が国製造業の競争力強化、製造事業者の稼ぐ力向上に当たり、脱炭素、経済安全保障等を複

合的に考慮し、経済社会情勢の変化へ柔軟に対応しながらも中長期的に成長投資を進める重

要性が高まっている。本白書の後段では、これらの視点も踏まえながら、 に関する製造事

業者・政府の取組状況や、経済安全保障に関する製造事業者の取組状況、課題等を整理して

いく。

オバマ政権、第 次トランプ政権、バイデン政権、第 次トランプ政権と米国のパリ協定へ

の加盟と脱退が繰り返されているが、パリ協定は 超の国と地域により締結された国際条

約であり、世界全体が脱炭素に取り組んでいく流れは継続する可能性が高い。他方で、欧米

各国を中心に、世界各国では、気候変動対策と産業政策を連動させ、カーボンニュートラル

実現に向けた国内外のエネルギー転換を自国の産業競争力強化につなげるための政策を強化

している。ドラギレポートでも、脱炭素に向けた目標は維持しつつも、その野心的な目標が

産業界に短期的な追加コストをもたらし、欧州産業界にとって大きな負担となっている点を

踏まえ、脱炭素の野心に比較して産業政策が不足していたとするなど、産業政策の必要性を

強調している 。加えて、 や の進展による電力需要増加が見込まれる中、それに見合っ

た脱炭素電源を国際的に遜色ない価格で確保できるかが産業競争力に直結する状況である。

こうした状況を踏まえて、我が国においては、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の

同時実現に向けて、 年 月、「第 次エネルギー基本計画」と「 ビジョン」を一体的

に策定した。

第 次エネルギー基本計画では、足下の国際的なエネルギー情勢の変化も踏まえて、エネル

ギー安定供給の確保に重点を置いた政策を再構築した。化石エネルギーへの過度な依存から

脱却し、エネルギー危機にも耐え得るエネルギー需給構造への転換を進めていくため、徹底

した省エネルギー、製造業の燃料転換などを進めるとともに、再生可能エネルギー、原子力

などエネルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源を最大限活用する。特に、 や

の進展による電力需要増加が見込まれる中、再生可能エネルギーと原子力を共に最大限活用

していく。

ビジョン は、国内外の経済社会情勢の変化により将来見通しに対する不確実性が高

まる中、できる限り事業環境の予見性を高め、我が国の成長に不可欠な付加価値の高い新た

な産業の創出や産業競争力を支える基幹産業のサプライチェーンの高度化につながる国内投

資を後押しすべく、 に係る長期的な政策の方向性を示している。 年 月にはビジョンを

踏まえた具体策の一つとして、脱炭素成長型の経済構造への円滑な移行を推進するため、成

長志向型カーボンプライシング構想を具体化するためのカーボンプライシングと、 を推進

経済産業省［ ］『総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第 回会合） 資料 事務局提出資料（電

力システム改革とエネルギーに関する最近の国際動向）』

経済産業省［ ］『 ビジョン 脱炭素成長型経済構造移行推進戦略 改訂』
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力の低下が問われる今こそ、経済安全保障の取組が官民双方で重要となっている。中でも製

造業は、グローバルサプライチェーンを構築し、国内外の市場で原材料・部品・製品が流通

するその特性から、経済安全保障的視点が一層重要な分野である。経済産業省としても、経

済安全保障に係るアクションプランや民間ベストプラクティス集の整理、重要鉱物のサプラ

イチェーン強靱化に向けた政策等を産業界と連携しながら展開している。

経済安全保障政策は、経済的手段を通じた様々な脅威・リスクを把握し、我が国の自律性

の向上、技術等に関する我が国の優位性、不可欠性の確保に必要な措置を講じることであ

り、産業競争力の維持・強化に資するものである 。政策の実施に当たっては、脅威・リス

クを特定し、シナリオ分析、サプライチェーン分析、技術分析を実施して産業・技術基盤の

優位性・不可欠性、脆弱性、自律性を詳細に調べていく。経済安全保障の観点から重視すべ

き技術・物資の分析では、「破壊的技術革新が進む領域」「技術優位性を持つ領域」「対外依

存の領域」の 領域に技術・物資を分類し、各領域における取組の方向性を「技術優位性の

創出」「機微技術の流出・拡散防止」「過剰依存構造の防止・是正」と見いだしていく（図

）。

こうした経済安全保障上の分析・政策展開プロセスは、企業の持続的な成長に向けた経営

環境の分析、戦略立案、施策の展開においても有用な枠組みと考えられる。前述した 領域

は、民間企業における「研究開発に対する投資により新たな技術を獲得し、それを事業化に

結び付けることで収益を上げる。一定の収益を上げた後で、当該技術がいつかは陳腐化して

いく」という技術ライフサイクルプロセスと符合する形で理解することもできる。経済安全

保障への対応は、広範な技術ライフサイクルプロセスを対象とする性質上、中長期的な視点

を持って取り組むことが重要である。

経済産業省［ ］『経済安全保障に関する産業・技術基盤強化アクションプラン改訂版』

図 ：我が国における重要な技術・物資を特定する上での整理・イメージ図

資料：経済産業省「経済安全保障に関する産業・技術基盤強化アクションプラン改訂版」（ 年 月）
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脱脱炭炭素素成成長長型型経経済済構構造造へへのの円円滑滑なな移移行行のの推推進進にに関関すするる法法律律及及びび資資源源のの有有効効なな利利用用のの

促促進進にに関関すするる法法律律のの一一部部をを改改正正すするる法法律律案案

成成長長志志向向型型カカーーボボンンププラライイシシンンググ構構想想のの具具体体化化

我が国では「成長志向型カーボンプライシング構想」の下、官民合わせて 年間で 兆円規

模の国内投資を生み出すことで、脱炭素と経済成長の同時実現（ ）を目指している。第 回

国会に提出した「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律及び資源の有効な利

用の促進に関する法律の一部を改正する法律案」は、 実現に向けた重要なツールである、排出

量取引制度と化石燃料賦課金というカーボンプライシングの詳細設計等を行うためのものだ。

排排出出量量取取引引制制度度・・化化石石燃燃料料賦賦課課金金ににつついいてて（（図図 ））

排出量取引制度については、 リーグ において現在試行的に行われている制度を 年度か

ら本格稼働するべく、必要な法整備を行う。具体的には、直接排出量が 万トン以上の法人を対

象とし、政府指針に基づいて算出した排出枠を無償で割り当て、実際の排出量が割り当てられた

排出枠の量を下回った場合にはその余剰を売却でき、排出量が割当量を上回った場合には、その

不足分を調達しなければならないなど、制度の骨格を規定する。これにより、炭素価格が形成・

公示され、投資判断の際の指標として機能することで、 投資の収益性について中長期の時間軸

で予見性が確保され、幅広い事業者の 投資が促進される。

あわせて、 年度からは化石燃料賦課金を導入する。社会全体で化石燃料の使用に伴うコス

トを負担することで、広く への動機付けを可能とするものであり、今回の法改正案では制度導

入に当たり必要な技術的事項を規定している。

以上の措置により、カーボンプライシングに関する制度を段階的に導入することで、炭素価格

が中長期の時間軸で徐々に上昇していくことへの見通しを示し、いち早く 投資を行った事業者

が高く評価される事業環境を整備していく。

カーボンニュートラルへの移行に向けた挑戦を果敢に行い、国際ビジネスで勝てる企業群が、 をけん引する

枠組み。

図 ：排出量取引制度と化石燃料賦課金の概要

資料：経済産業省作成

力の低下が問われる今こそ、経済安全保障の取組が官民双方で重要となっている。中でも製

造業は、グローバルサプライチェーンを構築し、国内外の市場で原材料・部品・製品が流通

するその特性から、経済安全保障的視点が一層重要な分野である。経済産業省としても、経

済安全保障に係るアクションプランや民間ベストプラクティス集の整理、重要鉱物のサプラ

イチェーン強靱化に向けた政策等を産業界と連携しながら展開している。

経済安全保障政策は、経済的手段を通じた様々な脅威・リスクを把握し、我が国の自律性

の向上、技術等に関する我が国の優位性、不可欠性の確保に必要な措置を講じることであ

り、産業競争力の維持・強化に資するものである 。政策の実施に当たっては、脅威・リス

クを特定し、シナリオ分析、サプライチェーン分析、技術分析を実施して産業・技術基盤の

優位性・不可欠性、脆弱性、自律性を詳細に調べていく。経済安全保障の観点から重視すべ

き技術・物資の分析では、「破壊的技術革新が進む領域」「技術優位性を持つ領域」「対外依

存の領域」の 領域に技術・物資を分類し、各領域における取組の方向性を「技術優位性の

創出」「機微技術の流出・拡散防止」「過剰依存構造の防止・是正」と見いだしていく（図

）。

こうした経済安全保障上の分析・政策展開プロセスは、企業の持続的な成長に向けた経営

環境の分析、戦略立案、施策の展開においても有用な枠組みと考えられる。前述した 領域

は、民間企業における「研究開発に対する投資により新たな技術を獲得し、それを事業化に

結び付けることで収益を上げる。一定の収益を上げた後で、当該技術がいつかは陳腐化して

いく」という技術ライフサイクルプロセスと符合する形で理解することもできる。経済安全

保障への対応は、広範な技術ライフサイクルプロセスを対象とする性質上、中長期的な視点

を持って取り組むことが重要である。

経済産業省［ ］『経済安全保障に関する産業・技術基盤強化アクションプラン改訂版』

図 ：我が国における重要な技術・物資を特定する上での整理・イメージ図

資料：経済産業省「経済安全保障に関する産業・技術基盤強化アクションプラン改訂版」（ 年 月）
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ササーーキキュュララーーエエココノノミミーー（（循循環環経経済済））へへのの移移行行のの必必要要性性

サーキュラーエコノミーの実現は、資源の再利用による製造過程での 排出削減や廃棄物削

減を通じて、 の推進にも大きく貢献する。また近年では、欧州での市場創造型規制の強化等、

世界でもサーキュラーエコノミーへの移行が進む中、資源価格高騰下でバージン材の輸入に依存

し続ければ、国富流出が加速するおそれがある。そこで、日本の高度な資源循環技術を活かして

国内に強固なサプライチェーンを確立し、循環資源強国を目指していく必要がある。

「「資資源源のの有有効効なな利利用用のの促促進進にに関関すするる法法律律」」のの改改正正案案ににつついいてて（（図図 ））

そこで、上記法案では資源の有効な利用の促進に関する法律（平成 年法律第 号）も一部改

正し、国内における再生材利用拡大や環境配慮設計の可視化・価値化等を促進するため、以下の

制度整備を行い、製品のライフサイクル全体を通じた資源循環を促進する案を示している。

① 再生材の利用義務を課す製品を指定し、生産量が一定規模以上の製造事業者等に対し、当

該製品における再生材の利用に関する計画の提出及び定期報告を義務付け。

② 再生材の安定確保や製品の環境負荷低減を促進するため、解体・分別が容易な設計等、製

品のライフサイクルの観点から特に優れた設計を認定する制度を創設。

③ 事業者による回収・再資源化が義務付けられている製品の回収率を高めるため、高い回収

目標等を掲げて認定を受けた事業者に対し、廃棄物処理法の特例措置を講じる。

④ シェアリング等による製品の効率的な利用を促す、いわゆるサーキュラーエコノミーコマ

ースを促進していくため、資源の有効利用等の観点から、サーキュラーエコノミーコマー

スを行う事業者が従うべき基準を設定。

図 ：資源の有効な利用の促進に関する法律の一部改正案での措置事項

資料：経済産業省作成
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環環境境適適合合ををキキーーととししてて、、企企業業価価値値のの向向上上とと社社会会

課課題題解解決決へへのの貢貢献献をを両両立立しし、、次次のの 年年ををつつくくるる

（（株株））大大阪阪送送風風機機製製作作所所

所在地 ：大阪府

従業員数 ： 人

資本金 ： 万円

業種 ：はん用機械器具製造業

及及びびササププラライイチチェェーーンン排排出出量量のの算算定定にによよりり、、ももののづづくくりりにに環環境境適適合合とといいうう付付加加価価値値をを創創出出

年に創業 年を迎えた（株）大阪送風機製作所は、世界で数社だけが製造技術を有する

ブロワ （図 ）を主力製品とする送風機メーカーである。顧客は上場企業など大企業が多

く、中長期的に事業上の 排出量の見える化と削減を求められる可能性が高いことから、

年に ブロワの 及び同社のサプライチェーン排出量の算定（以下、 等）を先行して自主

的に実施した。 等の結果は、顧客への情報提供に加え、次世代製品の設計・開発において

排出量及び生涯コストを削減する際にも活用され、環境適合という付加価値を創出している。

意意欲欲ああるる環環境境チチーームムにに外外部部有有識識者者をを巻巻きき込込みみ、、ババッッククキキャャスストトでで戦戦略略をを策策定定・・実実行行

同社は、 等の実施に当たり、意欲が高い社員を選出した「環境チーム」を組織している

（図 ）。メンバーは本務との掛け持ちのため、当初は業務調整、スケジュール管理等に苦慮した

ものの、経営層のバックアップ及び外部有識者の助言を受け、 ブロワ 製品の分析を か月で

完遂した。今後は他製品も対象に活動を展開する見通しである。 等の推進に当たり、本質的

な顧客価値創出を念頭に置きつつ、自社の収益拡大にもつながるようにバックキャストで戦略を

策定し、実行につなげている。例えば、 年に導入を予定している の仕様検討では、本取

組を通じて社内に蓄積されたデータ収集・分析方法等のノウハウを反映した投資戦略を描いて進

めている。

環環境境適適合合をを中中心心にに据据ええたた新新たたななビビジジネネススモモデデルルをを展展開開しし、、次次のの 年年ををつつくくるる

創業 年の節目を迎え、同社は、次の 年づくりに向けた中長期戦略を検討するに当たり、

送風機を長らく導入している顧客と対話する中で、ニーズを捉えたものづくりの大切さを再認識

した。特に船舶領域では、国際海事機関（ ）を中心として環境規制が強化されているとこ

ろ、同社が環境適合のファーストランナーとして認知されることで、国内外の新規顧客を獲得で

きると考えている。さらに、製品を販売し、その後保守メンテンスなどのサービスを提供する従

来のストック型ビジネスを更に長期契約などにシフトするとともに、サブスクリプション型サー

ビスの提供といった新たなビジネスモデルも今後検討していく等、顧客視点に立ちながら環境適

合を中心とした新たな付加価値を創出していく構えだ。

ブロワ： ：排ガス再循環 システムを搭載したブロワ。排ガスを再循環さ

せることで燃焼ガス温度の上昇を抑制し、 窒素酸化物 を大幅に削減することが可能。

：製造実行システム 。生産ラインの各製造工程と連携し、在庫状況や

進捗のリアルタイム把握、生産計画に基づいた作業スケジュールの設計、品質管理や資源の最適化等を支援。

図 ：主力製品の ブロワ（ モデル） 図 ：「環境チーム」メンバー

資料：（株）大阪送風機製作所提供（図 ・図 ）

ササーーキキュュララーーエエココノノミミーー（（循循環環経経済済））へへのの移移行行のの必必要要性性

サーキュラーエコノミーの実現は、資源の再利用による製造過程での 排出削減や廃棄物削

減を通じて、 の推進にも大きく貢献する。また近年では、欧州での市場創造型規制の強化等、

世界でもサーキュラーエコノミーへの移行が進む中、資源価格高騰下でバージン材の輸入に依存

し続ければ、国富流出が加速するおそれがある。そこで、日本の高度な資源循環技術を活かして

国内に強固なサプライチェーンを確立し、循環資源強国を目指していく必要がある。

「「資資源源のの有有効効なな利利用用のの促促進進にに関関すするる法法律律」」のの改改正正案案ににつついいてて（（図図 ））

そこで、上記法案では資源の有効な利用の促進に関する法律（平成 年法律第 号）も一部改

正し、国内における再生材利用拡大や環境配慮設計の可視化・価値化等を促進するため、以下の

制度整備を行い、製品のライフサイクル全体を通じた資源循環を促進する案を示している。

① 再生材の利用義務を課す製品を指定し、生産量が一定規模以上の製造事業者等に対し、当

該製品における再生材の利用に関する計画の提出及び定期報告を義務付け。

② 再生材の安定確保や製品の環境負荷低減を促進するため、解体・分別が容易な設計等、製

品のライフサイクルの観点から特に優れた設計を認定する制度を創設。

③ 事業者による回収・再資源化が義務付けられている製品の回収率を高めるため、高い回収

目標等を掲げて認定を受けた事業者に対し、廃棄物処理法の特例措置を講じる。

④ シェアリング等による製品の効率的な利用を促す、いわゆるサーキュラーエコノミーコマ

ースを促進していくため、資源の有効利用等の観点から、サーキュラーエコノミーコマー

スを行う事業者が従うべき基準を設定。

図 ：資源の有効な利用の促進に関する法律の一部改正案での措置事項

資料：経済産業省作成
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特特定定のの国国にに依依存存ししなないい重重要要鉱鉱物物ののササププラライイチチェェーーンン構構築築にに向向けけたた政政策策展展開開

重重要要鉱鉱物物をを取取りり巻巻くく我我がが国国産産業業のの現現状状

近年、半導体をはじめとしたエレクトロニクス産業や蓄電池を含む自動車産業において、製品

の高機能化等を実現する上で重要な部品等の生産に不可欠な鉱物資源（重要鉱物）の需要が拡大

している。特にレアメタルは、市場規模が限定的であり、産出地や製錬工程の拠点が特定の国に

偏っていることから、安定供給の確保が喫緊の課題となっている。

さらに、重要鉱物を用いる部素材や加工品の中にも、その供給を特定の国からの輸入に頼るも

のがある（図）。供給が途絶した場合には、工場の稼働停止や最終製品・サービスの提供停止等

の可能性があることから、サプライチェーン全体で十分な重要鉱物の在庫量を確保しつつ、供給

先を多角化していくことで、特定の国に依存しないサプライチェーンを構築する必要がある。し

かし、我が国の企業はこれまで安価品を優先して調達したり、企業間対話が必ずしも十分でなか

ったりしたこともあり、サプライチェーン全体で供給先を多角化する取組は限定的である。

重重要要鉱鉱物物のの安安定定供供給給にに向向けけたた製製造造産産業業政政策策のの強強化化

上記課題の対応には、産業界と国がより強固に連携し、特定の国への依存の逓減や有志国との

連携、個別産業の技術開発支援等の政策を一体的に進めることが重要である。経済産業省では、

上流の鉱物資源政策と下流の産業政策を一体的に俯瞰したサプライチェーン強靱化政策を講ずべ

く、 年 月に製造産業局でサプライチェーン強靱化政策室を設置するとともに、資源エネル

ギー庁資源・燃料部鉱物資源課を製造産業局鉱物課に再編した。

その上で、上流の鉱物資源開発については、これまでの供給源の多角化に向けた取組をより加

速し、①資源外交を通じた同志国や資源国との関係強化、②出資金や経済安全保障助成金による

日本企業の権益確保、鉱山開発・製錬事業の支援、③資源量調査や技術開発等を通じた国産海洋

資源の開発等の政策を実施し、重要鉱物の安定供給確保に努めている。加えて、サプライチェー

ンの下流企業を含めた多数の企業との対話を集中的に実施している。企業との対話では、リスク

情報の提供や供給先の多角化について助言を行い、必要に応じて企業間の対話の円滑化や、サプ

ライチェーン全体での供給先の多角化の取組を促している。

経済産業省は引き続き、重要鉱物のサプライチェーン強靱化に向けた政策を産業界と連携しな

がら着実に展開していく。

図：重要鉱物のサプライチェーン例

資料： 、 、 のデータベース等を基に経済産業省作成。 年データ。レアアース製錬工程のみ

年データ。
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第第 節節 製製造造業業のの競競争争力力強強化化にに向向けけたた

第 節では、製造業の競争力強化において考慮すべき要素について述べた。本節では、製

造業の競争力強化に向けて、製造事業者の稼ぐ力向上や 推進等に資する重要な取組である

について、製造事業者と政府の取組状況等を述べる。

稼稼ぐぐ力力のの向向上上にに資資すするる

（（ ）） のの位位置置付付けけとと民民間間事事業業者者ににおおけけるる取取組組のの現現状状

事業者の稼ぐ力向上に当たり、 が重要な取組と位置付けられるようになって久しい。

の具体的な取組項目における取組割合と成果割合の関係に関する調査によると「 アナ

ログ・物理データのデジタル化」、「 組織横断／全体の業務・製造プロセスのデジタル化」

及び「 業務の効率化による生産性の向上」には ％超の企業が取り組み、 ％超が成果を

創出している。他方で、製品・サービスの創出や高付加価値化、ビジネスモデル、企業文化

及び組織マインドの変革には ％前後の企業が取り組んでいるものの、成果割合は ％前後

にとどまり、成果になかなか結び付いていないことがうかがえる（図 ）。

ビジネス環境が目まぐるしいスピードで変化する中でも稼ぐ力を向上し続けるためには、

データや業務のデジタル化・効率化にとどまらず、製品・サービスの創出や高付加価値化、

ビジネスモデルの変革等、より高度かつ広範な領域で成果を創出していくことが有効であ

る。そのためには、実務や改善に直接関わる現場の力に加えて、経営層のコミットメント・

バックアップも重要と考えられる。以下では、経営層からのトップダウンと現場からのボト

ムアップを両輪として に取り組むことで、製品、サービス、ビジネスモデル、組織体制等

を変革して稼ぐ力を向上させている好事例を紹介する。

図 ： の具体的な取組項目における取組割合と成果割合の関係

備考：このグラフは製造事業者以外も母集団に含んでいる。

資料：（独）情報処理推進機構「 動向 」（ 年 月）

特特定定のの国国にに依依存存ししなないい重重要要鉱鉱物物ののササププラライイチチェェーーンン構構築築にに向向けけたた政政策策展展開開

重重要要鉱鉱物物をを取取りり巻巻くく我我がが国国産産業業のの現現状状

近年、半導体をはじめとしたエレクトロニクス産業や蓄電池を含む自動車産業において、製品

の高機能化等を実現する上で重要な部品等の生産に不可欠な鉱物資源（重要鉱物）の需要が拡大

している。特にレアメタルは、市場規模が限定的であり、産出地や製錬工程の拠点が特定の国に

偏っていることから、安定供給の確保が喫緊の課題となっている。

さらに、重要鉱物を用いる部素材や加工品の中にも、その供給を特定の国からの輸入に頼るも

のがある（図）。供給が途絶した場合には、工場の稼働停止や最終製品・サービスの提供停止等

の可能性があることから、サプライチェーン全体で十分な重要鉱物の在庫量を確保しつつ、供給

先を多角化していくことで、特定の国に依存しないサプライチェーンを構築する必要がある。し

かし、我が国の企業はこれまで安価品を優先して調達したり、企業間対話が必ずしも十分でなか

ったりしたこともあり、サプライチェーン全体で供給先を多角化する取組は限定的である。

重重要要鉱鉱物物のの安安定定供供給給にに向向けけたた製製造造産産業業政政策策のの強強化化

上記課題の対応には、産業界と国がより強固に連携し、特定の国への依存の逓減や有志国との

連携、個別産業の技術開発支援等の政策を一体的に進めることが重要である。経済産業省では、

上流の鉱物資源政策と下流の産業政策を一体的に俯瞰したサプライチェーン強靱化政策を講ずべ

く、 年 月に製造産業局でサプライチェーン強靱化政策室を設置するとともに、資源エネル

ギー庁資源・燃料部鉱物資源課を製造産業局鉱物課に再編した。

その上で、上流の鉱物資源開発については、これまでの供給源の多角化に向けた取組をより加

速し、①資源外交を通じた同志国や資源国との関係強化、②出資金や経済安全保障助成金による

日本企業の権益確保、鉱山開発・製錬事業の支援、③資源量調査や技術開発等を通じた国産海洋

資源の開発等の政策を実施し、重要鉱物の安定供給確保に努めている。加えて、サプライチェー

ンの下流企業を含めた多数の企業との対話を集中的に実施している。企業との対話では、リスク

情報の提供や供給先の多角化について助言を行い、必要に応じて企業間の対話の円滑化や、サプ

ライチェーン全体での供給先の多角化の取組を促している。

経済産業省は引き続き、重要鉱物のサプライチェーン強靱化に向けた政策を産業界と連携しな

がら着実に展開していく。

図：重要鉱物のサプライチェーン例

資料： 、 、 のデータベース等を基に経済産業省作成。 年データ。レアアース製錬工程のみ

年データ。
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「「ももののづづくくりりササーービビスス業業」」へへのの転転換換にによよるる

設設備備総総合合効効率率・・顧顧客客価価値値最最大大化化へへのの取取組組

（（株株））

所在地 ：東京都

従業員数 ： 人

資本金 ： 億 万円

業種：生産用機械器具製造業

設設備備総総合合効効率率（（ ））最最大大化化ププララッットトフフォォーームム「「 」」をを通通じじたた顧顧客客価価値値のの創創出出

（株）は、機械の直線運動部の“ころがり化”を実現する技術を 年に「 ガイド

（ ）」として世界で初めて製品化し、トップシェアを有する連結売上収益

億円超の機械要素部品メーカーである。

年には、我が国製造業が直面している「深刻な人手不足」「設備の老朽化」等の課題解決

に資する 最大化プラットフォーム「 」の提供を開始し、ものづくりに加えサービス

も担う「ものづくりサービス業」への転換をビジョンに掲げ、顧客価値の創出を追求している。

経経営営層層かかららののトトッッププダダウウンンとと現現場場かかららののボボトトムムアアッッププをを両両輪輪ととすするる 戦戦略略のの策策定定／／実実行行

同社は組織体制及び人財強化に向けた経営層によるトップダウンのアプローチと、自社工場で

の試験導入等ボトムアップのアプローチの両輪により、 戦略の策定から実行を実現している。

組織体制においては、経営層の強いリーダーシップのもとで「 イノベーション本部（現

ソリューション営業本部）」を新設し、 戦略の実現に向けた進捗・成果報告を部署横断で管理

し、推進している。また、 の知見を持つ外部人財を積極的に採用することで、デジタル技術と

ものづくり技術を兼ね備えた多様性のある組織体制を構築し、社内外の を進めている。

加えて、「 」の開発では、部品予兆検知等のソリューションを自社工場で試験導入、

フィードバックを踏まえ機能改善することで、現場で効果を発揮するサービスに昇華させた。

戦戦略略のの実実行行にによよりりビビジジネネススモモデデルルをを変変革革しし、、自自社社のの成成長長とと顧顧客客価価値値最最大大化化をを実実現現

「 」を提供・活用することによって、部品使用や劣化等の情報・データを取得し、ユ

ーザーニーズに応じて故障のタイミングを示唆するなど、従来顧客であるマシンビルダーのみな

らず、マシンユーザーにも資する新たな顧客価値を創出し、顧客層を拡大し始めている（図）。

今後の展望としては、スタートアップ企業との協業等により 以外のデータも提供可能な

（ ）統合プラットフォームの構築を検討している。さらには、製造業による

コンソーシアムを立ち上げ、その中でのベストプラクティスから を最大化する取組等、 を

てこにした国内製造業全体の底上げへの社会貢献・顧客価値最大化も目指している。

図： の活用による （株）産業機器事業のビジネスモデル変革イメージ

資料： （株）
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（ ）稼ぐ力の向上に向けた官民の 推進動向

アナログ・物理データ及び業務・製造プロセスのデジタル化により稼ぐ力を向上していく

には、個社単位だけでなく、サプライチェーン上の企業間でも協力・連携をすることで、産

業単位での事業効率を向上し、製品・サービスの付加価値を高めていく取組が求められる。

例えば、素形材産業と自動車産業の事業者が連携する「自動車金型づくり効率化推進会議」

では、 モデル活用時の制作図面等のルールを企業間で標準化することで、各企業の業務効

率化だけでなく、サプライチェーン全体での金型製造のスピードアップや設計・加工技術の

精密性向上を進め、産業横断での競争力強化を目指している（図 ）。

図 ：自動車金型の共通基盤化

資料：経済産業省「第 回 素形材産業ビジョン策定委員会 資料 事務局提出資料」（ 年 月）

「「ももののづづくくりりササーービビスス業業」」へへのの転転換換にによよるる

設設備備総総合合効効率率・・顧顧客客価価値値最最大大化化へへのの取取組組

（（株株））

所在地 ：東京都

従業員数 ： 人

資本金 ： 億 万円

業種：生産用機械器具製造業

設設備備総総合合効効率率（（ ））最最大大化化ププララッットトフフォォーームム「「 」」をを通通じじたた顧顧客客価価値値のの創創出出

（株）は、機械の直線運動部の“ころがり化”を実現する技術を 年に「 ガイド

（ ）」として世界で初めて製品化し、トップシェアを有する連結売上収益

億円超の機械要素部品メーカーである。

年には、我が国製造業が直面している「深刻な人手不足」「設備の老朽化」等の課題解決

に資する 最大化プラットフォーム「 」の提供を開始し、ものづくりに加えサービス

も担う「ものづくりサービス業」への転換をビジョンに掲げ、顧客価値の創出を追求している。

経経営営層層かかららののトトッッププダダウウンンとと現現場場かかららののボボトトムムアアッッププをを両両輪輪ととすするる 戦戦略略のの策策定定／／実実行行

同社は組織体制及び人財強化に向けた経営層によるトップダウンのアプローチと、自社工場で

の試験導入等ボトムアップのアプローチの両輪により、 戦略の策定から実行を実現している。

組織体制においては、経営層の強いリーダーシップのもとで「 イノベーション本部（現

ソリューション営業本部）」を新設し、 戦略の実現に向けた進捗・成果報告を部署横断で管理

し、推進している。また、 の知見を持つ外部人財を積極的に採用することで、デジタル技術と

ものづくり技術を兼ね備えた多様性のある組織体制を構築し、社内外の を進めている。

加えて、「 」の開発では、部品予兆検知等のソリューションを自社工場で試験導入、

フィードバックを踏まえ機能改善することで、現場で効果を発揮するサービスに昇華させた。

戦戦略略のの実実行行にによよりりビビジジネネススモモデデルルをを変変革革しし、、自自社社のの成成長長とと顧顧客客価価値値最最大大化化をを実実現現

「 」を提供・活用することによって、部品使用や劣化等の情報・データを取得し、ユ

ーザーニーズに応じて故障のタイミングを示唆するなど、従来顧客であるマシンビルダーのみな

らず、マシンユーザーにも資する新たな顧客価値を創出し、顧客層を拡大し始めている（図）。

今後の展望としては、スタートアップ企業との協業等により 以外のデータも提供可能な

（ ）統合プラットフォームの構築を検討している。さらには、製造業による
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図： の活用による （株）産業機器事業のビジネスモデル変革イメージ

資料： （株）
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稼ぐ力の向上には、労働人口減少への対応も重要な課題であり、ロボットや の開発・活

用も有望なソリューションとして考えられる。しかし、ものづくりの現場では多品種少量生

産を始め、顧客の高度かつ多様化したニーズに対して迅速に対応する必要性にも迫られてい

るところ、既存のロボットはハード・ソフトが一体化しており開発の柔軟性が低く、周囲の

環境等に合わせて自律的に判断・動作を行うことが困難である（図 ）。

また、 の活用を促進するためには技術開発だけでなく、 を用いたサービスの提供者と

利用者間の契約において、提供データの利用範囲等に関する利益及びリスクを適切に分配す

ることが重要である。

これらの課題に対して、経済産業省では民間事業者と連携して ロボティクス分野の開発

支援策及び の利用・開発に関する契約チェックリストを公表し、民間事業者におけるロボ

ット・ の普及を後押ししている。

加えて、半導体・ 産業の成長需要を取り込むとともに、各産業の国際競争力の強化につ

なげていくための措置を講じるため、「情報処理の促進に関する法律及び特別会計に関する法

律の一部を改正する法律案」を第 回通常国会に提出している。

上述の取組に加え、サプライチェーン上の物流における労働力不足への対応も重要な課題

である。「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部

を改正する法律」（令和 年法律第 号）により「流通業務の総合化及び効率化の促進に関す

る法律」（平成 年法律第 号）を「物資の流通の効率化に関する法律」（平成 年法律第

号）へ改正し、物流事業者だけでなく年間取扱貨物が一定重量を超える荷主（製造事業者等）

に対しても、荷役・荷待時間の短縮や積載率向上等に取り組むことを求めると共にシステム

導入等によるデータ・デジタル技術を活用した物流効率化を推進していく。

以下では、これまでに述べた各施策の概略を紹介する。

図 ：少量多品種市場へのロボット開発・導入の課題

資料：経済産業省「第 回 半導体・デジタル産業戦略検討会議 資料 半導体・デジタル産業戦略の現状と今

後」（ 年 月）
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我が国のものづくり拠点としての機能の維持・強化に向けた

「素形材産業ビジョン」の取りまとめ

「素形材産業ビジョン」の概要

我が国は、伝統的に鋳造や鍛造等の素形材技術を活用し、高性能・高品質な製品を製造できる

強みを有しているが、国内の構造的な人手不足や製造業全体のグローバル展開が進む中、新興国

を始めとする各国との競争は激化し、新たな製造技術の導入も進展している。

こうした大きな変化の中で、高付加価値分野で技術力を活かし、グローバル展開により海外で

も稼ぐため、 、 、経済安全保障への対応を推進するという我が国製造業の成長戦略の大きな

方向性を踏まえ、本ビジョンでは、我が国素形材産業が自ら変革を遂げていくための具体的目標

とその実現に向けた取組の方向性を提示した（図）。

＜目的＞ 世界の製造業を取り巻く環境変化に対応しながら、デジタル技術や人材等の経営資源

を活用して、我が国素形材産業の稼ぐ力を強化する。

これにより、我が国のものづくり拠点としての機能を維持・強化する。

（目標 ） 年までに、我が国素形材産業の自動車需要を維持・拡大しつつ、航空宇宙等の

高付加価値分野※の需要先比率を 割から 割に

※航空宇宙、産業機械、建設機械、ロボット、半導体製造装置、医療機器、エネルギー等

（目標 ） 年までに、我が国素形材産業の海外展開（海外直接投資、直接輸出、生産委託

等）比率を 割から 割に

（目標 ）新技術との融合による素形材の新たな領域拡大のため、 年までに、金属積層造

形市場における我が国の世界シェアを数％から世界トップレベルの 割に

製造業サプライチェーンの を進める素形材産業の優良事例

我が国金型産業の更なるグローバル競争力強化に向けて、素形材産業と自動車産業が連携した

「自動車金型づくり効率化推進会議」において、 による 図面の 化や、自動車メーカーごと

に異なるプレス金型の製造に係る加工指示ルールの標準化等を推進している。自動車メーカー、

金型メーカー等がデータ連携することで、金型製造のスピードアップや精密な設計・加工技術の

向上等、より付加価値の高い金型製造を目指している。

図：「素形材産業ビジョン」の概要

資料：経済産業省「素形材産業ビジョン」（ 年 月）

稼ぐ力の向上には、労働人口減少への対応も重要な課題であり、ロボットや の開発・活

用も有望なソリューションとして考えられる。しかし、ものづくりの現場では多品種少量生
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上述の取組に加え、サプライチェーン上の物流における労働力不足への対応も重要な課題

である。「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部

を改正する法律」（令和 年法律第 号）により「流通業務の総合化及び効率化の促進に関す

る法律」（平成 年法律第 号）を「物資の流通の効率化に関する法律」（平成 年法律第

号）へ改正し、物流事業者だけでなく年間取扱貨物が一定重量を超える荷主（製造事業者等）

に対しても、荷役・荷待時間の短縮や積載率向上等に取り組むことを求めると共にシステム

導入等によるデータ・デジタル技術を活用した物流効率化を推進していく。

以下では、これまでに述べた各施策の概略を紹介する。

図 ：少量多品種市場へのロボット開発・導入の課題

資料：経済産業省「第 回 半導体・デジタル産業戦略検討会議 資料 半導体・デジタル産業戦略の現状と今

後」（ 年 月）
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ロボティクス施策

～国産 ロボットによる社会課題の解決と産業競争力の向上～

ロボットが必要な背景と課題

人口減少による構造的な人手不足に直面する我が国が、生産性や産業競争力を向上させ、今後

の国民生活の水準を維持・向上するには、あらゆる産業、特にこれまでロボットが導入されてい

ない少量多品種市場での導入を進めていくことが重要である（図 ）。そのためには、ロボットが

現場のニーズに応じた多様な動作を実現し、人と接する複雑な環境でも様々な動作を自律的に行

うことが求められる。しかし、既存のロボットは、多様なロボット開発をしづらく、ロボットが

自ら判断・動作することが困難といった課題も抱えている。これらの課題を解決するには、オー

プンな開発基盤の構築と、ロボットの自律性を高めるためのデータ収集と 開発が必要である。

開発制約への対応：ロボットのオープンな開発基盤の構築

少量多品種市場へのロボットの普及拡大のためには、多種多様な現場ニーズに対応可能なソフ

トウェアが、ロボットを制御するロボットシステムが必要となる。しかし、現在のロボットシス

テムは、ハード・ソフトが垂直統合した構造で、汎用性・拡張性が乏しいという課題がある。こ

のような状況を踏まえ、ロボットの未活用領域である少量多品種市場での国産ロボットの供給に

向け、既存のオープンな開発環境を活用しつつ、ハードとソフトのモジュール化による柔軟かつ

効率的なロボットシステムの開発を推進する。その上で課題となる、ソフトウェアの信頼性・安

定性を検証・選別する基盤を新たに構築する。これらにより、ソフトウェア開発を担うスタート

アップを始め、多様な開発主体によるロボットシステム開発への参入機会を拡大する（図 ）。

図 ：ロボットの導入市場

資料：経済産業省「第 回 半導体・デジタル産業戦略検討会議 資料 半導体・デジタル産業戦略の現状と今

後」（ 年 月）
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技術制約への対応：ロボティクス分野におけるデータプラットフォームの構築と 開発の促進

言語・画像等の分野と異なり、ロボティクス分野の生成 開発には、汎用的なモデル開発に必

要なデータが特定されていないという課題や、現実空間の認識や物理的な稼働に関するデータが

収集されていないことなどの課題が存在する。このような状況を踏まえ、試験用ロボットを用い

てデータを収集し、収集したデータを基に基盤モデルを開発し、更にその基盤モデルをロボット

に組み込み、実現場での実証を通じて新たなデータを収集することで、データプラットフォーム

の構築と 開発を促進することが必要である（図 ）。このプラットフォーム上で収集されたデー

タと、そのデータで開発された基盤モデルを広く公表することで、ロボティクス分野の モデル

の開発や、幅広い産業へのロボット導入を進めていく。

図 ：従来の開発環境と目指す姿

資料：経済産業省「第 回 半導体・デジタル産業戦略検討会議 資料 半導体・デジタル産業戦略の現状と今

後」（ 年 月）

図 ：ロボティクス分野におけるデータプラットフォーム

資料：経済産業省「第 回 半導体・デジタル産業戦略検討会議 資料 半導体・デジタル産業戦略の現状と今

後」（ 年 月）
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の国民生活の水準を維持・向上するには、あらゆる産業、特にこれまでロボットが導入されてい

ない少量多品種市場での導入を進めていくことが重要である（図 ）。そのためには、ロボットが

現場のニーズに応じた多様な動作を実現し、人と接する複雑な環境でも様々な動作を自律的に行

うことが求められる。しかし、既存のロボットは、多様なロボット開発をしづらく、ロボットが

自ら判断・動作することが困難といった課題も抱えている。これらの課題を解決するには、オー

プンな開発基盤の構築と、ロボットの自律性を高めるためのデータ収集と 開発が必要である。

開発制約への対応：ロボットのオープンな開発基盤の構築

少量多品種市場へのロボットの普及拡大のためには、多種多様な現場ニーズに対応可能なソフ

トウェアが、ロボットを制御するロボットシステムが必要となる。しかし、現在のロボットシス

テムは、ハード・ソフトが垂直統合した構造で、汎用性・拡張性が乏しいという課題がある。こ

のような状況を踏まえ、ロボットの未活用領域である少量多品種市場での国産ロボットの供給に

向け、既存のオープンな開発環境を活用しつつ、ハードとソフトのモジュール化による柔軟かつ

効率的なロボットシステムの開発を推進する。その上で課題となる、ソフトウェアの信頼性・安

定性を検証・選別する基盤を新たに構築する。これらにより、ソフトウェア開発を担うスタート

アップを始め、多様な開発主体によるロボットシステム開発への参入機会を拡大する（図 ）。

図 ：ロボットの導入市場

資料：経済産業省「第 回 半導体・デジタル産業戦略検討会議 資料 半導体・デジタル産業戦略の現状と今

後」（ 年 月）
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のの利利用用・・開開発発にに関関すするる契契約約チチェェッッククリリスストト

ササーービビススのの普普及及にに伴伴うう契契約約実実務務のの重重要要性性のの高高ままりり

関連技術は日々進化し、 年頃からは生成 技術を用いたサービスが急速に普及し始めて

いる。 サービスの利活用を検討する事業者が増加する中、利活用に伴う契約実務に関し、以下

のような懸念が挙げられている。

● の利活用に関する契約に伴う法的なリスクを十分に検討できていない可能性

●保護されるべきデータや情報が予期せぬ目的に利用され、また第三者に提供される等、想定

外の不利益を被る可能性

チチェェッッククリリスストトのの目目的的・・想想定定読読者者

年 月に経済産業省が公表した「 の利用・開発に関する契約チェックリスト」は、 利

活用の実務になじみのない事業者を含め、 利活用における当事者間の適切な利益及びリスクの

分配、ひいては の利活用を促すことを目的として、次に示す幅広い想定読者や製造業等での利

用場面を念頭に置いて作成された。

●ビジネス部門担当者等：契約上の論点を把握し社内法務部・弁護士と連携・相談

●社内法務部・顧問弁護士等： 利活用による競争力向上とリスク管理の両立を図る観点か

ら、契約上の留意点を網羅的に検討

内内容容・・構構成成

チェックリストは、 サービスの利用者がサービス提供者へ提供するデータの利用範囲や契約

上のベネフィットについて十分な検討を行うために必要な基礎的な知識や、提供データの不適切

な利用等を避けるため契約時に確認すべき具体的なポイントといった、 利活用の契約実務に有

用な情報を整理している。具体的には、 関連サービスにおける契約の一般的な要素として、イ

ンプット（学習用の生データ・プロンプト等）及びアウトプット（分析結果・コンテンツ等の

生成物、 システム等の成果物等）の関連条項や留意点が含まれる。

製造事業者を始め サービス利用者には必ず把握して欲しい内容であり、経済産業省 で全文

を確認いただきたい。

図： の利用・開発に関する契約チェックリストの対象となる条項

資料：経済産業省「 の利用・開発に関する契約チェックリスト」（ 年 月）
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半半導導体体・・ のの成成長長需需要要をを取取りり込込みみ、、各各産産業業のの国国際際競競争争力力強強化化をを図図るる法法案案

半半導導体体・・ 分分野野ににおおけけるる政政策策強強化化のの必必要要性性

生成 の利活用の急速な拡大に伴い、電子計算機に求められる計算量は大幅に増加しているこ

とから、今後情報処理の更なる促進を図るためには、先端的な半導体の確保、生成 の計算需要

を十分に満たせるだけのサーバーの導入や、生成 等のデジタル技術の利活用促進をけん引する

デジタル人材の育成等を併せて進める必要がある。また、半導体・ の成長需要を取り込み、各

産業の国際競争力の強化につなげていくため、半導体・ 分野の公的支援に係る民間事業者の予

見可能性を高め大規模な官民投資を誘発していく必要がある。

半半導導体体・・ にに係係るる法法案案のの提提出出

こうした背景を踏まえ、情報処理の高度化を推進するための環境の整備を図るべく、

（ ）指定高速情報処理用半導体の生産を安定的に行うために必要な取組の支援、

（ ）高度な情報処理の性能を有する設備（大規模なサーバーや冷却設備等）の導入の支援、

（ ）デジタル人材の育成、

（ ）（ ）～（ ）の措置に係る（独）情報処理推進機構の業務の追加、

（ ）半導体・ 施策に係る必要な財源を確保するための新たな公債の発行・償還等

に関する措置を「情報処理の促進に関する法律」（昭和 年法律第 号）において定め、（ ）に

係る経理を明確にするための新たな勘定の創設等の措置について「特別会計に関する法律」（平

成 年法律第 号）において定める法案「情報処理の促進に関する法律及び特別会計に関する法

律の一部を改正する法律案」を、第 回通常国会に提出した。

政府は引き続き、産業競争力強化等の観点から、半導体・ 分野での国内投資の継続的拡大に

向けて必要な措置を講じていく。

我が国において生産及び供給が安定的に行われていない、極めて大量の情報を極めて高速度で処理することを

可能とする半導体であって、情報処理の高度化のために特に必要なもの。

半導体の性能の向上等の措置等に充てるために必要な財源を確保するためのつなぎ国債。

図：情報処理の促進に関する法律及び特別会計に関する法律の一部を改正する法律案の概要

資料：経済産業省「情報処理の促進に関する法律及び特別会計に関する法律の一部を改正する法律案の概要」

（ 年 月）

のの利利用用・・開開発発にに関関すするる契契約約チチェェッッククリリスストト

ササーービビススのの普普及及にに伴伴うう契契約約実実務務のの重重要要性性のの高高ままりり

関連技術は日々進化し、 年頃からは生成 技術を用いたサービスが急速に普及し始めて

いる。 サービスの利活用を検討する事業者が増加する中、利活用に伴う契約実務に関し、以下

のような懸念が挙げられている。

● の利活用に関する契約に伴う法的なリスクを十分に検討できていない可能性

●保護されるべきデータや情報が予期せぬ目的に利用され、また第三者に提供される等、想定

外の不利益を被る可能性

チチェェッッククリリスストトのの目目的的・・想想定定読読者者

年 月に経済産業省が公表した「 の利用・開発に関する契約チェックリスト」は、 利

活用の実務になじみのない事業者を含め、 利活用における当事者間の適切な利益及びリスクの

分配、ひいては の利活用を促すことを目的として、次に示す幅広い想定読者や製造業等での利

用場面を念頭に置いて作成された。

●ビジネス部門担当者等：契約上の論点を把握し社内法務部・弁護士と連携・相談

●社内法務部・顧問弁護士等： 利活用による競争力向上とリスク管理の両立を図る観点か

ら、契約上の留意点を網羅的に検討

内内容容・・構構成成

チェックリストは、 サービスの利用者がサービス提供者へ提供するデータの利用範囲や契約

上のベネフィットについて十分な検討を行うために必要な基礎的な知識や、提供データの不適切

な利用等を避けるため契約時に確認すべき具体的なポイントといった、 利活用の契約実務に有

用な情報を整理している。具体的には、 関連サービスにおける契約の一般的な要素として、イ

ンプット（学習用の生データ・プロンプト等）及びアウトプット（分析結果・コンテンツ等の

生成物、 システム等の成果物等）の関連条項や留意点が含まれる。

製造事業者を始め サービス利用者には必ず把握して欲しい内容であり、経済産業省 で全文

を確認いただきたい。

図： の利用・開発に関する契約チェックリストの対象となる条項

資料：経済産業省「 の利用・開発に関する契約チェックリスト」（ 年 月）
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「「物物資資のの流流通通のの効効率率化化にに関関すするる法法律律（（新新物物効効法法））」」ににおおけけるる

製製造造事事業業者者等等のの荷荷主主事事業業者者にに対対すするる規規制制的的措措置置ににつついいてて

「「物物資資のの流流通通のの効効率率化化にに関関すするる法法律律（（新新物物効効法法））」」のの概概要要

「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」を改正して 年 月に施行された「物資

の流通の効率化に関する法律（新物効法）」は、物流の 年問題など物流業界における輸送能

力不足の課題に対応するため、製造事業者を含む荷主や物流事業者に対して規制的措置を設けた

法律である。

全全ててのの荷荷主主事事業業者者にに対対すするる規規制制的的措措置置

規制的措置を設けた目的は、荷主・物流事業者間の商慣行を見直し、荷待ち・荷役等時間の短

縮や積載効率の向上等を通じて、物流効率化を推進することである。荷主・物流事業者に対し、

物流効率化のために取り組むべき措置について努力義務を課し、当該措置について政府が具体的

に取り組むべき事項について判断基準を策定した上で、各社の取組状況について、当該判断基準

に基づき、指導・助言を行うこととしている。

特特定定荷荷主主にに対対すするる規規制制的的措措置置

また荷主のうち、年間取扱貨物の重量が一定規模以上となる荷主については、特定荷主として

指定し、中長期計画の作成や定期報告等を義務付けている。各社の取組状況について、判断基準

に基づいて不十分であると認められる場合には、勧告・公表を行うこととしている。加えて、特

定荷主には、物流全体の持続可能な提供の確保に向けた業務全般を統括管理する者として物流統

括管理者（ ）の選任を義務付けている。

各荷主事業者は 年度における自社の取扱貨物の重量を算定し、その重量の合計が基準重量

以上となる場合は、翌 年度から特定荷主の指定を受け、特定荷主の義務が課されることとな

る。そのため、荷主事業者においては、年度における自社の取扱貨物の重量を把握することが必

要となる。

物物流流効効率率化化にに向向けけたたそそのの他他のの取取組組

物流業界における人手不足に対応するためには、これまで人手で担ってきた工程を自動化・機

械化し、省力化していくことが必要である。経済産業省としては、予算事業による補助も行って

おり、自動化機器、システム導入等のデジタル技術を活用した物流効率化を推進していく。

物流の 年問題： 年 月から、トラックドライバーに時間外労働の上限規制が適用される一方、人手

不足の中で、何も対策を講じなければ物流の停滞を生じかねないという問題である。喫緊の課題であると同時

に、年々深刻化していく構造的な課題でもあるため、継続的に対応していく必要がある。

物流統括管理者（ ： ）：物流全体の持続可能な提供の確保に向けた業務全般を統括

管理する者である。物流統括管理者の業務を遂行するためには、運送（輸送）、荷役といった物流の各機能を

改善することだけではなく、調達、生産、販売等の物流の各分野を統合して、流通全体の効率化を計画するた

め、関係部署間の調整に加え、取引先等の社外事業者等との水平連携や垂直連携を推進することなどが求めら

れ、これらの観点から事業運営上の決定を主導することとなる。このため、ロジスティクスをつかさどるいわ

ゆる としての経営管理の視点や役割も期待されていることから、その立場としては、基本として、重要な

経営判断を行う役員等の経営幹部から選任されることが必要である。

経済産業省「産業構造審議会 商務流通情報分科会 流通小委員会・交通政策審議会 交通体系分科会 物流部会・

食料・農業・農村政策審議会 食料産業部会 物流小委員会 合同会議 とりまとめ」（ 年 月）より引用
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のの推推進進等等にに資資すするる

の推進においても、稼ぐ力の向上と同様に、事業者ごと及びサプライチェーン横断での

データ・デジタル技術の活用が重要である。また、企業間のデータ連携・利活用は、稼ぐ力

の向上及び の推進だけでなく、サプライチェーン強靱化等にも複合的に資する取組として

注目されている。

（（ ））工工場場・・事事業業所所単単位位のの にに資資すするる のの取取組組動動向向：：省省エエネネ非非化化石石転転換換補補助助金金・・省省エエネネ診診断断

工場や事業所等において、デジタル技術の活用により、エネルギー消費量を可視化の上、

エネルギー消費の最適化に取り組み、 ・ を加速させていくことが重要である。加え

て、 を含む の進展なども踏まえつつ、更なるデジタル技術の活用を促す必要がある。

年度補正予算における省エネ支援パッケージでは、エネルギーマネジメントシステ

ム（ ）の導入や省エネ診断に対する支援を行うこととしており、可視化や最適化を含

め、 への第一歩としての省エネ対策を強力に後押ししていく。

①①省省エエネネ・・非非化化石石転転換換補補助助金金（（ⅣⅣ型型：：エエネネルルギギーー需需要要最最適適化化型型））

省エネ設備への更新を支援する「省エネ・非化石転換補助金」では、省エネ効果が高い

について、事業者の導入を支援する類型（Ⅳ型：エネルギー需要最適化型）を設けてい

る。 年度補正予算においては、同類型について、デジタル技術を活用したエネルギー

消費量の可視化等の取組を支援対象とするため、従来の要件の見直しを行った（図

）。

図 ：省エネ・非化石転換補助金の枠組み

資料：経済産業省「第 回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委

員会 事務局資料 更なる省エネ・非化石転換・ の促進に向けた政策について」（ 年 月）

「「物物資資のの流流通通のの効効率率化化にに関関すするる法法律律（（新新物物効効法法））」」ににおおけけるる

製製造造事事業業者者等等のの荷荷主主事事業業者者にに対対すするる規規制制的的措措置置ににつついいてて

「「物物資資のの流流通通のの効効率率化化にに関関すするる法法律律（（新新物物効効法法））」」のの概概要要

「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」を改正して 年 月に施行された「物資

の流通の効率化に関する法律（新物効法）」は、物流の 年問題など物流業界における輸送能

力不足の課題に対応するため、製造事業者を含む荷主や物流事業者に対して規制的措置を設けた

法律である。

全全ててのの荷荷主主事事業業者者にに対対すするる規規制制的的措措置置

規制的措置を設けた目的は、荷主・物流事業者間の商慣行を見直し、荷待ち・荷役等時間の短

縮や積載効率の向上等を通じて、物流効率化を推進することである。荷主・物流事業者に対し、

物流効率化のために取り組むべき措置について努力義務を課し、当該措置について政府が具体的

に取り組むべき事項について判断基準を策定した上で、各社の取組状況について、当該判断基準

に基づき、指導・助言を行うこととしている。

特特定定荷荷主主にに対対すするる規規制制的的措措置置

また荷主のうち、年間取扱貨物の重量が一定規模以上となる荷主については、特定荷主として

指定し、中長期計画の作成や定期報告等を義務付けている。各社の取組状況について、判断基準

に基づいて不十分であると認められる場合には、勧告・公表を行うこととしている。加えて、特

定荷主には、物流全体の持続可能な提供の確保に向けた業務全般を統括管理する者として物流統

括管理者（ ）の選任を義務付けている。

各荷主事業者は 年度における自社の取扱貨物の重量を算定し、その重量の合計が基準重量

以上となる場合は、翌 年度から特定荷主の指定を受け、特定荷主の義務が課されることとな

る。そのため、荷主事業者においては、年度における自社の取扱貨物の重量を把握することが必

要となる。

物物流流効効率率化化にに向向けけたたそそのの他他のの取取組組

物流業界における人手不足に対応するためには、これまで人手で担ってきた工程を自動化・機

械化し、省力化していくことが必要である。経済産業省としては、予算事業による補助も行って

おり、自動化機器、システム導入等のデジタル技術を活用した物流効率化を推進していく。

物流の 年問題： 年 月から、トラックドライバーに時間外労働の上限規制が適用される一方、人手

不足の中で、何も対策を講じなければ物流の停滞を生じかねないという問題である。喫緊の課題であると同時

に、年々深刻化していく構造的な課題でもあるため、継続的に対応していく必要がある。

物流統括管理者（ ： ）：物流全体の持続可能な提供の確保に向けた業務全般を統括

管理する者である。物流統括管理者の業務を遂行するためには、運送（輸送）、荷役といった物流の各機能を

改善することだけではなく、調達、生産、販売等の物流の各分野を統合して、流通全体の効率化を計画するた

め、関係部署間の調整に加え、取引先等の社外事業者等との水平連携や垂直連携を推進することなどが求めら

れ、これらの観点から事業運営上の決定を主導することとなる。このため、ロジスティクスをつかさどるいわ

ゆる としての経営管理の視点や役割も期待されていることから、その立場としては、基本として、重要な

経営判断を行う役員等の経営幹部から選任されることが必要である。

経済産業省「産業構造審議会 商務流通情報分科会 流通小委員会・交通政策審議会 交通体系分科会 物流部会・

食料・農業・農村政策審議会 食料産業部会 物流小委員会 合同会議 とりまとめ」（ 年 月）より引用
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②②省省エエネネ診診断断（（ 診診断断のの追追加加））

省エネに関する資格や経験を有する専門家が中小企業を訪ねてアドバイスを行う「省エネ

診断」について、従来、ウォークスルーでの診断を中心としていたが、 年度補正予算事

業より、計測機器を用いた設備・プロセスごとのエネルギー使用状況の可視化、分析・提案

に対応するメニュー（ 診断）を追加した（図 ）。

図 ：省エネ診断の枠組み

資料：経済産業省「第 回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委

員会 事務局資料 更なる省エネ・非化石転換・ の促進に向けた政策について」（ 年 月）
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（（ ））ササププラライイチチェェーーンン横横断断のの にに資資すするる のの取取組組動動向向：：ササププラライイチチェェーーンンデデーータタ連連携携基基盤盤

経済産業省は（独）情報処理推進機構（ ）、業界団体等とともに、企業や業界、国境を

またいだデータ連携に関する取組である「ウラノス・エコシステム」を推進している。

先行ユースケースとして、官民が協調して、自動車・蓄電池サプライチェーン上の企業間

において営業秘密保持やアクセス権限確保を実現しながらカーボンフットプリントを算出す

るためのデータ連携システムを構築した。このシステム運営は、自動車・自動車部品・蓄電

池の各業界団体が 年 月に共同で設立し、 年 月に公益デジタルプラットフォーム運

営事業者認定を取得した「一般社団法人自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センター

（ ）」によって担われている（図 ）。

また、 は「ウラノス・エコシステム」について、 （欧州等における自動車の

バリューチェーン全体でデータを共有する枠組み）を始めとする海外プラットフォームとの

相互運用性確保等にも取り組んでいる。同時に、 と連携して、車両 台分の 等につい

て「ウラノス・エコシステム」やデータ連携システムにおける更なるユースケースとして検

討を進めており、今後、 等の海外との連携も目指している。

「ウラノス・エコシステム」のほかの取組としては、製品に含有する化学物質情報をサプ

ライチェーン上で連携し、更にリサイクル情報の伝達まで行うことで、資源循環にも資する

データ連携システムの構築等が進められている。

ここまで述べた取組のように、サプライチェーン全体を可視化し、データ連携を通じて最

適化する取組は、グローバルサプライチェーンの強靱化にも資すると考えられる。我が国に

おいても「ウラノス・エコシステム」をベースとして、サプライチェーン上の関係が深い地

域・国と連携する検討、取組を進めていく必要がある。

以下では、稼ぐ力の向上、 の推進、サプライチェーンの強靱化等に資する の取組と

して、自動車業界において官民連携で検討を進めている 戦略について紹介する。

図 ：自動車・蓄電池業界横断のデータ連携基盤構築事例（ ）

資料：経済産業省「第 回 産業構造審議会 製造産業分科会 資料 製造業を巡る現状の課題と今後の政策の方

向性」（ 年 月）

②②省省エエネネ診診断断（（ 診診断断のの追追加加））

省エネに関する資格や経験を有する専門家が中小企業を訪ねてアドバイスを行う「省エネ

診断」について、従来、ウォークスルーでの診断を中心としていたが、 年度補正予算事

業より、計測機器を用いた設備・プロセスごとのエネルギー使用状況の可視化、分析・提案

に対応するメニュー（ 診断）を追加した（図 ）。

図 ：省エネ診断の枠組み

資料：経済産業省「第 回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委

員会 事務局資料 更なる省エネ・非化石転換・ の促進に向けた政策について」（ 年 月）

171ものづくり白書170

製
造
業
の
競
争
力
強
化
に
向
け
た
Ｄ
Ｘ

第
２
節

我が国製造業の競争力強化に向けた要素 第4章



モモビビリリテティィ 戦戦略略

主主要要領領域域のの取取組組とと戦戦略略のの強強化化にに向向けけてて

戦戦略略策策定定のの背背景景

自動車・モビリティにおいては と の 軸で産業構造の変化が進み、足下では 領域、すな

わち自動運転技術を中心とする （ ）の社会実装に向けた国際競争

が激化している。経済産業省及び国土交通省は、モビリティ 検討会での官民の議論から導き出

した、我が国の自動車産業における 全体を貫く「モビリティ 戦略」を 年 月に策定し、

年及び 年における 日系グローバルシェア 割の獲得を目標として示した。

戦戦略略のの主主要要 領領域域とと領領域域横横断断のの取取組組

戦略では、モビリティ 競争に打ち勝つために官民のリソースを結集して取り組む主要 領域

を定め、取組を進めることとしている（図 ）。

車両の 化

車両の開発・設計の思想が抜本的に刷新され、ソフトウェアを起点とした車両開発が加速化

している。自動車が従来のハードウェア中心から転換する中で、半導体や 、サイバーセキ

ュリティなどの領域での取組を進める。

自動運転技術・ などを活用した新たなモビリティサービスの提供

様々なモビリティサービスが各地域の特性や課題に応じて導入できる状態を目指し、人流・

物流上の社会要請を踏まえたビジネスの具体化を図りつつ、技術の高度化や事業化により自

動運転等の本格的な普及を進める。

データの利活用を通じた新たな価値の創造

取り扱えるデータの量・種類が増大し、データの利活用によって新たな価値を提供する事

業・サービスの創出が期待される。サプライチェーン強靭化に資するデータ連携の取組や

の国内実証、エネルギーマネジメントの取組なども進んでおり、国内外でこうした取組を拡

大する。

領域横断の取組

領域横断の取組として、企業間連携を促進する新たなコミュニティ「モビリティ プラット

フォーム」を立ち上げ、ソフトウェア人材の獲得・育成、企業間の連携等を進める（図 ）。

戦戦略略策策定定後後のの更更ななるる取取組組

戦略策定後も、 ・デジタル技術の変革等により自動車産業を取り巻く環境も大きく変化して

いる。我が国の自動車産業がこの変革下でも国際競争を勝ち抜くため、更なる取組に関する議論

を進めていく。
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図 ：「モビリティ 戦略」に関するロードマップ（令和 年 月）

資料：経済産業省・国土交通省「モビリティ 戦略」（ 年 月）

図 ：モビリティ プラットフォーム

資料：（公社）自動車技術会「モビリティ プラットフォームとは」（ 年 月）

モモビビリリテティィ 戦戦略略

主主要要領領域域のの取取組組とと戦戦略略のの強強化化にに向向けけてて

戦戦略略策策定定のの背背景景

自動車・モビリティにおいては と の 軸で産業構造の変化が進み、足下では 領域、すな

わち自動運転技術を中心とする （ ）の社会実装に向けた国際競争

が激化している。経済産業省及び国土交通省は、モビリティ 検討会での官民の議論から導き出

した、我が国の自動車産業における 全体を貫く「モビリティ 戦略」を 年 月に策定し、

年及び 年における 日系グローバルシェア 割の獲得を目標として示した。

戦戦略略のの主主要要 領領域域とと領領域域横横断断のの取取組組

戦略では、モビリティ 競争に打ち勝つために官民のリソースを結集して取り組む主要 領域

を定め、取組を進めることとしている（図 ）。

車両の 化

車両の開発・設計の思想が抜本的に刷新され、ソフトウェアを起点とした車両開発が加速化

している。自動車が従来のハードウェア中心から転換する中で、半導体や 、サイバーセキ

ュリティなどの領域での取組を進める。

自動運転技術・ などを活用した新たなモビリティサービスの提供

様々なモビリティサービスが各地域の特性や課題に応じて導入できる状態を目指し、人流・

物流上の社会要請を踏まえたビジネスの具体化を図りつつ、技術の高度化や事業化により自

動運転等の本格的な普及を進める。

データの利活用を通じた新たな価値の創造

取り扱えるデータの量・種類が増大し、データの利活用によって新たな価値を提供する事

業・サービスの創出が期待される。サプライチェーン強靭化に資するデータ連携の取組や

の国内実証、エネルギーマネジメントの取組なども進んでおり、国内外でこうした取組を拡

大する。

領域横断の取組

領域横断の取組として、企業間連携を促進する新たなコミュニティ「モビリティ プラット

フォーム」を立ち上げ、ソフトウェア人材の獲得・育成、企業間の連携等を進める（図 ）。

戦戦略略策策定定後後のの更更ななるる取取組組

戦略策定後も、 ・デジタル技術の変革等により自動車産業を取り巻く環境も大きく変化して

いる。我が国の自動車産業がこの変革下でも国際競争を勝ち抜くため、更なる取組に関する議論

を進めていく。
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推推進進時時のの留留意意点点

推進に当たっては、その効果を最大限活かし、想定外の不利益を回避すべく、セキュリ

ティ対策やデータ共有・利活用の在り方検討等を的確に実施することが重要である。こうし

た観点から事業者の取組を支援すべく、経済産業省では以下の手引を整備・公表している。

（（ ））工工場場シシスステテムムののセセキキュュリリテティィ対対策策にに関関すするる手手引引

セキュリティ対策については、日々高度化・巧妙化しているサイバー攻撃から工場システ

ムを守るため、「工場システムにおけるサイバー・フィジカル・セキュリティ対策ガイドラ

イン」を 年 月に策定した。

さらに、近年は工場のシステムアーキテクチャが変化し、クラウドやデジタルツイン等の

サイバー空間と密接につながった世界におけるセキュリティの在り方を検討する必要性が高

まっていることに対して、「工場システムにおけるサイバー・フィジカル・セキュリティ対

策ガイドライン【別冊：スマート化を進める上でのポイント】」を 年 月に策定した。

（（ ））国国際際的的ななデデーータタ共共有有・・利利活活用用にに関関すするる手手引引

データ共有・利活用については、 （ ：信頼性のある自由

なデータ流通）の理念の下、国際的なデータ共有・利活用を更に拡大し付加価値の創出を促

進することを目指して、「産業データの越境データ管理等に関するマニュアル」を策定し

た。企業の実務担当者向けに、企業における産業データの越境・国際流通に係るデータ管理

の指針となるように、想定されるリスクと打ち手の具体例を取りまとめている。

本マニュアルを通じて、企業が国際的なデータ共有・利活用に取り組む際の主要なリスク

を把握するだけでなく、データ共有・利活用を通じた事業価値の創造や競争力強化に向けた

適切な国際データガバナンスの考え方・プロセスの理解を深めることを目指している。

詳細は以下のコラムにて紹介する。
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企企業業のの国国際際的的ななデデーータタ共共有有・・利利活活用用をを推推進進すするるたためめのの

「「産産業業デデーータタのの越越境境デデーータタ管管理理等等にに関関すするるママニニュュアアルル」」

産産業業デデーータタのの越越境境管管理理のの必必要要性性

や の普及、サプライチェーンの透明化の要請等を背景に、企業における国際的なデータ

共有・利活用の動きが急速に拡大している。同時に、各国・地域においてデータに関する法制の

整備が進む中、企業が保有する産業データの越境移転に対する制限や政府による強制的な開示要

求の規制等が存在し、これらが国際的な企業活動における制約要因となっている。これにより、

中長期的には我が国の産業全体の競争力やデジタル基盤の確立・普及にも影響を及ぼすことが懸

念されている。

このような背景から、各国・地域における産業データのルール形成の動きを踏まえ、これまで

議論が積み重ねられてきた個人情報保護法制以外のデータ関連法に焦点を当て、現状の把握と対

応の在り方を議論する必要性が高まっている。

産産業業デデーータタのの越越境境デデーータタ管管理理等等にに関関すするるママニニュュアアルルのの策策定定

経済産業省は、「国際データガバナンスアドバイザリー委員会」及び「国際データガバナンス

検討会」（デジタル庁・経済産業省共催）の下、 年 月から 月にかけて「産業データサブワ

ーキンググループ」を開催した。この中で、産業データの国際的な共有・利活用に伴うリスクと

企業が取り得る打ち手等について、特に越境移転に焦点を当てて整理を行い、 年 月 日に

「産業データの越境データ管理等に関するマニュアル」を公表した。現在の越境データ管理にお

いて生じ得るリスク及び打ち手の具体例を取りまとめ、企業・産業横断的な共通認識の形成を促

すことを目的としている。

本マニュアルは、企業の規模や業種を問わず、製造業や サービス業を含む幅広い産業を対象

に、企業の事業部門、リスク・コンプライアンス部門、法務部門、データマネジメント部門等の

実務担当者を主要な読者として想定している。

越越境境デデーータタ管管理理ののスステテッッププとと打打ちち手手のの具具体体例例

我が国が国際的に打ち出している （ ：信頼性のある自由なデ

ータ流通）の理念に基づき、本マニュアルでは、「自由な流通・利用促進」、「機密性・権利の保

護」、「信頼性の担保」を「実現したい価値」としている。その裏返しとして、「他国・地域に保

管しているデータに自由にアクセス・管理できない」、「重要なデータ（機密性・権利）が守れな

い」、「データが信頼できない」ことをリスクとしている。

本マニュアルでは、 つのステップ（〈 〉リスクの可視化、〈 〉リスクの評価、〈 〉打ち手の

実施）を定め、各ステップのプロセスを解説している（図 ）。また、想定される代表的なリスク

を「政府の行為によるリスク」と「民間企業の行為によるリスク」にカテゴリー分けし、そのリ

スクに対し有効と考えられる打ち手の方向性を整理している（図 ）。特に「政府の行為によるリ

スク」のデータ移転・事業活動の制限（データローカライゼーション）、データの強制的なアク

セス（ガバメントアクセス）、データの共有・開示の義務化について、上記の つのステップに基

づいて具体例をまとめている。

本マニュアルを活用することで、企業は国際的なデータ共有・利活用に伴うリスクを適切に管

理し、事業価値の創造や競争力強化に向けた適切な国際データガバナンスの考え方・プロセスの

理解を深めることが可能となる。

推推進進時時のの留留意意点点

推進に当たっては、その効果を最大限活かし、想定外の不利益を回避すべく、セキュリ

ティ対策やデータ共有・利活用の在り方検討等を的確に実施することが重要である。こうし

た観点から事業者の取組を支援すべく、経済産業省では以下の手引を整備・公表している。

（（ ））工工場場シシスステテムムののセセキキュュリリテティィ対対策策にに関関すするる手手引引

セキュリティ対策については、日々高度化・巧妙化しているサイバー攻撃から工場システ

ムを守るため、「工場システムにおけるサイバー・フィジカル・セキュリティ対策ガイドラ

イン」を 年 月に策定した。

さらに、近年は工場のシステムアーキテクチャが変化し、クラウドやデジタルツイン等の

サイバー空間と密接につながった世界におけるセキュリティの在り方を検討する必要性が高

まっていることに対して、「工場システムにおけるサイバー・フィジカル・セキュリティ対

策ガイドライン【別冊：スマート化を進める上でのポイント】」を 年 月に策定した。

（（ ））国国際際的的ななデデーータタ共共有有・・利利活活用用にに関関すするる手手引引

データ共有・利活用については、 （ ：信頼性のある自由

なデータ流通）の理念の下、国際的なデータ共有・利活用を更に拡大し付加価値の創出を促

進することを目指して、「産業データの越境データ管理等に関するマニュアル」を策定し

た。企業の実務担当者向けに、企業における産業データの越境・国際流通に係るデータ管理

の指針となるように、想定されるリスクと打ち手の具体例を取りまとめている。

本マニュアルを通じて、企業が国際的なデータ共有・利活用に取り組む際の主要なリスク

を把握するだけでなく、データ共有・利活用を通じた事業価値の創造や競争力強化に向けた

適切な国際データガバナンスの考え方・プロセスの理解を深めることを目指している。

詳細は以下のコラムにて紹介する。
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コラム



図 ：越境データ管理の つのステップ

資料：経済産業省「産業データの越境データ管理等に関するマニュアル」（ 年 月）

図 ：国際的なデータ共有・利活用におけるリスクと打ち手

資料：経済産業省「産業データの越境データ管理等に関するマニュアル」（ 年 月）
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第第 節節 経経済済安安全全保保障障をを踏踏ままええたた製製造造事事業業者者のの持持続続的的成成長長

前節までに述べてきたとおり、製造業を取り巻く環境が目まぐるしく変化する現代におい

て、我が国製造事業者にとっては、経済安全保障や脱炭素を始めとする環境適合、 の取組

への対応が急務となっている。

製造事業者に対して、これらの取組の実施状況を確認すると、環境適合及び の取組につ

いては、約 割の事業者が「行っている、又は検討を開始した」一方で、経済安全保障につ

いては、約 割の事業者が「行っていない」ことが明らかになった（図 ）。経済安全保

障の取組は、環境適合や の取組同様、現代の製造事業者にとって重要な取組であるが、現

状、ほかの取組に比べ、取組内容やその必要性が浸透していないと考えられる。本節では、

製造事業者の経済安全保障の取組実態を整理し、事業者の持続的成長に向けて求められる観

点について論じる。

図 ：製造事業者における各取組の実施状況

備考：ここでいう とは、データ・デジタル技術・ を活用して、製品やサービス、ビジネスモデルを変革する

こと、業務そのものや組織、プロセス、企業文化・風土を変革することを指している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

     

     

     

     

     

     

            

     

       

         

                     

   

         

図 ：越境データ管理の つのステップ

資料：経済産業省「産業データの越境データ管理等に関するマニュアル」（ 年 月）

図 ：国際的なデータ共有・利活用におけるリスクと打ち手

資料：経済産業省「産業データの越境データ管理等に関するマニュアル」（ 年 月）
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我我がが国国製製造造事事業業者者のの経経済済安安全全保保障障へへのの意意識識とと取取組組

我が国製造事業者は、グローバルなビジネス環境の中で、これまで様々な国際的な出来事

に直面してきた。貿易管理に関して、製造事業者が経営を行う中で特に意識した出来事は、

年代の「中国・韓国等への先端技術流出」であり、約 割の事業者が 年以上前からこ

うした国際情勢を意識して経営を実施していたことが分かる。また、 年以降で最も意識

されていた出来事は、「米国による対中半導体輸出規制の強化」であった（図 ）。

図 ：製造事業者が経営の中で意識した出来事

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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経済安全保障に関する製造業事業者の理解度については、「聞いたことがない」と回答し

た事業者は約 ％にとどまる。一方で、「聞いたことはあるが、具体的なイメージがわからな

い」と回答した事業者が約 割と最も多くなったことから、経済安全保障という言葉自体の

認知度は一定程度あるが、具体的な取組内容はいまだ浸透していないことがうかがえる（図

）。

あわせて、取締役会や経営会議等の経営方針を議論する場において、経済安全保障の取組

が議題となる頻度については、「ほとんどない」又は「一度もない」と回答した製造事業者

が約 割という結果となった。「毎回ある」又は「時々ある」と回答し、経営方針を議論する

場で継続的に取り上げている事業者は限定的である（図 ）。

図 ：製造事業者における経済安全保障への理解度

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

図 ：取締役会・経営会議で議題となる頻度

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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我が国製造事業者は、グローバルなビジネス環境の中で、これまで様々な国際的な出来事

に直面してきた。貿易管理に関して、製造事業者が経営を行う中で特に意識した出来事は、

年代の「中国・韓国等への先端技術流出」であり、約 割の事業者が 年以上前からこ

うした国際情勢を意識して経営を実施していたことが分かる。また、 年以降で最も意識

されていた出来事は、「米国による対中半導体輸出規制の強化」であった（図 ）。

図 ：製造事業者が経営の中で意識した出来事

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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経済安全保障の取組の実施状況については、前述の図 のとおり、我が国製造事業者

の 割程度が実施していると回答したところ、これらの製造事業者の取組内容を確認する

と、半数以上の事業者が「情報管理体制やサイバーセキュリティの強化」や「部素材調達先

の変更や多元化」に取り組んでいることが分かる（図 ）。「部素材調達先の変更や多元

化」といった自社のサプライチェーンに関する取組以上に、「情報管理体制やサイバーセキ

ュリティの強化」に取り組む事業者が多い。これは製造事業者が経営を行う中で特に意識し

た出来事が 年代の「中国・韓国等への先端技術流出」であった（図 ）こととも整

合的である。昨今、 の進展等を背景に、工場内のネットワークを外部ネットワークに接続

するようなケースも増加しており、益々その対応の必要性は増していくと考えられる。

経済産業省・厚生労働省・文部科学省［ ］『 年版ものづくり白書』

図 ：製造事業者が既に実施している経済安全保障の取組

備考： ．経済安全保障の取組を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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また、このような経済安全保障の取組を開始した時期については、「 年以降～現在」

と回答した事業者が半数を超えている。図 の結果と比較すると、 年以前から様々

な国際情勢が意識されてきたものの、 年代になってから具体的に取り組み始めた事業者

が多いといえる（図 ）。

図 ：経済安全保障の取組開始時期

備考：経済安全保障の取組を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

       

   

           

   

           

   

           

    

        

    

            

         

   

経済安全保障の取組の実施状況については、前述の図 のとおり、我が国製造事業者

の 割程度が実施していると回答したところ、これらの製造事業者の取組内容を確認する

と、半数以上の事業者が「情報管理体制やサイバーセキュリティの強化」や「部素材調達先

の変更や多元化」に取り組んでいることが分かる（図 ）。「部素材調達先の変更や多元

化」といった自社のサプライチェーンに関する取組以上に、「情報管理体制やサイバーセキ

ュリティの強化」に取り組む事業者が多い。これは製造事業者が経営を行う中で特に意識し

た出来事が 年代の「中国・韓国等への先端技術流出」であった（図 ）こととも整

合的である。昨今、 の進展等を背景に、工場内のネットワークを外部ネットワークに接続

するようなケースも増加しており、益々その対応の必要性は増していくと考えられる。

経済産業省・厚生労働省・文部科学省［ ］『 年版ものづくり白書』

図 ：製造事業者が既に実施している経済安全保障の取組

備考： ．経済安全保障の取組を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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取組を進める上での社内体制については、「新たに専門部署を設置」して対応していると

回答した製造事業者はごく僅かである。半数以上の事業者が「特に体制は設けず、必要に応

じて対応」しており、経済安全保障に関して、安定的に取組を進める仕組みが社内にいまだ

確立されていない実態がある（図 ）。

図 ：経済安全保障の取組体制

備考：経済安全保障の取組を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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経済安全保障に関して、今後の取組については、強化の意欲を示している製造事業者が半

数を超える結果となった（図 ）。強化したい取組がある事業者が挙げた具体的な取組内

容としては、既に取組が行われているものと同様、「情報管理体制やサイバーセキュリティ

の強化」や「部素材調達先の変更や多元化」の割合が高い（図 ）。また、こうした事業

者にとって、今後、取組を強化していく上での課題は、「自社における事業リスクの把握と

リスク評価手法の理解」と「サプライチェーン上の取引企業の動向の把握」の割合が高く、

それぞれ 割以上となっている（図 ）。

図 ：強化したい経済安全保障の取組の有無

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

図 ：強化したい経済安全保障の取組

備考： ．強化したい経済安全保障の取組があると回答した製造事業者を対象に調査している。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

          

     

    

     

            

         

   

    

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

            

   

                    

       

               

              

       

          

                         

                     

             

                    

   

         

取組を進める上での社内体制については、「新たに専門部署を設置」して対応していると

回答した製造事業者はごく僅かである。半数以上の事業者が「特に体制は設けず、必要に応

じて対応」しており、経済安全保障に関して、安定的に取組を進める仕組みが社内にいまだ

確立されていない実態がある（図 ）。

図 ：経済安全保障の取組体制

備考：経済安全保障の取組を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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図 ：経済安全保障の取組を強化する際の課題

備考： ．強化したい経済安全保障の取組があると回答した製造事業者を対象に調査している。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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我が国製造事業者にとって、経済安全保障の取組は浸透していると言い難い状況もみられ

る中、経済安全保障の取組を行っていないと回答した事業者の回答によれば、取組を実施し

ていない理由は、「自社の経営において必要性を感じていない」が最も多く、半数程度を占

めている。次いで、「何をすべきかわからない」、「社内でも話題に上がっていない」が高い

割合となった（図 ）。こうした状況を踏まえ、まずは経済安全保障の必要性や取組の

具体的な内容を事業者に広く伝え、理解を促していく必要がある。

図 ：経済安全保障の取組を実施していない理由

備考： ．経済安全保障の取組を行っていないと回答した製造事業者を対象に調査している。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

    

    

    

     

     

     

     

     

     

            

   

            

               

             

                 

      

           

          

              

           

                   

   

         

図 ：経済安全保障の取組を強化する際の課題

備考： ．強化したい経済安全保障の取組があると回答した製造事業者を対象に調査している。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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経経済済安安全全保保障障のの取取組組のの実実施施ププロロセセススのの実実態態

製造事業者における経済安全保障の取組の実施プロセスを、①国際情勢に関する情報収

集、②経済安全保障に関する観点のリスク分析、③経済安全保障に関する戦略／方針の策

定、④経済安全保障に関する具体的な対応策の検討、⑤経済安全保障に関する具体的な対応

策の実施、⑥実施結果を踏まえたリスク分析・戦略／方針・対応策へのフィードバックとい

う つに分けて、本項では議論する。

取組を進める上での プロセスのうち、経済安全保障の取組を実施している事業者が①国

際情勢に関する情報収集を実施している割合は、約 割であり、その他の つのプロセスと比

較すると、高い割合であることが分かる。また、①国際情勢に関する情報収集を除いた つ

のプロセスにおける「必要性は感じているが、実施していない」事業者の割合がいずれも

割以上であることから、特にこれらのプロセスについては、いかに実施を促していくかが重

要であると考えられる（図 ）。

この つのプロセスの中で、最も課題感のあるものとして挙げられているのは、①国際情

勢に関する情報収集である。その他のプロセスを進める上で入口となるプロセスとして、実

際に取り組んでいる事業者も多いと同時に課題と捉えられていることが分かった（図

）。

186



図 ：経済安全保障の取組を進める上での各プロセスの実施状況

備考：経済安全保障の取組を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

図 ：経済安全保障の取組を進める上での各プロセスで課題がある製造事業者

備考： ．経済安全保障の取組を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

    

     

     

     

     

     

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

    

    

    

    

    

   

            

                     

            

                    

                    

                  

                  

            

                        
                                   

   

         

    

    

    

    

    

    

            

                     

            

                

                    

                      

        

            

   

         

経経済済安安全全保保障障のの取取組組のの実実施施ププロロセセススのの実実態態

製造事業者における経済安全保障の取組の実施プロセスを、①国際情勢に関する情報収

集、②経済安全保障に関する観点のリスク分析、③経済安全保障に関する戦略／方針の策

定、④経済安全保障に関する具体的な対応策の検討、⑤経済安全保障に関する具体的な対応

策の実施、⑥実施結果を踏まえたリスク分析・戦略／方針・対応策へのフィードバックとい

う つに分けて、本項では議論する。

取組を進める上での プロセスのうち、経済安全保障の取組を実施している事業者が①国

際情勢に関する情報収集を実施している割合は、約 割であり、その他の つのプロセスと比

較すると、高い割合であることが分かる。また、①国際情勢に関する情報収集を除いた つ

のプロセスにおける「必要性は感じているが、実施していない」事業者の割合がいずれも

割以上であることから、特にこれらのプロセスについては、いかに実施を促していくかが重

要であると考えられる（図 ）。

この つのプロセスの中で、最も課題感のあるものとして挙げられているのは、①国際情

勢に関する情報収集である。その他のプロセスを進める上で入口となるプロセスとして、実

際に取り組んでいる事業者も多いと同時に課題と捉えられていることが分かった（図

）。
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（（ ））経経済済安安全全保保障障にに関関すするるリリススクク分分析析のの実実態態

経済安全保障に関するプロセスのうち、リスク分析は、「自社の事業に関わるサプライチ

ェーン」の観点から行っている製造事業者が約 割と最も多い。第 節でも述べているとお

り、経済安全保障の観点から技術等の分類を行っていくことが重要である一方、「自社の保

有する技術の特徴や優位性」の観点から分析を実施している事業者は、 割程度といまだ少

ない状況にある（図 ）。

図 ：経済安全保障に関するリスク分析を行っている観点

備考： ．経済安全保障に関する観点のリスク分析を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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リスク分析の対象期間としては、「 年程度」を見通して実施している製造事業者が最も

多い。一方で、 年以上の長期目線での分析を実施している事業者は、 割程度にとどまって

いる（図 ）。

また、リスク分析の際の情報収集については、「新聞やネット等のメディア媒体」、「業界

団体や取引先等との情報交換」が共に 割以上を占めている（図 ）。

図 ：経済安全保障に関するリスク分析の見通し

備考：経済安全保障に関する観点のリスク分析を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）から経済産業省作成

図 ：経済安全保障に関するリスク分析における情報収集方法

備考： ．経済安全保障に関する観点のリスク分析を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

    

    

      

    

      

   

        

            

       

   

    

     

     

     

     

     

            

   

              

         

               

         

       

               

              

   

       

（（ ））経経済済安安全全保保障障にに関関すするるリリススクク分分析析のの実実態態

経済安全保障に関するプロセスのうち、リスク分析は、「自社の事業に関わるサプライチ

ェーン」の観点から行っている製造事業者が約 割と最も多い。第 節でも述べているとお

り、経済安全保障の観点から技術等の分類を行っていくことが重要である一方、「自社の保

有する技術の特徴や優位性」の観点から分析を実施している事業者は、 割程度といまだ少

ない状況にある（図 ）。

図 ：経済安全保障に関するリスク分析を行っている観点

備考： ．経済安全保障に関する観点のリスク分析を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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前述の図 において、最も多くの製造事業者が実施していた「自社の事業に関わるサ

プライチェーン」のリスク分析に関して、自社を起点として意識しているサプライチェーン

の範囲については、川上側及び川下側ともに、直接の取引先、又は 、 社先までの把握にと

どまっている事業者がそれぞれ 割弱と、大宗を占めている状況である。 社先までを意識し

ている事業者は、川上側及び川下側ともに 割未満と、ごく僅かであった（図 ）。

図 ：リスク分析上意識しているサプライチェーンの範囲

備考：経済安全保障に関するリスク分析を行っている観点として、自社の事業に関わるサプライチェーンと回

答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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（（ ））経経済済安安全全保保障障にに関関すするる戦戦略略／／方方針針のの策策定定のの実実態態

経済安全保障に関する戦略／方針を策定している製造事業者の半数以上において、「取締

役会・経営会議」が主導していることが明らかとなった。次いで、「経済安全保障を担当す

る部門 経営企画部、経済安全保障室、等 」が組織横断的な機能として主導している割合が

割となっている（図 ）。

図 ：戦略／方針の策定を主導している組織

備考：経済安全保障に関する戦略／方針の策定を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

         

    

             

       

          

    

     

    

   

   

            

       

   

前述の図 において、最も多くの製造事業者が実施していた「自社の事業に関わるサ

プライチェーン」のリスク分析に関して、自社を起点として意識しているサプライチェーン

の範囲については、川上側及び川下側ともに、直接の取引先、又は 、 社先までの把握にと

どまっている事業者がそれぞれ 割弱と、大宗を占めている状況である。 社先までを意識し

ている事業者は、川上側及び川下側ともに 割未満と、ごく僅かであった（図 ）。

図 ：リスク分析上意識しているサプライチェーンの範囲

備考：経済安全保障に関するリスク分析を行っている観点として、自社の事業に関わるサプライチェーンと回

答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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さらに、図 の戦略／方針の策定を主導している組織別に、戦略／方針の運用状況を

確認すると、「取締役会・経営会議」又は「経済安全保障を担当する部門 経営企画部、経済

安全保障室、等 」が主導している場合、「経営方針等、全社に関わる計画に反映させてい

る」事業者がそれぞれ約 割、約 割と高いことが分かった。経済安全保障の取組を事業部ご

との個別運用にとどめず、全社的に推進していくために、経営層又は組織で横断的機能を果

たす部門が戦略／方針の策定を主導する体制の構築が、全社レベルの計画作成の一翼を担っ

ていると言える（図 ）。

以下では、経済安全保障に関する専門部署を設置し、社内の連絡体制を整え、全社的な意

識醸成を行うとともに、サプライチェーン強靱化に向けた取組を進めている好事例を紹介す

る。

図 ：戦略／方針の策定を主導している組織と運用方針の関係

備考：経済安全保障に関する戦略／方針の策定を主導している組織として、「取締役会・経営会議」、「経済安全

保障を担当する部門」又は「各事業部門」と回答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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ササププラライイチチェェーーンン強強靱靱化化とと経経済済安安全全保保障障リリススクク

にに向向けけたた取取組組

（（株株））日日立立製製作作所所

所在地 ：東京都

従業員数 ： 人

資本金 ： 億 万円

業種 ：電気機械器具製造業

リリススククママネネジジメメンントトのの取取組組

（株）日立製作所は、 ・ 及びプロダクトを組み合わせた社会イノベーション事業を推進す

る、連結売上収益 兆円超の総合電機メーカーである。リスクと機会への対応として、経営会議

の中で日立として備えるべき「リスク」の対応と更なる成長「機会」の両面からリスクのコント

ロールに取り組んでいる。また、調達 の観点では、有事を想定した情報収集・リスク分析に

取り組んでいる。

経経済済安安全全保保障障リリススククにに向向けけたた対対応応強強化化

高まる経済安全保障リスクを背景に、経済安全保障推進法上で定義される多くの基幹インフラ

役務の提供を担う同社は、 年 月にコーポレート部門であるグローバル渉外統括本部内に経

済安全保障室を設置した。経済安全保障室では、米国・欧州の海外事務所や国内シンクタンク等

から国際情勢や規制に関する情報を収集するとともに、その情報を分析し、社内に共有して、経

済安全保障に向けた政策動向や事業に与える影響について関係部門の理解醸成に努めており、そ

の対応について協議を行っている。取組の一例として、各部門の経済安全保障担当による社内の

連絡会議を設け、四半期に一度、最新の経済安全保障の情報や自部門の取組を共有することで、

相互の対話を促すなど、社内の啓発に努めている。このように、同社ではコーポレートと事業部

門が対話しながら、一時の規制対応だけでなく、背景となる政策動向など中長期的な視点を持っ

て経済安全保障およびその他リスクへの対応を進めている。経済安全保障への対応は単発の規制

対応ではないことから、情報収集・リスク分析・情報発信のプロセスを体系的に実施すること

で、社全体の共通理解を醸成し、対応力を高めていく取組を行っていることが同社の特徴であ

る。

レレジジリリエエンンススのの強強化化にによよるる、、顧顧客客へへのの付付加加価価値値提提供供・・収収益益のの安安定定性性強強化化

同社は調達サプライチェーンのリスクマネジメントに特に注力している。現在は、社外向けに

開発した「 サプライチェーンプラットフォーム 以下、 」と呼ばれるクラウ

ドサービスを用いて、社内でも自社のサプライチェーンを可視化し、外部のインシデント情報と

照らし合わせることでリスクを自動的に抽出する取組を進めている。

同社では自社を取り巻くリスクを可視化し将来起こり得る事象に対してレジリエンスを高める

ことが、顧客への付加価値の提供・信頼獲得につながり、結果として収益の安定性強化にもつな

がると考えている。加えて、基幹インフラ事業を手がける同社にとって、安心・安全は重要な視

点であり、これが経済安全保障の考え方とうまく整合していることも、経済安全保障への対応に

力を入れるゆえんである。
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図：「 」の概要図

資料：（株）日立製作所
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経経済済安安全全保保障障とと収収益益性性のの関関係係

経済安全保障の取組は、その実施に一定の投資が必要であるが、その最終的な目的につい

て確認すると、「事業の継続（安定的な調達・生産・供給等）」を意識している事業者が 割

以上となった。さらに、 割程度の事業者は、「自社の収益の拡大」を意識していることが分

かった（図 ）。企業経営の観点から、収益性の追求を見据えている事業者も一部存在し

ているものの、前述の図 のように、経済安全保障の取組として、「部素材調達先の変更

や多元化」や「直接の取引先、最終的な需要先、提携先の精査」といったサプライチェーン

の強靱化を目指す取組が多く実施されていることからも、多くの事業者は事業継続を第一に

考えていることが見てとれる。

図 ：経済安全保障の取組を実施する上での最終的な目的

備考：経済安全保障の取組を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）

      

  

    

     

               

    

   

   

     

   

            

         

   

図：「 」の概要図

資料：（株）日立製作所
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実際に、経済安全保障の取組を開始してから現在までに最も感じている効果についても、

「事業の継続（安定的な調達・生産・供給等）」と回答した製造事業者の割合が最も高く、

割程度であった（図 ）。最終的な目的だけでなく、効果としても事業継続を挙げる事業

者が多いことから、事業環境が大きく変化し、不確実性が増す現代において、経済安全保障

の取組は、様々な脅威やリスクを低減させ、安定的な調達・生産・供給等を実現する役割を

担う取組であることが分かる。

図 ：経済安全保障の取組の実施によって最も感じている効果

備考：経済安全保障の取組を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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図 は、経済安全保障の取組を実施している製造事業者における、取組開始から現在

までの収益変化の実績及び今後 ～ 年程度（短期）、今後 ～ 年程度（中長期）のそれぞれ

の期間での収益変化の見通しについて表している。「黒字拡大・維持」、「黒字転化」又は

「赤字縮小」の事業者を収益増加と回答した事業者とし、「黒字縮小」、「赤字転落」又は

「赤字拡大・維持」の事業者を収益減少と回答した事業者とすると、取組開始から現在、短
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中長期の見通しでは約 割となる一方で、収益減少と回答した事業者の割合は減少してい

く。このことから、実際に、経済安全保障の取組を実施している事業者は、中長期にかけて

収益が増加する見通しを持っていると分かる。

図 ：製造事業者の収益と経済安全保障の取組の関係

備考：経済安全保障の取組を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）から経済産業省作成
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さらに、経済安全保障の取組を実施する上での最終的な目標について、多くの製造事業者

が「事業の継続（安定的な調達・生産・供給等）」を掲げている一方で、「自社の収益の拡

大」とする事業者も一部存在していた（図 ）ことから、最終的な目標が「自社の収益

の拡大」である事業者の取組開始から現在までの収益変化の実績及び今後 ～ 年程度（短

期）、今後 ～ 年程度（中長期）のそれぞれの期間での収益変化の見通しについて確認す

る。最終的な目的が「自社の収益の拡大」である事業者は、取組開始から現在、短期、中長

期という時間の経過とともに、収益増加を見込んでいる割合が、前述の経済安全保障の取組

を実施している事業者全体の結果（図 ）より高い値で推移し、最終的に中長期の見通

しで約 割にまで達することが分かった（図 ）。この結果から、経済安全保障の取組の

最終的な目的が「自社の収益の拡大」である事業者は、短期・中長期ともに、将来における

収益増加を見込み、取り組んでいる現状がうかがえる。

図 ：製造事業者の収益と経済安全保障の取組の関係
目的が「自社の収益の拡大」である事業者

備考： ．経済安全保障の取組を実施する上での最終的な目的として、自社の収益の拡大と回答した製造事業者

を対象に調査している。

．今後 ～ 年程度における「赤字転落」、「赤字拡大・維持」の割合、今後 ～ 年程度における「赤字転

落」、「赤字拡大・維持」の割合は、回答数が少ないことから秘匿処理（図内では、右端に統合）をし

ている。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）から経済産業省作成
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また、経済安全保障の取組の実施には一定の費用がかかることから、製造事業者は、取組

の実施によって発生する費用と、経済安全保障リスクに対応しないことによって減少し得る

収益の規模、つまり費用対効果をどのように考えているのであろうか。発生する費用と減少

し得る収益に関して、経営への影響の大きさを、今後 ～ 年程度（短期）、今後 ～ 年程度

（中長期）のそれぞれで比較すると、短期的には「取組の実施によって発生する費用が上回

る」と回答した事業者と「対応しないことによって減少し得る収益が上回る」と回答した事

業者は同程度の割合である一方で、中長期的には「対応しないことによって減少し得る収益

が上回る」と判断する事業者が多い結果となった。ただし、両期間において、「わからな

い」と回答した事業者が 割程度存在することから、取組を実施していながらも、取組の費

用対効果の見極めに至っていない事業者が多いことも明らかとなった（図 ）。

図 ：経済安全保障の取組による費用対効果の考え方

備考：経済安全保障の取組を実施していると回答した製造事業者を対象に調査している。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）から経済産業省作成

    

    

    

    

   

    

    

    

       

  

      

  

            

                                

                               

   

     

   

         

さらに、経済安全保障の取組を実施する上での最終的な目標について、多くの製造事業者

が「事業の継続（安定的な調達・生産・供給等）」を掲げている一方で、「自社の収益の拡

大」とする事業者も一部存在していた（図 ）ことから、最終的な目標が「自社の収益

の拡大」である事業者の取組開始から現在までの収益変化の実績及び今後 ～ 年程度（短

期）、今後 ～ 年程度（中長期）のそれぞれの期間での収益変化の見通しについて確認す

る。最終的な目的が「自社の収益の拡大」である事業者は、取組開始から現在、短期、中長

期という時間の経過とともに、収益増加を見込んでいる割合が、前述の経済安全保障の取組

を実施している事業者全体の結果（図 ）より高い値で推移し、最終的に中長期の見通

しで約 割にまで達することが分かった（図 ）。この結果から、経済安全保障の取組の

最終的な目的が「自社の収益の拡大」である事業者は、短期・中長期ともに、将来における

収益増加を見込み、取り組んでいる現状がうかがえる。

図 ：製造事業者の収益と経済安全保障の取組の関係
目的が「自社の収益の拡大」である事業者

備考： ．経済安全保障の取組を実施する上での最終的な目的として、自社の収益の拡大と回答した製造事業者

を対象に調査している。

．今後 ～ 年程度における「赤字転落」、「赤字拡大・維持」の割合、今後 ～ 年程度における「赤字転

落」、「赤字拡大・維持」の割合は、回答数が少ないことから秘匿処理（図内では、右端に統合）をし

ている。

資料：アクセンチュア（株）「令和 年度製造基盤技術実態等調査（我が国ものづくり産業の課題と対応の方向

性に関する調査）報告書」（ 年 月）から経済産業省作成

    

    

    

    

    

    

   

   

   

   

    

       

   

   

   

         

        

        

            

               
               

   

       

199ものづくり白書198

経
済
安
全
保
障
を
踏
ま
え
た
製
造
事
業
者
の

持
続
的
成
長

第
３
節

我が国製造業の競争力強化に向けた要素 第4章



前述を踏まえ、以下では、早期から社内に経済安全保障を扱う専門部署を設立し、経営層

や事業部の理解を得ながら、積極的に取組を進めつつ、将来的に経営計画との紐付けも目指

している事業者の好事例と、各事業者への経済安全保障の普及に向けて、先進的な事例を体

系的に整理した政府の取組を紹介する。

200



企企業業経経営営をを意意識識ししたた経経済済安安全全保保障障へへのの挑挑戦戦

三三菱菱電電機機（（株株））

所在地 ：東京都

従業員数 ： 人

資本金 ： 億 万円

業種 ：電気機械器具製造業

ビビジジネネススへへのの悪悪影影響響のの懸懸念念がが契契機機ととななっったた経経済済安安全全保保障障専専門門部部署署のの設設置置

社会システムから （ ）システムまで幅広い事業を展開し、 兆円の連

結売上高を誇る三菱電機（株）では、 年頃の米国政府による国防授権法（ ）を契機に、

経済安全保障対策の検討を開始した。同法は、中国企業を中心としたサプライチェーンに影響を

与えるもので、三菱電機（株）へ数百億円規模の影響を及ぼす可能性があった。今後も加速度的

に状況が悪化することが見込まれる中、既存の輸出管理部のみでの対処は難しいとの意識から、

年に経済安全保障統括室を設置した。

経済安全保障統括室では設置当時から、自社の戦略的自律性を確保する「サプライチェーン強

靭化」と他社への競争優位性を担保する「技術情報管理」の つのテーマを中心に、対策に取り

組んでいる。社外から収集した情報と社内のデータを掛け合わせ、意思決定に有用な情報（イン

テリジェンス）を抽出することで、経済安全保障の戦略策定・施策の実行につなげている。例え

ば、「サプライチェーン強靭化」の文脈では、資材部門が構築してきたサプライヤーのデータベ

ースと輸出管理部門が管理している制裁リストを照合し、そこに による 解析を加えるこ

とで、サプライチェーンの構造を把握する取組を進めている。

また、経済安全保障対策には、製造現場や営業をはじめとする部門を超えた幅広い社員の協力

が不可欠との認識の下、サプライチェーン強靭化の重要性や情報技術管理の重要性等への理解を

促すべく、 分程度のビギナー向け動画を社内発信し、社員に比較的身近な問題であることを認

知してもらうよう努めている。社外に対しては、経済安全保障統括室長である伊藤氏を中心に積

極的に同社の取組を発信することで、社会的な信頼獲得につながるとともに、結果として外部か

ら更に経済安全保障関連の情報が集まってくるという好循環を生んでいる。

具具体体事事例例をを活活用用ししたた積積極極的的なな対対話話にによよるる経経営営層層・・現現場場へへのの理理解解のの促促進進

経済安全保障統括室は、設置当時、 人のメンバーのみで構成されていたが、現在では 人ま

で増員した。室長の伊藤氏は半導体関連の事業部出身だが、室員は様々な部署から登用した多様

な人材で構成されている。室員だけではすべての取組を実行できないため、各人の経験を基に、

経済安全保障の取組をうまく理解してもらえるようなストーリーを考えることで、各部署を巻き

込み、社内での協力体制を築いていくことが求められている。

特に、経済安全保障には経済合理性と相反するものという印象も伴いがちなため、事業部から

の理解を得ることは難しい課題である。まずは経営層の理解度を高めるべく、直面するリスク事

象等の具体事例を紹介し、経済安全保障の重要性を訴えている。経営層へのアプローチに加え

て、直接、現場の担当者や顧客ともコミュニケーションを取ることで、経済安全保障への全社的

な理解浸透を図っている。

本本業業のの利利益益創創出出にによよるる持持続続的的なな経経済済安安全全保保障障のの取取組組のの実実現現

経済安全保障の取組は単発的な施策として行うのではなく、継続的に行う必要があるとの考え

から、経済安全保障統括室としては、経済安全保障のためにいたずらに自社事業に対して規制を

設けるのではなく、事業を理解し利益も意識しながら経済安全保障を行うことが肝要だと考えて

の略語であり、公開情報を用いて解析を行う手法。
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いる。

加えて、事業部が経済合理性で事業運営の判断を行うことは健全な状態であり、経済安全保障

について意識が向かないことは一定程度許容せざるを得ない中で、経済安全保障対策を進める必

要があると捉えている。同室では、各事業部では手が届きづらい経済安全保障対策の施策検討や

予算策定といった具体案まで落とし込み、関連する事業部とともに対策を実施する横ぐし機能を

担うことで、社全体のバランスを取っている。

同社は、さらに、社全体のリスクマネジメント機能を再構築する流れの中で、経済安全保障を

リスクマネジメントの体系に位置づけ、特に貿易管理や情報セキュリティの観点から戦略策定に

着手し、経営計画への紐付けを目指している。継続的な経済安全保障対策の実施に向けて、同社

の更なる挑戦が続く。

図：同社における経済安全保障活動のスキーム

資料：三菱電機（株）
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民民間間企企業業のの経経済済安安全全保保障障上上のの課課題題へへのの先先進進的的取取組組（（民民間間ベベスストトププララククテティィスス集集））にに

つついいてて

経済安全保障上、企業がどのような課題に直面しているかについて、経済産業省が実施したヒ

アリングによれば、「技術流出」や「ビジネスの予見性低下」を課題として挙げる企業が多く存

在した。一方で、これらの課題にどのように対処すればよいか分からないといった声も多く聞か

れ、具体的な対応に苦慮している現状が明らかになった。

こういった企業の取組を支援するため、経済産業省では、既に具体的な対策を講じている企業

の好事例を収集し、 年 月に民間ベストプラクティス集として公表した。本ベストプラクテ

ィス集は、公表後も継続的に更新している（ 年 月に第 版を公表）。

本ベストプラクティス集では、企業の好事例を、①経済安全保障上の課題に対応するための組

織体制の構築、②技術流出の対策、③サプライチェーンリスクへの対策の つに分類し、紹介し

ている。経済安全保障上の課題への対応については、まず、経営層がその重要性を強く認識し、

社内の体制整備等を主導していくことが重要である。その上で、具体的な措置を検討、実施して

いく際に、本ベストプラクティスを是非活用いただきたい。

図：民間ベストプラクティス集に掲載した技術流出対策の好事例

資料：経済産業省［ ］『経済安全保障上の課題への対応（民間ベストプラクティス集）－第 版－』
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担うことで、社全体のバランスを取っている。

同社は、さらに、社全体のリスクマネジメント機能を再構築する流れの中で、経済安全保障を

リスクマネジメントの体系に位置づけ、特に貿易管理や情報セキュリティの観点から戦略策定に

着手し、経営計画への紐付けを目指している。継続的な経済安全保障対策の実施に向けて、同社

の更なる挑戦が続く。

図：同社における経済安全保障活動のスキーム

資料：三菱電機（株）
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以上より、我が国製造事業者は、経済安全保障の取組を、現代を取り巻く様々な脅威やリ

スクを低減させ、事業継続を実現することに有効と捉えており、経済安全保障の取組を実施

することによって、中長期的に自社の収益の増加や損失の低減が達成されると考えているこ

とが分かった。他方で、我が国製造事業者全体を俯瞰した際、経済安全保障への理解度は芳

しくなく、取組の普及がいまだ途上にあることは課題だといえよう。

事業環境が大きく変化する現代において、我が国製造事業者が持続的な成長を実現するた

めに、まずは、経済安全保障の取組の実行主体である製造事業者が、自社にとっての取組の

必要性を真に理解することが求められる。その上で、より多くの事業者が主体的に取組に着

手し、自社に適した社内体制や実施プロセスを確立させながら、中長期的な目線で投資し、

取組を続けていくことが重要である。政府としても、我が国における経済安全保障の更なる

推進を後押しすべく、今後一層の情報提供や官民対話を通じて、理解促進に取り組んでいく

必要がある。
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第2部
令和 6 年度において

ものづくり基盤技術の
振興に関して講じた施策

第 2 部では、2024 年度においてものづくり基盤技術の振興に関して講じた施策を報告する



第第 章章 ももののづづくくりり産産業業のの振振興興にに係係るる施施策策

第第 節節 研研究究開開発発

研研究究開開発発税税制制（（中中小小企企業業技技術術基基盤盤強強化化税税制制））

ももののづづくくりり基基盤盤技技術術のの開開発発支支援援

（（ ）） ：：人人工工知知能能／／ビビッッググデデーータタ／／ ／／ササイイババーーセセキキュュリリテティィ統統合合ププロロジジェェククトト

（ 年度予算額 億円（（国研）理化学研究所運営費交付金及び（国研）科

学技術振興機構運営費交付金中の推計額を含む））

（（ ））材材料料のの社社会会実実装装にに向向けけたたププロロセセススササイイエエンンスス構構築築事事業業（（ ））（ 年度

予算額 億円）

（（ ））ママテテリリアアルル先先端端リリササーーチチイインンフフララ（（ ））（ 年度予算額 億円、半導体基盤

プラットフォームの構築： 年度補正予算額 億円）

（（ ））デデーータタ創創出出・・活活用用型型ママテテリリアアルル研研究究開開発発ププロロジジェェククトト（（ ））（ 年度予算額

億円）

（（ ））量量子子未未来来社社会会ビビジジョョンンのの実実現現にに向向けけたた取取組組のの推推進進（ 年度予算額約 億円（含

基金）、 年度補正予算額約 億円）

（（ ））宇宇宙宙産産業業技技術術情情報報基基盤盤整整備備研研究究開開発発事事業業（（ ププロロジジェェククトト））（ 年度予算額

億円）

（（ ））宇宇宙宙太太陽陽光光発発電電ににおおけけるる無無線線送送受受電電技技術術のの高高効効率率化化にに向向けけたた研研究究開開発発事事業業委委託託費費

（ 年度予算額 億円）

（（ ））小小型型衛衛星星ココンンスステテレレーーシショョンン関関連連要要素素技技術術開開発発（ 年度補正予算額 億円、

年度補正予算額 億円）

（（ ））月月面面ににおおけけるるエエネネルルギギーー関関連連技技術術開開発発（ 年度補正予算額 億円、 年度予

算額 億円）

（（ ））多多種種衛衛星星ののオオンンデデママンンドドタタススキキンンググ及及びびデデーータタ生生産産・・配配信信技技術術のの研研究究開開発発（

年度補正予算額 億円、 年度補正予算額 億円）
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第第 章章 ももののづづくくりり産産業業のの振振興興にに係係るる施施策策

第第 節節 研研究究開開発発

研研究究開開発発税税制制（（中中小小企企業業技技術術基基盤盤強強化化税税制制））

ももののづづくくりり基基盤盤技技術術のの開開発発支支援援

（（ ）） ：：人人工工知知能能／／ビビッッググデデーータタ／／ ／／ササイイババーーセセキキュュリリテティィ統統合合ププロロジジェェククトト

（ 年度予算額 億円（（国研）理化学研究所運営費交付金及び（国研）科

学技術振興機構運営費交付金中の推計額を含む））

（（ ））材材料料のの社社会会実実装装にに向向けけたたププロロセセススササイイエエンンスス構構築築事事業業（（ ））（ 年度

予算額 億円）

（（ ））ママテテリリアアルル先先端端リリササーーチチイインンフフララ（（ ））（ 年度予算額 億円、半導体基盤

プラットフォームの構築： 年度補正予算額 億円）

（（ ））デデーータタ創創出出・・活活用用型型ママテテリリアアルル研研究究開開発発ププロロジジェェククトト（（ ））（ 年度予算額

億円）

（（ ））量量子子未未来来社社会会ビビジジョョンンのの実実現現にに向向けけたた取取組組のの推推進進（ 年度予算額約 億円（含

基金）、 年度補正予算額約 億円）

（（ ））宇宇宙宙産産業業技技術術情情報報基基盤盤整整備備研研究究開開発発事事業業（（ ププロロジジェェククトト））（ 年度予算額

億円）

（（ ））宇宇宙宙太太陽陽光光発発電電ににおおけけるる無無線線送送受受電電技技術術のの高高効効率率化化にに向向けけたた研研究究開開発発事事業業委委託託費費

（ 年度予算額 億円）

（（ ））小小型型衛衛星星ココンンスステテレレーーシショョンン関関連連要要素素技技術術開開発発（ 年度補正予算額 億円、

年度補正予算額 億円）

（（ ））月月面面ににおおけけるるエエネネルルギギーー関関連連技技術術開開発発（ 年度補正予算額 億円、 年度予

算額 億円）

（（ ））多多種種衛衛星星ののオオンンデデママンンドドタタススキキンンググ及及びびデデーータタ生生産産・・配配信信技技術術のの研研究究開開発発（

年度補正予算額 億円、 年度補正予算額 億円）

（（ ））宇宇宙宙戦戦略略基基金金事事業業（宇宙戦略基金の創設： 年度補正予算額 億円、

年度補正予算額 億円）

（（ ））次次世世代代全全固固体体蓄蓄電電池池材材料料のの評評価価・・基基盤盤技技術術のの開開発発事事業業（ 年度予算額 億円）

（（ ））炭炭素素循循環環社社会会にに貢貢献献すするるセセルルロローーススナナノノフファァイイババーー関関連連技技術術開開発発事事業業（ 年度

予算額 億円）

（（ ））電電気気自自動動車車用用革革新新型型蓄蓄電電池池開開発発事事業業（ 年度予算額 億円）

（（ ））航航空空機機向向けけ革革新新的的推推進進シシスステテムム開開発発事事業業（ 年度予算額 億円）

（（ ））次次世世代代複複合合材材創創製製技技術術開開発発事事業業（ 年度予算額 億円）

（（ ））航航空空機機エエンンジジンン向向けけ材材料料開開発発・・評評価価シシスステテムム基基盤盤整整備備事事業業（ 年度予算額 億

円）

（（ ））アアルルミミニニウウムム素素材材高高度度資資源源循循環環シシスステテムム構構築築（資源自律経済システム開発促進事

業： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））ササププラライイチチェェーーンン強強靱靱化化にに資資すするる未未利利用用レレアアアアーースス分分離離精精製製技技術術開開発発（資源自律

経済システム開発促進事業： 年度予算額 億円の内数）

（（ ）） 等等のの活活用用にによよるる製製造造業業ののダダイイナナミミッックク・・ケケイイパパビビリリテティィ強強化化にに向向けけたた研研究究開開発発

事事業業（ 年度予算額 億円）

（（ ））先先端端計計算算科科学学等等をを活活用用ししたた新新規規機機能能性性材材料料合合成成・・製製造造ププロロセセスス開開発発事事業業（ 年

度予算額 億円）

（（ ）） 等等をを用用いいたたププララススチチッックク原原料料製製造造技技術術開開発発（グリーンイノベーション基金の

内数：上限 億円）

（（ ））製製鉄鉄ププロロセセススににおおけけるる水水素素活活用用（グリーンイノベーション基金の内数：上限

億円）

（（ ）） をを用用いいたたココンンククリリーートト等等製製造造技技術術開開発発（グリーンイノベーション基金の内

数：上限 億円）

研
究
開
発

第
１
節

ものづくり産業の振興に係る施策 第1章

207ものづくり白書206



（（ ））次次世世代代蓄蓄電電池池・・次次世世代代モモーータターーのの開開発発（グリーンイノベーション基金の内数：上

限 億円）

（（ ））電電動動車車等等省省エエネネ化化ののたためめのの車車載載ココンンピピュューーテティィンンググ・・シシミミュュレレーーシショョンン技技術術のの開開

発発（グリーンイノベーション基金の内数：上限 億円）

（（ ））ススママーートトモモビビリリテティィ社社会会のの構構築築（グリーンイノベーション基金の内数：上限

億円）

（（ ））次次世世代代デデジジタタルルイインンフフララのの構構築築（グリーンイノベーション基金の内数：上限

億円）

（（ ））次次世世代代航航空空機機のの開開発発（グリーンイノベーション基金の内数：上限 億円）

（（ ））ババイイオオももののづづくくりり技技術術にによよるる をを直直接接原原料料ととししたたカカーーボボンンリリササイイククルルのの推推進進

（グリーンイノベーション基金の内数：上限 億円）

（（ ））製製造造分分野野ににおおけけるる熱熱ププロロセセススのの脱脱炭炭素素化化（グリーンイノベーション基金の内数：

上限 億円）

戦戦略略分分野野ににおおけけるる基基盤盤整整備備

（（ ）） 社社会会実実現現にに向向けけたた次次世世代代人人工工知知能能・・セセンンシシンンググ等等中中核核技技術術開開発発事事業業（ 年度

予算額 億円）

（（ ））高高効効率率・・高高速速処処理理をを可可能能ととすするる次次世世代代ココンンピピュューーテティィンンググのの技技術術開開発発事事業業（

年度予算額 億円）

（（ ））省省エエネネエエレレククトトロロニニククススのの製製造造基基盤盤強強化化にに向向けけたた技技術術開開発発事事業業（ 年度予算額

億円）

（（ ）） 基基盤盤モモデデルル及及びび先先端端半半導導体体関関連連技技術術開開発発事事業業等等（（ポポスストト 情情報報通通信信シシスステテムム基基

盤盤強強化化研研究究開開発発事事業業等等のの内内数数））（ 年度補正予算額 億円（一部 億

円））

（（ ）） 技技術術やや健健康康デデーータタ等等のの活活用用にに関関すするる実実証証事事業業（予防・健康づくりの社会実装に

向けた研究開発基盤整備事業： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））革革新新的的ロロボボッットト研研究究開開発発等等基基盤盤構構築築事事業業（ 年度予算額 億円）
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（（ ））次次世世代代蓄蓄電電池池・・次次世世代代モモーータターーのの開開発発（グリーンイノベーション基金の内数：上

限 億円）

（（ ））電電動動車車等等省省エエネネ化化ののたためめのの車車載載ココンンピピュューーテティィンンググ・・シシミミュュレレーーシショョンン技技術術のの開開

発発（グリーンイノベーション基金の内数：上限 億円）

（（ ））ススママーートトモモビビリリテティィ社社会会のの構構築築（グリーンイノベーション基金の内数：上限

億円）

（（ ））次次世世代代デデジジタタルルイインンフフララのの構構築築（グリーンイノベーション基金の内数：上限

億円）

（（ ））次次世世代代航航空空機機のの開開発発（グリーンイノベーション基金の内数：上限 億円）

（（ ））ババイイオオももののづづくくりり技技術術にによよるる をを直直接接原原料料ととししたたカカーーボボンンリリササイイククルルのの推推進進

（グリーンイノベーション基金の内数：上限 億円）

（（ ））製製造造分分野野ににおおけけるる熱熱ププロロセセススのの脱脱炭炭素素化化（グリーンイノベーション基金の内数：

上限 億円）

戦戦略略分分野野ににおおけけるる基基盤盤整整備備

（（ ）） 社社会会実実現現にに向向けけたた次次世世代代人人工工知知能能・・セセンンシシンンググ等等中中核核技技術術開開発発事事業業（ 年度

予算額 億円）

（（ ））高高効効率率・・高高速速処処理理をを可可能能ととすするる次次世世代代ココンンピピュューーテティィンンググのの技技術術開開発発事事業業（

年度予算額 億円）

（（ ））省省エエネネエエレレククトトロロニニククススのの製製造造基基盤盤強強化化にに向向けけたた技技術術開開発発事事業業（ 年度予算額

億円）

（（ ）） 基基盤盤モモデデルル及及びび先先端端半半導導体体関関連連技技術術開開発発事事業業等等（（ポポスストト 情情報報通通信信シシスステテムム基基

盤盤強強化化研研究究開開発発事事業業等等のの内内数数））（ 年度補正予算額 億円（一部 億

円））

（（ ）） 技技術術やや健健康康デデーータタ等等のの活活用用にに関関すするる実実証証事事業業（予防・健康づくりの社会実装に

向けた研究開発基盤整備事業： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））革革新新的的ロロボボッットト研研究究開開発発等等基基盤盤構構築築事事業業（ 年度予算額 億円）

（（ ））次次世世代代空空モモビビリリテティィのの社社会会実実装装にに向向けけたた実実現現ププロロジジェェククトト（ 年度予算額 億

円）

（（ ））無無人人自自動動運運転転等等のの 対対応応にに向向けけたた実実証証・・支支援援事事業業（ 年度予算額 億円）

（（ ））先先端端半半導導体体のの国国内内生生産産拠拠点点のの確確保保（ 年度補正予算額 億円）

（（ ））経経済済環環境境変変化化にに応応じじたた重重要要物物資資ササププラライイチチェェーーンン強強靱靱化化支支援援事事業業（（電電子子部部品品））

（ 年度補正予算額 億円）

（（ ））蓄蓄電電池池のの製製造造ササププラライイチチェェーーンン強強靱靱化化支支援援事事業業（ 年度補正予算額 億

円、 年度予算額 億円、 年度補正予算額 億円）

（（ ））ロロボボテティィククスス分分野野ににおおけけるるソソフフトトウウェェアア開開発発基基盤盤構構築築事事業業（（ポポスストト 情情報報通通信信シシ

スステテムム基基盤盤強強化化研研究究開開発発事事業業のの内内数数））（ 年度補正予算額 億円）

（（ ））モモビビリリテティィ 促促進進ののたためめのの無無人人自自動動運運転転開開発発・・実実証証支支援援事事業業（ 年度補正予算

額 億円）

提提案案公公募募型型のの技技術術開開発発支支援援

（（ ）） 事事業業（成長型中小企業等研究開発支援事業（ 事業）： 年度予算

額 億円の内数）

（（ ））ももののづづくくりり・・商商業業・・ササーービビスス生生産産性性向向上上促促進進事事業業（（ももののづづくくりり補補助助金金））（中小企業

生産性革命推進事業： 年度補正予算額 億円の内数、中小企業生産性革命

推進事業： 年度補正予算額 億円の内数）

（（ ））デディィーーププテテッックク・・ススタターートトアアッッププ支支援援事事業業（ディープテック・スタートアップ支

援基金の内数：上限 億円）

（（ ））中中小小企企業業等等事事業業再再構構築築促促進進事事業業（中小企業等事業再構築促進基金： 兆 億円

の内数）
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国国家家基基幹幹技技術術のの開開発発・・利利用用にによよるるももののづづくくりり基基盤盤のの強強化化

（（ ））大大型型放放射射光光施施設設（（ ））／／ 線線自自由由電電子子レレーーザザーー施施設設（（ ））のの整整備備・・共共用用

（ 年度予算額 億円、 ／ 、 の省エネ・老朽化対策：

年度補正予算額 億円の内数、国立研究開発法人等の研究活動等の継続に

係る対応： 年度補正予算額 億円の内数）

（（ ）） のの高高度度化化（（ ⅡⅡ））（ 年度補正予算額 億円）

（（ ）） 高高輝輝度度放放射射光光施施設設（（ ））のの整整備備・・共共用用（ 年度予算額 億円、

の共用ビームライン増設： 年度補正予算額 億円）

（（ ））「「富富岳岳」」のの次次世世代代ととななるる新新たたななフフララッッググシシッッププシシスステテムムのの開開発発・・整整備備（ 年度補

正予算額 億円）

（（ ））大大強強度度陽陽子子加加速速器器施施設設（（ ））のの整整備備・・共共用用（ 年度予算額 億円、

／ 、 の省エネ・老朽化対策： 年度補正予算額 億円の

内数、国立研究開発法人等の研究活動等の継続に係る対応： 年度補正予算額

億円の内数）

（（ ））ススーーパパーーココンンピピュューータタ「「富富岳岳」」及及びび革革新新的的ハハイイパパフフォォーーママンンスス・・ココンンピピュューーテティィ

ンンググ・・イインンフフララ（（ ））のの運運営営（ 年度予算額 億円、 年度補正予算額

億円）

大大学学等等のの能能力力をを活活用用ししたた研研究究開開発発のの促促進進

（（ ））大大学学発発新新産産業業創創出出ププロロググララムム（（ ））（ 年度予算額 億円（（国研）科学技

術振興機構運営費交付金中の推計額））

（（ ））研研究究成成果果最最適適展展開開支支援援ププロロググララムム（（ ））（ 年度予算額 億円（（国研）

科学技術振興機構運営費交付金中の推計額））

（（ ））共共創創のの場場形形成成支支援援ププロロググララムム（（ ））（ 年度予算額 億円（（国研）科

学技術振興機構運営費交付金中の推計額））

（（ ））知知財財活活用用支支援援事事業業（ 年度予算額 億円（（国研）科学技術振興機構運営費交

付金中の推計額））
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国国家家基基幹幹技技術術のの開開発発・・利利用用にによよるるももののづづくくりり基基盤盤のの強強化化

（（ ））大大型型放放射射光光施施設設（（ ））／／ 線線自自由由電電子子レレーーザザーー施施設設（（ ））のの整整備備・・共共用用

（ 年度予算額 億円、 ／ 、 の省エネ・老朽化対策：

年度補正予算額 億円の内数、国立研究開発法人等の研究活動等の継続に

係る対応： 年度補正予算額 億円の内数）

（（ ）） のの高高度度化化（（ ⅡⅡ））（ 年度補正予算額 億円）

（（ ）） 高高輝輝度度放放射射光光施施設設（（ ））のの整整備備・・共共用用（ 年度予算額 億円、

の共用ビームライン増設： 年度補正予算額 億円）

（（ ））「「富富岳岳」」のの次次世世代代ととななるる新新たたななフフララッッググシシッッププシシスステテムムのの開開発発・・整整備備（ 年度補

正予算額 億円）

（（ ））大大強強度度陽陽子子加加速速器器施施設設（（ ））のの整整備備・・共共用用（ 年度予算額 億円、

／ 、 の省エネ・老朽化対策： 年度補正予算額 億円の

内数、国立研究開発法人等の研究活動等の継続に係る対応： 年度補正予算額

億円の内数）

（（ ））ススーーパパーーココンンピピュューータタ「「富富岳岳」」及及びび革革新新的的ハハイイパパフフォォーーママンンスス・・ココンンピピュューーテティィ

ンンググ・・イインンフフララ（（ ））のの運運営営（ 年度予算額 億円、 年度補正予算額

億円）

大大学学等等のの能能力力をを活活用用ししたた研研究究開開発発のの促促進進

（（ ））大大学学発発新新産産業業創創出出ププロロググララムム（（ ））（ 年度予算額 億円（（国研）科学技

術振興機構運営費交付金中の推計額））

（（ ））研研究究成成果果最最適適展展開開支支援援ププロロググララムム（（ ））（ 年度予算額 億円（（国研）

科学技術振興機構運営費交付金中の推計額））

（（ ））共共創創のの場場形形成成支支援援ププロロググララムム（（ ））（ 年度予算額 億円（（国研）科

学技術振興機構運営費交付金中の推計額））

（（ ））知知財財活活用用支支援援事事業業（ 年度予算額 億円（（国研）科学技術振興機構運営費交

付金中の推計額））

（（ ））生生成成 モモデデルルのの透透明明性性・・信信頼頼性性のの確確保保にに向向けけたた研研究究開開発発拠拠点点形形成成（ 年度予算

額 億円、 年度補正予算額 億円）

（（ ））大大学学等等のの研研究究成成果果のの社社会会実実装装にに向向けけたた知知財財支支援援事事業業（（ ））（（独）工業所有権情

報・研修館運営費交付金： 年度予算額 億円の内数）

科科学学技技術術イイノノベベーーシショョンン人人材材のの育育成成・・確確保保

（（ ））博博士士後後期期課課程程学学生生のの処処遇遇向向上上とと研研究究環環境境確確保保（ 年度予算額 億円）

（（ ））特特別別研研究究員員制制度度（ 年度予算額 億円（（独）日本学術振興会運営費交付金

の内数））

（（ ））卓卓越越研研究究員員事事業業（ 年度予算額 億円）

（（ ））科科学学技技術術イイノノベベーーシショョンンをを担担うう女女性性のの活活躍躍促促進進（ 年度予算額 億円）

第第 節節 産産業業振振興興

環環境境性性能能のの高高いい製製品品のの普普及及促促進進等等

（（ ））電電動動車車普普及及目目標標・・長長期期ゴゴーールル

（（ ））環環境境性性能能にに優優れれたた自自動動車車にに対対すするる自自動動車車関関係係諸諸税税

（（ ））ククリリーーンンエエネネルルギギーー自自動動車車導導入入促促進進補補助助金金（ 年度補正予算額 億円、

年度補正予算額 億円）

（（ ））ククリリーーンンエエネネルルギギーー自自動動車車のの普普及及促促進進にに向向けけたた充充電電・・充充ててんんイインンフフララ等等導導入入促促進進

補補助助金金（ 年度補正予算額 億円、 年度予算額 億円、 年度補正予

算額 億円）

（（ ））次次世世代代省省エエネネ建建材材のの実実証証支支援援（住宅・建築物需給一体型等省エネルギー投資促進

事業： 年度予算額 億円の内数）

（（ ）） －－ククレレジジッットト制制度度（国内における温室効果ガス排出削減・吸収量認証制度の実施

委託費： 年度予算額 億円の内数）
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（（ ）） 対対応応にに向向けけたた自自動動車車部部品品ササププラライイヤヤーー事事業業転転換換支支援援事事業業（ 年度予算額

億円）

新新たたなな集集積積のの促促進進又又はは既既存存集集積積のの機機能能強強化化及及びび新新規規産産業業等等にに係係るる支支援援機機能能のの充充実実

（（ ））伝伝統統的的工工芸芸品品産産業業のの振振興興対対策策事事業業（伝統的工芸品産業振興補助金： 年度予算

額 億円、伝統的工芸品産業支援補助金： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））イインンフフララシシスステテムム海海外外展展開開

（（ ））医医工工連連携携イイノノベベーーシショョンン推推進進事事業業（ 年度予算額 億円）

ササイイババーーセセキキュュリリテティィのの強強化化

（（ ））人人材材育育成成とと実実際際ののシシスステテムムのの安安全全性性・・信信頼頼性性検検証証等等（（交交付付金金））（産業サイバーセキ

ュリティ強靱化事業： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））ササイイババーーセセキキュュリリテティィ経経済済基基盤盤構構築築事事業業（ 年度予算額 億円）

（（ ）） をを担担ううデデジジタタルル人人材材のの育育成成推推進進（（独）情報処理推進機構運営費交付金： 年

度予算額 億円の内数）

（（ ））ササププラライイチチェェーーンン・・ササイイババーーセセキキュュリリテティィ対対策策基基盤盤構構築築（（委委託託））（産業サイバーセ

キュリティ強靱化事業： 年度予算額 億円の内数）

知知的的財財産産のの取取得得・・活活用用にに関関すするる支支援援

（（ ））模模倣倣品品・・海海賊賊版版対対策策ににつついいてて

（（ ））知知的的資資産産経経営営のの推推進進

（（ ））営営業業秘秘密密にに関関すするる取取組組

①①営営業業秘秘密密にに関関すするる普普及及啓啓発発

②②営営業業秘秘密密管管理理指指針針のの改改訂訂
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（（ ）） 対対応応にに向向けけたた自自動動車車部部品品ササププラライイヤヤーー事事業業転転換換支支援援事事業業（ 年度予算額

億円）

新新たたなな集集積積のの促促進進又又はは既既存存集集積積のの機機能能強強化化及及びび新新規規産産業業等等にに係係るる支支援援機機能能のの充充実実

（（ ））伝伝統統的的工工芸芸品品産産業業のの振振興興対対策策事事業業（伝統的工芸品産業振興補助金： 年度予算

額 億円、伝統的工芸品産業支援補助金： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））イインンフフララシシスステテムム海海外外展展開開

（（ ））医医工工連連携携イイノノベベーーシショョンン推推進進事事業業（ 年度予算額 億円）

ササイイババーーセセキキュュリリテティィのの強強化化

（（ ））人人材材育育成成とと実実際際ののシシスステテムムのの安安全全性性・・信信頼頼性性検検証証等等（（交交付付金金））（産業サイバーセキ

ュリティ強靱化事業： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））ササイイババーーセセキキュュリリテティィ経経済済基基盤盤構構築築事事業業（ 年度予算額 億円）

（（ ）） をを担担ううデデジジタタルル人人材材のの育育成成推推進進（（独）情報処理推進機構運営費交付金： 年

度予算額 億円の内数）

（（ ））ササププラライイチチェェーーンン・・ササイイババーーセセキキュュリリテティィ対対策策基基盤盤構構築築（（委委託託））（産業サイバーセ

キュリティ強靱化事業： 年度予算額 億円の内数）

知知的的財財産産のの取取得得・・活活用用にに関関すするる支支援援

（（ ））模模倣倣品品・・海海賊賊版版対対策策ににつついいてて

（（ ））知知的的資資産産経経営営のの推推進進

（（ ））営営業業秘秘密密にに関関すするる取取組組

①①営営業業秘秘密密にに関関すするる普普及及啓啓発発

②②営営業業秘秘密密管管理理指指針針のの改改訂訂

（（ ））知知財財権権情情報報のの活活用用にに関関すするる支支援援

①①特特許許情情報報のの提提供供

②②特特許許出出願願技技術術動動向向調調査査分分析析費費（（事事務務費費））（ 年度予算額 億円）

（（ ））権権利利化化にに対対すするる支支援援

①①円円滑滑なな権権利利化化にに対対すするる支支援援

②②早早期期権権利利化化にに対対すするる支支援援

③③世世界界でで通通用用すするる安安定定ししたた権権利利のの設設定定にに向向けけたたイインンフフララ整整備備

（（ ））知知的的財財産産のの戦戦略略的的なな活活用用にに対対すするる支支援援

①①知知的的財財産産にに関関すするる相相談談窓窓口口「「知知財財総総合合支支援援窓窓口口」」（（独）工業所有権情報・研修

館運営費交付金： 年度予算額 億円の内数）

②②海海外外展展開開知知財財支支援援窓窓口口にによよるる支支援援（（独）工業所有権情報・研修館運営費交付

金： 年度予算額 億円の内数）

③③イイノノベベーーシショョンン拠拠点点税税制制（（イイノノベベーーシショョンンボボッッククスス税税制制））

（（ ））技技術術情情報報のの管管理理にに関関すするる取取組組

戦戦略略的的なな標標準準化化・・認認証証のの推推進進

（（ ））中中堅堅･･中中小小企企業業等等ににおおけけるる標標準準化化のの戦戦略略的的活活用用のの推推進進（国際ルール形成・市場創造

型標準化推進事業： 年度予算額 億円の内数、エネルギー需給構造高度化基

準認証推進事業： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））戦戦略略的的なな国国際際標標準準化化のの推推進進（国際ルール形成・市場創造型標準化推進事業：

年度予算額 億円の内数、エネルギー需給構造高度化基準認証推進事業： 年

度予算額 億円の内数）

（（ ））世世界界にに通通用用すするる認認証証基基盤盤のの強強化化

（（ ））アアジジアア諸諸国国等等ととのの協協力力関関係係強強化化
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（（ ））標標準準化化人人材材のの育育成成・・確確保保

①①標標準準化化人人材材 のの整整備備（国際ルール形成・市場創造型標準化推進事業：

年度予算額 億円の内数、エネルギー需給構造高度化基準認証推進事業：

年度予算額 億円の内数）

②②標標準準化化資資格格制制度度のの実実施施

③③大大学学等等ににおおけけるる標標準準化化教教育育のの推推進進

④④若若手手育育成成ののたためめのの国国際際標標準準化化人人材材育育成成講講座座のの実実施施（国際ルール形成・市場創造

型標準化推進事業： 年度予算額 億円の内数、エネルギー需給構造高度化

基準認証推進事業： 年度予算額 億円の内数）

⑤⑤ルルーールル形形成成戦戦略略研研修修のの実実施施（国際ルール形成・市場創造型標準化推進事業：

年度予算額 億円の内数、エネルギー需給構造高度化基準認証推進事業：

年度予算額 億円の内数）

デデーータタ連連携携

（（ ））自自動動車車ササププラライイチチェェーーンンデデーータタ連連携携基基盤盤のの構構築築（無人自動運転等の 対応に向

けた実証・支援事業： 年度予算額 億円の内数、蓄電池等の製品の持続可能

性向上に向けた基盤整備・実証事業： 年度予算額 億円の内数）

そそのの他他

（（ ））ももののづづくくりり白白書書のの作作成成にに必必要要なな調調査査（製造基盤技術実態等調査事業： 年度予

算額 億円の内数）

第第 節節 中中堅堅・・中中小小企企業業支支援援

取取引引条条件件のの改改善善

（（ ））下下請請等等中中小小企企業業のの取取引引条条件件のの改改善善

①①パパーートトナナーーシシッッププ構構築築宣宣言言のの推推進進
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（（ ））標標準準化化人人材材のの育育成成・・確確保保

①①標標準準化化人人材材 のの整整備備（国際ルール形成・市場創造型標準化推進事業：

年度予算額 億円の内数、エネルギー需給構造高度化基準認証推進事業：

年度予算額 億円の内数）

②②標標準準化化資資格格制制度度のの実実施施

③③大大学学等等ににおおけけるる標標準準化化教教育育のの推推進進

④④若若手手育育成成ののたためめのの国国際際標標準準化化人人材材育育成成講講座座のの実実施施（国際ルール形成・市場創造

型標準化推進事業： 年度予算額 億円の内数、エネルギー需給構造高度化

基準認証推進事業： 年度予算額 億円の内数）

⑤⑤ルルーールル形形成成戦戦略略研研修修のの実実施施（国際ルール形成・市場創造型標準化推進事業：

年度予算額 億円の内数、エネルギー需給構造高度化基準認証推進事業：

年度予算額 億円の内数）

デデーータタ連連携携

（（ ））自自動動車車ササププラライイチチェェーーンンデデーータタ連連携携基基盤盤のの構構築築（無人自動運転等の 対応に向

けた実証・支援事業： 年度予算額 億円の内数、蓄電池等の製品の持続可能

性向上に向けた基盤整備・実証事業： 年度予算額 億円の内数）

そそのの他他

（（ ））ももののづづくくりり白白書書のの作作成成にに必必要要なな調調査査（製造基盤技術実態等調査事業： 年度予

算額 億円の内数）

第第 節節 中中堅堅・・中中小小企企業業支支援援

取取引引条条件件のの改改善善

（（ ））下下請請等等中中小小企企業業のの取取引引条条件件のの改改善善

①①パパーートトナナーーシシッッププ構構築築宣宣言言のの推推進進

（（ ））賃賃上上げげののたためめのの価価格格転転嫁嫁対対策策

①①下下請請取取引引改改善善事事業業（（「「価価格格交交渉渉促促進進月月間間」」））（中小企業取引対策事業： 年度補

正予算額 億円の内数、中小企業取引対策事業： 年度補正予算額 億円

の内数）

②②下下請請 メメンンやや自自主主行行動動計計画画等等にによよるる取取組組

（（アア））下下請請 メメンンにによよるるヒヒアアリリンンググ調調査査（中小企業取引対策事業： 年度予算

額 億円の内数）

（（イイ））下下請請中中小小企企業業振振興興法法のの「「振振興興基基準準」」改改正正

中中小小企企業業のの経経営営のの革革新新及及びび創創業業促促進進、、事事業業承承継継・・引引継継ぎぎ支支援援

（（ ））経経営営革革新新のの促促進進

①①新新事事業業活活動動促促進進資資金金（（財財政政投投融融資資））

②②「「中中小小企企業業信信用用保保険険法法」」のの特特例例

（（ ））創創業業・・ベベンンチチャャーーのの促促進進

①①新新規規開開業業・・ススタターートトアアッッププ支支援援資資金金（（財財政政投投融融資資））

②②創創業業者者向向けけ保保証証

③③ 億億企企業業育育成成フファァンンドド出出資資事事業業（中小グループ化・事業再構築支援ファンド出

資事業： 年度補正予算額 億円、 年度補正予算額 億円）

④④エエンンジジェェルル税税制制

⑤⑤オオーーププンンイイノノベベーーシショョンン促促進進税税制制

（（ ））新新事事業業促促進進支支援援事事業業

①①イイノノベベーーシショョンン・・ププロロデデュューーササーーにによよるる活活動動支支援援実実証証事事業業（成長型中小企業等

研究開発支援事業（ 事業）： 年度予算額 億円の内数）
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②②中中小小企企業業成成長長加加速速化化支支援援事事業業（（中中小小企企業業成成長長加加速速化化補補助助金金））（中小企業生産性革

命推進事業： 年度補正予算額 億円の内数）

（（ ））事事業業承承継継・・引引継継ぎぎ支支援援

①①事事業業承承継継総総合合支支援援事事業業（中小企業活性化・事業承継総合支援事業： 年度補

正予算額 億円の内数、 年度補正予算額 億円の内数）

②②事事業業承承継継・・ 支支援援事事業業（（事事業業承承継継・・ 補補助助金金））（中小企業生産性革命推進事

業： 年度補正予算額 億円の内数、中小企業生産性革命推進事業：

年度補正予算額 億円の内数）

③③法法人人版版事事業業承承継継税税制制（（特特例例措措置置））

④④個個人人版版事事業業承承継継税税制制

（（ ））中中小小企企業業のの海海外外展展開開支支援援

①①新新規規輸輸出出１１万万者者支支援援ププロロググララムム

②②現現地地進進出出支支援援強強化化事事業業（ 年度予算額 億円）

③③海海外外展展開開・・事事業業再再編編資資金金（（財財政政投投融融資資））

④④技技術術協協力力活活用用型型・・新新興興国国市市場場開開拓拓事事業業（ 年度予算額 億円）

⑤⑤海海外外権権利利化化支支援援事事業業（中小企業等海外展開支援事業： 年度予算額 億円の

内数）

⑥⑥海海外外出出願願支支援援事事業業（中小企業等海外展開支援事業： 年度予算額 億円の内

数）

⑦⑦海海外外侵侵害害対対策策支支援援事事業業（中小企業等海外展開支援事業： 年度予算額 億円

の内数）

⑧⑧海海外外知知財財訴訴訟訟保保険険事事業業（中小企業等海外展開支援事業： 年度予算額 億円

の内数）
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②②中中小小企企業業成成長長加加速速化化支支援援事事業業（（中中小小企企業業成成長長加加速速化化補補助助金金））（中小企業生産性革

命推進事業： 年度補正予算額 億円の内数）

（（ ））事事業業承承継継・・引引継継ぎぎ支支援援

①①事事業業承承継継総総合合支支援援事事業業（中小企業活性化・事業承継総合支援事業： 年度補

正予算額 億円の内数、 年度補正予算額 億円の内数）

②②事事業業承承継継・・ 支支援援事事業業（（事事業業承承継継・・ 補補助助金金））（中小企業生産性革命推進事

業： 年度補正予算額 億円の内数、中小企業生産性革命推進事業：

年度補正予算額 億円の内数）

③③法法人人版版事事業業承承継継税税制制（（特特例例措措置置））

④④個個人人版版事事業業承承継継税税制制

（（ ））中中小小企企業業のの海海外外展展開開支支援援

①①新新規規輸輸出出１１万万者者支支援援ププロロググララムム

②②現現地地進進出出支支援援強強化化事事業業（ 年度予算額 億円）

③③海海外外展展開開・・事事業業再再編編資資金金（（財財政政投投融融資資））

④④技技術術協協力力活活用用型型・・新新興興国国市市場場開開拓拓事事業業（ 年度予算額 億円）

⑤⑤海海外外権権利利化化支支援援事事業業（中小企業等海外展開支援事業： 年度予算額 億円の

内数）

⑥⑥海海外外出出願願支支援援事事業業（中小企業等海外展開支援事業： 年度予算額 億円の内

数）

⑦⑦海海外外侵侵害害対対策策支支援援事事業業（中小企業等海外展開支援事業： 年度予算額 億円

の内数）

⑧⑧海海外外知知財財訴訴訟訟保保険険事事業業（中小企業等海外展開支援事業： 年度予算額 億円

の内数）

⑨⑨新新輸輸出出大大国国ココンンソソーーシシアアムム（（独）日本貿易振興機構運営費交付金： 年度予

算額 億円の内数）

技技術術にに関関すするる研研修修及及びび相相談談・・助助言言等等

（（ ））（（独独））中中小小企企業業基基盤盤整整備備機機構構ににおおけけるる経経営営相相談談・・専専門門家家派派遣遣事事業業（（独）中小企業

基盤整備機構運営費交付金事業： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））よよろろずず支支援援拠拠点点事事業業（中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業：

年度予算額 億円の内数）

中中小小企企業業ののももののづづくくりり基基盤盤技技術術強強化化

（（ ））地地域域中中小小企企業業人人材材確確保保支支援援等等事事業業（地域の中堅・中核企業の経営力向上支援事

業： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））中中小小企企業業大大学学校校ににおおけけるる人人材材育育成成支支援援（（独）中小企業基盤整備機構運営費交付金

事業： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））中中小小企企業業等等経経営営強強化化法法（（経経営営力力向向上上計計画画））

（（ ））中中小小企企業業投投資資促促進進税税制制

（（ ））中中小小企企業業経経営営強強化化税税制制

（（ ））固固定定資資産産税税のの特特例例（（中中小小企企業業等等経経営営強強化化法法にによよるる支支援援））

中中堅堅企企業業のの成成長長促促進進

（（ ））中中堅堅・・中中小小企企業業のの賃賃上上げげにに向向けけたた省省力力化化等等のの大大規規模模成成長長投投資資補補助助金金（ 年度補

正予算額 億円（国庫債務負担含め新規公募分として総額 億円））

（（ ））中中堅堅・・中中小小ググルルーーププ化化税税制制

（（ ））中中堅堅・・中中核核企企業業のの経経営営力力強強化化支支援援事事業業（地域の中堅・中核企業の経営力向上支援

事業： 年度予算額 億円の内数）
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第第 章章 ももののづづくくりり産産業業ににおおけけるる人人材材育育成成にに係係るる施施策策

第第 節節 人人材材確確保保とと雇雇用用のの安安定定

人人材材確確保保のの支支援援

（（ ））ハハロローーワワーーククににおおけけるるききめめ細細かかななママッッチチンンググ支支援援

（（ ））人人材材確確保保等等支支援援助助成成金金にによよるる職職場場定定着着のの促促進進等等（ 年度予算額 億円）

（（ ））早早期期再再就就職職支支援援等等助助成成金金（（中中途途採採用用拡拡大大ココーースス））にによよるる転転職職・・再再就就職職者者のの採採用用機機

会会のの拡拡大大等等（ 年度予算額 億円）

（（ ））製製造造業業ににおおけけるる外外国国人人材材受受入入れれ支支援援事事業業（ 年度予算額 億円）

景景気気循循環環にに対対応応ししたた雇雇用用のの維維持持・・安安定定対対策策

（（ ））早早期期再再就就職職支支援援等等助助成成金金にによよるる成成長長分分野野等等へへのの人人材材移移動動のの実実現現（早期再就職支援

等助成金（再就職支援コース）： 年度予算額 億円、早期再就職支援等助成

金（雇入れ支援コース）： 年度予算額 億円）

（（ ））雇雇用用調調整整助助成成金金にによよるる雇雇用用のの維維持持・・安安定定（ 年度予算額 億円、 年度補

正予算額 億円）

労労働働力力需需給給調調整整機機能能のの強強化化

（（ ））求求人人関関係係情情報報のの積積極極的的なな提提供供等等

（（ ））職職業業情情報報提提供供ササイイトト（（ ））のの整整備備（ 年度予算額 億円）

（（ ））製製造造業業のの請請負負事事業業のの適適正正化化及及びび雇雇用用管管理理改改善善のの推推進進（ 年度予算額 億円）

若若年年者者のの就就業業支支援援のの推推進進及及びび職職業業意意識識のの啓啓発発

（（ ））若若年年無無業業者者等等にに対対すするる職職業業的的自自立立支支援援（（地地域域若若者者ササポポーートトスステテーーシショョンン事事業業））

（ 年度予算額 億円、 年度補正予算額 億円）
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第第 章章 ももののづづくくりり産産業業ににおおけけるる人人材材育育成成にに係係るる施施策策

第第 節節 人人材材確確保保とと雇雇用用のの安安定定

人人材材確確保保のの支支援援

（（ ））ハハロローーワワーーククににおおけけるるききめめ細細かかななママッッチチンンググ支支援援

（（ ））人人材材確確保保等等支支援援助助成成金金にによよるる職職場場定定着着のの促促進進等等（ 年度予算額 億円）

（（ ））早早期期再再就就職職支支援援等等助助成成金金（（中中途途採採用用拡拡大大ココーースス））にによよるる転転職職・・再再就就職職者者のの採採用用機機

会会のの拡拡大大等等（ 年度予算額 億円）

（（ ））製製造造業業ににおおけけるる外外国国人人材材受受入入れれ支支援援事事業業（ 年度予算額 億円）

景景気気循循環環にに対対応応ししたた雇雇用用のの維維持持・・安安定定対対策策

（（ ））早早期期再再就就職職支支援援等等助助成成金金にによよるる成成長長分分野野等等へへのの人人材材移移動動のの実実現現（早期再就職支援

等助成金（再就職支援コース）： 年度予算額 億円、早期再就職支援等助成

金（雇入れ支援コース）： 年度予算額 億円）

（（ ））雇雇用用調調整整助助成成金金にによよるる雇雇用用のの維維持持・・安安定定（ 年度予算額 億円、 年度補

正予算額 億円）

労労働働力力需需給給調調整整機機能能のの強強化化

（（ ））求求人人関関係係情情報報のの積積極極的的なな提提供供等等

（（ ））職職業業情情報報提提供供ササイイトト（（ ））のの整整備備（ 年度予算額 億円）

（（ ））製製造造業業のの請請負負事事業業のの適適正正化化及及びび雇雇用用管管理理改改善善のの推推進進（ 年度予算額 億円）

若若年年者者のの就就業業支支援援のの推推進進及及びび職職業業意意識識のの啓啓発発

（（ ））若若年年無無業業者者等等にに対対すするる職職業業的的自自立立支支援援（（地地域域若若者者ササポポーートトスステテーーシショョンン事事業業））

（ 年度予算額 億円、 年度補正予算額 億円）

（（ ））新新規規学学卒卒者者等等へへのの支支援援のの充充実実（（新新卒卒応応援援ハハロローーワワーークク））（ 年度予算額 億

円）

（（ ））フフリリーータターー等等にに対対すするる就就職職支支援援（（わわかかももののハハロローーワワーークク等等））（ 年度予算額

億円）

年年齢齢にに関関わわりりななくく働働けけるる社社会会のの実実現現

（（ ））高高齢齢者者雇雇用用のの促促進進

①①高高齢齢者者のの雇雇用用・・就就業業機機会会をを確確保保すするる措措置置のの促促進進

②② 歳歳超超雇雇用用推推進進助助成成金金のの活活用用促促進進（ 年度予算額 億円）

（（ ））高高齢齢者者等等のの再再就就職職支支援援のの促促進進（生涯現役支援窓口事業： 年度予算額 億

円、特定求職者雇用開発助成金： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））地地域域ににおおけけるる多多様様なな働働きき手手へへのの支支援援（シルバー会員未就業者及び女性高齢者社会

参加促進事業： 年度補正予算額 億円、シルバー人材センターフリーランス

新法就業環境整備促進事業： 年度補正予算額 億円、シルバー人材センタ

ー事業： 年度予算額 億円）、シルバー会員就業支援事業： 年度補正

予算額 億円、シルバー人材センター契約見直しに係る説明対応事業： 年度

補正予算額 億円、生涯現役地域づくり環境整備事業： 年度予算額 億

円）

第第 節節 職職業業能能力力のの開開発発及及びび向向上上

労労使使のの協協働働にによよるる学学びび・・学学びび直直ししのの促促進進

ハハロローートトレレーーニニンンググ（（公公的的職職業業訓訓練練））のの推推進進

（（ ））公公共共職職業業訓訓練練のの推推進進（ 年度予算額 億円）

（（ ））求求職職者者支支援援制制度度のの推推進進（ 年度予算額 億円）

（（ ））生生産産性性向向上上人人材材育育成成支支援援セセンンタターーのの取取組組（（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構

職業能力開発勘定運営費交付金： 年度予算額 億円の内数）
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（（ ））地地域域のの人人材材ニニーーズズをを踏踏ままええたた訓訓練練ココーーススのの設設定定促促進進

（（ ））職職業業訓訓練練のの質質のの向向上上

事事業業主主がが行行うう職職業業能能力力開開発発のの推推進進

（（ ））人人材材開開発発支支援援助助成成金金のの活活用用促促進進（ 年度予算額 億円）

（（ ））認認定定職職業業訓訓練練にに対対すするる支支援援（ 年度予算額 億円）

（（ ））キキャャリリアアココンンササルルテティィンンググのの普普及及促促進進

（（ ））在在籍籍型型出出向向等等のの活活用用にによよるるススキキルルアアッッププ等等のの支支援援（産業雇用安定助成金（産業連携

人材確保等支援コース）： 年度予算額 億円、産業雇用安定助成金（スキルア

ップ支援コース）： 年度予算額 億円）

労労働働者者のの主主体体的的なな職職業業能能力力開開発発ののたためめのの環環境境整整備備

（（ ））教教育育訓訓練練給給付付のの拡拡充充（ 年度予算額 億円）

（（ ））ジジョョブブ・・カカーードド制制度度のの推推進進

外外国国人人材材のの育育成成

（（ ））技技能能評評価価シシスステテムム（（技技能能競競技技大大会会・・技技能能検検定定））をを通通じじたた技技能能移移転転事事業業（ 年度予

算額 億円）

（（ ）） 事事業業へへのの協協力力等等政政府府間間のの技技術術協協力力

（（ ））外外国国人人技技能能実実習習制制度度のの適適正正なな実実施施及及びび育育成成就就労労制制度度のの創創設設

第第 節節 ももののづづくくりりにに関関すするる能能力力のの適適正正なな評評価価、、労労働働条条件件のの確確保保・・改改善善

職職業業能能力力評評価価制制度度のの整整備備

（（ ））技技能能検検定定制制度度（ 年度予算額 億円）

（（ ））団団体体等等検検定定等等認認定定制制度度（ 年度予算額 億円）
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（（ ））地地域域のの人人材材ニニーーズズをを踏踏ままええたた訓訓練練ココーーススのの設設定定促促進進

（（ ））職職業業訓訓練練のの質質のの向向上上

事事業業主主がが行行うう職職業業能能力力開開発発のの推推進進

（（ ））人人材材開開発発支支援援助助成成金金のの活活用用促促進進（ 年度予算額 億円）

（（ ））認認定定職職業業訓訓練練にに対対すするる支支援援（ 年度予算額 億円）

（（ ））キキャャリリアアココンンササルルテティィンンググのの普普及及促促進進

（（ ））在在籍籍型型出出向向等等のの活活用用にによよるるススキキルルアアッッププ等等のの支支援援（産業雇用安定助成金（産業連携

人材確保等支援コース）： 年度予算額 億円、産業雇用安定助成金（スキルア

ップ支援コース）： 年度予算額 億円）

労労働働者者のの主主体体的的なな職職業業能能力力開開発発ののたためめのの環環境境整整備備

（（ ））教教育育訓訓練練給給付付のの拡拡充充（ 年度予算額 億円）

（（ ））ジジョョブブ・・カカーードド制制度度のの推推進進

外外国国人人材材のの育育成成

（（ ））技技能能評評価価シシスステテムム（（技技能能競競技技大大会会・・技技能能検検定定））をを通通じじたた技技能能移移転転事事業業（ 年度予

算額 億円）

（（ ）） 事事業業へへのの協協力力等等政政府府間間のの技技術術協協力力

（（ ））外外国国人人技技能能実実習習制制度度のの適適正正なな実実施施及及びび育育成成就就労労制制度度のの創創設設

第第 節節 ももののづづくくりりにに関関すするる能能力力のの適適正正なな評評価価、、労労働働条条件件のの確確保保・・改改善善

職職業業能能力力評評価価制制度度のの整整備備

（（ ））技技能能検検定定制制度度（ 年度予算額 億円）

（（ ））団団体体等等検検定定等等認認定定制制度度（ 年度予算額 億円）

「「ももののづづくくりり立立国国」」のの推推進進

（（ ））各各種種技技能能競競技技大大会会等等のの実実施施

①①各各種種技技能能競競技技大大会会

（（アア））技技能能五五輪輪国国際際大大会会

（（イイ））技技能能五五輪輪全全国国大大会会

（（ウウ））全全国国障障害害者者技技能能競競技技大大会会（（全全国国アアビビリリンンピピッックク））

（（エエ））国国際際アアビビリリンンピピッックク

（（オオ））若若年年者者ももののづづくくりり競競技技大大会会

（（カカ））技技能能ググラランンププリリ

②②卓卓越越ししたた技技能能者者のの表表彰彰制制度度（ 年度予算額 億円）

（（ ））若若年年技技能能者者人人材材育育成成支支援援等等事事業業（ 年度予算額 億円）

労労働働条条件件のの確確保保・・改改善善

（（ ））労労働働条条件件のの確確保保対対策策

（（ ））製製造造業業のの労労働働災災害害防防止止対対策策（（高高度度安安全全機機械械等等導導入入支支援援補補助助金金））（ 年度予算額

億円）

（（ ）） ココンンソソーーシシアアムムのの推推進進（ 年度予算額 億円）

221ものづくり白書220

も
の
づ
く
り
に
関
す
る
能
力
の
適
正
な
評
価
、

労
働
条
件
の
確
保
・
改
善

第
３
節

ものづくり産業における人材育成に係る施策 第２章



第第 章章 ももののづづくくりり基基盤盤技技術術にに係係るる学学習習のの振振興興にに係係るる施施策策

第第 節節 学学校校教教育育ににおおけけるるももののづづくくりり教教育育のの充充実実

初初等等中中等等教教育育ににおおいいてて講講じじたた施施策策

（（ ））全全国国産産業業教教育育フフェェアアのの開開催催

（（ ））ママイイススタターー・・ハハイイススククーールル（（次次世世代代地地域域産産業業人人材材育育成成刷刷新新事事業業））（ 年度予算額

億円の内数）

（（ ）） ハハイイススククーールル（（高高等等学学校校 加加速速化化推推進進事事業業））（ 年度補正予算額 億円）

（（ ））教教員員研研修修のの実実施施

（（ ））産産業業教教育育施施設設・・設設備備のの整整備備（ 年度予算額 億円）

（（ ））ススーーパパーーササイイエエンンススハハイイススククーールル（ 年度予算額 億円（（国研）科学技術振

興機構運営費交付金の内数等））

（（ ））理理数数教教育育充充実実ののたためめのの総総合合的的なな支支援援（ 年度予算額 億円）

（（ ））知知財財力力開開発発校校支支援援事事業業（（独）工業所有権情報・研修館運営費交付金： 年度予

算額 億円の内数）

専専修修学学校校教教育育ににおおいいてて講講じじたた施施策策

（（ ））専専修修学学校校にによよるる地地域域産産業業中中核核的的人人材材養養成成事事業業（ 年度予算額 億円）

（（ ））「「職職業業実実践践専専門門課課程程」」のの認認定定

（（ ））「「キキャャリリアア形形成成促促進進ププロロググララムム」」のの認認定定

高高等等専専門門学学校校ににおおいいてて講講じじたた施施策策

（（ ））高高等等専専門門学学校校のの高高度度化化・・国国際際化化（ 年度予算額 億円）
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第第 章章 ももののづづくくりり基基盤盤技技術術にに係係るる学学習習のの振振興興にに係係るる施施策策

第第 節節 学学校校教教育育ににおおけけるるももののづづくくりり教教育育のの充充実実

初初等等中中等等教教育育ににおおいいてて講講じじたた施施策策

（（ ））全全国国産産業業教教育育フフェェアアのの開開催催

（（ ））ママイイススタターー・・ハハイイススククーールル（（次次世世代代地地域域産産業業人人材材育育成成刷刷新新事事業業））（ 年度予算額

億円の内数）

（（ ）） ハハイイススククーールル（（高高等等学学校校 加加速速化化推推進進事事業業））（ 年度補正予算額 億円）

（（ ））教教員員研研修修のの実実施施

（（ ））産産業業教教育育施施設設・・設設備備のの整整備備（ 年度予算額 億円）

（（ ））ススーーパパーーササイイエエンンススハハイイススククーールル（ 年度予算額 億円（（国研）科学技術振

興機構運営費交付金の内数等））

（（ ））理理数数教教育育充充実実ののたためめのの総総合合的的なな支支援援（ 年度予算額 億円）

（（ ））知知財財力力開開発発校校支支援援事事業業（（独）工業所有権情報・研修館運営費交付金： 年度予

算額 億円の内数）

専専修修学学校校教教育育ににおおいいてて講講じじたた施施策策

（（ ））専専修修学学校校にによよるる地地域域産産業業中中核核的的人人材材養養成成事事業業（ 年度予算額 億円）

（（ ））「「職職業業実実践践専専門門課課程程」」のの認認定定

（（ ））「「キキャャリリアア形形成成促促進進ププロロググララムム」」のの認認定定

高高等等専専門門学学校校ににおおいいてて講講じじたた施施策策

（（ ））高高等等専専門門学学校校のの高高度度化化・・国国際際化化（ 年度予算額 億円）

（（ ））国国立立高高等等専専門門学学校校のの基基盤盤的的設設備備のの整整備備（ 年度補正予算額 億円）

大大学学教教育育ににおおいいてて講講じじたた施施策策

（（ ））職職業業実実践践力力育育成成ププロロググララムム（（ ））

（（ ））卓卓越越大大学学院院ププロロググララムム（ 年度予算額 億円の内数）

第第 節節 ももののづづくくりりにに係係るる生生涯涯学学習習のの振振興興

一一般般市市民民やや若若年年層層にに対対すするる普普及及啓啓発発

（（ ））日日本本科科学学未未来来館館ででのの取取組組

（（ ））「「子子どどももゆゆめめ基基金金」」助助成成事事業業にによよるる科科学学体体験験活活動動等等へへのの支支援援（（独）国立青少年教

育振興機構運営費交付金： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））（（独独））国国立立科科学学博博物物館館ででのの取取組組（（独）国立科学博物館運営費交付金： 年度

億円の内数）

（（ ））文文化化財財のの保保存存技技術術のの保保護護（文化財保存技術の伝承等： 年度予算額 億円、選

定保存技術広報事業： 年度予算額 億円）

技技術術者者にに対対すするる生生涯涯学学習習のの支支援援

（（ ））研研究究人人材材キキャャリリアア情情報報活活用用支支援援事事業業（（国研）科学技術振興機構運営費交付金

年度予算額の内数 億円、 年度補正予算額 億円）

人人生生 年年時時代代のの到到来来にに向向けけたた社社会会人人のの学学びび直直ししのの推推進進

（（ ））地地域域ニニーーズズにに応応ええるる産産学学官官連連携携をを通通じじたたリリカカレレンントト教教育育ププララッットトフフォォーームム構構築築支支

援援事事業業（ 年度補正予算額 億円）

（（ ））リリカカレレンントト教教育育にによよるる新新時時代代のの産産学学協協働働体体制制構構築築にに向向けけたた調調査査研研究究事事業業（ 年

度補正予算額 億円）

（（ ））社社会会人人のの学学びびのの情情報報アアククセセスス改改善善にに向向けけたたポポーータタルルササイイトト「「ママナナパパスス」」のの改改良良・・

充充実実（ 年度予算額 億円）
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第第 章章 災災害害等等かかららのの復復旧旧・・復復興興、、強強靱靱化化にに係係るる施施策策

第第 節節 東東日日本本大大震震災災にに係係るるももののづづくくりり基基盤盤技技術術振振興興対対策策

資資金金繰繰りり対対策策

（（ ））震震災災かかららのの再再建建・・再再生生にに向向けけたた資資金金繰繰りり支支援援

①①東東日日本本大大震震災災復復興興特特別別貸貸付付等等 【【復復興興】】（ 年度予算額 億円）

②②被被災災中中小小企企業業へへのの資資金金繰繰りり支支援援（（信信用用保保証証））

③③中中小小企企業業再再生生支支援援事事業業【【復復興興】】（ 年度予算額 億円）

工工場場等等のの復復旧旧へへのの支支援援

（（ ））仮仮設設工工場場、、仮仮設設店店舗舗等等整整備備事事業業等等（（独）中小企業基盤整備機構運営費交付金【復

興】： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））中中小小企企業業組組合合等等共共同同施施設設等等災災害害復復旧旧事事業業【【復復興興】】（ 年度予算額 億円）

原原子子力力災災害害かかららのの復復興興支支援援

（（ ））福福島島県県ににおおけけるる医医療療関関連連拠拠点点整整備備（福島医薬品関連産業支援拠点化事業： 年

度予算額 億円、福島県医療機器開発・安全性評価センター整備事業【復興】：

年度予算額 億円）

第第 節節 令令和和元元年年台台風風第第 号号にに係係るるももののづづくくりり基基盤盤技技術術振振興興対対策策

資資金金繰繰りり対対策策

（（ ））災災害害かかららのの再再建建・・再再生生にに向向けけたた資資金金繰繰りり支支援援

①①信信用用保保証証にによよるる資資金金繰繰りり対対策策（中小企業信用補完制度関連補助事業： 年度

予算額 億円の内数）
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第第 章章 災災害害等等かかららのの復復旧旧・・復復興興、、強強靱靱化化にに係係るる施施策策

第第 節節 東東日日本本大大震震災災にに係係るるももののづづくくりり基基盤盤技技術術振振興興対対策策

資資金金繰繰りり対対策策

（（ ））震震災災かかららのの再再建建・・再再生生にに向向けけたた資資金金繰繰りり支支援援

①①東東日日本本大大震震災災復復興興特特別別貸貸付付等等 【【復復興興】】（ 年度予算額 億円）

②②被被災災中中小小企企業業へへのの資資金金繰繰りり支支援援（（信信用用保保証証））

③③中中小小企企業業再再生生支支援援事事業業【【復復興興】】（ 年度予算額 億円）

工工場場等等のの復復旧旧へへのの支支援援

（（ ））仮仮設設工工場場、、仮仮設設店店舗舗等等整整備備事事業業等等（（独）中小企業基盤整備機構運営費交付金【復

興】： 年度予算額 億円の内数）

（（ ））中中小小企企業業組組合合等等共共同同施施設設等等災災害害復復旧旧事事業業【【復復興興】】（ 年度予算額 億円）

原原子子力力災災害害かかららのの復復興興支支援援

（（ ））福福島島県県ににおおけけるる医医療療関関連連拠拠点点整整備備（福島医薬品関連産業支援拠点化事業： 年

度予算額 億円、福島県医療機器開発・安全性評価センター整備事業【復興】：

年度予算額 億円）

第第 節節 令令和和元元年年台台風風第第 号号にに係係るるももののづづくくりり基基盤盤技技術術振振興興対対策策

資資金金繰繰りり対対策策

（（ ））災災害害かかららのの再再建建・・再再生生にに向向けけたた資資金金繰繰りり支支援援

①①信信用用保保証証にによよるる資資金金繰繰りり対対策策（中小企業信用補完制度関連補助事業： 年度

予算額 億円の内数）

第第 節節 令令和和 年年 月月豪豪雨雨にに係係るるももののづづくくりり基基盤盤技技術術振振興興対対策策

資資金金繰繰りり対対策策

（（ ））災災害害かかららのの再再建建・・再再生生にに向向けけたた資資金金繰繰りり支支援援

①①令令和和 年年 月月豪豪雨雨特特別別貸貸付付（（財財政政投投融融資資））

②②信信用用保保証証にによよるる資資金金繰繰りり対対策策（中小企業信用補完制度関連補助事業： 年度

予算額 億円の内数）

③③政政府府関関係係金金融融機機関関のの運運営営にに必必要要なな経経費費（（ママルル経経融融資資のの貸貸付付限限度度額額･･金金利利引引下下げげ措措

置置のの拡拡充充（（政政策策金金融融））））

工工場場等等のの復復旧旧へへのの支支援援

（（ ））ななりりわわいい再再建建支支援援事事業業（（令令和和 年年 月月豪豪雨雨））（ 年度補正予算額 億円）

第第 節節 令令和和 年年及及びび令令和和 年年福福島島県県沖沖地地震震にに係係るるももののづづくくりり基基盤盤技技術術振振

興興対対策策

工工場場等等のの復復旧旧へへのの支支援援

（（ ））中中小小企企業業等等ググルルーーププ補補助助金金（（令令和和 年年、、令令和和 年年福福島島沖沖地地震震））（ 年度補正予算額

億円）

第第 節節 新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症にに係係るるももののづづくくりり基基盤盤技技術術振振興興対対策策

資資金金繰繰りり対対策策

（（ ））新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症のの感感染染拡拡大大にによよるる業業況況悪悪化化かかららのの再再建建・・再再生生にに向向けけたた

資資金金繰繰りり支支援援

①①日日本本政政策策金金融融公公庫庫等等にによよるる資資金金繰繰りり支支援援（ 年度補正予算額 億円）

②②信信用用保保証証にによよるる資資金金繰繰りり対対策策（中小企業信用補完制度関連補助事業： 年度

予算額 億円の内数）
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③③政政府府関関係係金金融融機機関関のの運運営営にに必必要要なな経経費費（（ママルル経経融融資資のの貸貸付付限限度度額額･･金金利利引引下下げげ措措

置置のの拡拡充充（（政政策策金金融融））））

第第 節節 原原材材料料価価格格・・エエネネルルギギーー価価格格高高騰騰等等にに係係るるももののづづくくりり基基盤盤技技術術

振振興興対対策策

ササププラライイチチェェーーンンのの強強靱靱化化にに向向けけたた取取組組

（（ ））経経済済環環境境変変化化にに応応じじたた重重要要物物資資ササププラライイチチェェーーンン強強靱靱化化支支援援事事業業（経済環境変化

に応じた重要物資サプライチェーン強靱化支援事業（半導体）： 年度補正予算

額 億円（うち、 ： 億円）、経済環境変化に応じた重要物資サプライチ

ェーン強靱化支援事業（先端電子部品）： 年度補正予算額 億円、蓄電池の

製造サプライチェーン強靱化支援事業： 年度補正予算額 億円、経済環境

変化に応じた重要物資サプライチェーン強靱化支援事業（クラウドプログラム）：

年度補正予算額 億円、経済環境変化に応じた重要物資サプライチェーン

強靱化支援事業（航空機の部品）： 年度補正予算額 億円、経済環境変化に

応じた重要物資サプライチェーン強靱化支援事業（工作機械・産業用ロボット）：

年度補正予算額 億円、経済環境変化に応じた重要物資サプライチェーン強

靱化支援事業（ ）： 年度補正予算額 億円、蓄電池の製造サプライチェー

ン強靱化支援事業： 年度予算額 億円、経済環境変化に応じた重要物資サ

プライチェーン強靱化支援事業（電子部品）： 年度補正予算額 億円、蓄電

池の製造サプライチェーン強靱化支援事業： 年度補正予算額 億円、経済

環境変化に応じた重要物資サプライチェーン強靱化支援事業（ ）： 年度補

正予算額 億円、経済安全保障の確保に資するサプライチェーンの強靱化事業

（永久磁石）： 年度補正予算額 億円）

（（ ））中中小小企企業業等等事事業業再再構構築築促促進進事事業業（（ササププラライイチチェェーーンン強強靱靱化化枠枠））（中小企業等事業再

構築促進基金： 兆 億円の内数）

原原油油価価格格高高騰騰対対策策

（（ ）） ガガスス等等価価格格高高騰騰対対策策（（小小規規模模事事業業者者持持続続化化補補助助金金のの加加点点措措置置））（中小企業生産性

革命推進事業： 年度補正予算額 億円の内数、中小企業生産性革命推進事

業： 年度補正予算額 億円の内数）
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③③政政府府関関係係金金融融機機関関のの運運営営にに必必要要なな経経費費（（ママルル経経融融資資のの貸貸付付限限度度額額･･金金利利引引下下げげ措措

置置のの拡拡充充（（政政策策金金融融））））

第第 節節 原原材材料料価価格格・・エエネネルルギギーー価価格格高高騰騰等等にに係係るるももののづづくくりり基基盤盤技技術術

振振興興対対策策

ササププラライイチチェェーーンンのの強強靱靱化化にに向向けけたた取取組組

（（ ））経経済済環環境境変変化化にに応応じじたた重重要要物物資資ササププラライイチチェェーーンン強強靱靱化化支支援援事事業業（経済環境変化

に応じた重要物資サプライチェーン強靱化支援事業（半導体）： 年度補正予算

額 億円（うち、 ： 億円）、経済環境変化に応じた重要物資サプライチ

ェーン強靱化支援事業（先端電子部品）： 年度補正予算額 億円、蓄電池の

製造サプライチェーン強靱化支援事業： 年度補正予算額 億円、経済環境

変化に応じた重要物資サプライチェーン強靱化支援事業（クラウドプログラム）：

年度補正予算額 億円、経済環境変化に応じた重要物資サプライチェーン

強靱化支援事業（航空機の部品）： 年度補正予算額 億円、経済環境変化に

応じた重要物資サプライチェーン強靱化支援事業（工作機械・産業用ロボット）：

年度補正予算額 億円、経済環境変化に応じた重要物資サプライチェーン強

靱化支援事業（ ）： 年度補正予算額 億円、蓄電池の製造サプライチェー

ン強靱化支援事業： 年度予算額 億円、経済環境変化に応じた重要物資サ

プライチェーン強靱化支援事業（電子部品）： 年度補正予算額 億円、蓄電

池の製造サプライチェーン強靱化支援事業： 年度補正予算額 億円、経済

環境変化に応じた重要物資サプライチェーン強靱化支援事業（ ）： 年度補

正予算額 億円、経済安全保障の確保に資するサプライチェーンの強靱化事業

（永久磁石）： 年度補正予算額 億円）

（（ ））中中小小企企業業等等事事業業再再構構築築促促進進事事業業（（ササププラライイチチェェーーンン強強靱靱化化枠枠））（中小企業等事業再

構築促進基金： 兆 億円の内数）

原原油油価価格格高高騰騰対対策策

（（ ）） ガガスス等等価価格格高高騰騰対対策策（（小小規規模模事事業業者者持持続続化化補補助助金金のの加加点点措措置置））（中小企業生産性

革命推進事業： 年度補正予算額 億円の内数、中小企業生産性革命推進事

業： 年度補正予算額 億円の内数）

エエネネルルギギーー・・原原材材料料のの安安定定供供給給対対策策

（（ ））省省エエネネルルギギーー設設備備へへのの更更新新をを促促進進すするるたためめのの補補助助金金

①①先先進進的的省省エエネネルルギギーー投投資資促促進進支支援援事事業業費費補補助助金金（ 年度予算額 億円）

②②省省エエネネルルギギーー投投資資促促進進支支援援事事業業費費補補助助金金（省エネルギー投資促進支援事業費：

年度補正予算額 億円、 年度補正予算額 億円）

③③省省エエネネルルギギーー投投資資促促進進・・需需要要構構造造転転換換支支援援事事業業費費補補助助金金（省エネルギー投資促

進・需要構造転換支援事業費： 年度補正予算額 億円、 年度補正予算

額 億円）

（（ ））半半導導体体ササププラライイチチェェーーンン協協力力枠枠組組みみのの構構築築

（（ ））日日本本政政策策金金融融公公庫庫等等にによよるる資資金金繰繰りり支支援援（日本政策金融公庫等による資金繰り支

援： 年度補正予算額 億円の内数）

第第 節節 令令和和 年年能能登登半半島島地地震震にに係係るるももののづづくくりり基基盤盤技技術術振振興興対対策策

資資金金繰繰りり対対策策

（（ ））震震災災かかららのの再再建建・・再再生生にに向向けけたた資資金金繰繰りり支支援援

①①被被災災中中小小企企業業へへのの資資金金繰繰りり支支援援（（政政策策金金融融））

②②被被災災中中小小企企業業へへのの資資金金繰繰りり支支援援（（信信用用保保証証））（中小企業信用補完制度関連補助事

業： 年度予算額 億円の内数）

③③二二重重債債務務問問題題対対策策

④④政政府府関関係係金金融融機機関関のの運運営営にに必必要要なな経経費費（（ママルル経経融融資資のの貸貸付付限限度度額額･･金金利利引引下下げげ措措

置置のの拡拡充充（（政政策策金金融融））））

工工場場等等のの復復旧旧のの支支援援

（（ ））ななりりわわいい再再建建支支援援事事業業（（令令和和 年年能能登登半半島島地地震震））（ 年度予備費予算額 億円）
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（（ ））仮仮設設施施設設整整備備支支援援事事業業（（（（独独））中中小小企企業業基基盤盤整整備備機機構構のの事事業業ととししてて実実施施））

（（ ））伝伝統統的的工工芸芸品品産産業業支支援援補補助助金金（（災災害害復復興興事事業業））（伝統的工芸品産業支援補助金：

年度予算額 億円の内数、伝統的工芸品産業支援補助金（災害復興事業）： 年

度予備費予算額 億円、伝統的工芸品産業災害復興事業費： 年度補正予算額

億円）
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（（ ））仮仮設設施施設設整整備備支支援援事事業業（（（（独独））中中小小企企業業基基盤盤整整備備機機構構のの事事業業ととししてて実実施施））

（（ ））伝伝統統的的工工芸芸品品産産業業支支援援補補助助金金（（災災害害復復興興事事業業））（伝統的工芸品産業支援補助金：

年度予算額 億円の内数、伝統的工芸品産業支援補助金（災害復興事業）： 年

度予備費予算額 億円、伝統的工芸品産業災害復興事業費： 年度補正予算額

億円）

第第 章章 ももののづづくくりり分分野野にに関関係係すするる主主なな表表彰彰等等制制度度

①①ももののづづくくりり日日本本大大賞賞

②②日日本本ススタターートトアアッッププ大大賞賞

③③産産業業標標準準化化事事業業表表彰彰

④④ロロボボッットト大大賞賞

⑤⑤製製品品安安全全対対策策優優良良企企業業表表彰彰

⑥⑥知知財財功功労労賞賞

⑦⑦卓卓越越ししたた技技能能者者のの表表彰彰制制度度

⑧⑧職職業業能能力力開開発発関関係係厚厚生生労労働働大大臣臣表表彰彰

⑨⑨若若年年者者ももののづづくくりり競競技技大大会会

⑩⑩技技能能五五輪輪全全国国大大会会

⑪⑪障障害害者者技技能能競競技技大大会会（（アアビビリリンンピピッックク））

⑫⑫技技能能ググラランンププリリ

⑬⑬職職業業能能力力開開発発論論文文ココンンククーールル

⑭⑭職職業業訓訓練練教教材材ココンンククーールル
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